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はじめに 
 

 

この一覧は、本市が平成２１年度当初予算において予算化している「負担金、補助及び交付金」を目

的に応じて分類し、その内容などについて取りまとめたものです。 

「負担金、補助及び交付金」は、市民サービスの向上及び市民活動の促進などを目的に支出していま

すが、それぞれの交付根拠や目的、対象事業、基準などについて公表することで、市政の透明性を高め

るとともに、市民活動の活性化やまちづくりの推進に役立てていただければと存じます。 

なお、この一覧は、市のホームページでも公開しておりますので、是非、ご活用ください。 

 



件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

1 事業の対価として支出する負担金
<例>建設負担金、下水道受益者負担金等 145 10,051,707 158 6,932,246 7 2,082,165 13 ▲ 3,119,461 ▲ 31.03 %

2 会費・研修費等の負担金
<例>会議等への出席者負担金、年会費等 1,258 287,524 1,262 254,738 0 0 4 ▲ 32,786 ▲ 11.40 %

3 その他負担金 18 1,415,066 5 85,337 0 0 ▲ 13 ▲ 1,329,729 ▲ 93.97 %

1,421 11,754,297 1,425 7,272,321 7 2,082,165 4 ▲ 4,481,976 ▲ 38.13 %

4 環境・アメニティ分野 27 458,469 27 423,179 1 75,000 0 ▲ 35,290 ▲ 7.70 %

5 健康・福祉分野 110 10,462,938 106 6,149,562 3 1,064,738 ▲ 4 ▲ 4,313,376 ▲ 41.23 %

6 教育・文化・スポーツ分野 59 2,689,585 54 2,448,009 0 0 ▲ 5 ▲ 241,576 ▲ 8.98 %

7 都市基盤・交通分野 22 9,315,463 23 11,354,339 6 1,283,359 1 2,038,876 21.89 %

8 産業・経済分野 40 1,091,920 39 1,108,769 1 100,000 ▲ 1 16,849 1.54 %

9 安全・生活基盤分野 29 325,863 29 426,984 0 0 0 101,121 31.03 %

10 交流・コミュニティ分野 51 442,646 50 442,272 0 0 ▲ 1 ▲ 374 ▲ 0.08 %

11 その他分野 15 467,797 14 465,548 1 18,048,351 ▲ 1 ▲ 2,249 ▲ 0.48 %

353 25,254,681 342 22,818,662 12 20,571,448 ▲ 11 ▲ 2,436,019 ▲ 9.65 %

1,774 37,008,978 1,767 30,090,983 19 22,653,613 ▲ 7 ▲ 6,917,995 ▲ 18.69 %

平成２１年度一般会計の負担金、補助及び交付金の状況（総括表）

②平成２１年度
当初予算額

対前年度比

（単位：千円）

平成２０⇒２１年度
繰越額

平 成 ２ １ 年 度 掲 載 分

区　　分
①平成２０年度
当初予算額 当初予算増減比較（②－①）

合　　　　　計

負
　
　
担
　
　
金

補
　
助
　
及
　
び
　
交
　
付
　
金

負 　担 　金 　小 　計

補　助　及　び　交　付　金　小　計

－　5　－



政策局

スポーツ企
画課サッ
カープラザ
準備室

さいたま新都心第８－１Ａ
街区三者事業推進協議会負
担金

さいたま新都心第８－
１Ａ街区三者事業推進
協議会等に関する負担
協定書

民間活力の導入によるさいたま
新都心第８－１Ａ街区の事業を
推進する

県施設･市施設の整備に向
けた、各種調査･検討業務
等

県･市１/２ずつ負担
さいたま新都心第８－１
Ａ街区三者事業推進協議
会

6,615 4,644 1,432

政策局 東京事務所
東京事務所電気使用料に係
る負担金

東京事務所で使用する
電気使用料を事務所貸
主が一時立替えて支払
しているため

事務所の円滑な管理運営に資す
るため

東京事務所の管理･運営に
関する事業

過去の実績による (財)日本都市センター 183 192 115

総務局 総務課
｢国連軍縮さいたま会議｣記
念特別展に係るさいたま市
負担金

｢国連軍縮会議さいた
ま会議｣記念展実施に
伴う費用負担に関する
協定書

さいたま市平和展を国連軍縮会
議プログラムの一環として実施
する。

国連軍縮会議プログラム
のうちさいたま市平和展
等に係る事業

国連軍縮会議プログラムのう
ちさいたま市平和展等に要す
る経費

国連軍縮会議実行委員会 0 0 2,609

総務局
人権政策推
進課

人権相談事業負担金 参加者負担金等
委員としての任務の円滑な遂行
及び人権擁護事業の適正な運営
を図る

人権擁護委員が市民生活
の安定に寄与することを
目的として行う人権相談
事業及び人権啓発活動

Ｈ20.３.31人口602,608人×３
円≒1,807,800円(百円未満切
捨て)

さいたま人権擁護委員協
議会

1,787 1,808 1,787

総務局
人権政策推
進課

人権相談事業負担金 参加者負担金等
委員としての任務の円滑な遂行
及び人権擁護事業の適正な運営
を図る

人権擁護委員が市民生活
の安定に寄与することを
目的として行う人権相談
事業及び人権啓発活動

Ｈ20.３.31人口475,463人×３
円≒1,426,300円(百円未満切
捨て)

大宮人権擁護委員協議会 1,420 1,426 1,420

総務局
人権政策推
進課

人権相談事業負担金 参加者負担金等
委員としての任務の円滑な遂行
及び人権擁護事業の適正な運営
を図る

人権擁護委員が市民生活
の安定に寄与することを
目的として行う人権相談
事業及び人権啓発活動

Ｈ20.3.31人口110,269人×３
円≒330,800円(百円未満切捨
て)

越谷人権擁護委員協議会 331 331 331

総務局 人材育成課
彩の国さいたま人づくり広
域連合負担金

彩の国さいたま人づく
り広域連合規約

埼玉県及び埼玉県内の全市町村
の職員を対象に、職務遂行に必
要な基本能力の習得や多様化、
高度化する行政ニーズに対応で
きる人材を育成する

団体負担金 21年度市割当負担金
彩の国さいたま人づくり
広域連合

2,100 2,100 1,697

総務局 防災課 防災行政無線電波利用料 利用料負担金
総務省より免許を所得している
無線局に関して、電波利用料と
して行政経費を負担するもの

電波利用料負担金

電波利用料
固定局:9,150円×262局＝
2,397,300円
移動系基地局:3,950円×４局
＝15,800円
陸上移動局:300円×235局＝
70,500円

総務省関東総合通信局歳
入徴収官

2,484 3,666 3,525

総務局 防災課 防災行政無線電気料負担金 電気料負担金
県立浦和高等学校に設置されて
いる防災行政無線(固定系)の子
局に係る電気料を負担するため

電気料負担金
防災行政無線電気料(県立浦和
高等学校)150円×12月＝1,800
円

埼玉県立浦和高等学校校
長

2 2 2

総務局 防災課
防災フェア２００８ｉｎさ
いたま開催負担金

防災フェア２００８ｉ
ｎさいたま開催負担金

各種展示、実演を通じて、防災
対策の知識の普及を図り、国民
の防災意識の向上等を図るため
に開催する防災フェアへの負担
金

防災フェア２００８開催
事業

防災フェア２００８ｉｎさい
たま負担金5,000,000円

防災フェア２００８ｉｎ
さいたま実行委員会

5,000 0 5,000

財政局 用地管財課 コルソビル維持改修負担金
コルソ管理規約(第17
条)

コルソビルの維持管理のため コルソビルの修繕積立金
150,000,000円(全体額)×
103,668/1,000,000(持分)＝
15,550,200円

コルソビル区分所有者会
(管理者:浦和商業開発
㈱)

15,551 15,550 15,550

財政局 用地管財課 下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地
の所有者が下水道施設の建設に
かかる費用の一部を負担し、更
なる下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金
126,260円＋45,940円＋
477,850円＝650,050円(３か
所)

さいたま市 350 651 350

財政局 用地管財課 那須市有地土地共益管理費
「相鉄の那須」別荘管
理規約(第４条)

那須町の市有地の維持管理のた
め

栃木県那須町に所在する
市有地の別荘用地として
の維持管理

48円×9,338㎡×1.05＝
470,635円

相模鉄道株式会社 451 471 471

財政局 庁舎管理課 施設光熱水費負担金 電気料負担金 電気料支払い
執務室として借りている
施設の電気料を負担する

電気料負担分
(財)埼玉県勤労者福祉セ
ンター

4,398 4,594 3,957

(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

財政局 庁舎管理課 電波使用料負担金
無線機電波使用料負担
金

電波使用料の支払い
無線機８台分の電波使用
料を負担する

600円×８台＝4,800円 関東総合通信局 5 5 4

財政局 契約課
電子入札システム共同運営
負担金

埼玉県電子入札共同シ
ステムの開発及び運営
に係る事業の費用負担
に関する基本協定書

埼玉県等との共同による電子入
札システムを構築し、運営する

「埼玉県電子入札共同シ
ステム」による電子申請
及び電子入札

均等割額479,285円＋人口割額
9,007,815円-過払額1,560,572
円＋電子入札システム共同受
付に係る負担金201,000円＝
8,127,528円

埼玉県 10,000 9,548 8,128

財政局 市民税課
埼玉県市町村軽自動車税協
議会負担金

埼玉県市町村軽自動車
税協議会会則

軽自動車の登録･廃車受付業務の
統括処理

軽自動車の登録･廃車受付
業務

18円×126,621台＝2,279,178
円

埼玉県市町村軽自動車税
協議会

2,202 2,280 2,201

市民局 市民総務課
ソニックシティビル共用部
管理負担金

費用負担に関する協定
書

ソニックシティビル共用部の適
正な管理を行う

大宮ソニックシティビル
の管理運営実費及び公共
料金のさいたま市費用負
担分

ソニックシティビル共用部の
管理にかかる費用見積もりの
1.67％

大宮ソニックシティ株式
会社

8,422 10,929 7,153

市民局 市民総務課 下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地
の所有者が下水道施設の建設に
かかる費用の一部を負担し、更
なる下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金

総負担金(三室支所)567円×
986.78㎡×１/２＝279,750円
１年目111,990円、２～４年目
55,920円

さいたま市 112 56 110

市民局 市民総務課 郵便局電気使用料負担金
さいたま市の特定の事
務の郵便局における取
扱いに関する協定書

より広範な窓口業務を実現し、
住民福祉を向上することを目的
とする

郵便局電気使用料負担金
400円×12月×72局＝345,600
円

郵便局株式会社 692 346 235

市民局
コミュニ
ティ課

管理組合負担金
スカイレジデンシャル
タワーズノースウイン
グ管理規約

都市再開発法第133条第１項の規
定に基づき、区分所有者相互間
の事項について定められた管理
規約に則り、建築物等の維持に
かかる費用を負担する

管理規約に定められる施
設等の管理に要する経費

管理組合負担金の内訳(事務店
舗管理費、事務所管理費、全
体管理費、事務所店舗積立
金、事務所修繕維持積立金、
全体修繕維持積立金、自治会
費、駐車場使用料、電気使用
料、水道使用料として)

スカイレジデンシャルタ
ワーズノースウイング管
理組合法人

5,820 5,520 5,365

市民局
コミュニ
ティ課

共益費 ワッツ西館管理規約

都市再開発法第133条第１項の規
定に基づき、区分所有者相互間
の事項について定められた管理
規約に則り、建築物等の維持に
かかる費用を負担する

管理規約に定められる施
設等の管理に要する経費

施設管理共益費2,518円×
1,210.59坪×12月×1.05＝
38,408,139円
修繕積立金共益費420円×
1,210.59坪×12月＝6,101,364
円
火災保険料共益費1,542,846円

管理者(岩槻都市振興株
式会社)

46,053 46,441 46,052

市民局
コミュニ
ティ課

下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地
の所有者が下水道施設の建設に
かかる費用の一部を負担し、更
なる下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金 192,340円 さいたま市 193 0 192

市民局
コミュニ
ティ課

下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地
の所有者が下水道施設の建設に
かかる費用の一部を負担し、更
なる下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金 97,430円 さいたま市 98 0 97

市民局 区政推進課
庁舎資源ごみ回収(ラ･ミー
ゴ作戦)負担金

さいたま商工会議所
ラ・ミーゴ作戦

さいたま商工会議所に協力し、
紙類の再生資源を効率的に回収
し、資源循環型社会の実現を目
指す

ラ・ミーゴ作戦実施に伴
う負担金

(基本料金2,000円＋協力金
8,000円)×12月＝120,000円

さいたま商工会議所 120 120 120

市民局 文化振興課
平成21年度芸術文化くじの
持寄額に応じた分担金

平成21年度芸術文化く
じの持寄額に応じた分
担金について

地域における創造的で文化的な
表現活動のための環境づくりを
推進する

地域における創造的で文
化的な表現活動のための
環境づくり等に資する事
業

18年度実績5,495,000円
19年度実績5,065,000円
20年度実績5,191,000円

(財)地域創造 5,200 5,200 5,191

市民局 文化振興課 水道敷設負担金
水道局との負担協議に
よる

水道設備敷設 水道設備敷設 水道局設計による さいたま市 0 1,187 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

市民局 文化振興課
プライマリーコンサート負
担金

｢さいたま市名曲コン
サート｣及び｢さいたま
市プライマリーコン
サート｣の実施に関す
る協定書

広く市民への音楽鑑賞の機会の
提供と地域において子どもから
高齢者までのより多くの市民が
音楽に触れる機会を提供し、音
楽文化の向上を図る

日本フィルハーモニー交
響楽団の演奏会にかかる
共催事業経費

対象事業に要する経費
(財)埼玉県産業文化セン
ター

2,550 1,275 2,550

市民局 文化振興課 名曲コンサート負担金
｢さいたま市名曲コン
サート｣の実施に関す
る協定書

市民の芸術文化の向上に寄与す
るためにクラシックコンサート
を開催し、広く市民への音楽鑑
賞の機会を提供し、音楽文化の
向上を図る

ソニックシティで開催す
る日本フィルハーモニー
交響楽団の定期演奏につ
いて市との共催

1,000,000円(1,000円×1,000
人分)

(財)埼玉県産業文化セン
ター

1,000 1,000 1,000

市民局
コムナーレ
事業統括監

ストリームビル管理費負担
金(共用部分)

ストリームビル管理規
約

ストリームビルを管理するスト
リームビル管理組合へ負担金(共
用部)を支出する

ストリームビル共用部の
管理運営及び修繕積立に
係る費用負担分

全体共用部分年額:95,125,996
円
一部共用部分年額:9,617,463
円
共用部修繕積立年
額:6,317,041円

ストリームビル管理組合 101,262 111,061 93,976

市民局
コムナーレ
事業統括監

ストリームビル管理費負担
金(専用部分)

ストリームビル管理規
約

ストリームビルを管理するスト
リームビル管理組合へ、共用部
分と一体管理するために負担金
(専有部)を支出する

ストリームビル内の専有
部の維持管理(電気・冷温
熱費、水道使用料、塵芥
処理費等)に係る実費負担
分

専用部分年額:44,822,000円 ストリームビル管理組合 62,462 44,822 52,198

南
区役所

生活課
武蔵浦和駅第二街区共用費
(管理・修繕積立金)

さいたま市公衆用便所
に係るラムザ全体管理
組合、管理費及び修繕
維持積立金の支払いに
関する覚書

効率的な維持管理が期待できる
ため

公衆用便所の維持管理
管理費・修繕積立金56,000
円、電気料144,000円

ラムザ全体管理組合理事
長

200 200 153

保健
福祉局

健康増進課
東部第二地区病院群輪番制
病院運営費補助事業費負担
金

埼玉県東部第二地区第
二次救急医療圏病院群
輪番制参加病院運営費
等補助に係る協定書

休日･夜間の重症救急患者の医療
を確保するため

運営費関わる人件費等 均等割＋人口割
東部第二地区病院群輪番
制幹事市(蓮田市)

9,326 9,338 9,325

保健
福祉局

健康増進課
東部第二地区第二次小児救
急医療圏病院群輪番制病院
運営費補助事業費負担金

東部第二地区第二次小
児救急医療支援事業輪
番制参加病院運営費に
係る協定書

休日･夜間の重症小児救急患者の
医療を確保するため

運営費関わる人件費等 均等割＋人口割
東部第二地区第二次小児
救急医療圏病院群輪番制
幹事市(春日部市)

5,063 5,085 523

保健
福祉局

健康増進課
東部第二地区小児救急平日
夜間診療部運営費補助事業
費負担金

協定書
休日･夜間の小児初期救急医療体
制を確保する

運営費関わる人件費等 均等割＋人口割
東部第二地区小児救急平
日夜間診療部幹事市(春
日部市)

7,271 8,195 7,758

保健
福祉局

健康増進課
大宮医師会市民病院解体に
伴う負担金

医師会との協議
閉鎖する医師会市民病院を解体
し、敷地の有効利用を図る。

大宮医師会市民病院等の
解体事業

解体工事費×負担割合 (社)大宮医師会 0 88,914 0

保健
福祉局

健康増進課
精神科救急医療体制整備事
業費負担金

埼玉県精神科救急医療
体制整備事業実施要
綱，埼玉県精神科救急
医療体制整備事業の費
用負担に関する協定書

総合的な救急医療体制を埼玉県
と共同で整備･運営をする必要が
ある

①埼玉県精神科救急情報
センターの設置②精神科
救急医療事業③輪番診療
所事業④各種会議の実施

埼玉県精神科救急医療体制整
備事業費に対する平成17年の
国勢調査に基づく人口按分･実
績按分

埼玉県知事 19,561 19,872 17,036

保健
福祉局

健康増進課 自殺予防対策事業費負担金 埼玉県との協議による
自殺予防に関する対策を埼玉県
と共同で円滑に推進する

埼玉県自殺対策連絡協議
会

自殺予防対策事業費に対する
平成17年の国勢調査に基づく
人口按分

埼玉県 141 537 57

保健
福祉局

健康増進課 電気配電工事負担金
東京電力との協議によ
る

電気配電工事を行うため 電気配電工事 電気配電工事に要する経費 東京電力株式会社 105 0 60

保健
福祉局

健康増進課 水道給水装置工事分担金 給水条例 水道給水装置工事を行うため 水道給水装置設置工事
水道給水装置設置工事に要す
る経費

さいたま市水道局 35,910 0 34,534

保健
福祉局

健康増進課 ガス供給工事負担金
東京ガスとの協議によ
る

ガス供給工事を行うため ガス供給工事 ガス供給工事に要する経費 東京ガス株式会社 37,230 0 17,983
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

高等看護学
院

下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地
の所有者が下水道施設の建設に
かかる費用の一部を負担し、更
なる下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金 17,500円×４期分＝70,000円 さいたま市 70 70 68

保健
福祉局

高等看護学
院

管理業務委託負担金

さいたま市立病院看護
師寮及び市立高等看護
学院学生宿舎管理業務
負担金に関する覚書

一本化している建物の管理につ
いて市立病院と本学院の双方で
管理している部分の委託を所管
することになる市立病院に対し
て１/２費用負担するもの

学生宿舎の施設管理
6,502,000円÷２＝3,251,000
円

さいたま市立病院院長 3,276 3,251 3,251

保健
福祉局

高等看護学
院

消防設備等保守業務委託負
担金

さいたま市立病院看護
師寮及び市立高等看護
学院学生宿舎消防設備
等保守業務負担金に関
する覚書

上記同様双方で管理運営してい
る建物の消防設備等保守業務委
託委託を所管することになる市
立病院に対して１/２費用負担す
るもの

学生宿舎の施設管理 416,000円÷２=208,000円 さいたま市立病院院長 208 208 207

保健
福祉局

こころの健
康センター

思春期精神保健相談光熱水
費負担金

上下水道･電気･ガス使
用負担協定書

与野本町デイサービスセンター
利用のため

子どもの精神保健相談事
業

施設借用による年間使用料分 (社)明日栄会きりしき 971 400 341

保健
福祉局

動物愛護ふ
れあいセン
ター

下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地
の所有者が下水道施設の建設に
かかる費用の一部を負担し、更
なる下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金 １年度分一括納付による額 さいたま市 111 111 110

保健
福祉局

高齢福祉課
下水道受益者負担金(年輪
荘)

さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地
の所有者が下水道施設の建設に
かかる費用の一部を負担し、更
なる下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金

①地積3,671.74㎡×400円×
25％＝367,170円
②前納報償金44,040円
①－②＝323,130円

さいたま市 324 0 323

保健
福祉局

高齢福祉課
下水道受益者負担金(三室
ワークプラザ)

さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地
の所有者が下水道施設の建設に
かかる費用の一部を負担し、更
なる下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金

①地積719.68㎡×400円×２×
50％≒143,930円
②前納報償金17,250円
①－②＝126,680円

さいたま市 0 127 0

保健
福祉局

介護保険課
旧武蔵浦和支所負担金(管理
費、修繕積立金、光熱水
費、下水道負担金)

ラムザタワー管理規約

財団法人さいたま市在宅ケア
サービス公社浦和サービスセン
ターが入居するラムザタワー管
理組合への管理費等及び光熱水
費等に対する負担金

ラムザタワーに入居して
いる公社の浦和サービス
センターの維持管理費

管理費及び修繕積立金138,787
円×12月＝1,665,444円、光熱
水費･下水道負担金100,000円
×12月＝1,200,000円

ラムザタワー管理組合 2,866 2,866 2,692

保健
福祉局

障害福祉課
下水道受益者負担金(春光園
うえみず)

さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地
の所有者が下水道施設の建設に
かかる費用の一部を負担し、更
なる下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金
１㎡あたりの負担金額×敷地
面積

さいたま市 43 0 42

保健
福祉局

障害福祉課 指定医師研修会開催負担金
身体障害者福祉法第15
条指定医研修会協定書

身体障害者手帳の障害程度認定
の審査基準の均衡、意識の向上
及び情報交換を行なう

指定医師研修会事業
事業費1,447,450円×負担率
0.147≒212,000円

埼玉県 212 212 108

保健
福祉局

障害福祉課
｢おおぞら号｣運行事業負担
金

リフト付き大型バス｢
おおぞら号｣運行事業
における団体利用分に
相当する費用の支払等
に関する協定書

障害者団体等が行う障害者のた
めの更生訓練、研修などの旅費
の軽減を図る

｢おおぞら号｣運行事業に
要する経費

54,000円×32日＝1,728,000円 さいたま市団体 1,680 1,728 2,049

保健
福祉局

子育て支援
課

子育て支援センターおおみ
や負担金

施設管理費等 施設管理の経費
子育て支援センターおお
みや管理、運営

共有部分の設備管理、保安警
備、清掃業務、光熱水費等

(財)さいたま市都市整備
公社

8,545 7,874 8,419

保健
福祉局

子育て支援
課

のびのびルーム負担金
光熱水費、通信費の利
用時間按分

光熱水費、通信費 のびのびルーム事業
401,074円×0.19×４か所＝
304,816円

放課後児童クラブ(民設)
運営者

0 305 0

保健
福祉局

子育て支援
課

(仮称)児童自立支援施設措
置委託負担金

埼玉県とさいたま市と
の間の児童自立支援施
設に関する事務の委託
に関する協議書

委託契約の継続により、引き続
き児童を入所させ、その自立を
支援する

老朽化が進み、将来的に
想定される埼玉学園の施
設の改築費等総計

将来的に想定される施設の改
築費等総計×市委託児童平均
入所率
2,488,390,000円×13.5％≒
330,000,000円

埼玉県 18,068 0 15,654
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

保育課
日本スポーツ振興センター
負担金

災害共済給付設置者負
担金

保育所の管理下で、幼児の災害
が発生したときに、災害共済給
付を行う

独立行政法人日本スポー
ツ振興センター災害共済
給付制度

一般分375円、要保護65円、前
年度一般分375円、前年度要保
護65円

(独)日本スポーツ振興セ
ンター埼玉県支部

2,539 2,548 2,522

保健
福祉局

保育課
白幡保育園テレビ共同受信
組合負担金

参加者負担金等 利用者負担金
白幡保育園テレビ共同受
信組合負担金(年会費)

年会費2,000円
白幡保育園テレビ共同受
信組合

2 2 0

保健
福祉局

保育課 下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地
の所有者が下水道施設の建設に
かかる費用の一部を負担し、更
なる下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金

三橋西保育園150,400円
植水保育園215,000円
三室保育園166,610円
尾間木保育園120,700円

さいたま市 269 131 264

保健
福祉局

青少年育成
課

下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地
の所有者が下水道施設の建設に
かかる費用の一部を負担し、更
なる下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金 100,670円 さいたま市 101 0 101

保健
福祉局

青少年育成
課

水道負担金 さいたま市給水条例 新規施設建設のため
放課後児童クラブをの新
設施設整備

１か所525,000円 さいたま市水道局 1,050 1,050 525

保健
福祉局

地域保健課
保健セン
ター管理室

テレビ受信共聴施設維持分
担金

三者共聴施設協定
浦和区保健センター、テレビ埼
玉、勤労者福祉センター３施設
の近隣の電波障害対策の分担金

近隣の住宅において電波
障害が発生した場合

年間予算900,000円の１/３を
３者で負担。更に浦和医師会
とその１/２ずつを負担

三者共聴施設事務局 150 150 150

保健
福祉局

食品衛生課 事務所光熱水費等負担金 賃貸借契約 事務所光熱水費等負担金
大宮市場･浦和市場内の食
品関係営業の監視業務

{18年度分(４月～翌年３月)}
÷12×12

埼玉県魚市場 389 389 444

保健
福祉局

食品衛生課 検査室光熱水費等負担金 賃貸借契約 検査室光熱水費等負担金
大宮市場･浦和市場内の食
品関係営業の監視業務

{18年度分(４月～翌年３月)}
÷12×12

埼玉県魚市場 335 335 272

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

下水道受益者負担金

都市計画法第75条およ
びさいたま市都市計画
下水道事業受益者負担
金に関する条例

下水道が整備された地域の土地
の所有者が下水道施設の建設に
かかる費用の一部を負担し、更
なる下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下水道事
業受益者負担金に関する条例
に基づく

さいたま市 472 473 465

環境局
西部環境セ
ンター

無線電波利用料負担金 電波法 円滑な電波利用を確保するため
運転業務に使用する無線
機

400円×10台＝4,000円 関東総合通信局 6 6 4

環境局
大宮南部浄
化センター

環境保全協力負担金 北茨城市との協定 一般廃棄物処分場の環境保全 維持管理事業 500円/ｔ×20ｔ＝10,000円 北茨城市 10 10 5

経済局 労働政策課 岩槻相談室共益費負担金
ＷＡＴＳＵ(ワッツ)西
館管理費等取扱規則

岩槻高年齢者職業相談室・内職
相談室があるＷＡＴＳＵ西館の
共益費、修繕積立金、損害保険
料

岩槻高年齢者職業相談
室・内職相談室があるＷ
ＡＴＳＵ西館の共益費、
修繕積立金、損害保険料

年額494,604円 岩槻都市振興株式会社 495 0 495

経済局
産業展開推
進課

産学連携支援センター埼玉
運営費負担金

産学連携の相互協力に
関する基本協定書

埼玉県との共同により産学連携
支援センターを設置し、総合窓
口機能、ニーズ･シーズのマッチ
ングのためのコーディネート機
能、企業間連携促進機能を整備
し新事業の創出を促進する

産学連携支援センター設
置による賃料等維持管理
費の一部

新都心ビジネス交流プラザに
おけるフリースペースの１/９

埼玉県 10,000 10,000 10,000

経済局 農業政策課
農地･水･環境保全向上対策
交付金に係る負担金

農地･水･環境保全向上
対策実施要綱

地域の環境保全に向けた先進的
な営農活動を支援する

負担金

活動費１地区200,000円×１/
４
水稲作付面積×6,000円×１/
４
葉茎菜類作付面積10,000円×
１/４

馬宮環境保全会
高曽根環境美会

2,000 2,000 1,721
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

経済局
農業環境整
備課

末田須賀堰建設費償還負担
金

償還金に関する協定書 末田須賀堰の建設費償還 負担金

末田須賀堰建設費償還負担金
31,640,355円
岩槻市の負担額:負担率＝
10.54％(受益面積比率)
据置期間利息(Ｈ７･Ｈ８年
度)32,805,130円(Ｈ７年
15,699,598円、Ｈ８年
17,105,532円)
Ｈ９年度～23年度までの償還
額(15年間)31,640,355円/年×
15年＝474,605,325円

埼玉県農村整備課 31,641 31,641 31,640

経済局
農業環境整
備課

野孫、高曽根地区土地改良
事業(県営)予備調査負担金

農業基盤整備調査費負
担契約書

新規土地改良予定地区(黒谷･高
曽根)の予備調査

負担金 調査費の50％負担
埼玉県さいたま農林振興
センター

1,000 0 1,000

経済局
農業環境整
備課

農地･水･環境保全向上対策
支援事業交付金

農地･水･環境保全向上
対策実施要綱

農地･水等を守り、質を高める効
果の高い共同活動を支援する

負担金

馬宮地区3,175,000円×１/４
＋高曽根1,500,000円×１/４
＋野孫1,001,000円×１/４＝
1,419,000円

馬宮環境保全会
野孫環境保全会
高曽根環境美会

1,419 1,419 1,418

経済局
農業環境整
備課

県営湛水防除事業負担金
土地改良法91条６項の
規定

膝子地内に位置する新堀排水路
を県営湛水防除事業で整備を行
う

負担金

Ｂ型アーム柵渠工総事業費
47,250,000円
市負担金
工事費45,000,000円×18％＝
8,100,000円
事務費2,250,000円×25％＝
562,500円

埼玉県さいたま農林振興
センター

8,663 0 8,663

経済局
農業環境整
備課

H16年度加入:土地改良施設
維持管理適正化事業負担金
(笹久保新田用水管)

土地改良施設維持管理
適正化事業実施要綱

土地改良施設の整備補修に対
し、加入事業の30％を５年間均
等に負担し、国、県の補助60％
を加えて事業を実施する(旧岩槻
市分)

負担金

事業賦課金5,000,000円×
30/100×１/５＝300,000円
特別賦課金5,000,000円×
1.5/100×0.2×４＝60,000円

埼玉県土地改良事業団体
連合会

360 0 360

経済局
農業環境整
備課

H17年度加入:土地改良施設
維持管理適正化事業負担金
(笹久保新田用水管)

土地改良施設維持管理
適正化事業実施要綱

土地改良施設の整備補修に対
し、加入事業の30％を５年間均
等に負担し、国、県の補助60％
を加えて事業を実施する(旧岩槻
市分)

負担金

事業賦課金5,500,000円×
30/100×１/５＝330,000円
特別賦課金5,500,000円×
1.5/100×0.2×４＝66,000円

埼玉県土地改良事業団体
連合会

396 396 396

経済局
農業環境整
備課

H18年度加入:土地改良施設
維持管理適正化事業負担金
(膝子排水機場)

土地改良施設維持管理
適正化事業実施要綱

土地改良施設の整備補修に対
し、加入事業の30％を５年間均
等に負担し、国、県の補助60％
を加えて事業を実施する

負担金
事業賦課金10,000,000円×
30/100×１/５＝600,000円

埼玉県土地改良事業団体
連合会

600 600 600

経済局
農業環境整
備課

水利施設防災事業(地盤沈
下)負担金

土地改良法91条６項の
規定

国庫補助による県営事業に対す
る負担金(末田大用水改修事業)

負担金

市の負担割合(工事費11％、事
務費25％)のうち、さいたま
37％、越谷63％
工事費60,000,000円×11％×
37％＝2,442,000円
事務費3,000,000円×25％×
37％＝277,500円

埼玉県さいたま農林振興
センター

2,719 0 2,493

経済局
農業環境整
備課

H19年度加入:土地改良施設
維持管理適正化事業負担金
(膝子排水機場)

土地改良施設維持管理
適正化事業実施要綱

土地改良施設の整備補修に対
し、加入事業の30%を５年間均等
に負担し、国、県の補助60％を
加えて事業を実施する

負担金
事業賦課金17,000,000円×
30/100×１/５＝1,020,000円

埼玉県土地改良事業団体
連合会

1,020 1,020 1,020

経済局 観光政策課
大宮駅インフォメーション
センター観光案内業務に関
する人件費負担金

大宮駅インフォメー
ションセンター「大宮
駅観光案内所」の運営
に関する協定書

大宮駅中央自由通路において、
ＪＲの情報提供と併せて観光･コ
ンベンションについての案内業
務も行う

当該センターの観光案内
にあたる係員の人件費の
一部

10,000円×365日(閏年は366
日)×１名

東日本旅客鉄道株式会社 3,650 3,650 3,650

経済局 観光政策課
埼玉県外客来訪促進計画推
進協議会負担金

埼玉県外客来訪促進計
画推進協議会規約

「埼玉県外客来訪促進計画」に
基づき、県及び県下16市町村で
連携し、外国人観光客の誘致を
推進する

事業費(外国人観光客誘致
に関わるプロモーション
等の費用)

対象事業に要する経費
埼玉県外客来訪促進計画
推進協議会

500 500 500
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

経済局 観光政策課
21世紀の船出プロジェクト
事業分担金

21世紀の船出プロジェ
クト実行委員会規約

八都県市が共同し、広域的観光
ルートの策定や広報活動、物産
展の開催などを行い、新たな観
光施策を開拓する

21世紀の船出プロジェク
ト事業に関わる費用及び
事務局運営に関わる費用
等

対象事業に要する経費
21世紀の船出プロジェク
ト実行委員会

500 500 500

経済局 国際課
国際コンベンション誘致事
業協賛金(負担金)

独立行政法人国際観光
振興機構業務方法書

国際的なコンベンション誘致の
ための情報及び売り込みの場の
提供を受け、国際会議の誘致及
び経済の活性化、都市イメージ
の向上を図る

団体の運営等に関わる費
用等

対象事業に要する経費
国際観光振興機構(ＪＮ
ＴＯ)

3,000 3,000 3,000

経済局 国際課
自治体職員協力交流事業負
担金

さいたま市自治体職員
協力交流事業実施要領

国際協力の推進及び庁内におけ
る国際化の促進を図る

海外自治体職員受入、実
務研修実施

航空賃895,430円、国内旅費
110,000円、研修費250,000円

(財)自治体国際化協会 1,106 1,236 540

都市局 都市施設課 ラムザ全体管理組合負担金
ラムザ全体管理組合管
理規約

武蔵浦和駅南自転車駐車場が加
入するラムザ管理組合への負担
金

共益費
278,644円×12月＝3,343,728
円

ラムザ全体管理組合管理
代行㈱ラムザ都市開発

3,343 3,343 3,344

都市局 都市施設課
武蔵浦和駅南自転車駐車場
電気料負担金

ラムザ全体管理組合管
理規約

武蔵浦和駅南自転車駐車場の電
気料

電気料負担金
300,000円×12月＝3,600,000
円

ラムザ全体管理組合管理
代行㈱ラムザ都市開発

3,600 3,600 2,862

都市局 都市施設課
けやきひろば自転車駐車場
電気水道料負担金

管理協定書
けやきひろば自転車駐車場の電
気水道料

電気水道料負担金 1,103,751円 ㈱さいたまアリーナ 1,103 1,104 1,104

都市局 都市施設課 下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地
の所有者が下水道施設の建設に
かかる費用の一部を負担し、更
なる下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金 81,240円 さいたま市 82 0 79

都市局 都市施設課 シーノ大宮全体管理負担金
シーノ大宮全体管理組
合規約

シーノ大宮自転車駐車場の加入
する管理組合の負担金

共益費 2,137,746円 シーノ大宮団地管理組合 2,017 2,138 1,771

都市局 都市施設課
シーノ大宮パーキング棟管
理負担金

シーノ大宮パーキング
管理規約

シーノ大宮自転車駐車場のある
シーノ大宮パーキング棟の管理
負担金

共益費 10,038,477円
シーノ大宮パーキング管
理者

9,331 10,039 9,332

都市局 都市施設課
浦和駅東口駐車場管理費(全
体供用分)

ストリームビル管理組
合規約

浦和駅東口駐車場の加入する管
理組合に係る負担金

共益費 128,066,193円 ストリームビル管理組合 125,469 128,066 100,414

都市局 都市施設課
浦和駅東口駐車場管理費(一
部供用分)

ストリームビル管理組
合規約

浦和駅東口駐車場の加入する管
理組合に係る負担金

共益費 13,998,358円 ストリームビル管理組合 13,729 13,999 13,291

都市局 都市施設課
浦和駅東口駐車場修繕積立
金

ストリームビル管理組
合規約

浦和駅東口駐車場の加入する管
理組合に係る負担金

共益費 9,389,322円 ストリームビル管理組合 9,390 9,389 9,389

都市局 都市施設課
武蔵浦和駅東自動車駐車場
管理負担金

ザファーストタワー管
理組合規約

武蔵浦和駅東自動車駐車場の加
入する管理組合の負担金

共益費
779,040円×12月＝9,348,480
円

ザファーストタワー管理
組合

9,349 9,348 9,348

都市局 都市施設課
岩槻駅東口公共駐車場修繕
積立金

ワッツ東館管理規約
岩槻駅東口公共駐車場の加入す
る管理組合に係る負担金

修繕費

200,000,000×32.8323％＝
65,664,600円
65,664,600－33,437,145＝
32,227,455円

ワッツ東館管理組合 0 32,228 0

都市局 都市公園課 民間児童遊園地管理負担金
さいたま市民間児童遊
園地等補助金交付要綱

児童の自由な遊び場を充実させ
るとともに、児童の健康と情操
に寄与することを目的とする

児童遊園地等の管理運営 18,000円×55団体＝990,000円 各自治会 1,080 990 954

都市局 都市公園課 下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道事業の普及及び維持管理 下水道受益者負担金
敷地面積518㎡の年負担額
31,560円
※平成20、21年度２年分

さいたま市 0 63 0

都市局
みどり推進
課

全国都市緑化フェア負担金
全国都市緑化フェアへ
の花壇出展に関する協
定書

都市緑化意識の高揚と知識の普
及を図り、緑豊かな潤いのある
都市づくりに寄与する

市が出展参加する花壇等
の設置、維持管理及び撤
去

負担金3,500,000円 全国都市緑化実行委員会 3,500 3,500 3,500

都市局
みどり推進
課

浜松モザイカルチャー2009
世界博負担金

浜松モザイカルチャー
協定書

国際イベントに作品を出展し本
市の魅力を発信するとともに緑
に対する意識醸成を図る。

作品の設置、維持管理及
び撤去。

負担金11,000,000円
浜松モザイカルチャー世
界博2009協会

0 11,000 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

都市局
まちづくり
総務課

アルーサＡ館長期修繕計画
負担金

アルーサＡ館管理協議
会規約

アルーサＡ館管理協議会規約に
基づき、計画的に実施する共用
部分等の修繕費用に当てる

都市整備事務事業 34,241円×12月＝410,892円
アルーサＡ館管理者与野
都市開発㈱

411 744 411

都市局
まちづくり
総務課

北浦和ターミナルビル公共
公益施設及び駐車場床等維
持管理負担金

北浦和ターミナルビル
公共公益施設及び駐車
場床の管理運営に係る
協定書

北浦和ターミナルビル全体管理
組合及び施設一部管理組合の組
合員又は占有者として公共公益
床及び駐車場の円滑な管理運営
を行う

都市整備事務事業
管理費予算額及び甲･乙負担額
による

北浦和ターミナルビル㈱ 28,767 29,788 28,767

都市局
まちづくり
総務課

北浦和ターミナルビル公共
公益施設及び駐車場床修繕
積立負担金

北浦和ターミナルビル
管理費等取扱規則

北浦和ターミナルビル全体管理
組合及び施設一部管理組合の組
合員又は占有者として適正な管
理運営を行う

都市整備事務事業 長期修繕計画による 北浦和ターミナルビル㈱ 33,464 13,399 33,463

都市局
まちづくり
総務課

浦和センチュリーシティ中
長期修繕積立負担金

浦和センチュリーシ
ティ管理規約

浦和センチュリーシティにおけ
る所有者であることから、適正
な管理運営を行う。

都市整備事務事業 修繕計画による
浦和センチュリーシティ
管理組合

0 8,194 0

都市局
指扇まちづ
くり事務所

川越線日進駅･指扇駅間新駅
駅舎新築工事負担金

施行協定書による 新駅(西大宮駅)設置のため 駅舎新築工事 施行協定書 東日本旅客鉄道株式会社 2,931,210 1,176,580 1,744,630

都市局
指扇まちづ
くり事務所

川越線日進駅･指扇駅間新駅
用地負担金

施行協定書による 新駅(西大宮駅)設置のため 駅舎用地 施行協定書 東日本旅客鉄道株式会社 875,000 0 779,614

都市局
指扇まちづ
くり事務所

川越線日進駅･指扇駅間新駅
関連駅設備改修工事負担金

駅設備改修工事施行協
定書による

新駅(西大宮駅)設置に伴う駅設
備改修工事のため

駅舎新築工事に伴う駅設
備改修工事

施行協定書 東日本旅客鉄道株式会社 541,000 0 152,056

都市局
指扇まちづ
くり事務所

踏切改修工事負担金 覚書による
西大宮駅設置に伴う踏切改修の
ため

西大宮駅設置に伴う踏切
改修工事設計

設計協定額 東日本旅客鉄道株式会社 0 30,000 0

都市局
指扇まちづ
くり事務所

西大宮駅北口給水装置設置
分担金

さいたま市給水条例第
９条

西大宮駅北口駅前広場整備に伴
う給水装置設置のため

西大宮駅北口駅前広場に
おける高質空間整備事業
に関する協定書

105,000円×２件＝210,000円
さいたま市水道事業管理
者

0 0 210

都市局
大宮北部ま
ちづくり事
務所

日進駅橋上駅舎工事負担金 ＪＲ負担金 日進駅橋上駅舎工事負担金
日進駅橋上化北口開設事
業

296,762,000×1.05≒
311,600,000円

東日本旅客鉄道株式会社 943,000 1,084,590 170,010

都市局
大宮北部ま
ちづくり事
務所

電力･通信地中引込負担金
東京電力、ＮＴＴとの
負担協議による

日進駅自由通路へ電力･通信の供
給

日進駅橋上化北口開設事
業

20ｍ×30,000円/ｍ×３本
東京電力
ＮＴＴ

0 1,800 0

都市局
大宮北部ま
ちづくり事
務所

水道分担金 水道分担金 日進駅自由通路へ水道の供給
日進駅橋上化北口開設事
業

20ｍｍ105,000円
40ｍｍ1,292,000円
50ｍｍ2,331,000円

さいたま市水道局 0 3,728 0

都市局
浦和東部ま
ちづくり事
務所

東口連絡階段管理負担金
浦和美園駅東口連絡階
段の管理に関する協定
書による。

浦和美園駅東口連絡階段の清掃
業務費等を負担金としてＳＲに
支払う

浦和美園駅東口連絡階段
(平成18年度共用開始)

埼玉高速鉄道との協議による 埼玉高速鉄道 855 855 742

都市局
浦和東部ま
ちづくり事
務所

水道本管布設工事市負担金
(地区外)

浦和東部第一地区及び
浦和東部第二地区にお
ける上水道施設の設置
事業に関する基本協定
による。

南部配水場から国道122号横断部
までの水道本管敷設工事に伴う
費用を水道局に負担金として支
払う

水道本管布設工事(約500
ｍ)

水道局設計による さいたま市水道局 246,673 14,423 190,640

都市局
与野まちづ
くり事務所

配水管布設工事負担金

宅地造成及び住宅団地
開発並びに共同住宅、
中高層建築物等の建築
に係る給水に関する取
扱要綱

上水道の整備 区画道路配水管布設工事 水道管布設延長180ｍ さいたま市水道局 250 500 199

都市局
与野まちづ
くり事務所

ガス管新設工事負担金
与野駅西口土地区画整
理事業に伴うガス工事
に関する協定書

都市ガスの整備
与野駅西口土地区画整理
事業に伴うガス工事

全体工事費3,500,000円 東京ガス株式会社 0 3,500 0

都市局
岩槻まちづ
くり事務所

水道布設負担金
水道局との負担協議に
よる

区画整理事業に伴う支障物件の
移設･新設を行い、区画整理事業
の進捗を図る

岩槻駅西口土地区画整理
事業地内上水道施設等

見積りによる さいたま市水道局 10,000 5,123 6,521

－　14　－



(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

都市局 計画管理課
エイペックスタワー修繕に
伴う負担金

エイペックスタワー浦
和管理規約

エイペックスタワーの維持管理
エイペックスタワー修繕
負担金

区分所有する面積に応じ
17,724,000円

エイペックスタワー浦和
管理組合

17,724 0 14,770

都市局
鉄道高架整
備課

浦和駅貨物線旅客ホーム新
設事業に対する負担金

東北客貨線乗降場設置
事業に伴う工事の施行
に関する協定(書)

東北客貨線乗降場設置事業を施
行するため

鉄道高架推進事業

東北客貨線乗降場設置事業に
伴う平成21年度工事施行協定
に関する契約(書)によるさい
たま市負担額28,890,000円

東日本旅客鉄道株式会社 50,000 28,890 1,127

都市局
鉄道高架整
備課

鉄道高架化事業に対する負
担金

浦和駅周辺鉄道高架化
事業に伴う工事の施行
に関する協定(書)

浦和駅周辺鉄道高架化事業を施
行するため

鉄道高架推進事業

浦和駅周辺鉄道高架化事業に
伴う平成21年度工事施行に関
する契約(書)によるさいたま
市負担額2,350,446,000円

東日本旅客鉄道株式会社 4,101,055 2,350,446 3,554,760

建設局 土木総務課 県債償還金負担金
埼玉県との国県道路等
に係る、県債償還金に
関する覚書

埼玉県との事務引継書に基づき
県が整備した国県道に係る県債
償還金を負担する

国県道等に係る県債償還
金負担金

さいたま市分770,000,000円
(Ｈ15-34年度で償還金負担)

埼玉県知事 1,208,000 770,000 1,208,000

建設局 道路計画課
南大通東線(旧与野大宮大通
線)立替施工償還金

都市計画道路与野大宮
大通線の立替施行の償
還に関する基本協定

用地の先行取得 償還金
立替施行の償還に関する基本
協定

埼玉県知事 35,799 35,799 35,799

建設局 道路環境課
耐震補強工事負担金(秋ケ瀬
橋)

政令指定都市移行に伴
う行政区域の境界に係
る道路の管理に関する
協定

境界地に係る道路の管理につい
て、埼玉県との協定により円滑
な管理を図る

境界地に係る道路の管理 協定による 埼玉県 20,000 0 20,000

建設局 道路環境課
秋ケ瀬橋維持管理業務負担
金

政令指定都市移行に伴
う行政区域の境界に係
る道路の管理に関する
協定

境界地に係る道路の管理につい
て、埼玉県との協定により円滑
な管理を図る

境界地に係る道路の管理 協定による 埼玉県 3,500 6,500 0

建設局 道路環境課 水判土橋架替工事負担金
準用河川新川水判土橋
架替工事に伴う協定

河川管理者と道路管理者との協
定締結により水判土橋の架替工
事の円滑な進捗を図る

水判土橋架替工事 協定による さいたま市 74,071 0 74,071

建設局 道路環境課 観音橋架替工事負担金
準用河川新川観音橋架
替工事に伴う協定

河川管理者と道路管理者との協
定締結により観音橋の架替工事
の円滑な進捗を図る

観音橋架替工事 協定による さいたま市 92,400 10,607 72,093

建設局 道路環境課
古隅田川Ｄ４６４号橋工事
負担金

古隅田川Ｄ４６４号橋
架替工事に伴う協定

河川管理者と道路管理者との協
定締結によりＤ４６４号橋の架
替工事の円滑な進捗を図る。

Ｄ４６４号橋架替工事 協定による 埼玉県 0 8,000 4,000

建設局 道路環境課
電線共同溝整備事業費負担
金

浦和東部第一地区に係
る電線共同溝の整備に
関する覚書ほか

土地区画整備事業の都市計画道
路等において整備する電線共同
溝工事の円滑な遂行を図る

電線共同溝の占用予定者
より電線共同溝法に基づ
き建設負担金を徴収し事
業者に事業費として支出
する

覚書による
標準単価505円/電線･ｍ

事業者 323 9,135 1,857

建設局 道路環境課
岩槻南部新和西特定土地区
画整理事業に伴う公共施設
管理者負担金

県道蒲生岩槻線整備事
業に係る岩槻南部新和
西特定土地区画整理事
業の費用負担に関する
覚書

県道蒲生岩槻線整備に必要な道
路用地を岩槻南部新和西特定土
地区画整理事業によって取得す
ることによる負担金

県道蒲生岩槻線整備 覚書による
独立行政法人都市再生機
構

0 130,000 0

建設局 道路環境課
緑区大間木水深特定土地区
画整理事業に伴う沿道負担
金

さいたま都市計画事業
大間木水深特定土地区
画整理事業区域界沿い
の道路整備に関する覚
書

大間木水深特定土地区画整理区
域界道路の整備を負担金により
一括整備を行う

緑区大間木水深特定土地
区画整理事業に伴う沿道
負担金

覚書による
さいたま市大間木水深特
定土地区画整理組合

0 15,200 0

建設局 道路環境課
大宮西部特定土地区画整理
事業に伴う沿道負担金

さいたま都市計画事業
大宮西部特定土地区画
整理事業区域界沿いの
道路整備に関する覚書

大宮西部特定土地区画整理区域
界道路の整備を負担金により一
括整備を行う

大宮西部土地区画整理事
業に伴う沿道負担金

覚書による
独立行政法人都市再生機
構

0 20,000 0

建設局 道路環境課
緑区中尾･不動谷土地区画整
理事業に伴う沿道負担金

さいたま市中尾不動
谷･駒前土地区画整理
事業区域界沿いの道路
整備に関する覚書

中尾不動谷･駒前土地区画整理区
域界道路の整備を負担金により
一括整備を行う

緑区中尾不動谷･駒前土地
区画整理事業に伴う沿道
負担金

覚書による
さいたま市中尾不動谷･
駒前土地区画整理組合

0 35,000 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

建設局 道路環境課
緑区三室南宿土地区画整理
事業に伴う沿道負担金

さいたま市三室南宿土
地区画整理事業区域界
沿いの道路整備に関す
る覚書

三室南宿土地区画整理区域界道
路の整備を負担金により一括整
備を行う

緑区三室南宿土地区画整
理事業に伴う沿道負担金

覚書による
さいたま市三室南宿土地
区画整理組合

0 21,000 0

建設局 道路環境課
北与野デッキ管理費用負担
金

北与野駅デッキ管理費
用負担協定書

安全で快適な歩行者空間を確保
し、北与野デッキの適正な維持
管理を行う

さいたま新都心地区６－
１街区歩行者通路施設の
維持管理

日常清掃756,000円
定期清掃504,000円
電気使用料743,400円

ビル所有者 2,003 2,004 2,003

建設局 道路環境課
武蔵浦和駅第２街区エレ
ベーター管理費、修繕積立
金

ラムザ全体管理規約

武蔵浦和駅第２街区第一種市街
地再開発事業により整備された
建物及び敷地を区分所有者割合
をもって維持･増進を行う

武蔵浦和駅第２街区第一
種市街地再開発事業によ
り整備された建物及び敷
地維持管理費の積立金

管理費、修繕積立金36,000円
ラムザ全体管理組合管理
代行㈱ラムザ都市開発

36 36 35

建設局 道路環境課
武蔵浦和駅第２街区エレ
ベーター電気使用料負担金

ラムザ全体管理規約

武蔵浦和駅第２街区第一種市街
地再開発事業により整備された
建物及び敷地を区分所有者割合
をもって維持･増進を行う

武蔵浦和駅第２街区第一
種市街地再開発事業によ
り整備された建物付属設
備等の光熱水費

電気使用料160,000円
ラムザ全体管理組合管理
代行㈱ラムザ都市開発

160 160 131

建設局 道路環境課
さいたま市駐車場案内シス
テムコントロールセンター
負担金

駐車場案内システムコ
ントロールセンターに
関する賃貸借契約書覚
書

さいたま市駐車場案内システム
コントロール室に設置された、
機器類の維持管理のため

さいたま市駐車場案内シ
ステム経費

共益費25,368円×12月＝
304,416円
光熱水費178,500円×12月＝
2,142,000円

㈱さいたまアリーナ 2,447 2,447 2,446

建設局 道路計画課 新方須賀さいたま線借地料 橋梁架替に伴う借地料 橋梁架替切廻し道路用地借地料
新方須賀さいたま線(新
橋)

年間2,948,000円 地権者 2,948 0 0

建設局 道路計画課 直轄道路事業負担金

さいたま市内で国土交
通省が所管する道路事
業及び道路管理に要す
る費用負担金

道路法第50条に基づき、国土交
通省が行う直轄国道の新設事業
や改築事業等に要する費用の一
部を負担するもの

直轄国道の新設事業や改
築事業等

1,483,000,000円(国道16号、
国道17号、国道298号)

国土交通省 1,936,000 1,483,000 1,551,000

建設局 道路計画課
一般国道４６３号越谷浦和
バイパス道路改築事業公共
施設管理者負担金

一般国道463号越谷浦
和バイパス整備事業に
係る浦和東部第二特定
土地区画整理事業の費
用負担に関する協定

一般国道463号越谷浦和バイパス
整備事業に必要な道路用地を浦
和東部第二特定土地区画整理事
業によって取得する

浦和東部第二特定土地区
画整理事業の費用負担に
関する協定

用地費385,000,000円(土地区
画整理事業認可時における鑑
定評価による価格)

独立行政法人都市再生機
構埼玉地域支社

400,000 385,000 400,000

建設局 道路計画課
土地収用に伴う用地取得費
(鑑定評価費用)

土地収用法、手数料第
125、126条

土地収用に伴う土木管理費負担
金(起業者負担金)

土地収用路線
土地鑑定料1,236,000円
物件調査料2,036,000円

埼玉県県土整備部県土整
備総務課

0 3,272 0

建設局 河川課
芝川第一調節池排水機場維
持管理負担金

埼玉県との負担金協定 施設管理費負担金
芝川第一調節池排水機場
施設管理費

3,550,000円×32％(さいたま
市負担割合)＝1,136,000円

埼玉県知事 1,274 1,136 0

建設局 河川課 水道管移設負担金 水道管移設費負担
工事に伴う水道管の切り回し料
として水道局に支払うため

水道管切り回し箇所 1,650,000円 さいたま市水道局 1,650 1,650 1,388

建設局 河川課 水道管移設負担金 水道管移設費負担
工事に伴う水道管の切り回し料
として水道局に支払うため

水道管切り回し箇所 4,000,000円 さいたま市水道局 3,000 4,000 2,521

建設局 河川課
さくら川(荒川左岸排水路)
整備工事負担金(戸田市)

戸田市との負担金協定 工事負担金
さくら川(荒川左岸排水
路)整備事業

150,000,000円×52％(さいた
ま市負担割合)＝78,000,000円

戸田市長 52,000 78,000 41,528

建設局 河川課
準用河川浅間川改修事業負
担金

上尾市との負担金協定
上尾市、さいたま市にまたがる
浅間川の改修工事を行うための
負担協定

平成20年度改修事業施行
区間

12,000,000円×50％(さいたま
市負担割合)＝6,000,000円

上尾市長 8,435 6,000 8,435

建設局 河川課
準用河川滝沼川･公共施設管
理者負担金

公共施設管理者負担金
(土地区画整理法第120
条)

準用河川滝沼川改修事業に必要
な河川用地を大宮西部特定土地
区画整理事業により取得する

大宮西部特定土地区画整
理事業(｢準用河川滝沼川
改修事業に係る費用負担
に関する協定｣今年度締結
予定)

用地費全体914,700,000円(当
該地区の区画整理事業従前単
価を現時点に時点修正した価
格)の年割額

独立行政法人都市再生機
構埼玉地域支社

210,000 134,700 210,000

建設局 住宅課
都市再生機構からの借上市
営住宅に係る共益費

借上住宅賃貸借契約

都市再生機構から借上げた市営
住宅に係る共用部分の光熱費、
清掃費用等共益費を負担するこ
とにより本住宅の維持管理を適
切かつ合理的に行うため

共用部分の光熱費、清掃
費用等の共益費

西本郷住宅4,100円×60戸×12
月＝2,952,000円
本郷町団地5,400円×64戸×12
月＝4,147,200円

独立行政法人都市再生機
構埼玉地域支社

7,100 7,100 7,099
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

建設局 住宅課
下水道受益者負担金(指扇･
今羽･蓮沼)

さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地
の所有者が下水道施設の建設に
かかる費用の一部を負担し、更
なる下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金

今羽住宅528,030円
蓮沼住宅474,330円
植水住宅673,690円
春岡住宅632,870円

さいたま市 3,842 2,309 3,801

建設局
下水道維持
管理課

笹目川浄化施設維持管理負
担金

笹目川浄化施設の管理
等に関する覚書

笹目川へ放流される合流下水の
悪臭等を解消するため埼玉県の
浄化施設について、埼玉県と維
持管理の協定を締結し維持管理
を行っている

笹目川へ放流される合流
下水の悪臭等を解消する
ため埼玉県の浄化施設に
ついて、埼玉県と維持管
理の協定を締結し維持管
理を行っている

電気料金3,000,000円×38.6％
＝1,158,000円
機器点検費4,000,000円×
38.6％＝1,544,000円
水質検査費500,000円×50.0％
＝250,000円
汚泥処分費2,500,000円×
50.0％＝1,250,000円

埼玉県 4,202 4,202 1,927

建設局
下水道維持
管理課

芝川都市下水路維持管理負
担金

維持管理等基本協定書

さいたま市、上尾市、桶川市に
またがる芝川都市下水路につい
て、３市で維持管理協定を締結
し維持管理を行っている

さいたま市、上尾市、桶
川市にまたがる芝川都市
下水路について、３市で
維持管理協定を締結し維
持管理を行っている

維持管理総事業費17,500,000
円
さいたま市17,500,000円×
18％＝3,150,000円
河道浚渫総事業費25,000,000
円
さいたま市25,000,000円×
18％＝4,500,000円
見沼伏越部除塵機補修総事業
費14,000,000円
さいたま市14,000,000円×
18％＝2,520,000円

上尾市 10,800 10,170 10,800

建設局
下水道計画
課

水道管移設負担金 水道管移設費負担
排水路整備の際、支障となる地
下埋設物(水道管)の切り回し工
事に伴う負担金の支出

排水路整備の際、支障と
なる地下埋設物(水道管)
の切り回し工事

工事箇所ごとに切り回し口径･
延長数により積算

さいたま市水道局 7,800 18,300 5,104

消防局 施設課 下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地
の所有者が下水道施設の建設に
かかる費用の一部を負担し、更
なる下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金

150×400＝60,000円(総額)
60,000×50％(減免率)＝
30,000円
30,000円－5,700円(一括給付
報奨金)＝24,300円

さいたま市 25 0 24

消防局 施設課 給水装置新設分担金 さいたま市給水条例 給水装置の新設に伴う分担金
宮町分団車庫移転建設工
事

水道メーター口径25㎜
500,000円×1.05＝525,000円

さいたま市 525 0 105

消防局 施設課 下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地
の所有者が下水道施設の建設に
かかる費用の一部を負担し、更
なる下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金

578×610＝352,580円(総額)
352,580×50％(減免率)＝
176,290円
176,290-21,140(一括給付報奨
金)＝155,150円

さいたま市 0 156 0

消防局 施設課
防災センター下水道貯留槽
等管理負担金

共同負担工事に係る費
用の負担割合に関する
協定書

隣接する自治医大医療センター
と共同で費用負担し、汚水処理
設備を維持管理する

下水道管、貯留槽及びポ
ンプ場の維持管理費用

3,389,400円×10％＝338,940
円(費用)×(協定負担割合)

自治医科大学附属さいた
ま医療センター

386 339 339

消防局 施設課 下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地
の所有者が下水道施設の建設に
かかる費用の一部を負担し、更
なる下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金

107×400＝42,800円(総額)
42,800円×50％(減免率)＝
21,400円
21,400円－2,560円(一括給付
報奨金)＝18,840円

さいたま市 0 19 0

消防局 指令課
衛星個別通信回線数に伴う
分担金

地域衛星通信ネット
ワーク利用契約約款

衛星通信による個別通信回線数
に伴う分担金(５回線)

衛星個別通信回線数に伴
う分担金

１回線67,500円×５回線＝
337,500円

(財)自治体衛星通信機構 338 338 338

教育
委員会

教育財務課 下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地
所有者が下水道施設の建設にか
かる費用の一部を負担し、更な
る下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金

蓮沼小705,760円
大谷小414,800円
三室小507,320円
報奨金▲48,820円

さいたま市 3,277 1,580 3,277
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

教育
委員会

教育財務課 下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地
所有者が下水道施設の建設にか
かる費用の一部を負担し、更な
る下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金

大谷中(サブグランド)16,680
円
大宮西中612,880円
大宮八幡中1,110,470円
報奨金▲35,530円

さいたま市 2,210 1,705 2,209

教育
委員会

教育財務課 下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地
の所有者が下水道施設の建設に
かかる費用の一部を負担し、更
なる下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金
養護学校281,120円
報奨金▲8,430円

さいたま市 554 273 554

教育
委員会

教職員課
教員採用選考試験第１次試
験問題作成負担金

当該試験の問題用紙の
印刷製本費用を負担金
で積算するもの。

印刷製本費 印刷製本費
600円×1,100部×1.05＝
693,000円

埼玉県 756 693 385

教育
委員会

指導１課 来日旅費相当額等負担金 参加者負担金等
新規ＡＬＴの来日にかかった航
空運賃を負担

左同 300,000円×２名＝600,000円 自治体国際化協会 516 600 0

教育
委員会

指導１課
来日オリエンテーション宿
泊費負担金

参加者負担金等
新規ＡＬＴが参加する来日オリ
エンテーションの宿泊費を負担

左同
13,000円×２泊×２名＝
52,000円

自治体国際化協会 52 52 0

教育
委員会

指導１課
外国青年招致事業ＪＥＴ傷
害保険料負担金

参加者負担金等
ＡＬＴが参加する海外旅行傷害
保険の保険料を負担

左同 30,000円×２名＝60,000円 自治体国際化協会 60 60 42

教育
委員会

健康教育課
日本スポーツ振興センター
負担金

日本スポーツ振興セン
ター法

学校管理下における児童生徒の
負傷、疾病、障害又は死亡に関
して必要な給付を行い、学校教
育の円滑な実施に資する

医療費、障害見舞金、死
亡見舞金

掛金１人当たり小･中学校945
円、高等学校1,865円、幼稚園
295円、要保護65円

独立行政法人日本スポー
ツ振興センター

102,491 101,219 99,831

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

敷地内幹線道路除雪負担金 協定書

さいたま市と南会津町が協定を
結び、南会津町が道路の除雪を
行い交通の安全を確保し自然の
家の管理･運営が円滑に進行する
もの

協定規程による 南会津町との協定による 南会津町 800 800 616

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

電波利用料
電波利用法第103条の
２

野外活動として敷地内オリエン
テーリング･登山活動等に対し児
童･生徒の安全確保のため基地
局･移動局を使用している

電波利用法
電波利用法第103条の２
基地局１局、移動局７局

東北総合通信局 12 13 12

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

沼尻地区テレビ共同受信施
設組合費

組合費

赤城少年自然の家のテレビ受像
に対し沼尻地区での共同アンテ
ナを使用しているため、その一
部を負担する

組合規程による 組合運営費の一部を負担
赤城山沼尻地区テレビ共
同受信施設組合組合長

3 6 2

教育
委員会

与野本町学
校給食セン
ター

学校給食費物資代金振込手
数料負担金

さいたま市立学校給食
センター学校給食費取
扱要綱

学校給食費を給食センターあて
に口座振込するために必要な経
費を負担する

各学校の学校給食費管理
事務

口座振込手数料の実額
学校給食センターから給
食の提供を受ける学校の
校長

49 12 9

教育
委員会

岩槻学校給
食センター

学校給食費納入事務補助金
さいたま市立学校給食
センター学校給食費取
扱要綱

学校給食費を給食センターあて
に口座振込するために必要な経
費を補助する

各学校の学校給食費管理
事務

口座振込手数料の実額
学校給食センターから給
食の提供を受ける学校の
校長

91 80 62

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

北足立地区人権教育研究集
会開催負担金

研究集会開催負担金
人権教育･啓発関係者の人権意識
向上を図ることを目的に、開催
する

北足立地区人権教育研究
集会

開催負担金10,000円
北足立地区人権教育研究
集会実行委員会

10 10 10

教育
委員会

体育課 下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地
の所有者が下水道施設の建設に
かかる費用の一部を負担し、更
なる下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金 753,000円 さいたま市 739 753 717

教育
委員会

青少年宇宙
科学館

ＪＡＣＫ大宮共益費負担金
大宮情報文化センター
管理規約

大宮情報文化センター管理費及
び計画修繕費

宇宙劇場管理運営 管理費、計画修繕費
(財)さいたま市都市整備
公社

66,000 62,684 64,516

教育
委員会

博物館 下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地
の所有者が下水道施設の建設に
かかる費用の一部を負担し、更
なる下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金
14,240円×４期－1,700円＝
55,260円

さいたま市 57 56 55
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

教育
委員会

うらわ美術
館

浦和センチュリーシティ管
理運営負担金

浦和センチュリーシ
ティ管理規約第24条

敷地内･共用部分等の管理費をビ
ル内区分所有者で負担する

敷地･共用部分等に係る電
気･ガス･水道料金等

1,200,000円×12月＝
14,400,000円

浦和センチュリーシティ
管理組合

14,400 14,400 12,785

教育
委員会

生涯学習総
合センター

シーノ大宮センタープラザ
管理組合負担金(共用部分)

施設管理負担金

シーノ大宮センタープラザを管
理するシーノ大宮センタープラ
ザ管理組合へ、負担金(共用部
分)を支出

生涯学習総合センターの
施設維持管理及び事業費
等に係る経費

年額68,096,963円
シーノ大宮センタープラ
ザ管理組合

70,066 68,097 69,737

教育
委員会

生涯学習総
合センター

シーノ大宮センタープラザ
管理組合負担金(専用部分)

施設管理負担金

シーノ大宮センタープラザを管
理するシーノ大宮センタープラ
ザ管理組合へ、共用部分と一体
管理するために負担金(専用部
分)を支出する

生涯学習総合センターの
施設維持管理及び事業費
等に係る経費

年額38,870,000円
シーノ大宮センタープラ
ザ管理組合

39,816 38,870 39,164

教育
委員会

生涯学習総
合センター

シーノ大宮団地管理組合負
担金

施設管理負担金

シーノ大宮アトリウムはＡ地区
全体の共用施設であり、その管
理をするｼｰﾉ大宮団地管理組合
へ、負担金を支出する

生涯学習総合センターの
施設維持管理及び事業費
等に係る経費

年額5,582,393円 シーノ大宮団地管理組合 5,267 5,583 4,625

教育
委員会

生涯学習総
合センター

下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地
の所有者が下水道施設の建設に
かかる費用の一部を負担し、更
なる下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金 下水道受益者負担金90,000円 さいたま市 90 90 89

教育
委員会

生涯学習総
合センター

下水道受益者負担金
さいたま市都市計画下
水道事業受益者負担に
関する条例

下水道が整備された地域の土地
の所有者が下水道施設の建設に
かかる費用の一部を負担し、更
なる下水道整備の促進を図る

下水道受益者負担金 下水道受益者負担金56,000円 さいたま市 56 56 55

教育
委員会

生涯学習総
合センター

水道分担金 さいたま市給水条例
新規公民館建設に伴い、上水道
を設置する。

新規公民館建設に伴い、
上水道を設置する。

1,291,500円(40㎜/税込み) さいたま市水道局 0 1,292 0

教育
委員会

中央図書館
管理課

上小町配本所管理費(大宮西
部図書館)

電気料負担金 電気料負担金
配本所使用に際しての年
間電気料負担

年間電気料25,000円 上小町自治会 25 25 15

教育
委員会

中央図書館
管理課

共益費負担金(岩槻駅東口図
書館)

ワッツ西館管理規約及
び管理費等取扱規則

敷地及び共用部分等の環境を一
定水準に維持管理するため

施設管理費、施設修繕
費、損害保険料

施設管理費2,643.9円×180坪
×12月＝5,710,824円
施設修繕費420円×180坪×12
月＝907,200円
損害保険料213,611円

岩槻都市振興㈱ 6,848 6,832 6,847

選挙
管理
委員会

選挙課 不在者投票指定施設負担金

国会議員の選挙等の執
行経費の基準に関する
法律第13条の２、公職
選挙法第264条

指定施設における不在者投票に
要する経費を補助する

農業委員会委員一般選挙
不在者投票をした選挙人１人
について、727円

公職選挙法施行令の規定
による不在者投票を行う
ことができる施設の長

37 0 0

選挙
管理
委員会

選挙課 選挙公営(はがき)
公職選挙法第142条、
264条

地方公共団体が候補者の選挙運
動の費用を負担する

市長選挙
候補者１人につき通常葉書
35,000枚

日本郵便株式会社 0 17,500 0

選挙
管理
委員会

選挙課
選挙公営負担金(自動車ハイ
ヤー方式)

さいたま市の議会の議
員及び長の選挙におけ
る選挙運動用自動車等
の公営に関する条例第
２条、公職選挙法第
264条

地方公共団体が候補者の選挙運
動の費用を負担する

市長選挙
候補者１人当たりの限度額
自動車64,500円

一般乗用旅客自動車運送
事業者等

0 1,806 0

選挙
管理
委員会

選挙課
選挙公営負担金(自動車レン
タル方式)

さいたま市の議会の議
員及び長の選挙におけ
る選挙運動用自動車等
の公営に関する条例第
２条、公職選挙法第
264条

地方公共団体が候補者の選挙運
動の費用を負担する

市長選挙
候補者１人当たりの限度額
自動車35,150円

一般乗用旅客自動車運送
事業者等

0 3,937 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

１　事業の対価として支出する負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

選挙
管理
委員会

選挙課 選挙公営負担金(ポスター)

さいたま市の議会の議
員及び長の選挙におけ
る選挙運動用自動車等
の公営に関する条例第
２条、公職選挙法第
264条

地方公共団体が候補者の選挙運
動の費用を負担する

市長選挙
候補者１人当たりの限度額
単価の制限額×ポスター掲示
場数×1.2

ポスター作成業者 0 7,089 0

選挙
管理
委員会

選挙課 選挙公営負担金(ビラ)

さいたま市長の選挙に
おけるビラの作成の公
営に関する条例第２
条、公職選挙法第264
条

地方公共団体が候補者の選挙運
動の費用を負担する

市長選挙
候補者１人当たりの限度額
単価の制限額×70,000枚

ビラ作成業者 0 4,627 0

選挙
管理
委員会

選挙課 不在者投票指定施設負担金

国会議員の選挙等の執
行経費の基準に関する
法律第13条の２、公職
選挙法第264条

指定施設における不在者投票に
要する経費を補助する

市長選挙
不在者投票をした選挙人１人
について、727円

公職選挙法施行令の規定
による不在者投票を行う
ことができる施設の長

0 1,091 0
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市長
公室

秘書課 全国市長会分担金 全国市長会会則

全国各市間の連絡協調を図り、
市政の円滑な運営と進展に資
し、地方自治の興隆繁栄に寄与
する

全国市長会運営経費
均等割70,000円
人口割3,182,000円

全国市長会 3,252 3,252 3,252

市長
公室

秘書課 全国市長会関東支部分担金
全国市長会関東支部規
則

関東地区各市間及び中央との連
絡協調を図り、市政に関する諸
般の事項を調査研究し、各市の
発展に資する

全国市長会関東支部運営
経費

年会費40,000円 全国市長会関東支部 40 40 40

市長
公室

秘書課 埼玉県市長会会費 埼玉県市長会会則

県下各市の連絡協調を図り、市
政の円滑な運営と進展に資し、
地方自治と市の興隆と繁栄に寄
与する

埼玉県市長会運営経費
均等割200,000円
人口割5,941,000円

埼玉県市長会 6,196 6,141 6,196

市長
公室

秘書課 埼玉県副市長会負担金 埼玉県副市長会規約

県下各市の副市長をもって組織
し、市政について調査研究並び
に連絡調整を行い、地方行政の
円滑な運営を図る

埼玉県副市長会運営経費 20,000円×２名＝40,000円 埼玉県副市長会 40 40 40

市長
公室

秘書課
埼玉県副市長会研修視察参
加負担金

参加者負担金等
先進事例の調査及び会員相互の
情報交換を通じ、各市行政の運
営に資する

埼玉県副市長会研修視察
20,000円×２名＝40,000円
随行職員20,000円×３名＝
60,000円

埼玉県副市長会 100 100 60

市長
公室

秘書課
埼玉県副市長会南ブロック
研修視察参加負担金

参加者負担金等

先進事例の調査及び県副市長会
南ブロック会員相互の情報交換
を通じ、南ブロック各市行政の
運営に資する

埼玉県副市長会南ブロッ
ク研修視察

30,000円×２名＝60,000円
随行職員30,000円×３名＝
90,000円

埼玉県副市長会南ブロッ
ク

150 150 90

市長
公室

秘書課 全国都市問題会議参加費 参加者負担金等
都市にかかる諸問題について研
究、討議を行い都市の向上、地
方自治の発展に寄与する

全国都市問題会議 10,000円×２名＝20,000円
全国都市問題会議実行委
員会

20 20 20

市長
公室

秘書課 埼玉県市長連絡協議会
埼玉県都市長連絡協議
会規約

会員相互の緊密なる連携を図り
ながら地方自治行政に関する諸
施策の実現を期し、もって地方
自治の健全なる発展に資する

埼玉県市長連絡協議会運
営経費

年会費20,000円 埼玉県市長連絡協議会 20 0 0

市長
公室

秘書課
埼玉県都市問題研究市長会
総会･研修会参加負担金

参加者負担金等
都市行政に関する諸問題の調査･
研究及び情報交換等を行い、
もって住民福祉の増進に資する

埼玉県都市問題研究市長
会研修会

10,000円×２名＝20,000円
埼玉県都市問題研究市長
会

10 20 10

市長
公室

秘書課
埼玉県都市問題研究市長会
総会参加負担金

参加者負担金等
都市行政に関する諸問題の調査･
研究及び情報交換等を行い、
もって住民福祉の増進に資する

埼玉県都市問題研究市長
会総会

10,000円
埼玉県都市問題研究市長
会

10 0 10

市長
公室

秘書課
ＮＯＭＡ新任担当者のため
の秘書実務参加料

参加者負担金等

経営及びオフィスマネジメント
に関する調査研究及び診断指
導、展示会、講演会等の開催、
人材育成等を行うことにより経
営及びオフィスマネジメントの
新しい価値創造の推進を図り、
もってわが国経済社会の発展に
寄与する

ＮＯＭＡ新任担当者のた
めの秘書実務研修

30,450円 (社)日本経営協会 31 31 30

市長
公室

広報課 日本広報協会負担金 日本広報協会定款

広報に関する技術･資料を提供
し、調査研究を実施すると共
に、政府及び地方公共団体なら
びに広報関係団体などとの連携
により、公共の福祉の増進に寄
与する

日本広報協会運営費
社団法人日本広報協会会費納
入規定

(社)日本広報協会 120 120 120

市長
公室

広報課
広報セミナー参加負担金(京
都)

参加者負担金等

広報に関する技術･資料を提供
し、調査研究を実施すると共
に、政府及び地方公共団体なら
びに広報関係団体などとの連携
により、公共の福祉の増進に寄
与する

広報編集新任担当者のた
めの研修

セミナー案内 (社)日本広報協会 9 9 9

(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

市長
公室

広報課
広報広聴研究大会参加負担
金(山形市)

参加者負担金等

広報に関する技術･資料を提供
し、調査研究を実施すると共
に、政府及び地方公共団体なら
びに広報関係団体などとの連携
により、公共の福祉の増進に寄
与する

日本広報協会定期総会 広報広聴研究大会案内 (社)日本広報協会 7 7 7

市長
公室

広報課 映像セミナー参加負担金 参加者負担金等

広報に関する技術･資料を提供
し、調査研究を実施すると共
に、政府及び地方公共団体なら
びに広報関係団体などとの連携
により、公共の福祉の増進に寄
与する

広報編集新任担当者のた
めの研修

広報セミナーＶＴＲ参加案内 (社)日本広報協会 31 31 31

市長
公室

広報課
日本経営協会広報実務研修
会参加負担金

参加者負担金等

経営の近代化、経営管理の改善
及び人材育成を推進する専門団
体。地方公共団体に対しては、
公務能率研究会議･地方公務員人
事管理研究会などの大会･研究会
事業を実施

広報編集新任担当者のた
めの研修

講座開催案内 (社)日本経営協会 30 30 30

政策局 ＩＴ統括課
指定都市情報管理事務主管
者会議負担金

指定都市情報管理事務
主管者会議会則

コンピュータを使用し,情報管理
を主管としている指定都市の担
当部課長等により、コンピュー
タによる行政事務の処理につい
て相互研究し、その改善を助長
し、もって行政の発展に寄与す
る

コンピュータの管理運営
に関する情報の交換及び
調査研究
行政の高度情報化に関す
る調査研究

指定都市情報管理事務主管者
会議(春季)参加負担金
5,000円×１名＝5,000円(幹事
と事務局が協議して決定)

指定都市情報管理事務主
管者会議

5 5 5

政策局 企画調整課 地方自治研究機構負担金
(財)地方自治研究機構
賛助会員規程

地方自治の充実発展に寄与する

地方公共団体が所管する
行政分野に関する調査研
究、地方公共団体の調査
研究の委託、地方公共団
体が関係する調査研究に
関する情報の収集及び提
供、地方公共団体の政策
の企画立案能力の強化に
関する支援

賛助会費:政令指定都市
135,000円

(財)地方自治研究機構 135 135 135

政策局 企画調整課 企画事務研修会出席負担金 参加者負担金等
企画調整課職員の企画事務の向
上を図る

企画調整課所管全事業 23,100円×１名＝23,100円 企画事務研修会主催者 24 31 0

政策局 企画調整課
財団法人地域活性化セン
ター負担金

要望書(さいたま市の
政令指定都市への移行
に伴う出捐金の変更に
ついて)

全国地方自治体等が自主的･主体
的に活力のある地域づくりを推
進する諸活動を支援し、地域振
興の推進に寄与する

地域社会の活性化に関す
る諸情報の収集及び提
供、コンサルティング、
イベント支援、実施、人
材の育成

年会費:政令指定都市900,000
円

(財)地域活性化センター 900 900 900

政策局 企画調整課
大都市企画主管者会議負担
金

大都市企画主管者会議
規約

大都市(指定都市)が、企画行政
及び都市問題に関し、協力して
調査研究等を行い、もって大都
市住民の福祉向上と我国都市問
題の解決に資する

大都市企画行政及び都市
問題に関する調査、研
究、情報交換事業

構成都市一律70,000円 大都市企画主管者会議 70 70 70

政策局 企画調整課
八都県市首脳会議首都機能
部会負担金

八都県市首脳会議首都
機能部会申し合わせ

首都機能に関する諸問題及び東
京湾域に関する諸問題について
検討する

首都機能に関する諸問題
及び東京湾域に関する諸
問題に係る事業

構成団体一律1,500,000円
八都県市首脳会議首都機
能部会

1,500 0 1,500

政策局 企画調整課
首都圏業務核都市首長会議
負担金

首都圏業務核都市首長
会議規約

多極分散型国土形成促進法(昭和
６３年法律第８３号)に基づき業
務核都市の形成･整備を促進し、
自立都市圏の形成を先導する

業務核都市の形成･整備を
促進し、自立都市圏の形
成を先導する事業

構成各市50,000円
首都圏業務核都市首長会
議

50 50 50

政策局 企画調整課
埼玉県中央広域行政推進協
議会負担金

埼玉県中央広域行政推
進協議会規約

埼玉県中央広域地域における広
域行政を推進する

広域行政計画の策定に関
する事業

人口割額511,000円＋均等割額
45,000円＝556,000円

埼玉県中央広域行政推進
協議会

556 556 556
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

政策局
地下鉄７号
線延伸対策
課

地下鉄７号線建設誘致期成
同盟会負担金

地下鉄７号線建設誘致
期成同盟会規約

地下鉄７号線の建設及び延伸誘
致の早期実現

地下鉄７号線建設誘致期
成同盟会の運営に必要な
経費

平等割7,000円
人口割235,262円
限度額75,000円

地下鉄７号線建設誘致期
成同盟会

75 75 75

政策局 情報政策課
指定都市情報管理事務主管
者会議参加負担金

指定都市情報管理事務
主管者会議会則

コンピュータを利用し、情報管
理を主管している指定都市が、
コンピュータによる行政事務の
処理について相互研究し、その
改善を助長し、もって行政の発
展に寄与する

情報化推進事業、電算関
連事業に関する会議の参
加者負担金

5,000円×１名＝5,000円(幹事
と事務局が協議して決定)

幹事市(浜松市) 5 5 5

政策局 情報政策課
(財)地方自治情報センター
会費

財団法人地方自治情報
センター寄附行為

社会経済の進展に即応し、地方
公共団体における電子計算組織
による情報処理を推進し、地方
行政の近代化に寄与する

情報化推進事業、電算関
連事業に関するシステム
開発、研修など

政令指定都市1,800,000円
(財)地方自治情報セン
ター理事長

1,800 1,800 1,800

政策局 情報政策課
埼玉県電子自治体推進会議
共同事業負担金

埼玉県市町村共同事業
実施要綱

地域情報化を推進し、埼玉県内
の地方公共団体における電子自
治体構築の総合的かつ円滑な推
進を図り、効率的かつ良質な行
政サービスを提供し、住民の満
足度を向上させる

情報セキュリティに関す
る人材育成事業、情報通
信ネットワークに関する
人材育成事業、その他電
子自治体の推進に必要な
事業

１団体30,000円
埼玉県電子自治体推進会
議会長(埼玉県システム
企画課長)

30 30 30

政策局 情報政策課 電算講習会負担金 参加者負担金等 電算講習会受講 電算講習会開催 976,815円×一式＝976,815円 電算講習会開催者 977 977 903

政策局
スポーツ企
画課

Ｊリーグ関係自治体等連絡
協議会負担金

参加者負担金等

Ｊリーグのホームタウン及び
ホームスタジアムを所管する自
治体等の相互の連絡調整を密に
してホームスタジアムの適切か
つ効果的な管理と運営の円滑化
並びにホームタウンの振興を図
る

Ｊリーグ関係自治体等(29
自治体)による連絡調整会
議

6,000円×１名＝6,000円
Ｊリーグ関係自治体等連
絡協議会

6 6 6

政策局
都市経営戦
略室

指定都市事務局分担金 指定都市市長会規約
全国の指定都市の緊密な連携の
もとに、大都市行財政の円滑な
推進と伸張を図る

指定都市市長会事業 分担金１市6,000,000円 指定都市市長会 6,000 6,000 6,000

政策局 東京事務所 都市東京事務所長会負担金 会費負担金(規約)
各東京事務所所管事務の活発な
運営と全国市長会との円滑な事
務連絡に資するため

都市東京事務所長会の運
営に関する事業

25,000円
都市東京事務所長会代表
幹事

42 25 25

政策局 東京事務所
全国都道府県･政令指定都市
国土交通省担当者連絡協議
会負担金

会費負担金(会則)
全国都道府県･政令指定都市国土
交通省担当者連絡協議会の運営
に資するため

研修会の開催、及びその
目的達成のための情報及
び資料の調査、収集

会費15,000円
全国都道府県･政令指定
都市国土交通省担当者連
絡協議会長

15 15 15

政策局 東京事務所
指定都市東京事務所協議会
研修会参加負担金

参加者負担金等
指定都市東京事務所協議会が主
催する研修会等に参加し、今後
の事務の参考とする

指定都市東京事務所協議
会事業

5,000円×５名＝25,000円
指定都市東京事務所協議
会

0 25 0

政策局 東京事務所
都市東京事務所長会研修会
参加負担金

参加者負担金等
都市東京事務所長会が主催する
研修会等に参加し、今後の事務
の参考とする

都市東京事務所長会事業 5,000円×５名＝25,000円
都市東京事務所長会代表
幹事

0 25 0

総務局 総務課 文書管理研修受講負担金 参加者負担金等
文書管理の知識･技法等を習得
し、文書事務の指導に役立てる

参加負担金 30,450円/人 (社)日本経営協会 61 61 30

総務局 総務課
十七大市文書事務主管者会
議負担金

参加者負担金等
政令指定都市における文書事務
全般に関する諸問題について研
究･改善を図る

参加負担金 10,000円/人
十七大市文書事務主管者
会議開催市

20 20 5

総務局 法制課
埼玉県都市法制連絡協議会
負担金

参加者負担金等
法制執務上の諸問題について調
査、研究を行い、法制執務の適
正、円滑な執行を図る

年会費 １市あたり10,000円
埼玉県都市法制連絡協議
会

15 10 10

総務局 法制課
大都市法規事務連絡協議会
出席者負担金

参加者負担金等

法規事務上の諸問題を共同して
討議、研究し、情報交換を行う
ことにより法規事務処理能力の
向上を図る

参加負担金 6,000円/人
大都市法規事務連絡協議
会開催市

12 12 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

総務局 法制課 法規実務研修等負担金 参加者負担金等
法制執務及び政策法務の実務を
修得することにより、自治立法
能力の向上を図る

参加負担金 30,450円/人 (社)日本経営協会 153 122 122

総務局 市政情報課
埼玉県地域史料保存活用連
絡協議会負担金

埼玉県地域史料保存活
用連絡協議会会則

地域史料保存活用及び市町村史
編さんに関する会員相互の連絡
と協調を図り、地域文化の振興
に寄与する

年会費
県及び人口100万人以上の市
18,000円

埼玉県地域史料保存活用
連絡協議会

18 18 18

総務局 市政情報課
全国歴史資料保存利用機関
連絡協議会負担金

全国歴史資料保存利用
機関連絡協議会会則

会員相互の連絡と提携を図り、
研究協議を通じて、歴史資料の
保存利用活動の振興に寄与する

年会費
都道府県、政令指定都市
40,000円

全国歴史資料保存利用機
関連絡協議会

40 40 40

総務局 市政情報課
全国歴史資料保存利用機関
連絡協議会関東部会負担金

全国歴史資料保存利用
機関連絡協議会関東部
会会則

全国歴史資料保存利用機関連絡
協議会の地域別協議会

年会費 機関会員10,000円
全国歴史資料保存利用機
関連絡協議会関東部会

10 10 10

総務局 市政情報課
全国歴史資料保存利用機関
連絡協議会全国大会参加負
担金

参加者負担金等
会員相互の連絡と提携を図り、
研究協議を通じて、歴史資料の
保存利用活動の振興に寄与する

参加者負担金 参加者負担金3,000円
全国歴史資料保存利用機
関連絡協議会

3 3 3

総務局 市政情報課
ＮＯＭＡ情報公開･個人情報
保護制度検討講座出席負担
金

参加者負担金等
情報公開制度及び個人情報保護
制度運用に関する理解を深める

参加者負担金 参加者負担金30,450円/人 (社)日本経営協会 153 153 122

総務局 市政情報課 埼玉県統計協会負担金 埼玉県統計協会会則

統計事業の振興発展を図るため
に、埼玉県、市町村、学校、各
種団体で組織される埼玉県統計
協会の運営に係る経費を負担す
る

年会費
会員一律2,000円
人口割:300,000人以上10,000
円

埼玉県統計協会 12 12 12

総務局 市政情報課
埼玉県市部統計研究会負担
金

埼玉県市部統計研究会
規約

統計事務の研究、統計制度の改
善等を図るため、埼玉県下の市
で組織される埼玉県市部統計研
究会の運営に係る経費を負担す
る

年会費 年会費10,000円 埼玉県市部統計研究会 10 0 10

総務局 市政情報課
大都市統計協議会負担金(総
会分)

総会開催経費等

都市行政の統計に関する共同研
究、統計制度の改善を図るため
に、政令市及び東京都で組織さ
れる大都市統計協議会の運営に
係る経費を負担する

総会開催経費等 総会開催経費等 大都市統計協議会 219 6 219

総務局 市政情報課
大都市統計協議会負担金(比
較年表編集会議分)

比較年表編集会議開催
経費等

大都市比較統計年表を発行する
目的で、政令市及び東京都で組
織される大都市統計協議会比較
年表編集会議の運営に係る経費
を負担する

比較年表編集会議開催経
費等

比較年表編集会議開催経費等 大都市統計協議会 219 3 219

総務局
人権政策推
進課

北足立郡市町同和対策推進
協議会負担金

参加者負担金等
北足立管内の15市町で協議会を
構成し、同和問題の早期解決を
図る

同和対策推進会議及び研
修会による情報の交換等

年会費50,000円
北足立郡市町同和対策推
進協議会

50 50 50

総務局
人権政策推
進課

各種研修会負担金 参加者負担金等
人権問題の解決のために研修を
行い自己研鑽に努める

関係機関･団体が開催する
研修会、人権教育指導者
養成等の研修会への参加
負担金

民間運動団体等が行う各研修
会参加負担金

部落解放同盟北足立郡協
議会、部落解放北足立郡
協議会、埼玉県人権セン
ター等

625 674 456

総務局
人権政策推
進課

埼隣協負担金 参加者負担金等
隣保館相互の事業や運営につい
て情報交換及び研究を行う

協議会が行う事業及び研
究活動

年会費(大型館)145,000円 埼玉県隣保館連絡協議会 145 145 145

総務局
人権政策推
進課

各種研修会負担金 参加者負担金等
人権問題の解決のために研修を
行い自己研鑽に努める

関係機関･団体が開催する
研修会、人権教育指導者
養成等の研修会への参加
負担金

民間運動団体等が行う各研修
会参加負担金

全国隣保館連絡協議会
埼玉県隣保館連絡協議会

87 103 51

総務局 人事課
服務･勤務時間制度研修会負
担金

参加者負担金等
人事管理上必要な知識を習得す
るため、研修に参加し事務の向
上に資する

日本人事行政研究所主催
の研修への参加者負担金

11,000円×１名＝11,000円 (財)日本人事行政研究所 20 11 33
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

総務局 人事課
人事評価セミナー参加負担
金(ＮＯＭＡ)

参加者負担金等

人事評価制度に関する知識やノ
ウハウを習得するために、セミ
ナーに参加し事務の向上に資す
る

ＮＯＭＡ研修への参加者
負担金

29,000円×1.05＝30,450円 (社)日本経営協会 31 0 0

総務局 人事課
大都市職員定数事務担当者
会議負担金

参加者負担金等

大都市行政における職員定数事
務の諸課題について、相互研究
と情報交換を行うことにより、
よりいっそうの定員適正化に努
める

大都市職員定数事務担当
者会議の参加者負担金

3,000円×２名＝6,000円
大都市職員定数事務担当
者会議

6 6 4

総務局 人事課
派遣者研修負担金(国土交通
大学校)

国土交通大学校研修計
画

国土交通行政に関する行政需要
を的確に把握し、効率的に業務
を行うために必要な知識や考え
方を身に付ける

各種研修コースを受講 87,000円×２名＝174,000円 国土交通大学校 174 0 0

総務局 人事課
大都市人事担当課長会議負
担金

参加者負担金等

大都市行政における人事事務の
諸課題について、相互研究と情
報交換を行うことにより、より
いっそうの人事行政の推進に努
める

大都市人事担当課長会議
の参加者負担金

3,000円×２名＝6,000円
2,000円×２名＝4,000円

大都市人事担当課長会議 0 10 8

総務局 給与課 給与実務研修会負担金 参加者負担金等
給料及び諸手当に係る制度詳解
及び実務研修により事務事業の
向上に資する

給与実務研修会へ参加す
るための参加者負担金

12,000円×１名＝12,000円
9,000円×１名＝9,000円

(財)日本人事行政研究所 21 21 20

総務局 給与課
給与制度とその実務研修会
負担金

参加者負担金等
給与構造改革の知識の習得と給
与制度の事例研究により資質の
向上を図る

ＮＯＭＡ研修への参加者
負担金

30,450円×１名＝30,450円 (社)日本経営協会 0 31 0

総務局 厚生課
衛生管理者受験講習会受講
料

地方公務員安全衛生推
進協会受講案内

安全衛生対策の推進にあたり、
第１種衛生管理者の養成を図る

受講負担金等 3,000円×10名＝30,000円
地方公務員安全衛生推進
協会

30 30 30

総務局 厚生課
中央労働災害防止協会賛助
会費

中央労働災害防止協会
定款

事業主が行う労働災害防止のた
め活動の促進並びに安全衛生に
ついての措置に対する援助を受
けるため

賛助会費 50,000円 中央労働災害防止協会 50 50 50

総務局 厚生課
政令指定都市主管者会議負
担金

参加者負担金等
政令指定都市における安全衛生
を主管する会議での情報交換の
ため

会議負担金 3,000円×２名＝6,000円 広島市 6 0 0

総務局 厚生課
安全管理者等選任研修受講
料

参加者負担金等
厚生労働大臣が定める研修を受
講し、安全管理者の資格要件で
ある研修修了要件を取得する

受講負担金等 11,000円×５名＝55,000円
社団法人埼玉労働基準協
会連合会

55 55 22

総務局 人材育成課 自治大学校研修負担金
自治大学校研修生推薦
要綱

分権型社会を担い、時代の変化
に対応できる人材の育成を目的
に、地方公共団体が担う行政全
般にわたる総合的･専門的な知識
を身に付ける

第１部課程、第１部特別
課程、第３部課程、税務
専門課程、監査専門課程
を履修

１部493,000×２名
１部特別129,000×１名
３部114,000×２名
税務専門333,000×１名

自治大学校 1,985 1,676 1,790

総務局 人材育成課
政策研究大学院大学入学金･
授業料・検定料

政策研究大学院修士課
程学生募集要項

地域レベルの政策を中心に、政
策に関する専門的知識や技術に
加え、高度な政策構想力や行政
運営能力を身に付ける

修士課程地域政策プログ
ラムを履修

入学金282,000円
授業料535,800円
検定料30,000円

政策研究大学院大学 818 848 848

総務局 人材育成課
市町村職員中央研修所研修
受講負担金

市町村職員中央研修所
研修計画

市町村が直面している様々な行
政課題について主体的に取り組
み、的確に対応できる能力を身
に付ける

各種研修コースを受講

28,800円×６名＝172,800円
45,600円×３名＝136,800円
53,000円×４名＝212,000円
計521,600円

市町村職員中央研修所 522 522 472

総務局 人材育成課
全国市町村国際文化研修所
研修負担金

全国市町村国際文化研
修所研修計画

国際対応能力の向上を図るとと
もに、自治体行政に関わる課題
に対応できる、高度で専門的か
つ実践的な能力を身に付ける

｢地域の国際化｣基礎コー
スを受講

研修負担金(３名分)267,200円
全国市町村国際文化研修
所

267 267 108

総務局 人材育成課
全国建設研修センター研修
負担金

全国建設研修センター
研修計画

高度化する建設技術に即応し、
社会ニーズの多様化に的確に対
応できる能力を身に付ける

各種研修コースを受講
85,000円、89,000円、90,000
円、175,000円各コース１名計
439,000円

全国建設研修センター 439 439 291
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

総務局 人材育成課
自治体女性管理監督者研修
受講負担金

参加者負担金等 女性管理者の資質の向上を図る 研修会参加 98,000円×２名＝196,000円
自治体女性管理者フォー
ラム

196 196 196

総務局 人材育成課 日本経営協会研修受講料 参加者負担金等

地方自治体が抱える課題をテー
マとした研修会や地方自治体運
営に関わる講座、情報交流会等
を通して職員の能力の向上を図
る

研修会参加 31,500円×３名＝94,500円 (社)日本経営協会 94 94 183

総務局 人材育成課 大学研修受講負担金 参加者負担金等
各大学で社会人向けセミナーを
受講することにより業務遂行に
必要な能力を身に付ける

研修会参加 7,000円×10名＝70,000円 各大学 70 70 72

総務局 人材育成課 日本経営協会会費 日本経営協会定款

経営及び事務能率に関する調査
研究を行いその成果を普及し、
かつ実施を推進し、わが国の生
産性向上に寄与する

日本経営協会登録団体年
会費

年会費50,000円 (社)日本経営協会 50 50 50

総務局 人材育成課 自治研修協議会会費 自治研修協議会会則

地方公共団体の研修関係機関相
互及び自治大学校と地方公共団
体の研修関係機関の連絡協力及
び研修に関する各種の研究を行
い、研修関係職員の資質を向上
させ、もって地方公務員研修の
発展を図る

自治研修協議会登録団体
年会費

年会費18,000円 自治研修協議会 18 18 18

総務局 人材育成課 公務研修協議会会費
公務研修協議会会員規
程

公務及びその他の研修関係機関
相互の連携協力の推進、研修に
関する調査研究を行い、もって
研修の充実、発展を図り、わが
国における人材の育成に寄与す
る

公務研修協議会登録団体
年会費

年会費20,900円 公務研修協議会 22 21 21

総務局 人材育成課
関東地区公務研修協議会会
費

関東地区公務研修協議
会規約

公務に関する研修の発展を図る
ため関東甲信越地域にある公務
研修機関、各地区協議会及び
(財)公務研修協議会との連絡協
力を図り、研修に関する各種の
専門的研究、研修専門職員等の
資質の向上に寄与する

関東地区公務研修協議会
年会費

年会費4,000円 関東地区公務研修協議会 4 4 4

総務局 人材育成課 その他負担金 参加者負担金等
各研修機関の研修に参加する職
員の経費とする

研修会参加 3,000円×１名＝3,000円 各種研修所 3 3 7

総務局 人材育成課 埼玉大学大学院授業料
埼玉大学大学院経済科
学研究科(博士前期課
程)学生募集要項

論文や研究活動を通して、問題
発見から解決に至るまで、複雑･
高度化する行政の遂行に的確に
対応できる能力を身に付ける

経済科学研究科履修 授業料535,800円 埼玉大学大学院 818 536 312

総務局 人材育成課 防火管理者講習会負担金 消防法施行令 資格の取得 講習会参加 6,000円×１名＝6,000円 防火協会 6 6 0

総務局 安心安全課
危機管理関連研修参加負担
金

参加者負担金等
自治体職員として、危機管理に
関する業務を行う上で必要な知
識を習得する

参加負担金 18,800円
(財)全国市町村振興協会
全国市町村国際文化研修
所

14 19 14

総務局 防災課
第三級陸上特殊無線技師養
成課程受講負担金

参加者負担金等
防災行政無線の運用に必要とな
る第三級陸上特殊無線免許の養
成課程を受講する

養成課程受講負担金
第三級陸上特殊無線技師養成
課程受講料24,675円(消費税を
含む)

(財)日本無線協会 50 50 0

総務局 防災課
関東地方防災行政無線連絡
協議会分担金

協議会分担金等

関東地方の各都県、ならびに政
令市で構成される関東地方防災
行政無線連絡協議会の運営に係
る経費を負担する

運営経費分担金
関東地方防災行政無線連絡協
議会分担金10,000円

関東地方防災行政無線連
絡協議会会長

10 10 10

総務局 防災課
八都県市地震防災･危機管理
対策部会負担金

八都県市地震防災･危
機管理対策部会負担金
等

八都県市地震防災･危機管理対策
部会等の運営に係る経費を負担
する

運営経費負担金
八都県市地震防災･危機管理対
策部会負担金400,000円

八都県市地震防災･危機
管理対策部会座長

400 400 400
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

総務局 防災課
八都県市合同防災訓練連絡
部会負担金

連絡部会負担金等
八都県市合同防災訓練部会の運
営に係る経費を負担する

運営経費負担金
八都県市合同防災訓練連絡部
会負担金1,500,000円

八都県市合同防災訓練連
絡部会座長

1,500 1,500 1,500

総務局 防災課
八都県市合同防災訓練連絡
部会負担金(図上訓練)

連絡部会負担金等
八都県市合同防災訓練部会(図上
訓練)の運営に係る経費を負担す
る

運営経費負担金
八都県市合同防災訓練連絡部
会負担金(図上訓練)4,000,000
円

八都県市合同防災訓練連
絡部会座長

0 4,000 4,000

総務局 防災課
危機管理･防災教育科トップ
マネジメントコース(第７
回)入校経費

参加者負担金等
大規模災害発生時における対応
能力を習得するため。

危機管理･防災教育科トッ
プマネジメントコース(第
７回)入校経費

教材費として１人あたり5,000
円

財団法人消防科学総合セ
ンター

0 0 10

総務局 改革推進室 ＰＦＩ研修参加負担金 参加者負担金等
ＰＦＩ担当職員の専門知識の向
上のため

日本ＰＦＩ協会等主催研
修への参加

8,000円×２名＝16,000円
2,000円×３名×５回＝30,000
円

ＰＦＩ研修会主催者(日
本ＰＦＩ協会等)

46 0 0

総務局 改革推進室
大都市事務管理主管者会議
負担金

参加者負担金等

大都市行政に共通する事務管理
の諸課題について、相互研究と
情報交換を行うことにより、行
政の向上に寄与する

大都市行政に共通する事
務管理の諸課題につい
て、相互研究と情報交換
を行う

１都市につき4,000円
大都市事務主管者会議事
務局(大阪市総務局行政
部行政企画課)

4 4 4

総務局 改革推進室 研修会参加負担金 参加者負担金等
新たな行政課題への対応力を向
上させるため

ＮＯＭＡ行政管理講座へ
の参加

29,000円×1.05×１名＝
30,450円

(社)日本経営協会 31 61 0

財政局 財政課
全国都市税財政主管者研修
会出席者負担金

参加者負担金等 研修への参加 財務研修 6,000円×２名＝12,000円 全国市長会 12 12 0

財政局 財政課
予算編成実務研修出席者負
担金

参加者負担金等 研修への参加 実務研修 30,450円×２名＝60,900円 (社)日本経営協会 92 61 80

財政局 財政課 地方債協会負担金
(財)地方債協会寄付行
為

地方公共団体の安定した資金の
調達のため、地方債管理の充実
等各種の活動を行う協会であ
り、年会費を負担する

年会費
100,000円×14口＝1,400,000
円

(財)地方債協会 1,400 1,400 1,260

財政局 財政課
関東･中部･東北自治宝くじ
事務協議会普及宣伝費負担
金

関東･中部･東北自治宝
くじ事務協議会規約

事務協議会の議決に基づき、運
用計画に基づく事業に充当する
ため、運用益相当額を負担する

分担金
運用計画が10月中旬に確定す
るため、前年度同額程度

関東･中部･東北自治宝く
じ事務協議会(神奈川県)

0 290 290

財政局 財政課
関東･中部･東北自治宝くじ
事務協議会負担金

関東･中部･東北自治宝
くじ事務協議会規約

関中東ブロックの宝くじの発売
に係る一部事務組合に対し、年
会費を負担する

年会費 年会費150,000円
関東･中部･東北自治宝く
じ事務協議会(神奈川県)

150 150 120

財政局 財政課
全国自治宝くじ事務協議会
負担金

全国自治宝くじ事務協
議会規約

全国自治宝くじの発売に係る一
部事務組合に対し、年会費を負
担する

年会費 年会費120,000円
全国自治宝くじ事務協議
会(東京都)

120 120 100

財政局 財政課
全国自治宝くじ協議会運用
利益金(分担金)

全国自治宝くじ事務協
議会規約

事務協議会の議決に基づき、運
用計画に基づく事業に充当する
ため、運用益相当額を負担する

分担金
運用計画が10月中旬に確定す
るため、前年度同額程度

全国自治宝くじ事務協議
会(東京都)

2,130 3,789 3,698

財政局 財政課 地方財務協会負担金
(財)地方財務協会寄付
行為

自主的かつ健全な地方税財政制
度の確立に寄与し、もって地方
自治の完成に資するため設置さ
れた協会であり、年会費を負担
する

年会費 年会費600,000円 (財)地方財務協会 600 600 540

財政局 財政課
19大都市公債主管者会議負
担金

19大都市公債主管者会
議規約

会議開催 年会費 年会費3,000円
19大都市公債主管者会議
(新潟市)

3 3 3

財政局 用地管財課
公有財産管理実務講座参加
負担金

参加者負担金等
財産管理に関する研修へ参加す
ることによって、業務に必要な
実務能力を身につける

地方自治体における財産
管理の理論とその実務に
ついて解説する講座の開
催

29,000円×1.05×１名＝
30,450円

(社)日本経営協会 30 30 30

財政局 用地管財課
不動産登記の実務と取引を
めぐる法律実務講座参加負
担金

参加者負担金等

不動産の登記と取引に関する研
修へ参加することによって、業
務に必要な実務能力を身につけ
る

不動産の登記と取引に関
する法律を実務の視点か
ら検討･解説する講座の開
催

29,000円×1.05×１名＝
30,450円

(社)日本経営協会 30 30 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

財政局 用地管財課
官公署登記事務研究協議会
負担金

協議会会則(第14条)

他の官公署等と共同で情報交
換、研究、協議及び研修を実施
することで、登記事務の効率化
を図る

他の官公署等と共同で情
報交換、研究、協議及び
研修を実施するための協
議会の運営

1,000円×11課所＝11,000円
官公署登記事務研究協議
会

23 11 11

財政局 用地管財課
大都市管財事務主管者会儀
(管財部門)負担金

大都市管財事務主管者
会議規約(第４条)

大都市間での連携を図り、管財
事務の効率を上昇させる

政令指定都市及び東京都
における管財事務の調査
研究

5,000円×１名＝5,000円
大都市管財事務主管者会
議開催市

5 5 4

財政局 用地管財課
関東地区用地対策連絡協議
会負担金

関東地区用地対策連絡
協議会規則

公共用地の取得に関し、関係現
業機関の相互の連絡を図り、用
地取得の推進、補償に関する調
査等を行う

公共用地の取得に関し、
関係現業機関の情報交
換、研究、協議及び研修
を実施するための協議会
の運営

70,000円×１団体＝70,000円
関東地区用地対策連絡協
議会

80 70 70

財政局 用地管財課
関東地区用地対策連絡協議
会研修参加負担金

用地事務職員研修参加
費
土地評価実務研修参加
費

実務経験１～３年未満の用地事
務職員研修
実務経験３年以上の用地職員に
対する土地評価実務研修

地方自治体における用地
取得の理論とその実務に
ついて解説する講座の開
催

26,800円×１名＝26,800円
17,800円×１名＝17,800円

関東地区用地対策連絡協
議会

44 45 0

財政局 用地管財課
大都市管財事務主管者会議
(用地部門)負担金

大都市管財事務主管者
会議規約第４条

政令指定都市及び東京都におけ
る管財事務について、調査研究
を行う

他の官公署等と共同で情
報交換、研究、協議及び
研修を実施するための協
議会の運営

5,000円×２名＝10,000円
大都市管財事務主管者会
議開催市

10 10 8

財政局 用地管財課
埼玉地区用地対策連絡協議
会負担金

埼玉地区用地対策連絡
協議会第５条

公共用地の取得に関し、会員相
互で調査研究を行い、併せて連
絡調整を図り、適正かつ円滑な
事務の推進を図る

公共用地の取得に関し、
会員相互で情報交換、研
究、協議及び研修を実施
するための協議会の運営

10,000円×１団体＝10,000円 埼玉地区用地対策協議会 10 10 10

財政局 用地管財課
全国用対連セミナー参加負
担金

全国用対連セミナー参
加費

公共用地の取得に関し、関係現
業機関の相互の連絡を図り、各
専門家による全国レベルでの事
例セミナー

公共用地の取得に関し、
関係現業機関の各専門家
による全国レベルでの事
例セミナーの開催

5,000円×１名＝5,000円
関東地区用地対策連絡協
議会

6 5 2

財政局 用地管財課
防火管理者資格取得講習受
講料

消防法施行令第３条第
１項

防火管理者資格取得のため
防火管理者として必要な
知識に関する講習会

6,000円×１名＝6,000円 (財)日本防火協会 0 0 6

財政局 庁舎管理課 安全運転管理者協会会費
各安全運転管理者協会
会則

安全運転管理者協会の年会費
事業所として安全運転に
努めるための活動を行う

安全運転管理者協会会費
浦和地区:本庁舎81,000円、浦
和区役所18,000円、南区役所
18,000円
浦和西地区:中央区役所18,000
円、桜区役所18,000円
浦和東地区:緑区役所18,000円
大宮地区:北区役所21,000円、
大宮区役所29,000円
大宮東地区:見沼区役所21,000
円
大宮西地区:西区役所16,000円
岩槻地区:岩槻区役所19,000円

各地区安全運転管理者協
会(浦和･浦和西･浦和東･
大宮･大宮東･大宮西･岩
槻)

277 277 277

財政局 庁舎管理課
安全運転管理者等講習会受
講料

参加者負担金等
安全運転管理者等の安全運転指
導に関する講習会の受講料

事業所として安全運転に
努めるための講習を行う

安全運転管理者等講習会受講
料
本庁舎4,200円×８名＝33,600
円
大宮･岩槻区役所4,200円×２
名×２区＝16,800円
上記以外区役所4,200円×１名
×８区＝33,600円

各地区安全運転管理者協
会(浦和･浦和西･浦和東･
大宮･大宮東･大宮西･岩
槻)

84 84 84

財政局 庁舎管理課 整備管理者研修料 参加者負担金等
整備管理者としての役務に関す
る講習会の受講料

事業所で使用する車両を
安全に運行するため車両
の整備に関する講習を行
う

2,000円×１名＝2,000円 埼玉運輸支局 2 2 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

財政局 庁舎管理課
道路運送車両法等の改正に
おける整備管理者研修

参加者負担金等
道路運送車両法等の改正時にお
いて整備管理者としての役務に
関する講習会の受講料

事業所で使用する車両を
安全に運行するため車両
の整備に関する講習を行
う

3,000円×１名＝3,000円 埼玉運輸支局 3 3 0

財政局 入札企画課
ＮＯＭＡ行政管理講座負担
金

参加者負担金等
行政管理講座を受講し、事務の
参考とする

日本経営協会(ＮＯＭＡ)
の講座受講

29,000円×２名×1.05＝
60,900円

(社)日本経営協会 61 61 61

財政局 契約課
ＮＯＭＡ行政管理講座負担
金

参加者負担金等
入札･契約事務関連の講習を受け
るための参加者負担金

入札･契約事務等講座の受
講

29,000円×２名×1.05＝
60,900円

(社)日本経営協会 61 61 61

財政局 契約課
大都市契約事務協議会参加
負担金

参加者負担金等

東京都及び各政令指定都市で構
成され、入札･契約事務の制度、
手続きの研究を行っている協議
会の参加者負担金

大都市契約事務協議会の
出席負担金

会費3,000円×４名＝12,000円 協議会開催都市 12 12 12

財政局 契約課
ＮＯＭＡ行政管理講座参加
負担金

参加者負担金等
入札･契約事務関連の講習を受け
るための参加者負担金

入札･契約事務等講座の受
講

29,000円×１名×1.05＝
30,450円

(社)日本経営協会 31 31 30

財政局 契約課
印刷費積算講習会参加負担
金

参加者負担金等
印刷物の積算講習を受けるため
の参加者負担金

印刷物積算講習の受講 16,000円×１名＝16,000円 (財)経済調査会 20 20 16

財政局 契約課
大都市契約事務協議会参加
負担金

参加者負担金等

東京都及び各政令指定都市で構
成され、入札･契約事務の制度、
手続きの研究を行っている協議
会の参加者負担金

大都市契約事務協議会の
出席負担金

3,000円×２名＝6,000円 協議会開催都市 6 3 6

財政局 技術管理課
関東甲信地区営繕主管課長
会議分科会参加負担金

参加者負担金等
建築に関する技術の交流理解を
図り、営繕行政の向上に寄与す
る

営繕行政に関する技術の
交流並びに研さん、会の
運営に関する意見並びに
情報の交換他

7,000円×２名＝14,000円 幹事県(さいたま市) 14 14 10

財政局 技術管理課
新営予算単価説明会参加負
担金

参加者負担金等
国交省が毎年作成する新営予算
単価の説明会

説明会テキスト等を含む
参加者負担金

7,000円×１名＝7,000円 (社)公共建築協会 7 7 7

財政局 技術管理課
営繕積算システム等開発利
用協議会年会費

営繕積算システム等開
発利用協議会規約

営繕積算システム及び営繕情報
の活用システムの共同開発と共
同利用に関する調査研究を行う

営繕積算システムの開発
及び運用、営繕情報の活
用システムの開発及び運
用に関すること他

1,261,103円
(財)建築コスト管理シス
テム研究所

1,334 1,262 1,261

財政局 技術管理課
研修会、講習会、セミナー
等参加負担金

参加者負担金等
国の統一基準の解説を行う(講習
会等)

説明会テキスト等を含む
参加者負担金

各種講習会･研修会･セミナー
先基準等

各種講習会･研修会･セミ
ナー開催団体等

50 50 20

財政局 技術管理課
都道府県技術管理等主管課
長会議参加負担金

参加者負担金等

公共土木事業に関する技術管理
業務の合理化を図るため、会員
相互の連絡調整を行うために、
必要な調査、研究、研修公報等
を行い、公共土木事業に関する
技術管理業務の適正な執行に寄
与する

公共土木事業の設計･積
算･技術基準に関するこ
と、工事監督･検査に関す
ること、技術管理情報に
関すること他

7,000円×２名×２回＝28,000
円

幹事県(宮崎県) 28 28 8

財政局 技術管理課
地方公共団体建設技術試験
研究機関連絡協議会(建試
協)/全国会議会議費

参加者負担金等

建設技術に関する試験研究並び
に職員の技術研修等に関し、関
係機関相互の連携を図り、相互
協力のもと業務を効果的に推進
し、もって建設行政の発展に寄
与する

建設工事材料の規格及び
試験に関すること、建設
技術に関する調査研究、
技術職員の研修に関する
こと他

5,000円×２名＝10,000円 建試協事務局(東京都) 10 0 0

財政局 技術管理課

地方公共団体建設技術試験
研究機関連絡協議会(建試
協)/関東ブロック会議会議
費

参加者負担金等

建設技術に関する試験研究並び
に職員の技術研修等に関し、関
係機関相互の連携を図り、相互
協力のもと業務を効果的に推進
し、もって建設行政の発展に寄
与する

建設工事材料の規格及び
試験に関すること、建設
技術に関する調査研究、
技術職員の研修に関する
こと他

5,000円×１名＝5,000円 幹事県(茨城県) 5 0 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

財政局 技術管理課 土木電算連絡協議会年会費
土木電算連絡協議会会
則

公共事業に係わる設計積算等の
情報の標準化と電子化を積極的
に推進し、効率的な公共事業の
執行に寄与する

研修会の開催、関係機関
との情報交換と収集他

27,000円×１回＝27,000円 幹事県(栃木県) 30 27 27

財政局 工事検査課
ＮＯＭＡ行政管理講座研修
会負担金

参加者負担金等

工事監理･検査等の具体的な業務
(土木工事･建築工事)を学習する
講座で、業務(土木工事･建築工
事)に必要な実務能力を身につけ
る

土木･建築工事の請負契約
約款と共通仕様書との関
わり･不可視部分の確認の
ために必要な書類･工事成
績評定実施要領のポイン
ト等解説する講座

30,450円×２名＝60,900円 (社)日本経営協会 61 61 61

財政局 工事検査課
関東ブロック工事検査担当
員連絡会

参加者負担金等
土木工事の検査について、関係
機関相互の連絡調整を図り、技
術水準の向上を期する

研修参加費 10,000円 連絡会開催都県市 10 10 5

財政局 税制課 全国地方税務協議会負担金
全国地方税務協議会会
則

地方団体間の税務行政運営上の
協力を推進する

地方税務行政運営に関す
る連絡調整及び支援。地
方税に関する研修

均等割:年負担金800,000円 全国地方税務協議会 800 800 800

財政局 税制課
埼玉県市町村税務協議会負
担金

埼玉県市町村税務協議
会会則

税務行政全般についての調査･研
究及び市町村間の連携協調を図
る

地方税制度に関する調査･
研究及び税務行政の運営･
改善に関する研究

年会費6,000円 埼玉県市町村税務協議会 6 6 6

財政局 税制課
浦和税務署管内地区税務協
議会負担金

浦和税務署管内地区税
務協議会会則

税務行政の円滑な運営と相互の
親睦

税務関係諸法規及び取扱
通知等の研修。国税、地
方税の事務の連絡調整

年負担金10,000円
浦和税務署管内地区税務
協議会

10 10 10

財政局 税制課
大宮税務署管内地区税務協
議会負担金

大宮税務署管内地区税
務協議会会則

税務行政の円滑な運営と相互の
親睦

税務関係諸法規及び取扱
通知等の研修。国税、地
方税の事務の連絡調整

年負担金10,000円
大宮税務署管内地区税務
協議会

10 10 10

財政局 税制課
春日部税務署管内税務協議
会負担金

春日部税務署管内税務
協議会会則

税務行政の円滑な運営と相互の
親睦

税務関係諸法規及び取扱
通知等の研修。国税、地
方税の事務の連絡調整

均等割＋人口割37,000円
春日部税務署管内税務協
議会

37 37 37

財政局 税制課 地方税電子化協議会負担金
地方税電子化協議会定
款

地方公共団体の相互協力により
地方税電子化の円滑な導入を推
進する

地方税電子化のシステム
開発及び運営

エルタックス関係33,421,000
円＋公的年金からの特別徴収
関係7,579,000円＝41,000,000
円

(社)地方税電子化協議会 20,160 41,000 20,140

財政局 市民税課
ＮＯＭＡ行政管理講座負担
金

参加者負担金等
個人住民税制度とその適正な運
営等を理解すること

「住民税をめぐる課税の
実務」をテーマとする講
座の開催

30,450円×10名(区役所)＝
304,500円

(社)日本経営協会 305 305 305

財政局 市民税課
事業所税都市連絡協議会会
費

事業所税都市連絡協議
会設置要綱

事業所税に関する調査･研究及び
課税団体相互の運営の円滑化

実務担当者を対象とした
研修会、税制改正の取扱
い点に関する総務省の講
義

年負担金6,000円 事業所税都市連絡協議会 6 6 6

財政局
固定資産税
課

財団法人資産評価システム
研究センター負担金

参加者負担金等
固定資産税および都市計画税の
賦課徴収に係る情報収集及び評
価技術の向上に資する

年会費 定額
(財)資産評価システム研
究センター

150 150 150

財政局
固定資産税
課

ＮＯＭＡ研修負担金(固定資
産税課･区役所)

参加者負担金等
固定資産税および都市計画税の
賦課徴収に係る情報収集及び評
価技術の向上に資する

研修参加費
30,450円×38名＝1,157,100円
18,900円×２名＝37,800円

(社)日本経営協会 914 914 1,195

財政局
固定資産税
課

財団法人資産評価システム
研究センター研修負担金(区
役所分)

参加者負担金等
固定資産税および都市計画税の
賦課徴収に係る情報収集及び評
価技術の向上に資する

研修参加費 30,000円×３名＝90,000円
(財)資産評価システム研
究センター

180 183 90

財政局 収納対策課 ＮＯＭＡ研修出席負担金 参加者負担金等
徴収事務能力向上のための研修
参加

徴収事務の研修 30,450円×10名＝304,500円 (社)日本経営協会 335 305 426

財政局
債権回収対
策課

ＮＯＭＡ研修出席者負担金 参加者負担金等
徴収技術の向上と法的措置に係
る手続き及び実務の習得

徴収事務の研修 30,450円×５名＝152,250円 (社)日本経営協会 0 153 0

市民局 市民総務課 市民局長会議出席者負担金
大都市市民局長連絡会
議会則

市民生活に属する諸問題につい
て意見の交換と相互の連絡を行
い、市民生活行政の効果的推進
に資する

市民局長会議出席者負担
金

10,000円×２名＝20,000円 大都市市民局長連絡会議 20 20 20
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

市民局 市民総務課
大宮地区戸籍住民基本台帳
事務協議会負担金

大宮地区戸籍住民基本
台帳事務協議会会則

さいたま法務局大宮支局管内の
戸籍事務に関する各市区町村間
の連絡を保ち、戸籍に関する研
究、協議等を行う

大宮地区戸籍住民基本台
帳事務協議会負担金

西区、北区、大宮区、見沼区
負担分(金額は人口やその他の
要件により決定)

大宮地区戸籍住民基本台
帳事務協議会

203 203 203

市民局 市民総務課
県南地区戸籍事務協議会負
担金

県南地区戸籍事務協議
会会則

さいたま法務局管内の戸籍事務
に関する各市区町村間の連絡を
保ち、戸籍に関する研究、協議
等を行う

県南地区戸籍事務協議会
負担金

中央区、桜区、浦和区、南
区、緑区負担分(金額は人口や
その他の要件により決定)

県南地区戸籍事務協議会 251 251 251

市民局 市民総務課
越谷地区戸籍住民基本台帳
事務協議会負担金

越谷地区戸籍住民基本
台帳事務協議会会則

さいたま法務局越谷支局管内の
戸籍事務に関する各市区町村間
の連絡を保ち、戸籍に関する研
究、協議等を行う

越谷地区戸籍住民基本台
帳事務協議会負担金

岩槻区負担分(金額は人口やそ
の他の要件により決定)

越谷地区戸籍住民基本台
帳事務協議会

46 46 32

市民局 市民総務課
埼玉県外国人登録事務協議
会負担金

埼玉県外国人登録事務
協議会会則

埼玉県内の各市区町村相互の連
絡を緊密にし、外国人登録事務
に関する研究、及びその改善を
図る

埼玉県外国人登録事務協
議会負担金

5,000円×10区＝50,000円
埼玉県外国人登録事務協
議会

50 50 50

市民局 市民総務課
外国人登録事務協議会全国
協議会負担金

外国人登録事務協議会
全国協議会会則

全国各市区町村相互の連絡を緊
密にし、外国人登録事務に関す
る研究、及びその改善を図る

外国人登録事務協議会全
国協議会負担金

会費5,000円
外国人登録事務協議会全
国協議会

5 0 0

市民局 市民総務課 埼玉県防衛協会負担金 年会費
防衛意識の普及高揚と自衛隊を
激励支援し、自衛隊と県民との
相互理解向上を達成する

埼玉県防衛協会負担金 さいたま市負担金45,000円 埼玉県防衛協会 45 45 45

市民局 市民総務課
指定都市住居表示連絡協議
会負担金

指定都市住居表示連絡
協議会会則

住居表示に関する諸問題につい
て意見の交換と相互の連絡を行
い事業の効果的推進に資する

指定都市住居表示連絡協
議会負担金

2,000円×３名＝6,000円
指定都市住居表示連絡協
議会

6 4 6

市民局 市民総務課
南会津町南郷観光協会会費
負担金

年会費
南郷地区における観光協会事業
の協力

浦和まつり南郷物産展、
農業祭の参加など

法人会員30,000円 南会津町南郷観光協会 30 30 0

市民局 市民総務課
都市間交流推進連絡協議会
会費

都市間交流推進連絡協
議会規約「参加者負担
金等」

国内交流事業を推進するため、
関係機関との連絡調整を図る

都市間交流推進連絡協議
会議、国内交流都市物品
即売会、ＰＲ活動等

参加負担金100,000円
都市間交流推進連絡協議
会

100 100 100

市民局 交通防犯課
埼玉県交通指導員連合会負
担金

埼玉県交通指導員連合
会会則及び埼玉県交通
指導員連合会の運営に
関する規則

埼玉県交通指導員連合会の運営
費に対する県内交通指導員会費

埼玉県交通指導員連合会
が主催・共催する各種事
業及び交通安全活動全般

1,500円×210名分＝315,000円 埼玉県交通指導員連合会 300 315 294

市民局
コミュニ
ティ課

彩の国コミュニティ協議会
負担金

彩の国コミュニティ協
議会会則

自主的なコミュニティ活動を県
民全体の運動として展開するこ
とにより、県民の幸せを目指
し、心のふれあう豊かで住みよ
い地域社会を構築することを目
的とする

協議会の運営 10,000円
彩の国コミュニティ協議
会(事務局:埼玉県ＮＰＯ
活動推進課)

10 10 10

市民局
コミュニ
ティ課

指定都市地域振興主管者連
絡会議負担金

指定都市地域振興主管
者連絡会議規約

大都市に共通する地域活動の活
性化、地域連帯感の醸成等に関
する行政上の諸問題を研究討議
するとともに、指定都市相互間
の情報交換及び研修を図る

会議出席に伴う出席者分
担金

5,000円×１名＝5,000円(開催
当番市において協議し決定)

指定都市地域振興主管者
会議当番市

5 5 2

市民局
コミュニ
ティ課市民
活動支援室

職員研修参加負担金 参加者負担金等
職員が市民活動や協働について
の理解を深める

他の自治体やＮＰＯ等が
主催する研修会への参加

3,000円×10名×８回＝
240,000円

研修等主催団体 240 240 15

市民局
コミュニ
ティ課市民
活動支援室

指定都市地域振興主管者連
絡会議参加者負担金

指定都市地域振興主管
者連絡会議規約

大都市に共通する地域活動の活
性化や地域連帯の醸成等に関す
る研究討議を行うとともに、情
報交換及び研修を行う

会議出席に伴う出席者分
担金

5,000円×１名＝5,000円(開催
当番市において協議し決定)

指定都市地域振興主管者
会議当番市

5 5 2

市民局
コミュニ
ティ課市民
活動支援室

防火管理者研修受講料 参加者負担金等
消防法第８条に規定される防火
管理者を選任する

消防法施行令第３条規定
される防火管理に関する
講習の受講

6,000円
総務省令で定めるところ
により総務大臣の登録を
受けたもの

6 6 6

市民局 区政推進課
防火管理者資格取得講習会
負担金

防火管理者資格講習受
講料

各区役所庁舎の防火管理者であ
る区総務課長の防火管理者資格
取得

消防法施行令第３条第１
項に規定されている講習
で受講料は定額

７区役所(北区、桜区、浦和区
を除く)×6,000円＝42,000円

(財)日本防火協会 48 42 30
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

市民局 区政推進課
特別管理産業廃棄物管理責
任者に関する講習会負担金

講習受講料

特別管理産業廃棄物に関する業
務を適切に行うため、設置が義
務付けられている、特別産業廃
棄物管理責任者の資格取得

廃棄物処理法第１２条の
２第６項に規定されてい
る特別産業廃棄物管理責
任者の資格を取得するた
めの講習で、受講料は定
額

受講料12,000円×２区(中央
区・岩槻区)

(財)日本産業廃棄物処理
振興センター

0 24 0

市民局
消費生活総
合センター

埼玉県中部地区消費者行政
推進連絡協議会負担金

埼玉県中部地区消費者
行政推進連絡協議会規
約

消費者行政の効率的な運営を図
る

埼玉県中部地区消費者行
政推進連絡協議会の運営

人口区分による(80万人以上
30,000円)

埼玉県中部地区消費者行
政推進連絡協議会

30 30 30

市民局
消費生活総
合センター

国民生活センター行政職員
研修負担金

参加者負担金等 消費者行政の基礎知識の習得
消費者行政に係る講義、
団体討議など

国民生活センターの定めると
ころによる

国民生活センター 2 2 2

市民局
消費生活総
合センター

国民生活センター消費生活
相談員研修負担金

参加者負担金等
多様化・複雑化する相談に対す
る適切かつ速やかな対応を図る

相談に係る法律解釈、適
用方法など

国民生活センターの定めると
ころによる

国民生活センター 16 16 14

市民局
六日町山の
家

坂戸自治会費 年会費 坂戸自治区運営に対する負担金 自治会費 年額59,400円 坂戸区 60 60 59

市民局
六日町山の
家

南魚沼市観光協会費 年会費 南魚沼市観光振興に対する補助
観光用パンフレットの印
刷及び運営事業費

年額34,000円 南魚沼市 34 34 34

市民局
六日町山の
家

食品衛生協会負担金 年会費
食品衛生や安全性に関する情報
提供及び啓蒙活動推進の補助

厨房衛生検査並びに食中
毒防止の促進活動

年額5,000円 食品衛生協会六日町分会 6 5 5

市民局
六日町山の
家

社会保険協会負担金 年会費
健康の保持、厚生福利増進事業
の補助

広報紙、パンフレット、
事務講習会費

年額3,500円
新潟県社会保険協会六日
町支部

3 3 4

市民局
六日町山の
家

ボイラ協会負担金 年会費
ボイラ安全運転の啓蒙活動に対
する補助

検査ボイラ、熱交換機等
に対する安全運転の啓蒙
活動等に対するパンフ
レットの作成

年額20,000円
(社)日本ボイラ協会新潟
支部

20 20 20

市民局
六日町山の
家

南魚沼市体育協会賛助金 年会費
南魚沼市市民体育の健全な発達
と体育文化の向上に対する補助

南魚沼市青少年育成のた
めのスポーツ活動の実施
指導等

年額10,000円 南魚沼市体育協会 10 10 10

市民局
六日町山の
家

危険物安全協会費 年会費
危険物設置者の安全管理運動啓
蒙活動に対する補助

危険物施設設置事業所に
対する安全管理、点検等
啓蒙活動

年額5,000円
(財)新潟県危険物安全協
会南魚沼地区支会

5 5 5

市民局
六日町山の
家

六日町温泉保養所組合費 年会費
業務運営の向上と組合員の親睦
のための補助

保養所組合費 年額24,000円 六日町温泉保養所組合 24 24 24

市民局 文化振興課
埼玉県博物館連絡協議会負
担金

さいたま市補助金等交
付規則

県内の博物館、美術館等の文化
施設が相互に連絡・連携するた
めの協議会に係る負担金

埼玉県博物館連絡協議会
の各事業

定額10,000円 埼玉県博物館連絡協議会 10 10 10

市民局 文化振興課 日本博物館協会負担金
さいたま市補助金等交
付規則

全国の博物館が情報交換や研究
発表を行うための協議会に係る
負担金

日本博物館協会の各事業 定額25,000円 日本博物館協会 25 25 25

市民局 文化振興課 日本漫画家協会賛助会費
さいたま市補助金等交
付規則

全国のプロの漫画家による組織
(協会)に係る負担金であり、会
館の展示事業において協力を得
ている

日本漫画家協会の各事業 定額50,000円 (社)日本漫画家協会 50 50 50

市民局 文化振興課
日本マンガ学会賛助会年会
費

さいたま市補助金等交
付規則

漫画を文化として研究する団体
に係る負担金。著名な研究者が
名を連ねていて、最新の研究情
報等を得ている

日本マンガ学会の各事業 定額50,000円 日本マンガ学会 50 50 50

市民局 文化振興課
防火管理者講習受講料負担
金

参加者負担金等
防火管理者資格取得のための負
担金

参加者負担金

甲種防火管理者講習会受講料
6,000円
消防法第８条第１項
消防法施行令第３条第１項

(財)日本防火協会 0 6 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

市民局
男女共生推
進課

日本女性会議出席負担金 参加者負担金等
男女共同参画に関する全国の活
動事例や取組を学ぶため

参加者負担金 3,525円×３名＝10,575円 日本女性会議実行委員会 11 11 11

保健
福祉局

健康増進課
大都市衛生主管局長会議参
加負担金

参加者負担金等
衛生行政に係る指定都市間の連
携を緊密にし、衛生行政の円滑
な推進を図る

大都市衛生主管局長会議 10,000円×２名＝20,000円
大都市衛生主管局長会議
事務局

10 20 10

保健
福祉局

健康増進課
日本公衆衛生学会総会参加
負担金

参加者負担金等

保健医療従事者による講演、シ
ンポジウム、公開講座等を通し
て、公衆衛生学の発展と国民の
健康増進を図る

日本公衆衛生学会総会資
料代

6,500円×１名＝6,500円
日本公衆衛生学会総会事
務局

7 0 6

保健
福祉局

健康増進課 全国衛生部長会会費 全国衛生部長会規約
衛生行政に係る都道府県及び指
定都市間の連携を緊密にし、衛
生行政の円滑な推進を図る

全国衛生部長会会費 会費に関する規定第１条 全国衛生部長会 81 81 81

保健
福祉局

健康増進課
日本公衆衛生学会総会分担
金

参加者負担金等

保健医療従事者による講演、シ
ンポジウム、公開講座等を通し
て、公衆衛生学の発展と国民の
健康増進を図る

日本公衆衛生学会総会 前年度実績による
日本公衆衛生学会総会事
務局

45 45 45

保健
福祉局

健康増進課
救急医療医務薬務主管課長
会議参加負担金

参加者負担金等
救急医療、医務、薬務に関わる
実務的な問題点を協議し、問題
の解決を図る

会議資料代 7,000円×１名＝7,000円 幹事市 7 7 6

保健
福祉局

健康増進課
慈恵クリニカルリサーチ
コース感染症疫学コース参
加負担金

参加者負担金等
感染症疫学の基礎を理解し調
査、リスク･コミュニケーション
のできる人材を育成する。

感染症疫学コース(４回) 12,000円×１名＝12,000円 東京慈恵会医科大学 0 0 12

保健
福祉局

健康増進課
大都市精神保健福祉主管課
長会議参加負担金

参加者負担金等
精神保健福祉行政の充実を図る
ため、政令指定都市が集まり毎
年１回開催

大都市精神保健福祉主管
課長会議

6,000円×１名＝6,000円
大都市精神保健福祉主管
課長会議事務局

6 6 0

保健
福祉局

健康増進課
政令指定都市結核感染症主
管課長会議参加負担金

参加者負担金等
結核･感染症対策の充実を図るた
め、政令指定都市が集まり毎年
１回開催

指定都市結核感染症主管
課長会議

7,000円×１名＝7,000円
指定都市結核感染症主管
課長会議事務局

7 7 5

保健
福祉局

健康増進課
政令指定都市成人保健主管
課長会議参加負担金

参加者負担金等
成人保健行政策の充実を図るた
め、政令指定都市が集まり毎年
１回開催

政令指定都市成人保健主
管課長会議

7,000円×２名＝14,000円
政令指定都市成人保健主
管課長会議事務局

14 14 14

保健
福祉局

健康増進課
政令指定都市母子保健主管
課長会議参加負担金

参加者負担金等
母子保健行政策の充実を図るた
め、政令指定都市が集まり毎年
１回開催

政令指定都市母子保健主
管課長会議

7,000円×１名＝7,000円
政令指定都市母子保健主
管課長会議事務局

7 7 7

保健
福祉局

生活衛生課
さいたま市狂犬病予防協会
負担金

さいたま市狂犬病予防
協会会則

狂犬病予防法及び動物の愛護及
び管理に関する法律に基づく事
業の円滑な推進を図る

協会運営に対するさいた
ま市負担金

市負担金100,000円
さいたま市狂犬病予防協
会

100 100 100

保健
福祉局

生活衛生課
関東甲信越静地区狂犬病予
防･動物愛護管理業務連絡会
議

参加者負担金等

狂犬病予防及び動物愛護行政の
円滑な運営及び充実を図るため,
業務に係る諸問題について協議
を行う

狂犬病予防法、動物の愛
護及び管理に関する法律

2,000円×２名＝4,000円 幹事県 0 0 4

保健
福祉局

食品安全推
進課

全国食品衛生主管課長連絡
協議会年会費

参加者負担金等
食品衛生主管課長がその職責を
円滑に果す目的として食品衛生
施策を相互に検討協議する

食品衛生事業 20,000円×１年＝20,000円
全国食品衛生主管課長連
絡協議会

20 20 18

保健
福祉局

食品安全推
進課

関東甲信越静ブロック食品
衛生主管課長会議参加負担
金

参加者負担金等
食品衛生主管課長がその職責を
円滑に果す目的として食品衛生
施策を相互に検討協議する

食品衛生事業 7,000円×１名＝7,000円
関東甲信越静ブロック食
品衛生主管課長会議

7 7 2

保健
福祉局

食品安全推
進課

十八大都市食品衛生主管課
長会議参加負担金

参加者負担金等
食品衛生行政の円滑な運営及び
充実を図るため,食品衛生業務に
係る諸問題について協議を行う

食品衛生事業 6,000円×１名＝6,000円
十八大都市食品衛生主管
課長会議

6 6 6

保健
福祉局

食品安全推
進課

全国市場食品衛生検査所協
議会年会費

参加者負担金等
各加盟機関の密接な連携のもと
に、卸売市場における食品衛生
の発展と向上に資する

食品衛生事業(市場食品衛
生検査業務)

年会費30,000円
全国市場食品衛生検査所
協議会

30 30 25

保健
福祉局

食品安全推
進課

全国市場食品衛生検査所協
議会(関東ブロック協議会)
年会費

参加者負担金等

各加盟機関の密接な連携のもと
に、卸売市場における食品衛生
の発展と向上に資することを目
的とする

食品衛生事業(市場食品衛
生検査業務)

年会費3,000円
全国市場食品衛生検査所
協議会(関東ブロック協
議会)

3 3 3
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

食品安全推
進課

ＡＴＰふき取り検査研究会
年会費･参加負担金

参加者負担金等

衛生管理におけるＡＴＰふき取
り検査法に関する調査、研究、
意見の交換及び情報の提供等を
行い、ＡＴＰふき取り検査法に
よる衛生管理技術の向上･発展に
寄与すると共に会員相互の理解
を深める

食品衛生事業
年会費2,000円
参加負担金1,000円×３回＝
3,000円

ＡＴＰふき取り検査研究
会

5 5 0

保健
福祉局

生活衛生課
大都市公営葬務事業協議会
負担金

参加者負担金等
公営葬務行政面における共通の
問題につき、連絡、研究及び改
善向上を図る

墓地、埋葬等に関する法
律全般

7,000円×１年＝7,000円
大都市公営葬務事業協議
会

7 7 5

保健
福祉局

生活衛生課
大都市環境衛生主管課長会
議参加負担金

参加者負担金等
環境衛生行政の円滑な運営及び
充実を図るため,環境衛生業務に
係る諸問題について協議を行う

環境衛生事業 8,000円×１名＝8,000円
大都市環境衛生主管課長
会議

8 8 8

保健
福祉局

生活衛生課 日本水道協会年会費 参加者負担金等
水道の普及とその健全な発達を
図る

水道事業 14,000円×１年＝14,000円 (社)日本水道協会 14 0 14

保健
福祉局

生活衛生課
全国水道研究発表会参加負
担金

参加者負担金等

研究機関、大学、行政機関等の
水道関係者が研究成果を発表す
ることにより、成果の普及、水
道行政の発展を図る

水道事業 14,000円×１名＝14,000円 (社)日本水道協会 14 0 14

保健
福祉局

生活衛生課
生活衛生関係営業指導職員
研修会参加負担金

参加者負担金等

生活衛生関係営業に対する行政
上の指導を担当する自治体職員
を対象に、職務上必要な知識を
習得させる

環境衛生事業 20,000円×１名＝20,000円
(社)全国生活衛生営業指
導センター

20 20 16

保健
福祉局

生活衛生課
ペストロジー実習講座参加
負担金

参加者負担金等
衛生害虫の駆除や相談業務に従
事する行政担当者を対象とし、
同定方法等の実習を行う

環境衛生事業 63,000円×１名＝63,000円
(社)日本環境衛生セン
ター

63 63 63

保健
福祉局

生活衛生課
水道技術者ブロック別研修
会参加負担金

参加者負担金等

研究機関、大学、行政機関等の
水道関係者が研究成果を発表す
ることにより、成果の普及、水
道行政の発展を図る

水道事業 15,000円×１名＝15,000円
(社)日本水道協会関東支
部

15 0 15

保健
福祉局

生活衛生課
(財)日本中毒情報センター
年会費

参加者負担金等

医療機関、消防、保健･福祉施
設、医療行政に勤務するものを
対象としたサイトであり、中毒
に関する情報を迅速に入手する

薬務事業 2,000円×１年＝2,000円
(財)日本中毒情報セン
ター

2 2 2

保健
福祉局

生活衛生課
日本水道協会総会参加負担
金

参加者負担金等

研究機関、大学、行政機関等の
水道関係者が研究成果を発表す
ることにより、成果の普及、水
道行政の発展を図る

水道事業 17,000円×１名＝17,000円 (社)日本水道協会 17 0 0

保健
福祉局

生活衛生課
救急医療医務薬務主管課長
会議参加負担金

参加者負担金等
救急医療、医務、薬務に関わる
実務的な問題点を協議し、問題
の解決を図る

薬務事業 7,000円×１名＝7,000円 幹事市 7 7 7

保健
福祉局

生活衛生課
全国環境衛生･廃棄物関係課
長会年会費

参加者負担金等

都道府県及び政令指定都市の環
境衛生関係主観課長及び廃棄物
関係主管課長の業務に係る連絡
調整並びに課題の検討及び情報
の交流を図り、環境衛生及び廃
棄物関係行政の発展向上に資す
る

環境衛生事業 年会費10,000円
(財)日本環境衛生セン
ター

10 10 9

保健
福祉局

高等看護学
院

ボイラー取扱技能講習会出
席負担金

労働安全衛生法
小規模ボイラーの業務取扱者の
ための講習会参加

講習会受講料 10,000円×１名＝10,000円
(社)日本ボイラ協会埼玉
支部

10 10 10

保健
福祉局

高等看護学
院

防火管理資格講習会負担金 消防法
防火管理者としての必要な知識
の習得

講習会受講料 6,000円×１名＝6,000円 (財)日本防火協会 6 6 6

保健
福祉局

高等看護学
院

日本看護学会<看護教育>学
術集会参加負担金

参加者負担金等
研究発表･シンポジウムを通して
看護教育や知識を高める

研修参加費 8,000円×１名＝8,000円 (社)日本看護協会 8 8 8
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

高等看護学
院

日本看護学会<地域看護>学
術集会参加負担金

参加者負担金等
研究発表･シンポジウムを通して
看護教育や知識を高める

研修参加費 8,000円×１名＝8,000円 (社)日本看護協会 8 8 8

保健
福祉局

高等看護学
院

埼玉県看護協会負担金(年会
費)

埼玉県看護協会会則
(細則)

地域における看護に関する教
育、研究及び看護師等の確保を
図る

年会費 １名につき7,000円 (社)埼玉県看護協会 84 84 63

保健
福祉局

高等看護学
院

全国自治体病院看護教育施
設部会研修会参加負担金

参加者負担金等
看護教育に関する具体的な内容･
方法を研鑽する

研修参加費 11,000円×２名＝22,000円
(社)全国自治体病院協議
会

22 22 11

保健
福祉局

高等看護学
院

埼玉県高等看護学院長会負
担金(年会費)

埼玉県高等看護学院長
会会則

学生の教育の向上及び学院間の
連携を図り、学院教育振興に寄
与する

年会費 10,000円×１校＝10,000円 埼玉県高等看護学院長会 10 10 10

保健
福祉局

高等看護学
院

埼玉県高等看護学校教務主
任協議会負担金(年会費)

埼玉県高等看護学校教
務主任協議会会則

看護学校間の連携を図り、看護
教育の向上を図る

年会費 15,000円×１校＝15,000円
埼玉県高等看護学校教務
主任協議会

15 15 15

保健
福祉局

高等看護学
院

埼玉県高等看護学校看護教
員研究会参加負担金

参加者負担金等
県内の看護学校の専門職の看護
教育における知識の向上を図る

研修参加費 1,000円×11名＝11,000円
埼玉県高等看護学校看護
教員研究会

11 11 7

保健
福祉局

高等看護学
院

埼玉県看護学生研究発表会
参加負担金

参加者負担金等
県内の学生の代表者による研究
発表会に参加することにより、
看護教育の知識を高める

研修参加費 300円×３名＝900円 埼玉県看護学生研究会 1 1 0

保健
福祉局

高等看護学
院

管理者会･教務主任協議会合
同研修会参加負担金

参加者負担金等 看護教育向上を図る 研修参加費 1,000円×４名＝4,000円
埼玉県高等看護学校教務
主任協議会

2 4 0

保健
福祉局

高等看護学
院

日本小児看護学会学術集会
参加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 研修参加費 11,000円×１名＝11,000円 日本小児看護学会 8 11 8

保健
福祉局

高等看護学
院

日本看護学教育学会学術集
会参加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 研修参加費 11,000円×１名＝11,000円 日本看護学教育学会 22 11 22

保健
福祉局

高等看護学
院

看護科学研究学会参加負担
金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 研修参加費 9,000円×１名＝9,000円 日本看護科学学会 9 0 9

保健
福祉局

高等看護学
院

日総研看護教育セミナー参
加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 研修参加費
18,000円×１名＋19,000円×
１名＝37,000円

日本総合研究所 55 37 15

保健
福祉局

高等看護学
院

日本精神保健看護学会参加
負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 研修参加費 8,000円×１名＝8,000円 日本精神保健看護学会 8 0 0

保健
福祉局

高等看護学
院

日本母性看護学会学術集会
参加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 研修参加費 8,000円×１名＝8,000円 日本母性看護学会 10 8 0

保健
福祉局

高等看護学
院

日本看護学会<老年看護>学
術集会参加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 研修参加費 8,000円×１名＝8,000円 日本看護協会 9 8 10

保健
福祉局

高等看護学
院

日本看護科学学会学術集会
参加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 研修参加費 12,000円×２名＝24,000円 日本看護協会 11 24 12

保健
福祉局

高等看護学
院

看護教育力アップセミナー
参加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 研修参加費 5,000円×１名＝5,000円 メディカ出版 21 5 50

保健
福祉局

高等看護学
院

埼玉県高等看護学校看護教
員研究会負担金(年会費)

埼玉県高等看護学校看
護教員研究会会則

看護教育に関する研究活動、実
践報告、情報交換等により看護
教員の資質の向上に貢献する

年会費 １名につき1,000円
埼玉県高等看護学校看護
教員研究会

0 12 9

保健
福祉局

高等看護学
院

ＳＳＴ(社会生活技能訓練療
法)講習会参加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 研修参加費 18,000円×２名＝36,000円
ＮＰＯ法人地域生活支援
ネットワークケアーサ
ポート

0 36 0

保健
福祉局

高等看護学
院

日本看護倫理学会年次大会
参加負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 研修参加費 6,000円×１名＝6,000円 日本看護倫理学会 0 6 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

高等看護学
院

全国自治体病院協議会臨床
実習指導者研修会参加負担
金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 研修参加費 10,000円×１名＝10,000円
(社)全国自治体病院協議
会

0 0 10

保健
福祉局

高等看護学
院

日本助産学会学術集会参加
負担金

参加者負担金等 看護教育に必要な知識を深める 研修参加費 15,000円×１名＝15,000円 日本助産学会 0 0 15

保健
福祉局

思い出の里
市営霊園事
務所

防火管理者負担金 消防法第８条 防火管理者の資格獲得のため 防火管理者選任 6,000円×１年＝6,000円 (財)日本防火協会 6 6 0

保健
福祉局

思い出の里
市営霊園事
務所

全日本墓園協会負担金 参加者負担金等
墓園･墓所の運営管理等に関する
情報を得る

墓地等の管理運営 25,000円×１回＝25,000円 (社)全日本墓園協会 25 25 25

保健
福祉局

思い出の里
市営霊園事
務所

埼玉県冷凍設備保安協会負
担金

参加者負担金等 冷凍設備の保安検査を推進する 冷凍設備の安全管理 負担金14,900円 埼玉県冷凍設備保安協会 15 15 15

保健
福祉局

思い出の里
市営霊園事
務所

大都市公営葬務事業協議会
負担金

参加者負担金等
公営葬務行政面における共通の
問題につき、連絡、研究及び改
善向上を図る

墓地、埋葬等に関する法
律全般

負担金10,000円
大都市公営葬務事業協議
会

10 10 10

保健
福祉局

思い出の里
市営霊園事
務所

全日本墓園協会会費
社団法人全日本墓園協
会定款

墓地等の適正な管理運営を図る 墓地等の管理運営 年会費150,000円 (社)全日本墓園協会 100 150 100

保健
福祉局

思い出の里
市営霊園事
務所

ボイラー取扱技能講習会受
講料

参加者負担金等 講習会に参加する ボイラーの安全運転･管理 10,000円×１回＝10,000円
(社)日本ボイラ協会埼玉
支部

10 10 10

保健
福祉局

大宮聖苑管
理事務所

防火管理者講習会受講料 参加者負担金等 防火管理者の資格取得のため 防火管理者選任 6,000円×２名＝12,000円 (財)日本防火協会 12 6 0

保健
福祉局

食肉衛生検
査所

全国食肉衛生検査所協議会
負担金

参加者負担金等

食肉衛生検査所の円滑な運営及
び充実を図るため,食肉衛生検査
業務に係る諸問題について協議
を行う

食肉衛生検査事業 47,000円×１団体＝47,000円
全国食肉衛生検査所協議
会

47 47 47

保健
福祉局

食肉衛生検
査所

関東地区食肉衛生検査所協
議会負担金

参加者負担金等
各加盟機関の密接な連携のもと
に、食肉衛生検査の発展と向上
に資する

食肉衛生検査事業 10,000円×１団体＝10,000円
関東地区食肉衛生検査所
協議会

10 10 10

保健
福祉局

食肉衛生検
査所

日本獣医公衆衛生学会参加
費

参加者負担金等
獣医公衆衛生業務に関する講演･
研究を聴講･発表し、業務に役立
てる

食肉衛生検査事業 14,000円×１会員＝14,000円 (社)日本獣医師会 12 14 0

保健
福祉局

食肉衛生検
査所

全国食肉検査所長会議負担
金

参加者負担金等
食肉衛生検査所長がその職責を
円滑に果す目的として食肉衛生
施策を相互に検討協議する

食肉衛生検査事業 5,000円×１名＝5,000円
全国食肉衛生検査所長会
議

7 5 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本児童青年精神医学会 参加者負担金等
日本児童青年精神医学会への参
加

日本児童青年精神医学会 10,000円×１名＝10,000円 日本児童青年精神医学会 10 10 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本トラウマティック･スト
レス学会

参加者負担金等
日本トラウマティック･ストレス
学会への参加

日本トラウマティック･ス
トレス学会

10,000円×１名＝10,000円
日本トラウマティック･
ストレス学会

10 0 20

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本心理臨床学会 参加者負担金等 日本心理臨床学会への参加 日本心理臨床学会 16,000円×１名＝16,000円 日本心理臨床学会 16 16 13

保健
福祉局

こころの健
康センター

ＰＴＳＤ精神療法学会 参加者負担金等 ＰＴＳＤ精神療法学会への参加 ＰＴＳＤ精神療法学会 10,000円×１名＝10,000円
国立精神･神経センター
(国立精神保健研究所)

10 10 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

ＤＶ家庭に育つ子どもへの
支援研修

参加者負担金等
ＤＶ家庭に育つ子どもへの支援
研修への参加

ＤＶ家庭に育つ子どもへ
の支援研修

18,000円×１名＝18,000円
エンパワーメント･セン
ター

18 18 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

アスペルガー障害とＡＤＨ
Ｄの脳科学

参加者負担金等
アスペルガー障害とＡＤＨＤの
脳科学への参加

アスペルガー障害とＡＤ
ＨＤの脳科学

12,000円×１名＝12,000円
明治安田こころの健康財
団

12 0 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

こころの健
康センター

愛着障害の治療研修 参加者負担金等 愛着障害の治療研修への参加 愛着障害の治療研修 13,000円×１名＝13,000円
子どもの虐待防止セン
ター

13 0 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

ペアレント･トレーニング･
リーダー養成講習会

参加者負担金等
ペアレント･トレーニング･リー
ダー養成講習会への参加

ペアレント･トレーニン
グ･リーダー養成講習会

13,000円×２名＝26,000円
心身障害児総合医療療育
センター

26 0 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

発達障害への理解と対応 参加者負担金等
発達障害への理解と対応への参
加

発達障害への理解と対応 14,000円×１名＝14,000円
(社)発達協会実践セミ
ナー

14 0 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

精神保健に関する技法研修
(犯罪被害者メンタルケア研
修)参加負担金

参加者負担金等
精神保健に関する技術研修(犯罪
被害者メンタルケア研修)への参
加

精神保健に関する技術研
修(犯罪被害者メンタルケ
ア研修)

10,000円×１名＝10,000円
国立精神･神経センター
(国立精神保健研修所)

0 0 20

保健
福祉局

こころの健
康センター

厚生労働省こころの健康づ
くり対策研修

参加者負担金等
厚生労働省こころの健康づくり
対策研修参加のため

厚生労働省こころの健康
づくり対策研修

13,500円×１名＝13,500円 厚生労働省 0 14 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

子どもの虐待防止シンポジ
ウム

参加者負担金等
子どもの虐待防止シンポジウム
参加のため

子どもの虐待防止シンポ
ジウム

13,000円×１名＝13,000円
子どもの虐待防止セン
ター

0 13 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

性虐待への治療支援研修 参加者負担金等
性虐待への治療支援研修参加の
ため

性虐待への治療支援研修 12,000円×２名＝24,000円
明治安田こころの健康財
団

0 24 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本家族研究･家族療法学会参加者負担金等
日本家族研究･家族療法学会参加
のため

日本家族研究･家族療法学
会

13,000円×１名＝13,000円
日本家族研究･家族療法
学会事務局

0 13 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本子ども虐待防止学会 参加者負担金等
日本子ども虐待防止学会参加の
ため

日本子ども虐待防止学会 10,000円×５名＝50,000円 日本子ども虐待防止学会 0 50 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

摂食障害治療研修 参加者負担金等 摂食障害治療研修参加のため 摂食障害治療研修 10,000円×１名＝10,000円
国立精神･神経センター
精神保健研究所

0 10 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

アルコール依存症臨床医等
研修参加負担金

参加者負担金等
アルコール依存症臨床医等研修
への参加のため

アルコール依存症臨床医
等研修

40,000円×１名＝40,000円
独立行政法人国立病院機
構久里浜アルコール症セ
ンター

0 0 40

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本アルコール関連問題
ソーシャルワーカー協会全
国研究大会

参加者負担金等
日本アルコール関連問題ソー
シャルワーカー協会全国研究大
会への参加のため

日本アルコール関連問題
ソーシャルワーカー協会
全国研究大会

10,000円×３名＝30,000円 ㈱湘南国際村協会 0 0 30

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本総合病院精神医学会総
会参加負担金

参加者負担金等
日本総合病院精神医学会総会へ
の参加のため

日本総合病院精神医学会
総会

10,000円×１名＝10,000円
日本総合病院精神医学会
総会

0 0 10

保健
福祉局

こころの健
康センター

｢ドメスティックバイオレン
スと子ども｣研修参加負担金

参加者負担金等
｢ドメスティックバイオレンスと
子ども｣研修への参加のため

｢ドメスティックバイオレ
ンスと子ども｣研修

18,000円×１名＝18,000円
エンパワーメント･セン
ター

0 0 18

保健
福祉局

こころの健
康センター

全国精神医療審査会連絡協
議会総会参加費

参加者負担金等
全国精神医療審査会連絡協議会
総会への参加

全国精神医療審査会連絡
協議会総会参加費

3,000円×１名＝3,000円
全国精神医療審査会連絡
協議会

3 0 1

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本トラウマティック･スト
レス学会

参加者負担金等
日本トラウマティック･ストレス
学会への参加

日本トラウマティック･ス
トレス学会

12,000円×１名＝12,000円
日本トラウマティック･
ストレス学会

12 12 10

保健
福祉局

こころの健
康センター

アルコール関連問題の予防
と早期発見早期介入講座(ブ
リーフインターベーション)

参加者負担金等
アルコール関連問題の予防と早
期発見早期介入講座(ブリーフイ
ンターベーション)への参加

アルコール関連問題の予
防と早期発見早期介入講
座(ブリーフインターベー
ション)

10,000円×１名＝10,000円
独立行政法人国立病院機
構久里浜アルコール症セ
ンター

10 0 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

アルコール関連問題の予防
と早期発見早期介入講座(ア
ルコール教育の実際)

参加者負担金等
アルコール関連問題の予防と早
期発見早期介入講座(アルコール
教育の実際)への参加

アルコール関連問題の予
防と早期発見早期介入講
座(アルコール教育の実
際)

10,000円×１名＝10,000円
独立行政法人国立病院機
構久里浜アルコール症セ
ンター

10 0 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

犯罪被害者メンタルケア研
修(国立精神保健研究所)

参加者負担金等
犯罪被害者メンタルケア研修(国
立精神保健研究所)への参加

犯罪被害者メンタルケア
研修(国立精神保健研究
所)

10,000円×１名＝10,000円
犯罪被害者メンタルケア
研修(国立精神保健研究
所)

10 10 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

こころの健
康センター

精神保健指導課程 参加者負担金等 精神保健指導課程への参加 精神保健指導課程 10,000円×１名＝10,000円
国立精神･神経センター
(国立精神保健研究所)

10 0 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

発達障害支援研修 参加者負担金等 発達障害支援研修への参加 発達障害支援研修 10,000円×１名＝10,000円
国立精神･神経センター
(国立精神保健研究所)

10 10 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

摂食障害治療研修 参加者負担金等 摂食障害治療研修への参加 摂食障害治療研修 10,000円×１名＝10,000円
国立精神･神経センター
(国立精神保健研究所)

10 10 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

薬物依存臨床看護等研修 参加者負担金等
薬物依存臨床看護等研修への参
加

薬物依存臨床看護等研修 10,000円×１名＝10,000円
国立精神･神経センター
(国立精神保健研究所)

10 10 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

児童思春期精神医学研修(中
級)

参加者負担金等
児童思春期精神医学研修(中級)
への参加

児童思春期精神医学研修
(中級)

10,000円×１名＝10,000円
国立精神･神経センター
(国立精神保健研究所)

10 0 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

司法精神医学研修 参加者負担金等 司法精神医学研修への参加 司法精神医学研修 10,000円×１名＝10,000円
国立精神･神経センター
(国立精神保健研究所)

10 10 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

地域精神保健指導者(自殺･
こころの健康問題)研修

参加者負担金等
地域精神保健指導者(自殺･ここ
ろの健康問題)研修への参加

地域精神保健指導者(自
殺･こころの健康問題)研
修

10,000円×１名＝10,000円
国立精神･神経センター
(国立精神保健研究所)

10 10 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

さいたま市与野医師会会費 参加者負担金等 さいたま市与野医師会への加入
さいたま市与野医師会会
費

会費350,000円 さいたま市与野医師会 350 350 337

保健
福祉局

こころの健
康センター

全国精神保健福祉センター
長会負担金

参加者負担金等
全国精神保健福祉センター長会
の加入

全国精神保健福祉セン
ター長会負担金

会費50,000円
全国精神保健福祉セン
ター長会

50 50 50

保健
福祉局

こころの健
康センター

全国精神保健福祉センター
長会･研究協議会参加費

参加者負担金等
全国精神保健福祉センター長会
研究協議会への参加

全国精神保健福祉セン
ター長会･研究協議会参加
費

2,000円×２名＝4,000円
全国精神保健福祉セン
ター長会

2 4 6

保健
福祉局

こころの健
康センター

関東信越ブロック精神保健
福祉センター連絡協議会負
担金

参加者負担金等
関東信越ブロック精神保健福祉
センター連絡協議会への加入

関東信越ブロック精神保
健福祉センター連絡協議
会負担金

会費20,000円
関東信越ブロック精神保
健福祉センター連絡協議
会

20 20 10

保健
福祉局

こころの健
康センター

全国自治体病院協議会負担
金

参加者負担金等 全国自治体病院協議会への加入
全国自治体病院協議会負
担金

会費19,900円 全国自治体病院協議会 20 19 20

保健
福祉局

こころの健
康センター

全国自治体病院協議会埼玉
県支部負担金

参加者負担金等
全国自治体病院協議会埼玉県支
部への加入

全国自治体病院協議会埼
玉県支部負担金

会費15,000円
全国自治体病院協議会埼
玉県支部

15 15 15

保健
福祉局

こころの健
康センター

全国精神医療審査会連絡協
議会負担金

参加者負担金等
全国精神医療審査会連絡協議会
への加入及び会議参加のため

全国精神医療審査会連絡
協議会負担金

会費5,000円、総会参加費
1,500円×２名＝3,000円、シ
ンポジウム参加費1,000円×１
名＝1,000円

全国精神医療審査会連絡
協議会

10 9 5

保健
福祉局

こころの健
康センター

アルコール依存症臨床医等
研修参加負担金

参加者負担金等
アルコール依存症臨床医等研修
への参加のため

アルコール依存症臨床医
等研修

40,000円×１名＝40,000円
独立行政法人国立病院機
構久里浜アルコール症セ
ンター

40 0 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本公衆衛生学会参加負担
金

参加者負担金等 日本公衆衛生学会への参加 日本公衆衛生学会 10,000円×１名＝10,000円 日本公衆衛生学会 12 10 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本心理臨床学会参加負担
金

参加者負担金等
日本心理臨床学会への参加のた
め

日本心理臨床学会 16,000円×２名＝32,000円 日本心理臨床学会 16 32 26

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本精神保健福祉士協会全
国大会参加負担金

参加者負担金等
日本精神保健福祉士協会全国大
会への参加

日本精神保健福祉士協会
全国大会

8,300円×１名＝8,300円 日本精神保健福祉士協会 10 8 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本集団精神療法学会参加
負担金

参加者負担金等 日本集団精神療法学会への参加 日本集団精神療法学会 10,000円×１名＝10,000円 日本集団精神療法学会 10 0 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本職業リハビリテーショ
ン学会参加負担金

参加者負担金等
日本職業リハビリテーション学
会への参加のため

日本職業リハビリテー
ション学会

5,000円×１名＝5,000円
日本職業リハビリテー
ション学会

0 5 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本うつ病学会参加負担金 参加者負担金等 日本うつ病学会への参加 日本うつ病学会 5,000円×１名＝5,000円 日本うつ病学会 5 5 5

保健
福祉局

こころの健
康センター

精神保健指定医研修会参加
負担金

参加者負担金等
精神保健指定医研修会へ参加の
ため

精神保健指定医研修会参
加負担金

30,000円×１名＝30,000円
(社)日本精神神経科診療
所協会

30 0 23

保健
福祉局

こころの健
康センター

自閉症カンファレンスＮＩ
ＰＰＯＮ参加負担金

参加者負担金等
自閉症カンファレンスへの参加
のため

自閉症カンファレンスＮ
ＩＰＰＯＮ参加負担金

12,000円×１名＝12,000円
(社)朝日新聞厚生文化事
業団

0 12 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

(社)発達協会実践セミナー
参加負担金

参加者負担金等
(社)発達協会実践セミナーへ参
加のため

(社)発達協会実践セミ
ナー参加負担金

14,000円×１名＝14,000円 (社)発達協会 14 0 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

ＷＡＩＳ－Ⅲ成人知能検査
技術講習会

参加者負担金等
ＷＡＩＳ－Ⅲ成人知能検査技術
講習会参加のため

ＷＡＩＳ－Ⅲ成人知能検
査技術講習会

28,000円×１名＝28,000円 日本文化科学社 0 28 28

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本家族心理学会 参加者負担金等 日本家族心理学会参加のため 日本家族心理学会 14,000円×１名＝14,000円 日本家族心理学会事務局 0 14 14

保健
福祉局

こころの健
康センター

心理教育･家族教室ネット
ワーク

参加者負担金等
心理教育･家族教室ネットワーク
参加のため

心理教育･家族教室ネット
ワーク

7,000円×１名＝7,000円
心理教育･家族教室ネッ
トワーク事務局

0 7 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本自殺予防学会 参加者負担金等 日本自殺予防学会参加のため 日本自殺予防学会 6,000円×１名＝6,000円 日本自殺予防学会事務局 0 8 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本精神障害者リハビリ
テーション学会

参加者負担金等
日本精神障害者リハビリテー
ション学会参加のため

日本精神障害者リハビリ
テーション学会

10,000円×１名＝10,000円
日本精神障害者リハビリ
テーション学会事務局

0 10 0

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本司法精神医学会大会参
加負担金

参加者負担金等
日本司法精神医学会大会への参
加のため

日本司法精神医学会大会 10,000円×１名＝10,000円 日本司法精神医学会 0 0 10

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本精神保健福祉学会参加
負担金

参加者負担金等
日本精神保健福祉学会への参加
のため

日本精神保健福祉学会 10,525円×１名＝10,525円 日本精神保健福祉協会 0 0 11

保健
福祉局

こころの健
康センター

日本児童青年精神医学会総
会参加負担金

参加者負担金等
日本児童青年精神医学会総会へ
の参加のため

日本児童青年精神医学会
総会

10,000円×１名＝10,000円 日本児童青年精神医学会 0 0 10

保健
福祉局

こころの健
康センター

自殺危機初期介入スキル
ワークショップ及びリー
ダー養成研修参加負担金

参加者負担金等
自殺危機初期介入スキルワーク
ショップ及びリーダー養成研修
への参加のため

自殺危機初期介入スキル
ワークショップ及びリー
ダー養成研修

25,000円×１名＝25,000円
ルーテル学院大学総合人
間学部自殺危機初期介入
スキル研究会

0 0 25

保健
福祉局

動物愛護ふ
れあいセン
ター

全国動物管理関係事業所協
議会会費

全国動物管理関係事業
所協議会規約

動物行政に係る都道府県及び政
令指定都市間の連携を緊密にし
動物行政の円滑な推進を図る

全国動物管理関係事業所
協議会会費

28,000円×１名＝28,000円
全国動物管理関係事業所
協議会

30 28 28

保健
福祉局

動物愛護ふ
れあいセン
ター

全国動物管理関係事業所協
議会会議等負担金

参加者負担金等
動物行政に係る都道府県及び政
令指定都市間の連携を緊密にし
動物行政の円滑な推進を図る

全国動物管理関係事業所
協議会会議参加負担金

2,500円×１名＝2,500円
全国動物管理関係事業所
協議会

3 3 3

保健
福祉局

動物愛護ふ
れあいセン
ター

全国動物管理関係事業所会
議会議関東ブロック研修会
会費

全国動物管理関係事業
所協議会関東甲信越静
ブロック会規約

動物行政に係る関東甲信越静地
区の県及び市間の連携を緊密に
し動物行政の円滑な推進を図る

関東甲信越静ブロック研
修会会費

10,000円×１名＝10,000円
全動協関東甲信越静ブ
ロック会

10 10 10

保健
福祉局

動物愛護ふ
れあいセン
ター

全国動物管理関係事業所会
議会議関東ブロック研修会
会議等負担金

参加者負担金等
動物行政に係る関東甲信越静地
区の県及び市間の連携を緊密に
し動物行政の円滑な推進を図る

関東甲信越静ブロック研
修会会議参加負担金

3,000円×１名＝3,000円
全動協関東甲信越静ブ
ロック会

3 3 3

保健
福祉局

動物愛護ふ
れあいセン
ター

人と動物の共通感染症研究
会会費

参加者負担金等
人と動物の共通感染症に対する
最新知識の習得を図る

人と動物の共通感染症研
究会会議参加負担金

2,000円×１名＝2,000円
人と動物の共通感染症研
究会

2 2 0

保健
福祉局

動物愛護ふ
れあいセン
ター

家畜衛生フォーラム会費 参加者負担金等
動物間の疾病に対する情報を得
て事業の円滑を図る

家畜衛生フォーラム会議
参加負担金

4,000円×１名＝4,000円 日本家畜衛生学会 4 4 0

保健
福祉局

動物愛護ふ
れあいセン
ター

日本獣医医師会･三学会年次
大会

参加者負担金等
獣医師としての最新知識の習得
及び業務の向上を図る

三学会年次大会参加負担
金

15,000円×１名＝15,000円 (社)日本獣医師会 15 15 20
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

動物愛護ふ
れあいセン
ター

日本臨床獣医学フォーラム
年次大会

参加者負担金等
臨床分野の最新知識を習得し、
負傷動物等の治療技術向上を図
る

日本臨床獣医学フォーラ
ム年次大会参加負担金

13,000円×２名＝26,000円 日本臨床獣医学会 26 26 0

保健
福祉局

動物愛護ふ
れあいセン
ター

愛玩動物飼養管理士養成講
習会参加費

参加者負担金等
講習会等で講師をする際の知識
を身につける

センターで行う動物愛護
ふれあい事業

受講料28,000円
登録料5,000円
33,000円×２名＝66,000円

(社)日本愛玩動物協会 66 66 66

保健
福祉局

動物愛護ふ
れあいセン
ター

しつけ方教室講師養成講習
会参加費

参加者負担金等
しつけ方教室で講師をする際の
知識を身につける

センターで行うしつけ方
教室

9,000円×４回×２名＝72,000
円

(社)日本動物病院福祉協
会

108 72 108

保健
福祉局

動物愛護ふ
れあいセン
ター

関東甲信越静地区狂犬病予
防･動物愛護管理事務連絡協
議会負担金

参加者負担金等
各都県政令市間の狂犬病予防･動
物愛護管理業務に関する議題を
協議し円滑な推進を図る

関東甲信越静地区狂犬病
予防･動物愛護管理事務連
絡協議会参加負担金

2,000円×１名＝2,000円
関東甲信越静地区狂犬
病･動物愛護管理業務連
絡会議

2 0 4

保健
福祉局

動物愛護ふ
れあいセン
ター

全国動物管理関係事業所会
議会議関東ブロック研修会
審査員参加負担金

参加者負担金等
動物行政に係る関東甲信越静地
区の県及び市間の連携を緊密に
し動物行政の円滑な推進を図る

関東甲信越静ブロック研
修会会議参加負担金

3,000円×１名＝3,000円
全動協関東甲信越静ブ
ロック会

3 0 3

保健
福祉局

福祉総務課 社会保障講座出席負担金 参加者負担金等 社会保障講座への出席 社会保障講座 7,000円×１名＝7,000円 (財)人口問題研究所 7 7 7

保健
福祉局

福祉総務課
大都市民生主管局長会議負
担金

参加者負担金等
大都市民生主管局長会議への出
席

大都市民生主管局長会議 10,000円×３名＝30,000円 幹事市 20 30 30

保健
福祉局

福祉総務課
大都市福祉事務所長会議負
担金

参加者負担金等
大都市福祉事務所長会議への出
席

大都市福祉事務所長会議 3,000円×３名＝9,000円 幹事市 9 9 9

保健
福祉局

福祉総務課
社会福祉主事資格認定通信
課程スクーリング負担金

参加者負担金等
福祉事務所職員のうち社会福祉
主事任用資格を持たない職員が
資格を取得すること

社会福祉主事任用資格通
信課程受講

60,000円×１名×10区＝
600,000円

社会福祉法人全国社会福
祉協議会

600 600 600

保健
福祉局

福祉総務課
関東ブロック活動研究会参
加負担金

参加者負担金等

全国を７ブロックに分け、民生
委員･児童委員活動の総合的な推
進のあり方や都道府県･指定都市
民児協のあり方等、当面課題と
なっているテーマを中心に協議
を行う

関東ブロック民生委員児
童委員活動研究協議会

4,000円×２名＝8,000円
関東ブロック民生委員児
童委員連合協議会

8 8 4

保健
福祉局

福祉総務課
都道府県･指定都市民児協事
務局会議参加負担金

参加者負担金等

都道府県･政令都市の民児協関係
者が会し、地域福祉の時代にお
ける民生委員･児童委員活動及び
民児協の役割等について研究･協
議する

都道府県･指定都市民児協
事務局会議

4,000円×２名＝8,000円
全国民生委員児童委員連
合会

5 8 4

保健
福祉局

福祉総務課
指定都市社協･民児協連絡会
議参加負担金

参加者負担金等
指定都市における社協･民児協の
共通福祉課題について協議検討
し、その解明、推進を図る

指定都市社協･民児協連絡
会議

12,000円×２名＝24,000円
さいたま市社会福祉協議
会、さいたま市民生委員
児童委員協議会

60 24 44

保健
福祉局

福祉総務課
全国民生委員児童委員大会
参加負担金

参加者負担金等

全国各地で活動する民生委員･児
童委員がそれぞれの活動を持ち
寄り、活動のノウハウの共有や
交流を進めることをとおして、
民生委員･児童委員の一層の充実
をめざす

全国民生委員児童委員大
会

5,000円×２名＝10,000円
全国民生委員児童委員連
合会

10 10 10

保健
福祉局

福祉総務課
埼玉県市長会特別負担金(埼
玉土建国保組合)

埼玉県市長会特別負担
金

埼玉土建国保組合に対する助成
埼玉県市長会が埼玉土建
国保組合に助成する経費

250円×22,203名＝5,550,750
円

埼玉県市長会 5,580 5,551 5,376

保健
福祉局

福祉総務課
埼玉県市長会特別負担金(埼
玉県建設国保組合)

埼玉県市長会特別負担
金

埼玉県建設国保組合に対する助
成

埼玉県市長会が埼玉県建
設国保組合に助成する経
費

250円×6,089名＝1,522,250円 埼玉県市長会 1,609 1,522 1,418

保健
福祉局

高齢福祉課
埼玉県市町村保健師協議会
負担金

埼玉県市町村保健師協
議会規約

保健師の資質の向上と保健･医療
福祉相互の連絡調整に努め,地域
住民への保健衛生向上のための
支援活動の充実強化を図る

保健活動に関する技術の
研鑚、調査研究、情報提
供に関すること

5,000円×１名＝5,000円
埼玉県市町村保健師協議
会

5 0 5
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

高齢福祉課
関東甲信静地区市町村保健
活動業務研修会負担金

保健師ブロック別研修
会実施要綱

地域保健福祉の向上のための機
能･役割、知識を都道府県及び市
町村の保健師等が習得すること

(財)日本公衆衛生協会･開
催県が主催し保健師を対
象に200人規模の研修を３
日間実施

3,000円×１名＝3,000円 幹事県 3 0 0

保健
福祉局

高齢福祉課
全国シルバー人材センター
負担金

社団法人全国シルバー
人材センター事業協会
会費規程

協会の目的に賛同し、その事業
に協力するため

シルバー人材センター等
の業務に関する普及･啓発
事業、従事者に対する研
修事業、指導などの事
業、情報･資料の収集及び
提供事業

10,000円×５口＝50,000円
社団法人全国シルバー人
材センター事業協会

50 50 50

保健
福祉局

障害福祉課
大都市心身障害者(児)福祉
主管課長会議負担金

大都市会議等負担金

大都市の主管課長が一同に会
し、大都市の抱える問題を議論
し若しくは、情報交換すること
で、障害福祉の円滑な運営及び
推進を図る

大都市心身障害者(児)福
祉主管課長会議

6,000円×１名＝6,000円 新潟市 6 6 0

保健
福祉局

障害福祉課
大都市精神保健福祉主管課
長会議負担金

大都市会議等負担金

大都市の主管課長が一同に会
し、大都市の抱える問題を議論
し若しくは、情報交換すること
で、障害福祉の円滑な運営及び
推進を図る

大都市精神保健福祉主管
課長会議

6,000円×１名＝6,000円 京都市 6 6 0

保健
福祉局

障害福祉課
全国身体障害者総合福祉セ
ンター研修負担金

参加者負担金等
関係職員の資質の向上を図るこ
と

全国身体障害者総合福祉
センター研修

13,625円×４名＝54,500円
全国身体障害者総合福祉
センター

69 55 10

保健
福祉局

年金医療課 日本国民年金協会負担金 会議開催負担金
国民年金事務の諸問題を研究討
議し、国民年金の発展に寄与す
る

国民年金に関する会議･研
究･研修

人口割:人口100万人以上
20,000円

(社)日本国民年金協会理
事長

20 20 20

保健
福祉局

年金医療課
埼玉県国民年金協議会負担
金

会員負担金

埼玉県内における国民年金制度
及び事業に関する諸問題につい
て協議･研究し、円滑な国民年金
事務の事業に寄与する

国民年金に関する会議･研
究･研修

均等割:2,000円
被保険者割:さいたま市
190,000人×0.3円＝57,000円

埼玉県国民年金協議会会
長

59 0 0

保健
福祉局

年金医療課 県南地区事務研究会分担金 事務研究会分担金

浦和社会保険事務所管轄市区町
村の国民年金制度及び事業に関
する諸問題について協議･研究
し、円滑な国民年金事務の事業
に寄与する

国民年金に関する会議･研
究･研修

各市5,000円 県南地区事務研究会 10 5 5

保健
福祉局

年金医療課 大宮地区事務研究会分担金 事務研究会分担金

大宮社会保険事務所管轄市区町
村の国民年金制度及び事業に関
する諸問題について協議･研究
し、円滑な国民年金事務の事業
に寄与する

国民年金に関する会議･研
究･研修

各市5,000円 大宮地区事務研究会 5 0 0

保健
福祉局

年金医療課
国民年金春日部地区協議会
分担金

事務研究会分担金

春日部社会保険事務所管轄市区
町村の国民年金制度及び事業に
関する諸問題について協議･研究
し、円滑な国民年金事務の事業
に寄与する

国民年金に関する会議･研
究･研修

各市4,000円
国民年金春日部地区協議
会

4 0 0

保健
福祉局

年金医療課
政令指定都市国保･年金主管
部課長会議分担金

会議出席者分担金
政令指定都市における国民年金
事務の諸問題を研究討議し、国
民年金の発展に寄与する

国民年金に関する会議･研
究･研修

負担金7,000円×３名＝21,000
円

幹事市 21 21 21

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

全国身体障害者更生相談所
長協議会年会費

年会費

全国の身体障害者更生相談所長
をもって組織し、相互の連絡を
緊密にし、更生相談業務の発展
を期する

協議会年会費 年会費7,000円
全国身体障害者更生相談
所長協議会

7 7 7

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

全国知的障害者更生相談所
長協議会年会費

年会費

全国の知的障害者更生相談所長
をもって組織し、相互の連絡を
緊密にし、更生相談業務の発展
を期する

協議会年会費 年会費8,000円
全国知的障害者更生相談
所長協議会

8 8 8

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

大都市身体障害者更生相談
所主管者会議参加負担金

参加者負担金等
政令市の身体障害者更生相談所
間の連絡を緊密にし、更生相談
業務の発展を期する

会議参加負担金 2,000円×１名＝2,000円
大都市身体障害者更生相
談所主管者会議

2 2 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

大都市身体障害者更生相談
所連絡協議会参加負担金

参加者負担金等
政令市の身体障害者更生相談所
間の連絡を緊密にし、更生相談
業務の発展を期する

会議参加負担金 3,000円×１名＝3,000円
大都市身体障害者更生相
談所連絡協議会

3 3 0

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

関東甲信越地区身体障害者
更生相談所長協議会参加負
担金

参加者負担金等

関東甲信越地区の身体障害者更
生相談所長間で情報交換を行
い、適切かつ効果的な業務の運
営を図る

会議参加負担金 2,000円×１名＝2,000円
関東甲信越地区身体障害
者更生相談所長協議会

2 2 0

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

関東甲信越地区身体障害者
更生相談所職員研究協議会
参加負担金

参加者負担金等

身体障害者更生相談業務を担当
する職員間で情報交換を行い、
適切かつ効果的な業務の運営を
図る

会議参加負担金 2,000円×１名＝2,000円
関東甲信越地区身体障害
者更生相談所職員研究協
議会

2 2 0

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

関東甲信越地区知的障害者
更生相談所長協議会参加負
担金

参加者負担金等

関東甲信越地区の知的障害者更
生相談所長間で情報交換を行
い、適切かつ効果的な業務の運
営を図る

会議参加負担金 2,000円×１名＝2,000円
関東甲信越地区知的障害
者更生相談所長協議会

2 2 0

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

関東甲信越地区知的障害者
更生相談所職員研究協議会
参加負担金

参加者負担金等

知的障害者更生相談業務を担当
する職員間で情報交換を行い、
適切かつ効果的な業務の運営を
図る

会議参加負担金 2,000円×１名＝2,000円
関東甲信越地区知的障害
者更生相談所職員研究協
議会

2 2 0

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

身体障害者更生相談所身体
障害者福祉司等実務研修会
参加負担金

参加者負担金等
更生相談所職員として、業務に
必要な専門知識及び技術の向上
を図る

研修会参加負担金 2,600円×１名＝2,600円
国立身体障害者リハビリ
テーションセンター学院

3 3 0

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

更生相談所所長等研修会参
加負担金

参加者負担金等
更生相談所職員として、業務に
必要な専門知識及び技術の向上
を図る

研修会参加負担金 6,000円×１名＝6,000円
国立身体障害者リハビリ
テーションセンター学院

6 6 6

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

リハビリテーション心理職
研修会参加負担金

参加者負担金等
更生相談所職員として、業務に
必要な専門知識及び技術の向上
を図る

研修会参加負担金 1,300円×１名＝1,300円
国立身体障害者リハビリ
テーションセンター学院

3 1 0

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

リハビリテーション看護研
修会参加負担金

参加者負担金等
更生相談所職員として、業務に
必要な専門知識及び技術の向上
を図る

研修会参加負担金 7,700円×１名＝7,700円
国立身体障害者リハビリ
テーションセンター学院

5 8 0

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

福祉機器専門職員研修会参
加負担金

参加者負担金等
更生相談所職員として、業務に
必要な専門知識及び技術の向上
を図る

研修会参加負担金 2,800円×１名＝2,800円
国立身体障害者リハビリ
テーションセンター学院

5 3 0

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

作業療法士研修会参加負担
金

参加者負担金等
更生相談所職員として、業務に
必要な専門知識及び技術の向上
を図る

研修会参加負担金 3,200円×１名＝3,200円
国立身体障害者リハビリ
テーションセンター学院

5 3 0

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

理学療法士研修会参加負担
金

参加者負担金等
更生相談所職員として、業務に
必要な専門知識及び技術の向上
を図る

研修会参加負担金 3,200円×１名＝3,200円
国立身体障害者リハビリ
テーションセンター学院

5 3 3

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

高次脳機能障害支援事業関
係職員研修会

参加者負担金等
更生相談所職員として、業務に
必要な専門知識及び技術の向上
を図る

研修会参加負担金 5,400円×１名＝5,400円
国立身体障害者リハビリ
テーションセンター学院

6 6 5

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

社会福祉主事資格認定通信
課程受講料

参加者負担金等
社会福祉主事の任用資格取得す
る

社会福祉主事任用資格通
信課程受講

60,000円×１名＝60,000円 全社協中央福祉学院 60 60 60

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

言語聴覚士研修会参加負担
金

参加者負担金等
更生相談所職員として、業務に
必要な専門知識及び技術の向上
を図る

研修会参加負担金 2,000円×１名＝2,000円
国立身体障害者リハビリ
テーションセンター学院

0 2 0

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

全国知的障害者更生相談所
新任職員研修

参加者負担金等
更生相談所職員として、業務に
必要な専門知識及び技術の向上
を図る

研修会参加負担金 4,000円×１名＝4,000円
全国知的障害者更生相談
所長協議会

0 4 2

保健
福祉局

障害者更生
相談セン
ター

身体障害者福祉法第１５条
に規定する医師研修会参加
負担金

参加者負担金等
更生相談所職員として、業務に
必要な専門知識及び技術の向上
を図る

研修会参加負担金 7,200円×１名＝7,200円
国立身体障害者リハビリ
テーションセンター学院

0 0 7

保健
福祉局

障害者総合
支援セン
ター

就労移行支援事業研修参加
負担金

参加者負担金等 職員の資質向上のため 研修会参加負担金 4,000円×２名＝8,000円 研修主催団体 8 8 4
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

障害者総合
支援セン
ター

障害者地域生活支援技術研
修会参加負担金

参加者負担金等 職員の資質向上のため 研修会参加負担金 13,500円×２名＝27,000円 研修主催団体 27 27 5

保健
福祉局

障害者総合
支援セン
ター

発達障害研修参加負担金 参加者負担金等 職員の資質向上のため 研修会参加負担金 2,000円×２名＝4,000円 研修主催団体 4 4 2

保健
福祉局

障害者総合
支援セン
ター

社会福祉施設新任職員研修
参加負担金

参加者負担金等 職員の資質向上のため 研修会参加負担金 1,800円×１名＝1,800円 研修主催団体 2 2 0

保健
福祉局

障害者総合
支援セン
ター

防火管理講習会参加負担金 参加者負担金等 防火管理者任用資格を取得する 講習会参加負担金 6,000円×１名＝6,000円 研修主催団体 6 6 0

保健
福祉局

子育て企画
課

19大都市児童福祉主管課長
会議参加負担金

参加者負担金等 参加者負担金
19大都市児童福祉主管課
長会議参加負担金

3,000円×３名＝9,000円
19大都市児童福祉主管課
長会議参加負担金

9 9 9

保健
福祉局

子育て企画
課

大都市民生主管局長会議参
加負担金

参加者負担金等 参加者負担金
大都市民生主管局長会議
参加負担金

10,000円×１名＝10,000円 大都市民生主管局長会議 0 10 0

保健
福祉局

子育て企画
課

八都県市共同事業負担金
埼玉県からの依頼(参
加団体負担金)

参加団体負担金 八都県市共同事業
前年度実績(730,000円÷８団
体＝91,250円)

八都県市 92 0 0

保健
福祉局

子育て支援
課

全国母子自立支援員連絡協
議会負担金

参加者負担金等 参加者負担金
全国母子自立支援員連絡
協議会

１名1,000円
全国母子自立支援員連絡
協議会

3 3 3

保健
福祉局

子育て支援
課

関東ブロック母子自立支援
員連絡協議会負担金

参加者負担金等 参加者負担金
関東ブロック母子自立支
援員連絡協議会

3,000円
関東ブロック母子自立支
援員連絡協議会

3 3 3

保健
福祉局

子育て支援
課

埼玉県家庭児童相談室連絡
協議会負担金

参加者負担金等 参加者負担金
埼玉県家庭児童相談室連
絡協議会

１名5,000円
埼玉県家庭児童相談室連
絡協議会

50 50 50

保健
福祉局

子育て支援
課

(財)女性労働協会ファミ
リー･サポート･センター特
別会員負担金

参加者負担金等 参加者負担金 年会費 特別会員負担金52,500円
(財)女性労働協会ファミ
リー･サポート･センター

53 53 53

保健
福祉局

子育て支援
課

関東ブロック母子生活支援
施設研究協議会負担金

研究協議会負担金等 研究協議会負担金等
第48回関東ブロック母子
生活支援施設研究協議会

１施設50,000円
関東ブロック母子生活支
援施設研究協議会

100 0 100

保健
福祉局

子育て支援
課

日本子ども虐待防止学会学
術集会さいたま大会負担金

開催地負担金 開催地負担金
日本子ども虐待防止学会
学術集会さいたま大会

開催地負担金250,000円

虐待問題に関わる専門職
(医療･保健･福祉･教育･
保育･司法･行政)及び民
間団体

0 250 0

保健
福祉局

保育課 主任保育士研修参加負担金 参加者負担金等 参加負担金等 主任保育士研修会 参加者１名につき50,000円 日本保育協会 150 0 0

保健
福祉局

保育課
障害児保育担当者研修参加
負担金

参加者負担金等 参加負担金等 障害児保育担当者研修会 参加者１名につき50,000円 日本保育協会 150 150 147

保健
福祉局

保育課
乳児保育担当者研修会参加
負担金

参加者負担金等 参加負担金等 乳児保育担当者研修会 参加者１名につき50,000円 日本保育協会 150 150 141

保健
福祉局

保育課
全国保育研究大会参加負担
金

参加者負担金等 参加者負担金
全国保育研究会･全国保育
研究大会

参加者１名につき13,000円 全国保育研究会 52 280 110

保健
福祉局

保育課
障害児保育職員研修参加負
担金

参加者負担金等 参加者負担金
埼玉県社会福祉協議会･障
害児保育職員研修会

参加者１名につき2,000円 埼玉県社会福祉協議会 60 60 60

保健
福祉局

保育課
健康安全保育研修参加負担
金

参加者負担金等 参加者負担金
埼玉県社会福祉協議会･健
康安全保育研修会

参加者１名につき1,000円 埼玉県社会福祉協議会 30 0 0

保健
福祉局

保育課
埼玉県保育研究大会参加負
担金

参加者負担金等 参加者負担金
埼玉県保育協議会･埼玉県
保育研究大会

参加者１名につき2,000円 埼玉県保育協議会 60 0 60
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

保育課 中堅職員研修負担金 参加者負担金等 参加者負担金
埼玉県保育協議会･中堅職
員研修会

参加者１名につき2,000円 埼玉県保育協議会 60 60 60

保健
福祉局

保育課
関東ブロック保育研究大会
参加負担金

参加者負担金等 参加者負担金
全国保育協議会･関東ブ
ロック保育研究大会

参加者１名につき10,000円 埼玉県保育協議会 100 200 100

保健
福祉局

保育課
公立保育所トップセミナー
研修参加負担金

参加者負担金等 参加者負担金
日本保育協会･公立保育所
トップセミナー研修会

参加者１名につき10,000円 日本保育協会 60 60 60

保健
福祉局

保育課 保育部門研修参加負担金 参加者負担金等 参加者負担金 保育部門研修会 参加者１名につき1,000円 研修主催団体 30 0 0

保健
福祉局

保育課 相談援助技術研修負担金 参加者負担金等 参加者負担金 相談援助技術研修会 参加者１名につき1,000円 研修主催団体 20 0 0

保健
福祉局

保育課 感染症研修負担金 参加者負担金等 参加者負担金 感染症研修会 参加者１名につき2,000円 研修主催団体 30 30 30

保健
福祉局

保育課
全国福祉栄養士協議会研修
会参加負担金

参加者負担金等 参加者負担金
全国福祉栄養士協議会研
修会

参加者１名につき10,000円 全国福祉栄養士協議会 20 20 15

保健
福祉局

保育課
埼玉県社会福祉協議会負担
金

参加者負担金等 参加者負担金
埼玉県社会福祉協議会･年
会費

12,000円(基本)+{(62園－１)
×5,400円｝

埼玉県社会福祉協議会 342 342 341

保健
福祉局

保育課 埼玉県保育協議会負担金 参加者負担金等 参加者負担金 埼玉県保育協議会･年会費 参加者１名につき12,000円 埼玉県保育協議会 744 744 744

保健
福祉局

保育課
埼玉県保育所栄養士研究会
負担金

参加者負担金等 参加者負担金
埼玉県保育所栄養士研究
会･年会費

参加者１名につき4,000円
埼玉県保育所栄養士研究
会

12 12 12

保健
福祉局

保育課 防火管理者研修負担金 参加者負担金等 参加者負担金
(財)日本防火協会･防火管
理者研修会

参加者１名につき6,000円 (財)日本防火協会 60 60 60

保健
福祉局

保育課
さいたま市保健所管内集団
給食研究会負担金

参加者負担金等 参加者負担金
さいたま保健所管内集団
給食研究会負担金

負担金16,000円
さいたま市保健所管内集
団給食研究会

16 16 13

保健
福祉局

保育課 母子保健セミナー負担金 参加者負担金等 参加者負担金
埼玉県社会福祉協議会･母
子保健セミナー

参加者１名につき25,000円 埼玉県社会福祉協議会 25 25 24

保健
福祉局

保育課 保育協議会研修負担金 参加者負担金等 参加者負担金
埼玉県保育協議会･保育協
議会研修会

参加者１名につき1,000円 埼玉県保育協議会 10 62 0

保健
福祉局

保育課
子育て相談･援助技術専門研
修参加負担金

参加者負担金等 参加者負担金
全国社会福祉協議会･子育
て相談･援助技術専門研修
会

参加者１名につき14,000円 全国社会福祉協議会 154 154 0

保健
福祉局

保育課
保育所リーダーに関する研
修負担金

参加者負担金等 参加者負担金
全国社会福祉協議会･保育
所リーダーに関する研修

参加者１名につき14,000円 全国社会福祉協議会 0 140 140

保健
福祉局

保育課
地域子育て支援センター担
当者研修

参加者負担金等 参加者負担金 相談援助技術研修会 参加者１名につき1,000円 研修主催団体 0 0 147

保健
福祉局

保育課
政令都市私学助成主管課長
会議負担金

参加者負担金等 参加者負担金
政令都市私学助成主管課
長会議負担金

会議に伴う経費負担
政令都市私学助成主管課
長会議

0 6 0

保健
福祉局

児童相談所
子どもの虹情報研修セン
ター･テーマ別研修参加者負
担金

参加者負担金等 児童の専門相談能力向上を図る 専門研修 5,000円×３名＝15,000円
社会福祉法人横浜博萌会
子どもの虹情報センター

8 0 8

保健
福祉局

児童相談所
児童福祉司･児童心理司等合
同研修負担金

参加者負担金等 児童の専門相談能力向上を図る 専門研修 4,000円×２名＝8,000円
社会福祉法人横浜博萌会
子どもの虹情報センター

8 0 4

保健
福祉局

児童相談所
精神保健に関する技術講習
参加者負担金

参加者負担金等 相談担当職員の専門知識の向上 専門研修 10,000円×１名＝10,000円 国立精神保健研修所 10 10 10
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

児童相談所
投映描画法テスト･バッテ
リーを学ぶ研修参加者負担
金

参加者負担金等 児童心理司の治療技術向上 専門研修 12,000円×１名＝12,000円
(財)明治安田こころの健
康財団

12 0 12

保健
福祉局

児童相談所
子どもの虹情報研修セン
ター･地域虐待対応等合同研
修負担金

参加者負担金等 児童の専門相談能力向上を図る
家族支援事業
専門研修

4,000円×１名＝4,000円
社会福祉法人横浜博萌会
子どもの虹情報センター

4 0 0

保健
福祉局

児童相談所
新版Ｋ式発達検査研修参加
費

参加者負担金等
児童心理司の心理判定基礎技術
向上

専門研修 35,000円×１名＝35,000円
京都国際社会福祉セン
ター発達研究所

35 0 35

保健
福祉局

児童相談所
スーパーバイザー研修参加
負担金

参加者負担金等 児童福祉司の指導者養成 専門研修 4,000円×１名＝4,000円
社会福祉法人横浜博萌会
子どもの虹情報センター

4 0 4

保健
福祉局

児童相談所
日本版ＷＩＳＣ－Ⅲ技術講
習会参加費

参加者負担金等
児童心理司の心理判定基礎技術
向上

専門研修 25,000円×１名＝25,000円 日本心理適性研究所 25 0 25

保健
福祉局

児童相談所
福祉職員｢自閉症基礎講座｣
負担金

参加者負担金等 相談担当職員の基礎知識習得 専門研修 1,000円×１名＝1,000円 社会福祉法人まほろば 1 0 0

保健
福祉局

児童相談所
関東ブロック里親研究協議
会参加費

参加者負担金等
里親関連の情報交換及び研究報
告

関東ブロック里親研究協
議会参加費

5,000円×１名＝5,000円
関東ブロック里親連絡協
議会

30 15 30

保健
福祉局

児童相談所
児童福祉司資格認定通信課
程負担金

参加者負担金等 児童福祉司資格習得 専門研修 65,000円×２名＝130,000円
社会福祉法人全国社会福
祉協議会中央福祉学院

130 65 65

保健
福祉局

児童相談所 全国里親大会参加者負担金 参加者負担金等
里親関連の情報交換及び研究報
告

全国里親大会参加者負担
金

3,000円×１名＝3,000円 厚生労働省 3 3 4

保健
福祉局

児童相談所 全国児童相談所長会議会費 参加者負担金等 全国児童相談所長会の年会費 全国児童相談所長会 14,000円×１所＝14,000円 全国児童相談所長会 14 14 14

保健
福祉局

児童相談所
東京都及び政令指定都市児
童相談所長会議負担金

参加者負担金等 会議への負担金
東京都及び政令指定都市
児童相談所長会議

6,000円×１名＝6,000円 幹事市(京都市) 6 0 21

保健
福祉局

児童相談所
浦和西地区安全運転管理者
協会負担金

参加者負担金等 安全運転管理者協会年会費
浦和西地区安全運転管理
者協会

18,000円×１所＝18,000円
浦和西地区安全運転管理
者協会

18 18 18

保健
福祉局

児童相談所
安全運転管理者講習会負担
金

参加者負担金等
安全運転管理者協会の開催する
講習会への参加

安全運転管理者講習会 4,200円×１名＝4,200円
浦和西地区安全運転管理
者協会

5 5 4

保健
福祉局

児童相談所 芸術療法セミナー 参加者負担金等 社会福祉司の実習指導者養成 児童相談所運営事業 12,000円×１名＝12,000円
(財)明治安田こころの健
康財団

0 12 0

保健
福祉局

児童相談所
認知行動療法･家族療法ワー
クショップ

参加者負担金等 社会福祉司の実習指導者養成 児童相談所運営事業 29,000円×１名＝29,000円
(財)明治安田こころの健
康財団

0 29 0

保健
福祉局

児童相談所
｢今を見立てること、育ちを
読み取ること｣参加費

参加者負担金等 社会福祉司の実習指導者養成 児童相談所運営事業 12,000円×１名＝12,000円
社会福祉法人横浜博萌会
子どもの虹情報センター

0 12 0

保健
福祉局

児童相談所
｢実習指導者研修｣参加者負
担金

参加者負担金等 社会福祉司の実習指導者養成 児童相談所運営事業 15,000円×１名＝15,000円
社会福祉法人横浜博萌会
子どもの虹情報センター

0 30 0

保健
福祉局

児童相談所
子ども虐待防止シンポジウ
ム参加費

参加者負担金等
虐待に関わる情報収集見識拡大
を図る

家族支援事業
専門研修

9,000円×４名＝36,000円
子どもの虐待防止シンポ
ジウム事業体事務局

0 0 36

保健
福祉局

児童相談所
一時保護所指導者研修負担
金

参加者負担金等
一時保護所職員の専門知識の向
上

専門研修 675円×２名＝1,350円 国立武蔵野学院事務局 0 0 1

保健
福祉局

児童相談所
日本子どものための委員会
セカンドステップ研修会参
加者負担金

参加者負担金等
児童心理司の低年齢児治療技術
の向上を図る

家族支援事業
専門研修

35,000円×１名＝35,000円
ＮＰＯ法人日本こどもの
ための委員会

35 0 37

保健
福祉局

児童相談所
日本子どもの虐待防止研究
会大会参加者負担金

参加者負担金等
虐待に関わる情報収集、見識拡
大を図る

家族支援事業
専門研修

10,000円×２名＝20,000円
日本子どもの虐待防止研
究会

20 30 20
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

児童相談所
子どもの虐待防止セミナー
参加者負担金

参加者負担金等
虐待相談に関する技術向上を図
る

家族支援事業
専門研修

16,000円×２名＝32,000円 東京都虐待防止センター 32 32 24

保健
福祉局

児童相談所
虐待臨床をアタッチメント
[愛着]の視点から考える研
修負担金

参加者負担金等 相談担当職員の専門知識の向上
家族支援事業
専門研修

12,000円×１名＝12,000円
(財)明治安田こころの健
康財団

12 0 0

保健
福祉局

児童相談所
家族臨床に活かす理論･技法
基礎コース研修負担金

参加者負担金等 児童心理司の治療技術向上
家族支援事業
専門研修

16,000円×１名＝16,000円
(財)明治安田こころの健
康財団

16 0 0

保健
福祉局

児童相談所
ＥＭＤＲｐａｒｔ１研修負
担金

参加者負担金等 児童心理司の治療技術向上
家族支援事業
専門研修

50,000円×１名＝50,000円 日本ＥＭＤＲ学会 50 50 50

保健
福祉局

児童相談所
｢現代社会に生きる子どもた
ち｣参加者負担金

参加者負担金等 相談担当職員の専門知識の向上
家族支援事業
専門研修

10,000円×１名＝10,000円
(財)明治安田こころの健
康財団

0 10 0

保健
福祉局

児童相談所
｢ペアレントトレーニング
リーダー養成講習会｣参加者
負担金

参加者負担金等 相談担当職員の専門知識の向上
家族支援事業
専門研修

13,000円×１名＝13,000円
心身障害児総合医療療育
センター

0 13 13

保健
福祉局

児童相談所
｢コモンセンス･ペアレント
トレーニング養成講座｣参加
者負担金

参加者負担金等 相談担当職員の専門知識の向上
家族支援事業
専門研修

25,000円×１名＝25,000円 神戸少年の町 0 25 0

保健
福祉局

児童相談所
情緒障害児治療訓練担当職
員現地研修

参加者負担金等 相談担当職員の専門知識の向上
家族支援事業
専門研修

4,000円×２名＝8,000円
さいたま市舘岩少年自然
の家

8 8 6

保健
福祉局

児童相談所
思春期精神保健特別講座受
講料

参加者負担金等 児童の専門相談能力向上を図る 専門研修 10,000円×１名＝10,000円
(財)明治安田こころの健
康財団

0 0 10

保健
福祉局

保健総務課
思春期保健相談士学術研究
大会出席者負担金

参加者負担金等
思春期保健相談士学術研究大会
の出席者負担金

研修事業 7,350円×１名＝7,350円 (社)家族計画協会 7 7 0

保健
福祉局

保健総務課
全国保健師長研修会参加負
担金

参加者負担金等
全国保健師長研修会の参加者負
担金

研修事業 2,000円×１名＝2,000円 全国保健師長会 2 2 0

保健
福祉局

保健総務課 産業医研修負担金 参加者負担金等 産業医会受講のための負担金 研修事業 63,000円×１名＝63,000円 栃木県医師会 63 0 70

保健
福祉局

保健総務課 全国保健所長会年会費 参加者負担金等 全国保健所長会の年会費 保健所長会 年会費15,000円 全国保健所長会 15 15 15

保健
福祉局

保健総務課 全国保健所長会総会負担金 参加者負担金等 全国保健所長会総会の負担金 保健所長会 5,000円×１名＝5,000円 全国保健所長会 5 5 5

保健
福祉局

保健総務課
全国保健所長会関東甲信静
ブロック会出席者負担金

参加者負担金等
全国保健所長会関東甲信静ブ
ロック会の負担金

保健所長会 3,000円×１名＝3,000円
全国保健所長会関東甲信
静ブロック保健所長会

3 3 0

保健
福祉局

保健総務課
全国保健所長会指定都市部
会負担金

参加者負担金等
全国保健所長会指定都市部会の
負担金

保健所長会 8,000円×１名＝8,000円
全国保健所長会指定都市
部会

8 8 8

保健
福祉局

保健総務課 安全運転管理者協会年会費 参加者負担金等
浦和西地区安全運転管理者協会
の年会費

車両管理 年会費29,000円
浦和西地区安全運転管理
者協会

29 29 26

保健
福祉局

保健総務課
安全運転管理者講習会受講
手数料

参加者負担金等
浦和西地区安全運転管理者講習
のための受講手数料

車両管理 4,200円×２名＝8,400円
浦和西地区安全運転管理
者協会

9 9 8

保健
福祉局

保健総務課 日本結核学会年会費 参加者負担金等 日本結核学会の年会費 結核･感染症予防事業 年会費10,000円 日本結核学会 10 10 10

保健
福祉局

保健総務課 日本結核学会総会負担金 参加者負担金等 日本結核学会総会の負担金 結核･感染症予防事業 10,000円×１名＝10,000円 日本結核学会 10 10 0

保健
福祉局

保健総務課
日本公衆衛生学会総会演題
申込金

参加者負担金等
公衆衛生学会において保健所所
属職員が演題発表を行う

日本公衆衛生学会総会 3,000円×１演題＝3,000円 日本公衆衛生学会 3 3 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

保健総務課
防火管理者資格取得講習会
負担金

参加者負担金等
消防法に基づき、防火管理者を
設置するため

施設管理 6,000円×１名＝6,000円 (財)日本防火協会 6 6 0

保健
福祉局

保健総務課
日本エイズ学会学術集会･総
会参加登録費

参加者負担金等
日本エイズ学会学術集会･総会の
参加登録費

日本エイズ学会学術集会･
総会

10,000円×１名＝10,000円
日本エイズ学会学術集
会･総会

0 0 10

保健
福祉局

地域保健課
栄養改善指導事業参加負担
金

参加者負担金等
専門職員の資質向上のための学
会及び研修への派遣

日本栄養改善学会の研修 8,000円×１名＝8,000円 日本栄養改善学会 8 8 8

保健
福祉局

地域保健課
政令指定都市結核感染症主
管課長会議分科会負担金

参加者負担金等
感染症対策事業にわたる政令指
定都市との情報交換

政令指定都市結核感染症
主管課長会議

5,000円×１名＝5,000円 幹事市 10 5 0

保健
福祉局

地域保健課 結研研修負担金 参加者負担金等 結核研究所主催の研修への参加 結核･感染症担当職員

保健師短期13,000円×１回＝
13,000円
行政担当者11,000円×１回＝
11,000円
胸部Ｘ線読影15,000円×１回
＝15,000円
保健師長期30,000円×１回＝
30,000円

(財)結核予防会結核研究
所

30 69 95

保健
福祉局

地域保健課 結研研修夏期負担金 参加者負担金等 結核研究所主催の研修への参加 結核･感染症担当職員 11,000円×１名＝11,000円
(財)結核予防会結核研究
所

11 0 0

保健
福祉局

地域保健課 結研研修短期負担金 参加者負担金等 結核研究所主催の研修への参加 結核･感染症担当職員 13,000円×１名＝13,000円
(財)結核予防会結核研究
所

13 0 0

保健
福祉局

地域保健課 エイズ研修会参加者負担金 参加者負担金等
(財)日本性教育協会主催の研修
への参加

結核･感染症担当職員 8,000円×２回＝16,000円 (財)日本性教育協会 16 16 0

保健
福祉局

地域保健課 結研医師８日間研修負担金 参加者負担金等 結核研究所主催の研修への参加 結核･感染症担当職員
医師８日間19,000円×１回＝
19,000円

(財)結核予防会結核研究
所

0 0 19

保健
福祉局

地域保健課

日本子ども虐待防止学会負
担金、保健師等救急蘇生法
指導者講習会負担金、神経
研夏のセミナー負担金

参加者負担金等
専門職員の資質向上のための学
会及び研修への派遣

日本子ども虐待防止学
会、保健師等救急蘇生法
指導者講習会、神経研夏
のセミナー

30,000円×１回＝30,000円 研修主催団体 30 30 26

保健
福祉局

地域保健課
保健セン
ター管理室

ＳＳＴリーダー養成クラス
講習会参加負担金

参加者負担金等
精神保健事業に必要な知識の習
得

ＳＳＴリーダー養成クラ
ス講習会

18,000円×１名＝18,000円 埼玉ＳＳＴ研究会事務局 18 18 13

保健
福祉局

地域保健課
保健セン
ター管理室

ボイラー取扱技能講習会受
講料

労働安全衛生法 ボイラーの技能取得 ボイラー取扱技能講習会 10,000円×１名＝10,000円
(社)日本ボイラ協会埼玉
支部

10 10 0

保健
福祉局

地域保健課
保健セン
ター管理室

防火管理者資格講習会負担
金

消防法 防火管理者の資格を取得 防火管理者資格講習会 6,000円×３名＝18,000円 (財)日本防火協会 18 18 6

保健
福祉局

地域保健課
保健セン
ター管理室

母子栄養講座参加負担金 参加者負担金等
生活習慣病の基礎知識と栄養士
の役割について知識を習得する

母子栄養講座 28,000円×１名＝28,000円
社会福祉法人恩賜財団母
子愛育会

28 28 24

保健
福祉局

地域保健課
保健セン
ター管理室

全国行政栄養士研修会参加
負担金

参加者負担金等
健康増進及び栄養改善に関する
知識を習得し、栄養士の資質向
上を図る

全国行政栄養士研修会 8,000円×２名＝16,000円 (社)日本栄養士会 16 16 16

保健
福祉局

地域保健課
保健セン
ター管理室

発達協会実践セミナー参加
負担金

参加者負担金等
発達と指導、教育に関する情報･
知識の習得

発達協会実践セミナー 13,650円×３名＝40,950円
(社)精神発達障害指導教
育協会

41 41 41

保健
福祉局

地域保健課
保健セン
ター管理室

母子保健セミナー(育児支
援)参加負担金

参加者負担金等
乳幼児健診と育児支援に関する
情報･知識を習得するため

母子保健セミナー(育児支
援)

28,000円×２名＝56,000円
社会福祉法人恩賜財団母
子愛育会

56 56 48

保健
福祉局

地域保健課
保健セン
ター管理室

母子保健セミナー(虐待)参
加負担金

参加者負担金等
児童虐待の予防と発見に資する
知識を習得する

母子保健セミナー(虐待) 22,000円×２名＝44,000円
社会福祉法人恩賜財団母
子愛育会

44 44 40
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

地域保健課
保健セン
ター管理室

母子保健関係講習会参加負
担金

参加者負担金等
子どもの食生活と地域栄養活動
のマネジメントを習得する

母子保健関係講習会 12,000円×１名＝12,000円
社会福祉法人恩賜財団母
子愛育会

12 12 12

保健
福祉局

地域保健課
保健セン
ター管理室

日本小児歯科学会全国大会
参加負担金

参加者負担金等
小児歯科学会の子どもの口腔保
健指導等最新の歯科保健情報を
習得する

日本小児歯科学会全国大
会

5,000円×３名＝15,000円 (財)口腔保健協会 15 0 15

保健
福祉局

地域保健課
保健セン
ター管理室

明治安田こころの健康財団･
集中講座参加負担金

参加者負担金等
乳幼児の発達に起こりやすい疾
病やトラブルへの理解と対応を
習得する

明治安田こころの健康財
団･集中講座

12,000円×３名＝36,000円
(財)明治安田こころの健
康財団

36 36 24

保健
福祉局

地域保健課
保健セン
ター管理室

理学療法士現職者講習会参
加負担金

参加者負担金等

小児の運動発達を理解し、脳性
まひ児に対する理学療法評価及
び治療について知識と技術を習
得する

理学療法士現職者講習会 25,000円×１名＝25,000円 (社)日本理学療法士協会 25 0 0

保健
福祉局

地域保健課
保健セン
ター管理室

政令指定都市母子保健主管
課長会議参加負担金

参加者負担金等
母子保健全般にわたる厚生労働
省及び政令指定都市との情報交
換

政令指定都市母子保健主
管課長会議

7,000円×１名＝7,000円 さいたま市 7 7 7

保健
福祉局

地域保健課
保健セン
ター管理室

こどもの城子育て支援講習
会参加負担金

参加者負担金等
乳幼児のいる家庭を支援するた
めの相談技術のスキルアップを
図る

こどもの城子育て支援講
習会

7,000円×３名＝21,000円
(財)児童育成協会こども
の城

0 0 21

保健
福祉局

地域保健課
保健セン
ター管理室

こどもの城小児保健セミ
ナー参加負担金

参加者負担金等
小児保健に関する最新情報や子
育てをする親とのかかわり方を
習得する

こどもの城小児保健セミ
ナー

7,000円×１名＝7,000円
(財)児童育成協会こども
の城

0 0 7

保健
福祉局

地域保健課
保健セン
ター管理室

埼玉県発達障害者支援セン
ター「まほろば」専門研修
参加負担金

参加者負担金等
自閉症に対する理解を深め、自
閉症の支援に関する知識･技能を
習得する

埼玉県発達障害者支援セ
ンター「まほろば」専門
研修

5,000円×１名＝5,000円
埼玉県発達障害者支援セ
ンター「まほろば」

0 0 5

保健
福祉局

地域保健課
保健セン
ター管理室

地域歯科保健研究会(夏ゼ
ミ)参加負担金

参加者負担金等
全国の歯科関係者が集い、情報
交換やグループワークを通じて
歯科保健の向上を研究する

地域歯科保健研究会(夏ゼ
ミ)

5,000円×２名＝10,000円
第27回地域歯科保健研究
会事務局

0 10 0

保健
福祉局

地域保健課
保健セン
ター管理室

政令指定都市成人保健主管
課長会議参加負担金

参加者負担金等
成人保健全般にわたる厚生労働
省及び政令指定都市との情報交
換

政令指定都市成人保健主
管課長会議

7,000円×１名＝7,000円 静岡市 7 14 7

保健
福祉局

地域保健課
保健セン
ター管理室

健康教育･ヘルスプロモー
ション実践セミナー参加負
担金

参加者負担金等
生活習慣病予防における行動変
容に関するの知識と方法を習得
する

健康教育･ヘルスプロモー
ション実践セミナー

21,000円×２名＝42,000円 (社)日本家族計画協会 42 42 42

保健
福祉局

精神保健課
日本精神科救急学会出席者
負担金

参加者負担金等
精神保健における救急医療につ
いての知識を得る

日本精神科救急学会に出
席

7,000円×１名＝7,000円 日本精神科救急学会 0 7 7

保健
福祉局

精神保健課
日本病院地域精神医学会出
席者負担金

参加者負担金等
精神保健における地域医療の知
識を得る

日本病院地域精神医学会
に出席

10,000円×１名＝10,000円 日本病院地域精神医学会 10 10 9

保健
福祉局

精神保健課
独立行政法人国立病院機構
久里浜アルコールセンター
主催研修出席者負担金

参加者負担金等
アルコール依存症に対する総括
的な支援の知識と技術を修得

アルコール依存症に関す
る研修への参加

40,000円×１名＝40,000円
独立行政法人国立病院機
構久里浜アルコール症セ
ンター

40 40 40

保健
福祉局

精神保健課
全国社会福祉協議会主催地
域生活支援実践研究会議負
担金

参加者負担金等
保健所に勤務する職員の精神保
健福祉に関する資質の向上

精神保健福祉事業 15,000円×１名＝15,000円
社会福祉法人全国社会福
祉協議会

15 0 0

保健
福祉局

精神保健課
精神障害者社会復帰促進協
会研修会参加負担金

参加者負担金等
各地域での支援活動を参考に
し、実践につなげるため

精神保健福祉事業 10,000円×１名＝10,000円
(財)精神障害者社会復帰
促進協会

10 10 10

保健
福祉局

精神保健課
国立精研主催医学課程(摂食
障害)研修負担金

参加者負担金等
摂食障害の治療に必要な専門的
知識及び技術の修得

精神保健に関する技術研
修

10,000円×１名＝10,000円 国立精神･神経センター 10 10 10

保健
福祉局

精神保健課
国立精研主催医学課程(ＡＣ
Ｔ)研修負担金

参加者負担金等
包括的地域生活支援プログラム
の定着に必要な技術や知識の修
得

精神保健に関する技術研
修

10,000円×１名＝10,000円 国立精神･神経センター 10 10 10

保健
福祉局

精神保健課
国立精研主催精神保健指導
課程研修負担金

参加者負担金等
精神保健福祉行政の計画的･組織
的推進に関する専門的知識等を
習得するため

精神保健に関する技術研
修

10,000円×１名＝10,000円 国立精神･神経センター 10 10 10
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

精神保健課
国立精研主催薬物依存臨床
看護研修会負担金

参加者負担金等
薬物依存の相談業務に生かして
いくため

精神保健に関する技術研
修

10,000円×１名＝10,000円 国立精神･神経センター 10 10 0

保健
福祉局

精神保健課
日本精神障害者リハビリ
テーション学会参加負担金

参加者負担金等
他団体の精神科リハビリに関す
る取り組みを学ぶ

精神保健福祉事業 10,000円×１名＝10,000円
日本精神障害者リハビリ
テーション学会

0 10 10

保健
福祉局

精神保健課
国立精研主催自殺対策専門
研修会負担金

参加者負担金等
自殺に関する相談に対応してい
くため

精神保健に関する技術研
修

10,000円×１名＝10,000円 国立精神･神経センター 10 10 0

保健
福祉局

精神保健課

独立行政法人国立病院機構
久里浜アルコールセンター
主催研修出席者負担金(発
展)

参加者負担金等
アルコール依存症に対する総括
的な支援の知識と技術を修得

アルコール依存症に関す
る研修への参加

30,000円×１名＝30,000円
独立行政法人国立病院機
構久里浜アルコール症セ
ンター

0 30 0

保健
福祉局

精神保健課
全国精神障害者団体連合会
全国大会参加

参加者負担金等
精神障害者の当事者団体の活動
を理解するため

精神保健福祉事業
大会参加負担金1,900円×３名
＝5,700円

全国精神障害者団体連合
会

0 0 6

保健
福祉局

食品衛生課 食品微生物学会参加負担金 参加者負担金等 食品微生物学会参加
飲食店等食品営業施設に
対する許可事務及び許可
営業者に対する指導

7,000円×１名＝7,000円 日本食品微生物学会 6 7 0

保健
福祉局

食品衛生課
食品安全フォーラム参加負
担金

参加者負担金等 食品安全フォーラム参加
飲食店等食品営業施設に
対する許可事務及び許可
営業者に対する指導

3,000円×１名＝3,000円
日本薬学会レギュラト
リーサイエンス部会

3 3 0

保健
福祉局

食品衛生課
日本食品衛生学会参加負担
金

参加者負担金等 日本食品衛生学会参加
飲食店等食品営業施設に
対する許可事務及び許可
営業者に対する指導

6,000円×１名＝6,000円 (社)日本食品衛生学会 6 6 12

保健
福祉局

食品衛生課
全国食品衛生主管課長連絡
協議会参加負担金

参加者負担金等
全国食品衛生主管課長連絡協議
会参加

飲食店等食品営業施設に
対する許可事務及び許可
営業者に対する指導

20,000円×１名＝20,000円 幹事市 20 20 0

保健
福祉局

食品衛生課
関東甲信越食品衛生主管課
長会議参加負担金

参加者負担金等
関東甲信越食品衛生主管課長会
議参加

飲食店等食品営業施設に
対する許可事務及び許可
営業者に対する指導

7,000円×１名＝7,000円 幹事市 7 7 0

保健
福祉局

食品衛生課
18大都市食品衛生主管課長
会議参加負担金

参加者負担金等
18大都市食品衛生主管課長会議
参加

飲食店等食品営業施設に
対する許可事務及び許可
営業者に対する指導

6,000円×１名＝6,000円 幹事市 6 6 6

保健
福祉局

食品衛生課 食品衛生講演会参加負担金 参加者負担金等 食品衛生講演会参加
飲食店等食品営業施設に
対する許可事務及び許可
営業者に対する指導

4,000円×１名＝4,000円 (社)日本食品衛生学会 4 4 0

保健
福祉局

食品衛生課 薬学会参加費参加負担金 参加者負担金等 薬学会参加
飲食店等食品営業施設に
対する許可事務及び許可
営業者に対する指導

12,000円×１名＝12,000円 (社)日本薬学会 8 12 0

保健
福祉局

食品衛生課
全国市場衛生検査所協議会
全国大会参加負担金

参加者負担金等
全国市場衛生検査所協議会全国
大会参加

大宮市場･浦和市場内の食
品関係営業の監視業務

8,000円×１名＝8,000円
全国市場食品衛生検査所
協議会

8 8 0

保健
福祉局

食品衛生課 獣医学会参加費参加負担金 参加者負担金等 獣医学会参加
飲食店等食品営業施設に
対する許可事務及び許可
営業者に対する指導

15,000円×１名=15,000円 (社)日本獣医学会 10 15 0

保健
福祉局

環境薬事課
大都市環境衛生主管課長会
議参加負担金

参加者負担金等
大都市環境衛生主管課長会議参
加

環境衛生関係営業施設の
許可･確認及び監視指導等

8,000円×１名＝8,000円 幹事市 8 8 8

保健
福祉局

環境薬事課
水道技術者ブロック別研修
会参加負担金

参加者負担金等
水道技術者ブロック別研修会参
加

飲料水の水質検査及び専
用水道･簡易専用水道等に
関する衛生指導

15,000円×１名＝15,000円 (社)日本水道協会 15 15 15

保健
福祉局

環境薬事課
建築物衛生管理技術者講習
会参加負担金

参加者負担金等
建築物環境衛生管理技術者の資
格取得

環境衛生関係営業施設の
許可･確認及び監視指導等

129,000円×１名＝129,000円
(財)ビル管理教育セン
ター

129 129 129

保健
福祉局

環境薬事課
ねずみ･衛生害虫駆除技術研
修会参加負担金

参加者負担金等
ねずみ･衛生害虫駆除技術研修会
参加

衛生害虫昆虫の相談 45,150円×１名＝45,150円
(財)日本環境衛生セン
ター

45 46 45

－　49　－



(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

環境薬事課
全国水道研究発表会参加負
担金

参加者負担金等 全国水道研究発表会参加
飲料水の水質検査及び専
用水道･簡易専用水道等に
関する衛生指導

14,000円×１名＝14,000円 (社)日本水道協会 14 14 14

保健
福祉局

環境薬事課
水道技術管理者資格取得研
修会参加負担金

参加者負担金等 水道技術管理者資格取得
飲料水の水質検査及び専
用水道･簡易専用水道等に
関する衛生指導

266,000円×１名＝266,000円 (社)日本水道協会 266 266 266

保健
福祉局

環境薬事課
薬剤師会学術大会参加負担
金

参加者負担金等 薬事研究会参加
医薬品販売業等の監視･指
導

10,000円×１名＝10,000円 幹事薬剤師会 10 10 10

保健
福祉局

環境薬事課
行政薬剤師会講演会参加負
担金

参加者負担金等 行政薬剤師会講演会参加
医薬品販売業等の監視･指
導

3,000円×１名＝3,000円 日本薬剤師会 3 3 0

保健
福祉局

環境薬事課 墓地管理講習会参加負担金 参加者負担金等 墓地管理講習会参加
墓地等の許可及び監視指
導等

30,000円×１名＝30,000円 (社)全日本墓園協会 30 25 25

保健
福祉局

環境薬事課
ペストロジー実習講座参加
負担金

参加者負担金等 ペストロジー実習講座参加 衛生害虫昆虫の相談 63,000円×１名＝63,000円
(財)日本環境衛生セン
ター

63 0 63

保健
福祉局

環境薬事課
集中セミナー｢ダニを知るた
めに｣参加負担金

参加者負担金等
集中セミナー｢ダニを知るため
に｣参加

衛生害虫昆虫の相談 34,650円×１名＝34,650円
(財)日本環境衛生セン
ター

35 0 0

保健
福祉局

環境薬事課
救急医療･医務薬務主幹課長
会議参加負担金

参加者負担金等
救急医療･医務薬務主幹課長会議
参加

医薬品販売業等の監視･指
導

7,000円×１名＝7,000円 幹事市 7 7 7

保健
福祉局

環境薬事課
認定簡易専用水道検査員講
習会参加負担金

参加者負担金等
簡易専用水道の指導に関する専
門職員の資質向上

飲料水の水質検査及び専
用水道･簡易専用水道等に
関する衛生指導

55,000円×１名＝55,000円 全国給水衛生検査協会 0 55 0

保健
福祉局

環境薬事課
プール衛生管理者講習会参
加負担金

参加者負担金等
プールの衛生管理に関する専門
職員の資質向上

プールに関する衛生指導 32,000円×１名＝32,000円
(社)日本プールアメニ
ティ施設協会

0 32 0

保健
福祉局

環境薬事課
薬事エキスパート研修会参
加負担金

参加者負担金等
薬事法全般に関する職員の専門
性強化、資質向上

医薬品販売業等の監視･指
導

3,000円×５回＝15,000円 (財)日本公定書協会 0 15 0

保健
福祉局

環境薬事課 薬事関係研修会参加負担金 参加者負担金等
薬事法全般に関する職員の専門
性強化、資質向上

医薬品販売業等の監視･指
導

5,000円×５回＝25,000円 (財)日本公定書協会 0 25 0

保健
福祉局

環境薬事課 日本薬学会参加負担金 参加者負担金等
薬事法全般に関する職員の専門
性強化、資質向上

医薬品販売業等の監視･指
導

12,000円×１名＝12,000円 (社)日本薬学会 0 12 0

保健
福祉局

環境薬事課 温泉経営管理研修 参加者負担金等
温泉の許可･監視指導に関する専
門職員の資質向上

温泉利用施設の監視･指導 31,000円×１名＝31,000円 (財)中央温泉研究所 0 31 0

保健
福祉局

保健科学課
全国衛生微生物協議会参加
負担金

参加者負担金等

全国地方衛生研究所間の微生物
部門の連絡を密にすることによ
り事業の強化促進を図り、もっ
て公衆衛生の発展に寄与する。

全国衛生微生物技術協議
会年会費

9,500円×１団体＝9,500円 全国衛生微生物協議会 10 10 10

保健
福祉局

保健科学課
全国衛生化学技術協議会参
加負担金

参加者負担金等

全国地方衛生研究所間の理化学
部門の連絡を密にすることによ
り事業の強化促進を図り、もっ
て公衆衛生の発展に寄与する。

全国衛生化学技術協議会
年会費

14,250円×１団体＝14,250円 全国衛生化学技術協議会 15 15 14

保健
福祉局

保健科学課
地方衛生研究所全国協議会
会費

参加者負担金等

全国地方衛生研究所間の連絡を
密にすることにより事業の強化
促進を図り、もって公衆衛生の
発展に寄与する。

地方衛生研究所全国協議
会年会費

38,000円×１団体＝38,000円
地方衛生研究所全国協議
会

38 38 38

保健
福祉局

保健科学課
全国食肉衛生検査所協議会
会費

参加者負担金等

全国食肉衛生検査所間の連絡を
密にすることにより事業の強化
促進を図り、もって食の安全に
寄与する。

全国食肉衛生検査所協議
会年会費

47,000円×１団体＝47,000円
全国食肉衛生検査所協議
会

47 47 47
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

保健科学課 日本公衆衛生学会会費 参加者負担金等

公衆衛生学の進歩発展と会員相
互の研鑽を計り、もって市の公
衆衛生の向上に資することを目
的とする。

日本公衆衛生学会年会費 7,000円×１団体＝7,000円 日本公衆衛生学会 7 7 0

保健
福祉局

保健科学課 全国環境研協議会会費 参加者負担金等

全国地方環境研究所間の連絡を
密にすることにより事業の強化
促進を図り、もって環境保全･公
害防止に寄与する。

全国環境研協議会年会費 46,000円×１団体＝46,000円 全国環境研協議会 46 46 46

保健
福祉局

保健科学課
指定都市衛生研究所所長会
議参加費

参加者負担金等

指定都市地方衛生研究所間の連
絡を密にすることにより事業の
強化促進を図り、もって公衆衛
生の発展に寄与する。

指定都市衛生研究所所長
会議参加費

4,000円×１団体＝4,000円
指定都市衛生研究所所長
会議事務局

10 4 4

保健
福祉局

保健科学課
関東甲信越ブロック食肉衛
生検査所協議会負担金

参加者負担金等

関東甲信越の食肉衛生検査所間
の連絡を密にすることにより事
業の強化促進を図り、もって食
の安全に寄与する。

関東甲信越ブロック食肉
衛生検査所協議会負担金

10,000円×１団体＝10,000円
関東甲信越ブロック食肉
衛生検査所協議会

10 10 10

保健
福祉局

保健科学課
地方衛生研究所全国協議会
関東甲信静支部ウイルス部
会参加費

参加者負担金等
ウイルスの研究成果を発表し、
公衆衛生の発展に寄与する。

地方衛生研究所全国協議
会関東甲信静支部ウイル
ス研究部会参加費

3,000円×１名＝3,000円
地方衛生研究所全国協議
会関東甲信静支部ウイル
ス研究部会

3 3 0

保健
福祉局

保健科学課
地方衛生研究所全国協議会
関東甲信静支部細菌部会参
加費

参加者負担金等
細菌の研究成果を発表し、公衆
衛生の発展に寄与する。

地方衛生研究所全国協議
会関東甲信静支部細菌研
究部会参加費

3,000円×１名＝3,000円
地方衛生研究所全国協議
会関東甲信静支部細菌研
究部会

6 3 4

保健
福祉局

保健科学課
日本公衆衛生学会総会参加
負担金(食品衛生関係分科
会,環境衛生関係分科会)

参加者負担金等
研究成果を発表し、公衆衛生の
発展に寄与する。

日本公衆衛生学会総会参
加費(食品衛生関係分科
会,環境衛生関係分科会)

10,000円×２名＝20,000円 日本公衆衛生学会 20 20 10

保健
福祉局

保健科学課
衛生微生物技術協議会総会･
研究会

参加者負担金等
細菌の研究成果を発表し、公衆
衛生の発展に寄与する。

衛生微生物技術協議会総
会･研究会参加費

5,000円×１名＝5,000円
地方衛生研究所全国協議
会

5 0 0

保健
福祉局

保健科学課
日本マススクリーニング学
会参加負担金

参加者負担金等

研究成果を発表して代謝異常ス
クリーニング事業の発展に寄与
し、疾患の早期発見を推進す
る。

日本マススクリーニング
学会参加費

6,000円×１名＝6,000円
日本マススクリーニング
学会

6 0 6

保健
福祉局

保健科学課
地方衛生研究所全国協議会
関東甲信静支部会費

参加者負担金等

地域保健対策を効果的に推進し
て公衆衛生の向上及び増進を図
ることを目的とした協議会に参
加し、もって市の公衆衛生の発
展に寄与する。

地方衛生研究所全国協議
会関東甲信静支部年会費

22,000円×１団体＝22,000円
地方衛生研究所全国協議
会関東甲信静支部

20 22 22

保健
福祉局

保健科学課 食品衛生学会参加費 参加者負担金等
食品衛生に関する研究成果を発
表し、公衆衛生の発展に寄与す
る

食品衛生学会参加費 5,000円×１名＝5,000円 食品衛生学会 6 5 0

保健
福祉局

保健科学課 環境感染学会参加費 参加者負担金等
環境由来感染症に関する研究成
果を発表し、公衆衛生の発展に
寄与する。

環境感染学会参加費 8,000円×１名＝8,000円 環境感染学会 8 0 8

保健
福祉局

保健科学課
日本衛生学会総会参加負担
金

参加者負担金等
研究成果を発表し、公衆衛生の
発展に寄与する。

日本衛生学会総会参加負
担金

9,000円×１名＝9,000円 日本衛生学会 0 0 9

保健
福祉局

保健科学課
日本マススクリーニング学
会技術部会参加負担金

参加者負担金等

研究成果を発表して代謝異常ス
クリーニング事業の発展に寄与
し、疾患の早期発見を推進す
る。

日本マススクリーニング
学会技術部会参加費

4,500円×２名＝9,000円
日本マススクリーニング
学会技術部会

0 0 9

保健
福祉局

保健科学課
日本臨床微生物学会総会参
加負担金

参加者負担金等
微生物学の進歩発展と会員相互
の研鑽を図り、もって公衆衛生
の向上に資する。

日本臨床微生物学会総会
参加負担金

8,000円×１名＝8,000円 日本臨床微生物学会 0 0 8

保健
福祉局

保健科学課
日本感染症学会参加負担金
(検査技術関係分科会)

参加者負担金等
細菌感染症に関する研究成果を
発表し、公衆衛生の発展に寄与
する。

日本感染症学会(検査技術
関係分科会)参加費

12,000円×１名＝12,000円 日本感染症学会 0 12 0

保健
福祉局

保健科学課
日本ウイルス学会参加負担
金(検査技術関係分科会)

参加者負担金等
ウイルス感染症に関する研究成
果を発表し、公衆衛生の発展に
寄与する。

日本ウイルス学会(検査技
術関係分科会)参加費

10,000円×１名＝10,000円 日本ウイルス学会 0 10 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

保健科学課
大気環境学会年会参加負担
金

参加者負担金等
大気環境に関する研究成果を発
表し、環境行政の発展に寄与す
る。

大気環境学会参加費 9,500円×１名＝9,500円 大気環境学会年会 0 9 0

保健
福祉局

保健科学課
公衆衛生情報研究協議会年
会費

参加者負担金等

会員相互の公衆衛生･疫学情報に
関する研究と研鑽を図ることに
より、市の公衆衛生の向上に資
することを目的とする。

公衆衛生情報研究協議会
年会費

8,000円×１団体＝8,000円 公衆衛生情報研究協議会 0 8 8

保健
福祉局

保健科学課
先天性代謝異常症等検査技
術者研修会参加費

参加者負担金等

代謝異常スクリーニング検査技
術を修得することにより、疾患
の早期発見･早期治療に寄与す
る。

先天性代謝異常症等検査
技術者研修会参加費

12,000円×１名＝12,000円 母子愛育会 12 12 0

保健
福祉局

保健科学課
日本マススクリーニング学
会参加費

参加者負担金等

マススクリーニング学の進歩発
展と会員相互の研鑽を計り、
もって市の代謝異常スクリーニ
ング事業の向上に資することを
目的とする。

日本マススクリーニング
学会参加費

6,000円×１名＝6,000円
日本マススクリーニング
学会

0 6 0

保健
福祉局

保健科学課
日本結核病学会細菌分科会
参加負担金

参加者負担金等

結核病学の進歩発展と会員相互
の研鑽を計る、もって市の結核
病対策事業の向上に資すること
を目的とする。

日本結核病学会参加費 10,000円×１名＝10,000円 日本結核病学会 10 0 10

保健
福祉局

保健科学課
日本医用マススペクトル学
会参加負担金

参加者負担金等

代謝異常検査における最新の検
査技術の習得と会員相互の研鑽
を計る、疾患の早期発見･早期治
療に寄与する。

日本医用マススペクトル
学会年会参加費

6,000円×１名＝6,000円
日本医用マススペクトル
学会

6 6 0

保健
福祉局

保健科学課
バイオセーフティ技術講習
会主任管理者コース参加負
担金

参加者負担金等
バイオハザード対策の技術の習
得及び向上を図り、もって公衆
衛生の発展に寄与する。

バイオセーフティ技術講
習会参加費

60,000円×１名＝60,000円
バイオメディカルサイエ
ンス研究会

0 60 0

保健
福祉局

保健科学課
抗酸菌検査実習コース応用
参加負担金

参加者負担金等
結核菌の検査技術の習得及び向
上を図り、もって公衆衛生の発
展に寄与する。

(財)結核予防会結核研究
所抗酸菌検査実習参加費

70,000円×１名＝70,000円
(財)結核予防会結核研究
所

70 70 70

保健
福祉局

保健科学課 臨床微生物学会参加負担金 参加者負担金等

微生物学の進歩発展と会員相互
の研鑽を計り、もって市の公衆
衛生の向上に資することを目的
とする。

臨床微生物学会参加費 5,000円×１名＝5,000円 臨床微生物学会 5 5 0

保健
福祉局

保健科学課
日本感染症学会東日本地方
会総会参加負担金

参加者負担金等

感染症学の進歩発展と会員相互
の研鑽を計り、もって市の公衆
衛生の向上に資することを目的
とする。

日本感染症学会東日本地
方会総会参加費

12,000円×１名＝12,000円 日本感染症東日本地方会 0 12 0

保健
福祉局

保健科学課
埼玉県検査医学会参加負担
金

参加者負担金等

医学検査学の進歩発展と会員相
互の研鑽を計り、もって市の医
療の向上に資することを目的と
する。

埼玉県検査医学会参加費 2,000円×１名＝2,000円 埼玉県検査医学会 2 0 0

保健
福祉局

保健科学課
日本性感染症学会参加負担
金(免疫検査)

参加者負担金等

最新の性感染症の動向を把握
し、検査技術の研鑽を計ること
により、より速やかに医療に繋
げる方法を習得する。

日本性感染症学会参加費 8,000円×１名＝8,000円 日本性感染症学会 10 0 8

保健
福祉局

保健科学課
マススクリーニング専門技
術研修参加負担金(代謝異
常)

参加者負担金等

近隣のマススクリーニング検査
施設における検査手法･知識の習
得と精密検査機関とのネット
ワークづくり等を現場において
研修する。

マススクリーニング専門
技術研修会参加費

15,000円×１名＝15,000円
日本マススクリーニング
学会

15 0 0

保健
福祉局

保健科学課
マススクリーニング技術研
修参加負担金(精度管理)

参加者負担金等

マススクリーニングにおける内
部精度管理の手法等を修得るこ
とにより、疾患の早期発見を推
進する。

マススクリーニング技術
研修会参加費

5,000円×１名＝5,000円
日本マススクリーニング
学会

10 5 10
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

保健科学課
嫌気性菌検査技術セミナー
(４日間)

参加者負担金等

特殊な培養法･同定法を必要とす
る嫌気性菌を学び、バイオテロ
対策等の危機管理及び公衆衛生
の発展に寄与する。

嫌気性菌検査技術セミ
ナー参加費

20,000円×１名＝20,000円
嫌気性菌検査技術セミ
ナー

60 0 20

保健
福祉局

保健科学課
日本ウイルス学会(感染症疫
学情報関係分科会)

参加者負担金等

ウイルス、感染に係わる最先端
の情報を入手し、会員相互の研
鑽を計り、もって市の公衆衛生
の向上に資することを目的とす
る。

日本ウイルス学会(感染症
疫学情報関係分科会)参加
費

10,000円×１名＝10,000円 日本ウイルス学会 12 10 0

保健
福祉局

保健科学課
衛生微生物技術協議会ウイ
ルス分科会

参加者負担金等

関東甲信静の地方衛生研究所間
のウイルス部門の連絡を密にす
ることにより事業の強化促進を
図り、もって公衆衛生の発展に
寄与する。

衛生微生物技術協議会(ウ
イルス部会)参加費

5,000円×１名＝5,000円
衛生微生物技術協議会
(ウイルス部会)

5 5 10

保健
福祉局

保健科学課
腸管出血性大腸菌感染症シ
ンポジウム細菌分科会

参加者負担金等

腸管出血性大腸菌の検査情報を
入手して会員相互の研鑽を計
り、もって市の医療及び公衆衛
生の向上に資することを目的と
する。

腸管出血性大腸菌感染症
シンポジウム参加費

3,000円×１名＝3,000円
腸管出血性大腸菌感染症
シンポジウム

3 0 0

保健
福祉局

保健科学課
バイオセーフティ技術講習
会初級コース

参加者負担金等
バイオハザード対策の技術の習
得及び向上を図り、もって公衆
衛生の発展に寄与する。

バイオセーフティ技術講
習会初級コース参加費

55,000円×１名＝55,000円
バイオメディカルサイエ
ンス研究会

55 55 53

保健
福祉局

保健科学課
日本感染症学会(感染症疫学
情報関係分科会)

参加者負担金等

新型インフルエンザなど感染症
に関する最新の知見･情報を収集
しもって市の危機管理及び公衆
衛生の向上に資することを目的
とする。

日本感染症学会(感染症疫
学情報関係分科会)参加費

12,000円×１名＝12,000円 日本感染症学会 12 12 0

保健
福祉局

保健科学課 日本獣医学会 参加者負担金等

人畜共通感染症、特に鳥インフ
ルエンザに関する最新の知見･情
報を収集しもって市の公衆衛生
の向上に資することを目的とす
る

日本獣医学会参加費 10,000円×１名＝10,000円 日本獣医学会 10 0 0

保健
福祉局

保健科学課 日本疫学学会 参加者負担金等

公衆衛生学の疫学情報を入手
し、会員相互の研鑽を計り、
もって市の公衆衛生の向上に資
することを目的とする。

日本疫学学会参加費 8,000円×１名＝8,000円 日本疫学学会 8 0 0

保健
福祉局

保健科学課
日本結核病学会(感染症疫学
情報関係分科会)

参加者負担金等

結核医療･保健にする最新の知
見･情報を収集しもって市の感染
症対策の向上に資することを目
的とする。

日本結核病学会参加費 10,000円×１名＝10,000円 日本結核病学会 10 0 0

保健
福祉局

保健科学課 日本環境感染学会 参加者負担金等

公衆衛生学の感染症情報を入手
し、会員相互の研鑽を計り、
もって市の公衆衛生の向上に資
することを目的とする。

日本環境感染学会参加費 8,000円×１名＝8,000円 日本環境感染学会 8 0 0

保健
福祉局

保健科学課
公衆衛生情報研究協議会研
究会参加費

参加者負担金等

新型インフルエンザ等感染症情
報に関する最新の知見･情報を収
集しもって市の危機管理及び公
衆衛生の向上に資することを目
的とする。

公衆衛生情報研究協議会
研究会参加費

2,000円×１名＝2,000円 公衆衛生情報研究協議会 0 2 2

保健
福祉局

保健科学課
地研全国協議会関東甲信静
支部細菌部会総会参加負担
金

参加者負担金等

関東甲信静の地方衛生研究所間
の細菌部門の連絡を密にするこ
とにより事業の強化促進を図
り、もって公衆衛生の発展に寄
与する。

地研全国協議会関東甲信
静支部細菌部会総会参加
費

2,000円×１名＝2,000円
地方衛生研究所全国協議
会関東甲信静支部

0 2 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

保健科学課
地研全国協議会関東甲信静
支部ウイルス部会総会参加
負担金

参加者負担金等

関東甲信静の地方衛生研究所間
のウイルス部門の連絡を密にす
ることにより事業の強化促進を
図り、もって公衆衛生の発展に
寄与する。

地研全国協議会関東甲信
静支部ウイルス部会総会
参加費

3,000円×１名＝3,000円
地方衛生研究所全国協議
会関東甲信静支部

0 3 3

保健
福祉局

保健科学課
日本公衆衛生学会参加負担
金(感染症疫学情報関係分科
会)

参加者負担金等

新型インフルエンザ等感染症に
関する最新の知見･情報を収集
し、もって市の危機管理及び公
衆衛生の向上に資することを目
的とする。

日本公衆衛生学会(感染症
情報関係分科会)参加費

7,000円×１名＝7,000円 日本公衆衛生学会 0 7 10

保健
福祉局

保健科学課 日本エイズ学会参加負担金 参加者負担金等

感染者が増加し、深刻な社会問
題となっているエイズに関する
最新の知見･情報を収集し、もっ
て市の公衆衛生の向上に資する
ことを目的とする。

日本エイズ学会参加費 10,000円×１名＝10,000円 日本エイズ学会 0 10 10

保健
福祉局

保健科学課
日本臨床ウイルス学会参加
負担金

参加者負担金等

新型インフルエンザ感染症等に
関する最新の知見･情報を収集
し、もって市の危機管理及び公
衆衛生の向上に資することを目
的とする。

日本臨床ウイルス学会参
加費

8,000円×１名＝8,000円 日本臨床ウイルス学会 0 8 7

保健
福祉局

保健科学課
日本旅行医学会新型インフ
ルエンザセミナー参加負担
金

参加者負担金等

新型インフルエンザ感染症に関
する最新の知見･情報を収集し、
もって市の危機管理及び公衆衛
生の向上に資することを目的と
する。

日本旅行医学会新型イン
フルエンザセミナー参加
費

3,000円×１名＝3,000円 日本旅行医学会 0 3 3

保健
福祉局

保健科学課
慈恵クリニカルリサーチ
コース感染症疫学コース参
加負担金

参加者負担金等

新型インフルエンザ等感染症の
疫学調査、リスク･コミュニケー
ションに関するスキルを学び、
もって危機管理及び公衆衛生の
発展に資することを目的とす
る。

慈恵クリニカルリサーチ
コース感染症疫学コース
参加費

12,000円×１名＝12,000円
慈恵医科大学臨床研究開
発室

0 12 12

保健
福祉局

保健科学課
日本化学療法学会参加負担
金

参加者負担金等

新型インフルエンザ等感染症に
関する最新の治療･情報を収集
し、もって市の危機管理及び公
衆衛生の向上に資することを目
的とする。

日本化学療法学会参加費 15,000円×１名＝15,000円 日本化学療法学会 0 15 0

保健
福祉局

保健科学課
ＱＦＴ－２Ｇ検査手技完全
習得講座

参加者負担金等
結核検査技術の習得及び向上を
図り、もって公衆衛生の発展に
寄与する。

ＱＦＴ－２Ｇ検査手技完
全習得講座参加費

80,200円×１名＝80,200円
(財)結核予防会結核研究
所

0 0 80

保健
福祉局

保健科学課
公衆衛生活動･論文の書き方
研修負担金

参加者負担金等
公衆衛生活動･研究の立案から論
文作成にいたる過程を修得する
ことを目的とする。

公衆衛生活動･論文の書き
方研修参加負担金

10,000円×１名＝10,000円 日本公衆衛生学会 0 0 10

保健
福祉局

生活科学課
アプライドＬＣ/ＭＳ/ＭＳ
トレーニング(オペレーショ
ン)

参加者負担金等

動物用医薬品等の測定に使用す
るＬＣ/ＭＳ/ＭＳの詳しい操作
法、解析ソフトの使用方法を習
得することで、正確で迅速な検
査を実施する.

生活科学検査事業 84,000円×１名＝84,000円
アプライドバイオシステ
ムズ

0 84 0

保健
福祉局

生活科学課
Ｍａｓｓ Ｌｙｎｘ操作研修
会

参加者負担金等

医薬品成分の分析に使用する機
器の操作、解析ソフトの使用方
法を習得することで、正確で迅
速な検査を実施する

生活科学検査事業 60,000円×１名＝60,000円 日本ウォターズ 0 60 0

保健
福祉局

生活科学課
全国食肉衛生検査所協議会
微生物部会

参加者負担金等

全国の食肉衛生検査所で実施し
た細菌検査の検査方法を学ぶこ
とにより、正確で迅速な検査を
実施する

生活科学検査事業 3,000円×１名＝3,000円
全国食肉衛生検査所協議
会

0 3 0

保健
福祉局

生活科学課
日本衛生動物学会東日本支
部大会

参加者負担金等
人体に害を及ぼす虫や、異物混
入となる虫について知識･情報を
得るため

生活科学検査事業 2,000円×１名＝2,000円 日本衛生動物学会 0 2 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

生活科学課 日本食品衛生学会参加費 参加者負担金等

国･地方公共団体の研究所、検査
機関等が会員の食品衛生検査･研
究に関する学会。新たな検査知
識･手法を習得し、研究成果を発
表するため。

生活科学検査事業

(第97回理化学部門)7,000円×
２名＝14,000円
(第97回微生物部門)7,000円×
１名＝7,000円
(第98回)7,000円×１名＝
7,000円

日本食品衛生学会 12 28 12

保健
福祉局

生活科学課
全国衛生化学技術協議会年
会参加費

参加者負担金等

国立医薬品食品研究所、地方衛
生研究所等の協議会。他所との
情報交換により、知識･技術の向
上をはかるため。

生活科学検査事業 4,000円×１名＝4,000円 全国衛生化学技術協議会 4 4 4

保健
福祉局

生活科学課
地方衛生研究所全国協議会
関東甲信静支部理化学研究
部会参加費

参加者負担金等

近隣の地方衛生研究所における
調査研究の状況を把握するとと
もに、担当者間の情報交換を図
ることで、検査技術の向上をは
かるため。

生活科学検査事業
食品分科会4,000円×２名＝
8,000円

地方衛生研究所全国協議
会関東甲信静支部会

12 8 8

保健
福祉局

生活科学課
日本食品微生物学会学術総
会参加負担金

参加者負担金等

食品微生物検査における最新の
食中毒事例や検査方法の情報及
び研究情報や新規開発製品の情
報の収集により、検査技術の向
上等をはかる

生活科学検査事業 8,000円×１名＝8,000円 日本食品微生物学会 8 8 7

保健
福祉局

生活科学課
地方衛生研究所全国協議会
関東甲信静支部細菌研究部
会参加費

参加者負担金等

食中毒等に関する事例報告、検
査技術に関する情報の収集およ
び近在の衛生研究所との情報交
換をすることにより、検査業務
向上をはかる

生活科学検査事業 3,000円×１名＝3,000円
地方衛生研究所全国協議
会関東支部会

3 3 4

保健
福祉局

生活科学課
衛生微生物技術協議会参加
費

参加者負担金等

感染症及び食中毒に関する事例
報告を収集し、検査業務向上に
資する。近在の衛生研究所との
連絡協調、向上を図ることによ
り広域に渡る公衆衛生行政の円
滑な処理と促進を図る

生活科学検査事業 6,000円×１名＝6,000円 衛生微生物技術協議会 0 6 0

保健
福祉局

生活科学課
全国食肉衛生検査所協議会
病理部会研修会参加費

参加者負担金等

全国の食肉衛生検査所で実施し
た病理検査の症例報告会で、
様々な疾病の診断方法を学ぶこ
とにより正確かつ迅速な疾病診
断に役立てる

生活科学検査事業

(第57回)2,000円×１名＝
2,000円
(第58回)2,000円×１名＝
2,000円

全国食肉衛生検査所協議
会

4 0 0

保健
福祉局

生活科学課
アジレントＧＣ－ＭＳ5975
オペレーション講習会参加
負担金

参加者負担金等

残留農薬等の測定機器であるＧ
Ｃ-ＭＳの詳しい操作法、解析ソ
フトの使用方法を習得すること
で、効率のよい検査を実施する.

機器取扱者の機器の操作
法研修

87,150円×１名＝87,150円 アジレントテクノロジー 88 0 87

保健
福祉局

生活科学課
アジレントＧＣ－ＭＳ5975
メンテナンス講習会参加負
担金

参加者負担金等

残留農薬等の測定機器であるＧ
Ｃ－ＭＳ日常の保守の方法を学
び、いつも最適な状態で測定で
きるようにすることで精度管理
の向上を図る

機器取扱者の機器の管理
研修

30,450円×１名＝30,450円 アジレントテクノロジー 30 0 30

保健
福祉局

生活科学課
アジレントＩＣＰ－ＭＳ
7500オペレーション講習会
参加負担金

参加者負担金等

食品及び水中の重金属の分析に
使用する機器であり、その操技
術をより詳細に習得し、検査技
術及び検査精度の向上を図る

機器取扱者の機器の操作
法研修

94,500円×１名＝94,500円 アジレントテクノロジー 95 0 95

保健
福祉局

環境科学課 大気環境学会参加費 参加者負担金等 調査研究の成果を発表するため 大気環境事業 9,500円×１名＝9,500円 大気環境学会 0 0 10

保健
福祉局

環境科学課
特別管理産業廃棄物管理責
任者講習会

講習会受講料 資格取得のため
特別管理産業廃棄物管理
責任者講習会受講料

12,000円×１名＝12,000円
(財)日本産業廃棄物処理
振興センター

12 12 0

保健
福祉局

環境科学課
水質公害防止主任者資格認
定講習

講習会受講料 資格取得のため
水質公害防止主任者資格
認定講習受講料

7,400円×１名＝7,400円 埼玉県環境部水環境課 8 8 7
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

さいたま市保健所管内給食
研究会会費

さいたま市保健所管内
給食研究会会則

給食施設を有する施設が会員と
なり施設の給食業務の向上を目
的として、栄養士、調理師等の
給食関係職員を対象にした研修
や自主的研究を行う

維持管理事業
１日食数区分100～300食未満
施設8,000円

さいたま市保健所管内給
食研究会

8 8 8

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

防火管理者講習会負担金 参加者負担金等
一定基準以上の建物に設置必須
の防火管理者の資格を取得する
ため

維持管理事業 6,000円×１名＝6,000円 (財)日本防火協会 0 6 0

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

医師会会費 医師会定款

所属医師３名を会に加盟させ、
ネットワーク構築を通じ、セン
ターの円滑な業務運営を図るた
め

診療検査事業
年会費126,000円×３名＝
378,000円

(社)大宮医師会 378 378 252

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

全国自治体病院協議会会費
全国自治体病院協議会
埼玉県支部規約

協議会に加盟し、各種の情報交
換等を通じてセンターの円滑な
業務運営に資するため

診療検査事業
埼玉県支部会費15,000円
準会員会費19,900円

全国自治体病院協議会 35 35 35

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

小児神経学会参加費 参加者負担金等
小児神経医療に対する診断治療
の動向を把握するため

診療検査事業 参加者１名あたり15,000円 小児神経学会 15 15 30

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

重症心身障害児看護師講習
会参加負担金

参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組
みを学ぶ事により今後の療育活
動に活かす

診療検査事業 参加者１名あたり22,000円
心身障害児総合医療療育
センター

22 0 0

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

埼玉県医師会精度管理調査
参加費

参加者負担金等

検査データの病院格差をなく
し、正確なデータを提供するた
め精度管理を行う必要があるた
め

診療検査事業 5,000円×１名＝5,000円 埼玉県医師会 5 5 5

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

日本小児科学会学術集会参
加負担金

参加者負担金等
小児科医療に対する診断治療の
動向と把握

診療検査事業 15,000円×１名＝15,000円 日本小児科学会 15 0 0

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

心身障害児総合医療療育セ
ンター講習会

参加者負担金等
実践的に治療技術を習得し、今
後の療育活動に生かすため

診療検査事業 22,000円×１件=22,000円
心身障害児総合医療療育
センター

0 22 0

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

障害児(者)地域療育等支援
事業全国コーディネーター
研究会参加負担金

参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組
みを学ぶ事により今後の療育活
動に活かす

外来療育事業 10,000円×１件＝10,000円
全国コーディネーター研
究会

10 0 0

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

平成20年度社会福祉施設･社
協新任職員研修会参加負担
金

参加者負担金等
新任職員が社会福祉施設等の組
織活動等について学び、今後の
職務遂行に活かす。

外来療育事業 1,000円×１名＝1,000円
社会福祉法人埼玉県社会
福祉協議会

0 0 1

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

全国肢体不自由児通園施設
連絡協議会負担金

全国肢体不自由児通園
施設連絡協議会会則

協議会に加盟し、各種の情報交
換等を通じてセンターの円滑な
業務運営に資するため

育成事業 年会費25,000円
全国肢体不自由児通園施
設連絡協議会

25 25 25

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

障害児の水泳療法 参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組
みを学ぶ事により今後の療育活
動に活かす

育成事業 参加者１名あたり18,000円
心身障害児総合医療療育
センター

18 18 18

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

全国肢体不自由児通園施設
施設長研修会

参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組
みを学ぶ事により今後の療育活
動に活かす

育成事業 5,000円×１件＝5,000円
全国肢体不自由児通園施
設連絡協議会

0 5 0

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

埼玉県発達障害福祉協会負
担金

埼玉県発達障害福祉協
会会則

発達支援活動の実践的な取り組
みを学ぶ事により今後の療育活
動に活かす

育成事業 年会費54,000円 埼玉県発達障害福祉協会 54 54 54

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

埼玉県社会福祉協議会負担
金

埼玉県社会福祉協議会
会費規定

協議会に加盟し、各種の情報交
換等を通じてセンターの円滑な
業務運営に資するため

育成事業 年会費12,000円
(福)埼玉県社会福祉協議
会

12 12 12

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

実践セミナー参加負担金 参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組
みを学ぶ事により今後の療育活
動に活かす

育成事業 参加者１名あたり13,650円
(社)精神発達障害指導教
育協会

14 14 14

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

江ノ島セミナー参加負担金 参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組
みを学ぶ事により今後の療育活
動に活かす

育成事業 参加者１名あたり10,000円
(財)日本知的障害者福祉
協会

10 10 10
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

幼児通園療育職員講習会参
加負担金

参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組
みを学ぶ事により今後の療育活
動に活かす

育成事業 参加者１名あたり25,000円
心身障害児総合医療療育
センター

25 25 0

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

発達障害児の教育夏季セミ
ナー参加負担金

参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組
みを学ぶ事により今後の療育活
動に活かす

育成事業 参加者１名あたり18,000円 うめだあけぼの学園 18 18 0

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

Ｋ－ＡＢＣ中級講習会参加
負担金

参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組
みを学ぶ事により今後の療育活
動に活かす

育成事業 参加者１名あたり22,000円
日本Ｋ－ＡＢＣアセスメ
ント協会

22 0 22

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

「脳性麻痺児の評価と治
療」講習会参加負担金

参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組
みを学ぶことにより、今後の療
育活動に活かす

育成事業 25,000円×１名＝25,000円 (社)東京都理学療法士会 0 0 25

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

ＤＮ-ＣＡＳ講習会 参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組
みを学ぶ事により今後の療育活
動に活かす

育成事業 25,000円×１件＝25,000円 日本文化科学社 0 25 0

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

ＪＭＡＰ講習会参加負担金 参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組
みを学ぶことにより、今後の療
育活動に活かす。

育成事業 参加者１名あたり11,000円 日本感覚統合学会 0 0 11

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

実践セミナー参加負担金 参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組
みを学ぶ事により今後の療育活
動に活かす

育成事業 参加者１名あたり13,650円
(社)精神発達障害指導教
育協会

14 14 14

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

全国盲ろう難聴児施設協議
会負担金

全国盲ろう難聴児施設
協議会会則

協議会に加盟し、各種の情報交
換等を通じてセンターの円滑な
業務運営に資するため

育成事業 年会費47,200円
全国盲ろう難聴児施設協
議会

48 47 47

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

全国盲ろう難聴児通園施設
協議会定期総会参加負担金

参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組
みを学ぶ事により今後の療育活
動に活かす

育成事業 1,000円×１名＝1,000円
全国盲ろう難聴児施設協
議会

1 1 1

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

日本ろうあ難聴(児)施設職
員講習会参加負担金

参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組
みを学ぶ事により今後の療育活
動に活かす

育成事業 1,000円×１名＝1,000円
全国盲ろう難聴児施設協
議会

1 0 0

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

言語聴覚士研修参加負担金 参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組
みを学ぶ事により今後の療育活
動に活かす

育成事業 2,000円×１名＝2,000円
国立身体障害者リハビリ
テーションセンター

2 2 2

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

小児の臨床研修会参加負担
金

参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組
みを学ぶ事により今後の療育活
動に活かす

育成事業 8,000円×１名＝8,000円
日本コミュニケーション
障害学会

8 0 8

保健
福祉局

ひまわり学
園総務課

全国盲ろう難聴(児)施設職
員講習会

参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組
みを学ぶ事により今後の療育活
動に活かす

育成事業 1,000円×１件＝1,000円
全国盲ろう難聴(児)施設
協議会

0 1 0

保健
福祉局

療育セン
ターさくら
草

防火管理者講習会負担金 参加者負担金等
一定基準以上の建物に設置必須
の防火管理者の資格を取得する
ため

維持管理事業 6,000円×１名＝6,000円 (財)日本防火協会 0 6 0

保健
福祉局

療育セン
ターさくら
草

医師会会費 年会費

所属医師２名を会に加盟させ、
ネットワーク構築を通じ、セン
ターの円滑な業務運営を図るた
め

診療所運営事業 医師会基準による 浦和医師会 314 314 157

保健
福祉局

療育セン
ターさくら
草

全国自治体病院協議会会費 年会費
協議会に加盟し、各種の情報交
換等を通じてセンターの円滑な
業務運営に資するため

診療所運営事業 協議会基準による 全国自治体病院協議会 35 35 29

保健
福祉局

療育セン
ターさくら
草

小児神経学会参加費 参加者負担金等
同学会に参加し、各種の情報交
換等を通じてセンターの円滑な
業務運営に資するため

診療所運営事業 小児神経学会の設定による 日本小児神経学会 15 15 0

保健
福祉局

療育セン
ターさくら
草

重症心身障害児看護会講習
会参加負担金

参加者負担金等
同会に参加し、技術の習得と情
報交換等を通じてセンターの円
滑な業務運営に資するため

診療所運営事業 同会の設定による
心身障害児総合医療療育
センター

22 0 22

保健
福祉局

療育セン
ターさくら
草

心身障害児総合医療療育セ
ンター講習会

参加者負担金等
実践的に治療技術を習得し、今
後の療育活動に生かすため

診療所運営事業 22,000円×１件＝22,000円
心身障害児総合医療療育
センター

0 22 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

療育セン
ターさくら
草

重度･重症児(者)医療･介護
講習会

参加者負担金等

医療技術職を講習会に参加さ
せ、技術の習得と情報交換等を
通じてセンターの円滑な業務運
営に資するため

外来･地域療育事業 22,000円×１件＝22,000円
心身障害児総合医療療育
センター

22 0 22

保健
福祉局

療育セン
ターさくら
草

ＷＩＳＣ－Ⅱ検査技術講習
会

参加者負担金等
評価技術を習得し、今後の療育
活動に生かすため

外来･地域療育事業 25,000円×１件＝25,000円 日本文化科学社 25 0 0

保健
福祉局

療育セン
ターさくら
草

神経系モビライゼーション
講習会

参加者負担金等
実践的に治療技術を習得し、今
後の療育活動に生かすため

外来･地域療育事業 25,000円×１件＝25,000円 日本理学療法士協会 25 0 0

保健
福祉局

療育セン
ターさくら
草

さいたま市保健所管内給食
研究会負担金

年会費

給食施設を有する施設が会員と
なり施設の給食業務の向上を目
的として、栄養士、調理師等の
給食関係職員を対象にした研修
や自主的研究を行う

外来･地域療育事業
１日食数区分100食未満施設
5,000円

さいたま市保健所管内給
食研究会

5 5 5

保健
福祉局

療育セン
ターさくら
草

実践セミナー等講習会参加
費

参加者負担金等

医療技術職を講習会に参加さ
せ、技術の習得と情報交換等を
通じてセンターの円滑な業務運
営に資するため

外来･地域療育事業 同会の設定による (社)発達協会 38 28 41

保健
福祉局

療育セン
ターさくら
草

日本理学療法士協会現職者
講習会

参加者負担金等
実践的に治療技術を習得し、今
後の療育活動に生かすため

外来･地域療育事業 20,000円×１件＝20,000円 日本理学療法士協会 0 20 0

保健
福祉局

療育セン
ターさくら
草

うめだ･あけぼの学園夏季セ
ミナー

参加者負担金等
発達支援活動の実践的な取り組
みを学ぶ事により今後の療育活
動に活かす

外来･地域療育事業 20,000円×１件＝20,000円 うめだあけぼの学園 0 20 0

保健
福祉局

療育セン
ターさくら
草

心身障害児総合医療療育セ
ンター講習会

参加者負担金等
実践的に治療技術を習得し、今
後の療育活動に生かすため

外来･地域療育事業 22,000円×１件＝22,000円
心身障害児総合医療療育
センター

0 22 0

保健
福祉局

療育セン
ターさくら
草

ＪＭＡＰ講習会受講料 参加者負担金等
実践的に治療技術を習得し、今
後の療育活動に生かすため

外来･地域療育事業 20,000円×１件＝20,000円 日本感覚統合学会 0 0 20

保健
福祉局

療育セン
ターさくら
草

東京都理学療法士会主催講
習会参加者負担金

参加者負担金等
実践的に治療技術を習得し、今
後の療育活動に生かすため

外来･地域療育事業 25,000円×１件＝25,000円 東京都理学療法士会 0 0 25

環境局 環境総務課
循環･共生･参加まちづくり
ネットワーク負担金

参加者負担金等
持続可能なまちづくりを全国的
に推進する

循環･共生･参加のまちづ
くりに関する情報交換、
発信、施策の研究

30,000円×１団体＝30,000円
循環･共生･参加まちづく
りネットワーク

30 30 30

環境局 環境総務課
埼玉県フロン回収･処理推進
協議会負担金

参加者負担金等
回収したフロンの的確な処理を
推進する

フロン回収･処理のための
情報収集、普及啓発、研
修会等の開催

20,000円×１団体＝20,000円
埼玉県フロン回収･処理
推進協議会

20 20 20

環境局 環境総務課
八都県市環境問題対策委員
会幹事会負担金

環境問題対策委員会規
約

八都県市として共同協調して取
組む

会議運営費
八都県市の申し合せにより
2,100,000円×１団体＝
2,100,000円

八都県市環境問題対策委
員会幹事会

2,100 2,100 2,100

環境局 環境総務課
大都市環境保全主管局長会
議出席者負担金

参加者負担金等 大都市主管局長会議に参加する 会議運営費 10,000円×２名＝20,000円 幹事市(神戸市) 20 20 17

環境局 環境総務課
大都市環境保全主管局長会
議･環境計画担当者会議出席
者負担金

参加者負担金等
大都市主管局長会議に諮る前段
階として、調査･検討などをする

会議運営費 6,000円×１名＝6,000円 幹事市(千葉市) 6 6 0

環境局 環境総務課
環境部内ＩＳＯ維持管理研
修負担金

参加者負担金等
ＩＳＯ１４００１取得施設にお
ける内部監査員養成

外部講師による職員研修 40,000円×６名＝240,000円
りそな総合研究所㈱埼玉
支社(予定)

240 0 240

環境局
地球温暖化
対策課

地球温暖化対策地域協議会
負担金

さいたま市地球温暖化
対策地域協議会規約

さいたま市地球温暖化対策地域
推進計画に基づき、市民、事業
者及び市等の協働により地域に
おける温暖化対策の推進を図る

地球温暖化対策推進事業
地球温暖化対策地域協議会の
運営に係る経費

地球温暖化対策地域協議
会

1,000 1,000 1,000

環境局
地球温暖化
対策課

グリーン購入ネットワーク
加入負担金

参加者負担金等
グリーン購入の取組みを推進す
る

グリーン購入推進事業(グ
リーン購入ネットワーク
会費)

10,000円×１団体＝10,000円
グリーン購入ネットワー
ク

10 10 10

－　58　－



(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

環境局 環境対策課
埼玉県合併処理浄化槽普及
促進協議会負担金

埼玉県合併処理浄化槽
普及促進協議会会則

合併処理浄化槽を普及促進する
ための埼玉県内市町村の連絡協
議会への費用の負担を行う

協議会が主体となる各種
事業

35,000円×１回＝35,000円
埼玉県合併処理浄化槽普
及促進協議会

35 35 35

環境局 環境対策課
浄化槽管理士講習参加負担
金

参加者負担金等

浄化槽の維持管理に関する業
者、管理者への指導に際し、浄
化槽に関する法制度や技術に関
する必要な知識及び技能を習得
する

浄化槽の適正管理推進、
合併浄化槽設置促進によ
る生活環境の保全及び公
衆衛生の向上

129,700円×１名＝129,700円
(財)日本環境整備教育セ
ンター

0 130 0

環境局 環境対策課
埼玉県南部環境事務研究会
負担金

埼玉県南部環境事務研
究会会則

環境問題について会員各市の連
絡を緊密にし、その処理を円滑
にする

環境に関する連絡及び情
報交換、環境に関する調
査研究及び職員研修、そ
の他必要な施策

均等割額10,000円＋人口割額
42,000円＝52,000円

埼玉県南部環境事務研究
会

52 52 52

環境局 環境対策課
特別管理産業廃棄物管理責
任者講習会負担金

参加者負担金等
産業廃棄物に関する法制度や技
術に関する必要な知識及び技能
を習得する

特別管理産業廃棄物概
論、処理計画と管理

16,000円×１名＝16,000円
(財)日本産業廃棄物処理
振興センター

16 16 12

環境局 環境対策課
関東地区地盤沈下調査測量
協議会負担金

関東地区地盤沈下調査
測量協議会規約

東京湾周辺における地盤沈下調
査を担当する各計画機関相互の
連絡を密にする

事業計画の連絡調整、測
量技術ならびに資料整理
等の検討、資料の交換、
学識経験者による講演等
の受講、関連事業の調査
及び視察

80,000円×１市＝80,000円
関東地区地盤沈下調査測
量協議会

80 80 80

環境局 環境対策課
大都市環境保全主管局長会
議参加負担金

参加者負担金等

環境保全行政の諸問題につい
て、意見の交換と相互の連絡を
行い、環境保全行政の効果的な
推進に資する

会議(議題の趣旨説明、回
答、質疑、まとめ)、視察

10,000円×１名＝10,000円
大都市環境保全主管局長
会議事務局

10 10 0

環境局 環境対策課
大都市大気担当者会議参加
負担金

参加者負担金等

環境保全行政の諸問題につい
て、意見の交換と相互の連絡を
行い、環境保全行政の効果的な
推進に資する

会議(議題の趣旨説明、回
答、質疑、まとめ)、視察

7,000円×１名＝7,000円
大都市大気担当者会議事
務局

7 7 0

環境局 環境対策課
大都市騒音振動主管担当者
会議参加負担金

参加者負担金等

環境保全行政の諸問題につい
て、意見の交換と相互の連絡を
行い、環境保全行政の効果的な
推進に資する

会議(議題の趣旨説明、回
答、質疑、まとめ)、視察

7,000円×１名＝7,000円
大都市騒音振動主管担当
者会議事務局

7 7 0

環境局 環境対策課
大都市水質主管担当者会議
参加負担金

参加者負担金等

環境保全行政の諸問題につい
て、意見の交換と相互の連絡を
行い、環境保全行政の効果的な
推進に資する

会議(議題の趣旨説明、回
答、質疑、まとめ)、視察

7,000円×１名＝7,000円
大都市水質主管担当者会
議事務局

7 7 3

環境局 環境対策課
全国大気汚染防止連絡協議
会参加負担金

参加者負担金等

大気汚染防止法に係る行政にお
ける協力関係ないし連携体制の
確保ならびに資料及び情報交換
を図る

各都道府県市に関連のあ
る大気汚染防止対策の検
討及び研究
大気汚染防止関係資料及
び情報の交換

2,000円×１名＝2,000円
全国大気汚染防止連絡協
議会事務局

2 0 0

環境局 環境対策課
八都県市首脳会議大気保全
専門部会参加負担金

環境問題対策委員会規
約

快適な地球環境を創造し、地球
環境の保全に貢献する

大気中のＮＯｘ、ＳＰＭ
に係る自動車排ガス規制
並びに自動車交通量対策
等

3,200,000円×１市＝
3,200,000円

八都県市首脳会議環境問
題対策委員会大気保全専
門部会

3,200 3,200 3,200

環境局 環境対策課
関東地方水質汚濁対策連絡
協議会負担金

関東地方水質汚濁対策
連絡協議会規約

利根川、荒川、多摩川、鶴見
川、相模川、那珂川、久慈川、
富士川水系等の公共用水域にか
かわる水質の実態把握、汚濁の
過程の究明、防止･軽減対策の樹
立とともに関係機関の連絡調整
を図る

水質の調査及び解析、汚
濁対策の調査及び研究、
緊急時情報連絡体制の整
備、資料･情報等の交換及
び連絡、研究会･講習会等
の開催、その他推進に必
要な事項

190,000円×１市＝190,000円
関東地方水質汚濁対策連
絡協議会

190 0 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

環境局 環境対策課
環境大気常時監視測定機維
持管理講習会負担金

参加者負担金等
乾式自動測定器を中心に維持管
理技術の普及、向上を図る

ＳＯ２、ＮＯｘ、ＳＰ
Ｍ、光化学オキシダント
自動測定機器、及び乾式
測定器の維持管理事例等
の講義、実習

36,000円×１名＝36,000円 (社)日本環境技術協会 36 36 27

環境局 環境対策課
日本騒音制御工学会主催講
習会負担金

参加者負担金等
騒音･振動に関する諸問題を解決
するために必要な知識を習得す
る

音の基礎、騒音･振動の測
定と評価、騒音･振動の規
格と法令、測定実習

45,000円×１名＝45,000円 (社)日本騒音制御工学会 45 45 36

環境局 環境対策課 アスベスト対策研修負担金 参加者負担金等 アスベスト対策研修 アスベスト対策 62,000円×１名＝62,000円
(財)全国建設研修セン
ター

62 62 0

環境局 環境対策課 臭気対策セミナー負担金 参加者負担金等 臭気対策セミナー 臭気対策(悪臭対策) 35,000円×１名＝35,000円 におい･かおり環境学会 35 35 28

環境局 環境対策課
日本騒音制御工学会研究発
表会負担金

参加者負担金等 研究発表会 騒音対策
春3,500円×１名＝3,500円
秋8,000円×１名＝8,000円

日本騒音制御工学会 12 12 8

環境局 環境対策課
大都市環境影響評価担当者
会議出席者負担金

参加者負担金等
大都市主管局長会議に諮る前段
階として、調査･検討などをする

会議(議題の趣旨説明、回
答、質疑、まとめ)、視察

8,000円×１名＝8,000円 幹事市 8 8 0

環境局
廃棄物政策
課

さいたま市･上尾市地区荒川
クリーン協議会負担金

さいたま市･上尾市地
区荒川クリーン協議会
規約

さいたま市･上尾市地区の荒川河
川敷における不法投棄の防止
等、河川環境保全を図るため、
関係機関と連絡調整をとり、的
確な処置をとる

荒川河川敷不法投棄防止
事業(啓発･一斉撤去費)

各団体均等割(国土交通省･さ
いたま市･上尾市)

さいたま市･上尾市地区
荒川クリーン協議会

25 25 25

環境局
廃棄物政策
課

全国都市清掃会議負担金 会費
地方公共団体が行う清掃事業の
効率的な運営及び技術改善のた
めの研究･情報管理等を行う

国家要望･企画委員会等の
開催

人口割:90万人以上150万人未
満の都市709,000円

(社)全国都市清掃会議 709 709 709

環境局
廃棄物政策
課

全国都市清掃会議関東地区
協議会負担金

会費
地方公共団体が行う清掃事業の
効率的な運営及び技術改善のた
めの研究･情報管理等を行う

表彰式･総会･研修会の開
催

人口割:100万人以上の都市
10,000円

全国都市清掃会議関東地
区協議会

10 10 10

環境局
廃棄物政策
課

全国都市清掃会議関東地区
協議会総会出席負担金

参加者負担金等
地方公共団体が行う清掃事業の
効率的な運営及び技術改善のた
めの研究･情報管理等を行う

会議運営費 総会出席負担金
全国都市清掃会議関東地
区協議会

10 10 0

環境局
廃棄物政策
課

全国都市清掃会議秋季評議
会出席負担金

参加者負担金等
地方公共団体が行う清掃事業の
効率的な運営及び技術改善のた
めの研究･情報管理等を行う

会議運営費 総会出席負担金 (社)全国都市清掃会議 10 10 10

環境局
廃棄物政策
課

全国都市清掃会議総会出席
負担金

参加者負担金等
地方公共団体が行う清掃事業の
効率的な運営及び技術改善のた
めの研究･情報管理等を行う

会議運営費 総会出席負担金 (社)全国都市清掃会議 10 10 10

環境局
廃棄物政策
課

埼玉県清掃行政研究協議会
負担金

会費
地方公共団体が行う清掃事業の
効率的な運営及び技術改善のた
めの研究･情報管理等を行う

役員会･研修会等の開催
均等割額20,000円＋施設規模
割60,000円＝80,000円

埼玉県清掃行政研究協議
会

80 80 80

環境局
廃棄物政策
課

財団法人廃棄物研究財団負
担金

会費
市町村及び環境問題に関心のあ
る民間企業が協力して廃棄物の
対策を研究すること

廃棄物の適正処理に係る
調査

人口割:50万人以上の都市
100,000円

(財)廃棄物研究財団 100 100 100

環境局
廃棄物政策
課

大都市清掃事業協議会減量
化･資源化共同キャンペーン
負担金

会費
ごみの減量･リサイクルの推進に
ついて、広く市民に周知する

ごみ減量啓発事業 会員定額
大都市清掃事業協議会減
量化･資源化共同キャン
ペーン実行委員会

1,080 1,080 1,080

環境局
廃棄物政策
課

八都県市廃棄物問題検討委
員会負担金

会費
八都県市での共同･協調し、広域
的な廃棄物処理に関する施策に
ついて検討

容器包装発生抑制事業
溶融スラグ利用促進事業

会員定額
八都県市廃棄物問題検討
委員会

4,500 4,500 4,500

環境局
廃棄物政策
課

全国都市清掃研究会･事例発
表会参加負担金

参加者負担金等
市町村の環境担当課が協力して
廃棄物の対策を研究すること

発表会運営費 7,000円×１名＝7,000円 全国都市清掃会議 7 7 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

環境局
産業廃棄物
指導課

関東甲信越地区産業廃棄物
処理対策連絡協議会負担金

関東甲信越地区産業廃
棄物処理対策連絡協議
会会則

産業廃棄物の事務に関し、県等
の相互間及び国との連絡調整を
行うことにより、産業廃棄物の
処理対策の円滑な運営を図るこ
とを目的とする。また、臨時会
等の開催経費は、分担金を充て
る

臨時会及び専門委員会経
費

会則による
関東甲信越地区産業廃棄
物処理対策連絡協議会

30 30 0

環境局
西清掃事務
所

安全運転管理者講習負担金 参加者負担金等

安全運転管理者及び副安全運転
管理者が講習を受講するため(道
路交通法第108条の２第１項第１
号)

埼玉県公安委員会が実施
する安全運転管理者･副安
全運転管理者講習

4,200円×３名＝12,600円 埼玉県公安委員会 13 13 13

環境局
西清掃事務
所

大宮西地区安全運転管理者
協会負担金

参加者負担金等
大宮西地区安全運転管理者協会
の年地区協会費

大宮西地区安全運転管理
者協会の交通安全活動及
び協会運営

地区協会費(事業所単
位)36,000円

大宮西地区安全運転管理
者協会

36 36 36

環境局
西清掃事務
所

大宮地区労働基準協会負担
金

参加者負担金等 大宮地区労働基準協会の年会費
大宮地区労働基準協会の
労働安全衛生活動及び協
会運営

会費20,000円(～99人以下) 大宮地区労働基準協会 20 20 20

環境局
西清掃事務
所

事故防止乗務員研修会負担
金

参加者負担金等
業務職員の交通事故防止を目的
として研修させるものです

安全衛生推進事業(西清掃
事務所)

19,825円×６名＝118,950円 (社)埼玉県トラック協会 60 119 59

環境局
西清掃事務
所

１ディ乗務員研修参加負担
金

参加者負担金等 塵芥収集車運転技術の向上
安全衛生推進事業(西清掃
事務所)

7,350円×６名＝44,100円 (社)埼玉県トラック協会 22 44 22

環境局
東清掃事務
所

安全運転管理者講習受講料 参加者負担金等

安全運転管理者及び副安全運転
管理者が講習を受講するため(道
路交通法第108条の２第１項第１
号)

安全衛生推進事業(東清掃
事務所)

4,200円×３名＝12,600円 埼玉県公安委員会 17 13 13

環境局
東清掃事務
所

大宮東地区安全運転管理者
協会費

大宮東地区安全運転管
理者協会会則

大宮東地区安全運転管理者協会
の年会費

安全衛生推進事業(東清掃
事務所)

車の保有台数(40台～59
台)32,000円

大宮東地区安全運転管理
者協会

35 32 32

環境局
東清掃事務
所

大宮地区労働基準協会負担
金

大宮地区労働基準協会
定款

大宮地区労働基準協会の年会費
安全衛生推進事業(東清掃
事務所)

規模別(100人～199人)35,000
円

大宮地区労働基準協会 35 35 35

環境局
東清掃事務
所

１ディ乗務員研修参加負担
金

参加者負担金等 安全運転技能の向上
安全衛生推進事業(東清掃
事務所)

7,350円×６名＝44,100円 (社)埼玉県トラック協会 44 44 44

環境局
東清掃事務
所

大宮東地区交通安全運転管
理者協会研修負担金

参加者負担金等
安全運転指導に関する研修会受
講料

安全衛生推進事業(東清掃
事務所)

20,000円×１名＝20,000円
大宮東地区安全運転管理
者協会

0 20 0

環境局
与野清掃事
務所

安全運転管理者講習受講料 講習受講料

安全運転管理者及び副安全運転
管理者が講習を受講するため(道
路交通法第108条の２第１項第１
号)

埼玉県公安委員会が実施
する安全運転管理者･副安
全運転管理者講習

4,200円×２名＝8,400円
埼玉県公安委員会
(社)埼玉県安全運転管理
者協会

9 9 8

環境局
与野清掃事
務所

浦和西地区安全運転管理者
協会会費

講習受講料
浦和西地区安全運転管理者協会
の年地区協会費

浦和西地区安全運転管理
者協会の交通安全活動及
び協会運営

26,000円
浦和西地区安全運転管理
者協会

26 26 26

環境局
大崎清掃事
務所

１ディ乗務員研修参加負担
金

参加者負担金等 収集車運転の向上
大崎清掃事務所収集･管理
事業

7,350円×３名＝22,050円 (社)埼玉県トラック協会 23 23 22

環境局
大崎清掃事
務所

塵芥収集車整備技術講習会
参加負担金

参加者負担金等 収集車整備の向上
大崎清掃事務所収集･管理
事業

10,000円×３名＝30,000円 富士重工業㈱ 30 30 30

環境局 環境施設課
技術管理者等スキルアップ
研修会受講費

参加者負担金等 研修会受講費
一般廃棄物処理施設技術
管理者の再研修

19,000円×１名＝19,000円
(財)日本環境衛生セン
ター

19 19 19

環境局 環境施設課 廃棄物学会年会費 参加者負担金等 年会費
一般廃棄物の処理及び処
分の技術開発に係る調査
並びに研究

会費50,000円
一般社団法人廃棄物資源
循環学会

50 50 50
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

環境局 環境施設課
廃棄物学会研究発表会参加
費

参加者負担金等 研修発表会参加費
一般廃棄物の処理及び処
分の技術開発に係る調査
並びに研究

8,000円×１名＝8,000円
一般社団法人廃棄物資源
循環学会

8 8 8

環境局 環境施設課
廃棄物処理施設積算要領研
修会受講費

参加者負担金等 研修会受講費
一般廃棄物処理施設建設
の積算をするため

5,000円×１名＝5,000円 (社)全国都市清掃会議 5 5 5

環境局 環境施設課
廃棄物学会研究討論会参加
費

参加者負担金等 研究討論会参加費
一般廃棄物の処理及び処
分の技術開発に係る調査
並びに研究

3,000円×１名＝3,000円
一般社団法人廃棄物資源
循環学会

3 3 0

環境局 環境施設課
建設副産物リサイクル講習
会受講費

参加者負担金等 研修会受講費
一般廃棄物処理施設の建
設に伴う調査

5,000円×２名＝10,000円
建設副産物リサイクル広
報推進会議

10 10 0

環境局 環境施設課
全国都市清掃研究･事例発表
会参加費

参加者負担金等 研修発表会参加費
一般廃棄物の処理及び処
分の技術開発に係る調査
並びに研究

7,000円×１名＝7,000円 (社)全国都市清掃会議 7 7 7

環境局 環境施設課 埼玉県電力協会会費 参加者負担金等 年会費
一般廃棄物処理施設の電
気に関すること

会費15,000円 埼玉県電力協会 15 15 15

環境局 環境施設課
最終処分場技術システム研
究協会研究成果発表会参加
費

参加者負担金等 研修会受講費
一般廃棄物の処理及び処
分の技術開発に係る調査
並びに研究

3,000円×２名＝6,000円
ＮＰＯ法人最終処分場技
術システム研究協会

6 6 6

環境局
新クリーン
センター建
設準備室

全国都市清掃会議
廃棄物処理実務担当者研修
会受講費

参加者負担金等 研修会受講費
一般廃棄物処理施設の事
務手続き

4,500円×２名＝9,000円 (社)全国都市清掃会議 9 9 0

環境局
新クリーン
センター建
設準備室

全国都市清掃会議
研究･事例発表会参加費

参加者負担金等 研修会受講費
一般廃棄物処理施設の事
務手続き

7,000円×１名＝7,000円 (社)全国都市清掃会議 0 7 0

環境局
新クリーン
センター建
設準備室

廃棄物学会研究発表会参加
費

参加者負担金等 研修会受講費
一般廃棄物処理施設の事
務手続き

8,000円×１名＝8,000円
一般社団法人廃棄物資源
循環学会

0 8 0

環境局
西部環境セ
ンター

天井クレーン運転士資格取
得負担金

労働安全衛生法
吊り上げ荷重５t以上のクレーン
運転業務の資格を取得する

吊り上げ荷重５t以上のク
レーン運転業務

132,000円×２名＝264,000円
(財)江南クレーン技能教
習所

132 264 527

環境局
西部環境セ
ンター

２級ボイラー技師免許取得
講習会

労働安全衛生法
２級ボイラー技士試験の受験資
格を取得する

ボイラー取扱業務 20,600円×４名＝82,400円
(社)日本ボイラ協会埼玉
支部

20 83 17

環境局
西部環境セ
ンター

ガス溶接技能講習会負担金 労働安全衛生法第61条 ガス溶接資格を取得する 運転業務のための資格 9,200円×１名＝9,200円 (財)埼玉県溶接技能協会 18 10 0

環境局
西部環境セ
ンター

ダイオキシン類業務に係る
作業指揮者養成研修会負担
金

労働安全衛生法第59条
及び労働安全衛生規則
第592条の６

ダイオキシン類業務に係る作業
指揮者養成

廃棄物焼却炉の保守点検
等の業務の指揮

15,000円×１名＝15,000円
中央労働災害防止協会
関東安全衛生サービスセ
ンター

15 15 15

環境局
西部環境セ
ンター

ダイオキシン類業務特別教
育負担金

労働安全衛生法第59条
及び労働安全衛生規則
第592条の７

ダイオキシン類業務に係るばく
露低減

廃棄物焼却炉の保守点検
等の業務

7,800円×５名＝39,000円
(財)労働安全衛生管理協
会

8 39 8

環境局
西部環境セ
ンター

ショベルローダー等運転技
術講習負担金

労働安全衛生法第61条
ショベルローダー等運転技能の
資格取得に必要

ショベルローダー運転業
務

41,600円×２名＝83,200円
(財)日本産業技能教習協
会

0 83 0

環境局
西部環境セ
ンター

フォークリフト特別教育負
担金

労働安全衛生法第61条
フォークリフト技能の資格取得
に必要

フォークリフト運転業務 19,600円×２名＝39,200円
(財)日本産業技能教習協
会

0 39 0

環境局
西部環境セ
ンター

アーク溶接技術講習会負担
金

労働安全衛生法第59条
施設修繕のためのアーク溶接資
格取得に必要

一般廃棄物処理施設の保
守管理業務

8,400名×１名＝8,400円 (財)埼玉県溶接技能協会 0 8 0

環境局
西部環境セ
ンター

電気主任技術者会負担金
関東東北産業保安監督
部管内電気主任技術者
会会則第14条

関東東北産業保安監督部管内の
自家用発電所主任技術者で組織
する団体の会員相互の交流及び
技術向上

自家用発電所の運転･維持
管理

年会費45,000円
関東東北産業保安監督部
電力安全課管内電気主任
技術者会

45 45 45

－　62　－



(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

環境局
西部環境セ
ンター

ボイラー･タービン主任技術
者会負担金

関東東北産業保安監督
部管内ボイラー･ター
ビン主任技術者会会則
第11条

関東東北産業保安監督部管内の
ボイラー･タービン主任技術者で
組織する団体の会員相互の交流
及び技術向上

自家用発電所の運転･維持
管理

年会費45,000円
関東東北産業保安監督部
電力安全課管内ボイラー
タービン主任技術者会

45 45 45

環境局
西部環境セ
ンター

自家用発電所保安講習会負
担金

参加者負担金等
自家用発電所の運転･保守を安全
かつ円滑に行う

自家用発電所の運転･維持
管理

10,000円×１名＝10,000円
(財)発電設備技術検査協
会

10 10 0

環境局
西部環境セ
ンター

日本廃棄物処理施設技術管
理者協議会負担金

参加者負担金等
廃棄物処理施設技術管理者の会
員相互の技術交流を図る

一般廃棄物処理施設の運
転･維持管理

10,000円×１年＝10,000円
日本廃棄物処理施設技術
管理者協議会

5 10 5

環境局
西部環境セ
ンター

甲種防火管理講習会受講料 消防法
消防法第８条及び消防法施行規
則第４条に基づく防火管理者の
資格取得

防火管理者の資格取得 6,000円×１名＝6,000円 (財)日本防火協会 6 6 6

環境局
東部環境セ
ンター

特定化学物質等作業主任者
技能講習負担金

労働安全衛生法第14条
及び労働安全衛生法施
行令第６条

労働安全衛生法第14条及び労働
安全衛生法施行令第６条に基づ
き受講する

硫酸等取扱業務 8,000円×２名＝16,000円
(財)埼玉県健康づくり事
業団

16 16 14

環境局
東部環境セ
ンター

第２種酸素欠乏作業主任者
講習負担金

労働安全衛生法第14条
及び労働安全衛生法施
行令第６条

労働安全衛生法第14条及び労働
安全衛生法施行令第６条に基づ
き受講する

酸素欠乏及び硫化水素中
毒予防

9,000円×２名＝18,000円 (社)埼玉労働基準協会 18 18 18

環境局
東部環境セ
ンター

低圧電気取扱業務特別教育
講習負担金

労働安全衛生法第59条
及び労働安全衛生法規
則第36条

施設内における電気関連のトラ
ブルに対応すべく、適正な知識
及び技能を修得する

低圧電気取扱による感電
災害防止

6,630円×２名＝13,260円
(社)熊谷地区労働基準協
会

13 13 13

環境局
東部環境セ
ンター

クレーン運転のための特別
教育負担金

労働安全衛生法第59条
及び労働安全衛生法施
行令第20条

労働安全衛生法第56条･61条及び
労働安全衛生法施行令第20条に
より、クレーン運転の教育を行
う

吊り上げ荷重５t未満のク
レーン運転業務

10,000円×３名＝30,000円
(社)日本クレーン協会埼
玉支部

30 30 30

環境局
東部環境セ
ンター

ボイラー取扱技能講習会負
担金

労働安全衛生法第61条
及び労働安全衛生法規
則第20条

労働安全衛生法第61条(就業制
限)に基づき、ボイラー取扱業務
を適正に行う

ボイラー取扱業務 17,000円×３名＝51,000円
(社)日本ボイラ協会埼玉
支部

51 51 51

環境局
東部環境セ
ンター

ショベルローダー等運転技
能講習会負担金

労働安全衛生法第61条
及び労働安全衛生法規
則第20条

労働安全衛生法第61条に基づく
大物廃棄物運搬処理に必要

大型建材、重量物搬送 25,000円×２名＝50,000円
(財)江南クレーン技能講
習所

50 50 46

環境局
東部環境セ
ンター

ガス溶接技能講習負担金
労働安全衛生法第61条
及び労働安全衛生法規
則第20条

ガス溶接業務を行なうためには
労働安全衛生法第61条による技
能講習修了が要件となる

施設の維持管理 9,200円×１名＝9,200円 (財)埼玉県溶接技能協会 10 10 9

環境局
東部環境セ
ンター

ボイラー･タービン主任技術
者会年会費

関東東北産業保安監督
部管内ボイラー･ター
ビン主任技術者会会則
第11条

関東東北産業保安監督部管内の
ボイラー･タービン主任技術者で
組織する団体で、会員相互の交
流及び技術向上

関東東北産業保安監督部
管内のボイラー･タービン
主任技術者で組織する団
体で、会員相互の交流及
び技術向上

年会費45,000円
ボイラー･タービン主任
技術者会

45 45 45

環境局
東部環境セ
ンター

電気主任技術者会年会費
関東東北産業保安監督
部管内電気主任技術者
会会則第14条

関東東北産業保安監督部管内の
自家用発電所電気主任技術者で
組織する団体で、会員相互の交
流及び技術向上

関東東北産業保安監督部
管内の自家用発電所電気
主任技術者で組織する団
体で、会員相互の交流及
び技術向上

年会費45,000円 電気主任技術者会 45 45 45

環境局
東部環境セ
ンター

危険物取扱者保安講習会負
担金

消防法第13条の23
消防法第13条の23で、危険物取
扱者の３年以内毎の受講が義務
付けられているため

危険物取扱者の危険物の
取扱作業の保安に関する
講習

4,700円×１名＝4,700円
(社)埼玉県危険物安全協
会連合会

5 5 5

環境局
東部環境セ
ンター

甲種防火管理者資格講習負
担金

消防法第８条
消防法第８条に基づく防火管理
者の育成及び防火の知識の習
得、及び意識向上を目的とする

防火管理者の育成及び防
火の知識の習得、及び意
識向上

6,000円×１名＝6,000円 (財)日本防火協会 6 6 0

環境局
東部環境セ
ンター

廃棄物処理施設技術管理者
等地方ブロック別研修負担
金

参加者負担金等

廃棄物処理技術者の指導育成を
目的とした厚生労働省の認可団
体で、相互の技術交流及びその
向上

技術管理者の自主的研修
並びに技術交流

16,800円×１名＝16,800円
(財)日本環境衛生セン
ター

17 17 17

環境局
東部環境セ
ンター

廃棄物処理技術管理者中央
研究集会負担金

参加者負担金等

技術管理者の自主的研修並びに
技術交流等を目的とした団体
で、相互の情報交換及び廃棄物
処理事業の向上を図る

技術管理者の自主的研修
並びに技術交流

2,100円×１名＝2,100円
日本廃棄物処理技術管理
者協議会

2 2 2
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

環境局
東部環境セ
ンター

日本廃棄物処理技術管理者
会負担金

参加者負担金等
技術管理者の自主的研修並びに
技術交流等

技術管理者の自主的研修
並びに技術交流

5,000円×１名＝5,000円
日本廃棄物処理技術管理
者協議会

5 10 8

環境局
東部環境セ
ンター

無線電波使用料負担金 電波法第103条

平成５年４月１日における電波
法の改正に伴い、当施設開局の
無線局が同法第103条の21に該当
するため電波利用料を納入する

業務に使用する無線機
電波利用料600円×11台＝
6,600円

関東総合通信局 7 7 7

環境局
東部環境セ
ンター

自家用発電所保安講習会負
担金

参加者負担金等
自家用発電所の運転･保安を安全
且つ円滑に行う

発電設備の自主的な安全
管理

10,000円×１名＝10,000円
(財)発電設備技術検査協
会

10 10 0

環境局
東部環境セ
ンター

大気関係公害防止主任者資
格認定講習負担金

埼玉県生活環境保全条
例第116条

特定工場における公害防止組織
の整備に関する法律による公害
防止管理者認定講習で、技術及
び意識高揚を図る

ばい煙発生施設(廃棄物焼
却炉)の技術的事項に関す
る管理

7,400円×１名＝7,400円 埼玉県知事 7 7 0

環境局
東部環境セ
ンター

騒音振動公害防止主任者資
格認定講習負担金

埼玉県生活環境保全条
例第116条

特定工場における公害防止組織
の整備に関する法律による公害
防止管理者認定講習で、技術及
び意識高揚を目的とする

騒音若しくは振動を発生
する施設若しくは騒音若
しくは振動を防止するた
めの施設の維持及び管理

7,400円×１名＝7,400円 埼玉県知事 7 7 0

環境局
東部環境セ
ンター

廃棄物処理施設維持管理･点
検業務講習会負担金

参加者負担金等
廃棄物処理施設の点検補修工事
などの公共工事の積算する予定
価格の範囲が必要になる

廃棄物処理施設の事務手
続き

5,000円×１名＝5,000円 (社)全国都市清掃会議 0 0 5

環境局
クリーンセ
ンター大崎

安全衛生各種講習会参加負
担金

参加者負担金等
職員の安全衛生意識の高揚を図
る

安全衛生各種講習会 各種講習会受講費
(社)埼玉労働基準協会連
合会等

66 72 71

環境局
クリーンセ
ンター大崎

安全運転管理者協会会費 年会費
浦和東地区安全運転管理者協会
の地区協会費

安全運転管理者協会 会費36,000円
浦和東地区安全運転管理
者協会

36 36 36

環境局
クリーンセ
ンター大崎

技術講習会参加負担金 参加者負担金等 職員の技術向上を図る 各種技術講習会 各技術講習会受講費
(社)埼玉労働基準協会連
合会等

365 301 294

環境局
クリーンセ
ンター大崎

電気主任技術者会会費
関東東北産業保安監督
部管内電気主任技術者
会会則第14条

関東東北産業保安監督部との密
接な関係のもとに、会員相互の
技術交流を通して個々の技術の
向上を図る

電気主任技術者会 45,000円×１名＝45,000円
関東東北産業保安監督部
管内電気主任技術者会

45 45 45

環境局
クリーンセ
ンター大崎

ボイラー･タービン主任技術
者会会費

関東東北産業保安監督
部管内ボイラー･ター
ビン主任技術者会会則
第11条

関東東北産業保安監督部との密
接な関係のもとに、会員相互の
技術交流を通して個々の技術の
向上を図る

ボイラー･タービン主任技
術者会

45,000円×１名＝45,000円
関東東北産業保安監督部
管内ボイラー･タービン
主任技術者会

45 45 45

環境局
岩槻環境セ
ンター

日本廃棄物処理技術者管理
者協議会負担金

日本廃棄物処理施設技
術者管理者協議会会費

廃棄物の適正処理と再利用推進
のための調査、研究及び技術の
研鑽

日本廃棄物処理施設技術
管理者協議会負担金

会費30,000円(１事業所)
日本廃棄物処理施設技術
管理者協議会

30 30 30

環境局
岩槻環境セ
ンター

研修会参加負担金
廃棄物処理施設技術管
理者講習参加者負担金
等

廃棄物処理施設技術管理能力の
習得

廃棄物処理施設の運転管
理

115,200円×１名＝115,200円
(財)日本環境衛生セン
ター

346 200 99

環境局
岩槻環境セ
ンター

安全運転者協会負担金
安全運転管理者協会会
費

安全かつ健康で業務従事し得る
よう作業環境を確保する

安全運転管理者協会会費 16,000円×１名＝16,000円
岩槻地区安全運転管理者
協会

16 0 0

環境局
大宮南部浄
化センター

フォークリフト運転特別教
育参加負担金

参加者負担金等
フォークリフト運転のための特
別教育

安全衛生推進事業 19,000円×１名＝19,000円
(財)江南クレーン技能教
習所

16 19 19

環境局
大宮南部浄
化センター

防火安全協会会費 賛助会員負担金 防火安全の推進 安全衛生推進事業 3,500円×１名＝3,500円 (財)日本防火協会 4 4 4

環境局
大宮南部浄
化センター

酸素欠乏･硫化水素危険作業
主任者技能講習参加負担金

参加者負担金等
酸素欠乏･硫化水素が発生する危
険作業をする技能者の講習

安全衛生推進事業 11,500円×１名＝11,500円
(社)埼玉労働基準協会連
合会

12 12 12

環境局
大宮南部浄
化センター

特定化学物質･四アルキル鉛
等作業責任者技能講習参加
負担金

参加者負担金等
特定化学物質等を取り扱う作業
責任者の技能講習

安全衛生推進事業 9,180円×１名＝9,180円
(社)埼玉労働基準協会連
合会

9 9 9
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

環境局
大宮南部浄
化センター

特別管理産業廃棄物管理責
任者講習会参加負担金

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律

特別管理産業廃棄物管理責任者
の講習

安全衛生推進事業 12,000円×１名＝12,000円
(財)日本産業廃棄物処理
振興センター

12 12 12

環境局
大宮南部浄
化センター

ガス溶接技能講習参加負担
金

参加者負担金等 施設修繕のため 安全衛生推進事業 9,200円×１名＝9,200円
(財)労働安全衛生管理協
会

9 9 9

環境局
大宮南部浄
化センター

アーク溶接特別教育参加負
担金

参加者負担金等 施設修繕のため 安全衛生推進事業 8,400名×１名＝8,400円
(財)労働安全衛生管理協
会

9 8 8

環境局
大宮南部浄
化センター

廃棄物処理施設技術管理者
認定講習参加負担金

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律

廃棄物処理施設技術管理者の認
定講習

維持管理事業 63,000円×１名＝63,000円
(財)日本環境衛生セン
ター

63 63 63

環境局
大宮南部浄
化センター

技術管理者等スキルアップ
別研修会負担金

研修会受講費
廃棄物処理施設技術管理者の指
導育成と技術交流を目的とした
研修会

維持管理事業 18,900円×１名＝18,900円
(財)日本環境衛生セン
ター

19 19 19

環境局
大宮南部浄
化センター

廃棄物学会研究発表会参加
費

参加者負担金等 研修発表会参加費 維持管理事業 8,000円×１名＝8,000円
一般社団法人廃棄物資源
循環学会

8 8 8

環境局
大宮南部浄
化センター

公害防止主任者(水質関係)
講習会参加負担金

埼玉県生活環境保全条
例

公害防止主任者講習で技術及び
意識の向上を図る。

維持管理事業
資格認定講習受講料１名分
7,400円

埼玉県知事 0 8 0

環境局
クリーンセ
ンター西堀

ショベルローダー等運転技
能講習参加負担金

参加者負担金等 知識及び技能習得を図る 安全衛生推進事業 14,000円×１名＝14,000円 陸運労災防止協会 14 14 12

環境局
クリーンセ
ンター西堀

安全運転管理者協会負担金 会費
浦和西地区安全運転管理者協会
の地区協会費用

安全衛生推進事業 会費18,000円
浦和西地区安全運転管理
者協会

18 18 18

環境局
クリーンセ
ンター西堀

安全運転管理者講習会負担
金

参加者負担金等
浦和西地区安全運転管理者協会
主催の講習会費用

安全衛生推進事業 4,200円×１名＝4,200円
浦和西地区安全運転管理
者協会

5 5 4

環境局
クリーンセ
ンター西堀

危険物取扱者受験準備講習
会参加負担金

参加者負担金等
危険物取扱者試験の予備知識向
上の為

安全衛生推進事業 10,000円×１名＝10,000円
(社)埼玉県危険物安全協
会連合会

0 10 0

環境局
クリーンセ
ンター西堀

危険予知活動トレーナー研
修会負担金

参加者負担金等
職場のゼロ災害を目標とし具体
的な事例、情報交流を設け危険
予知に対する意識の向上を図る

安全衛生推進事業 22,000円×１名＝22,000円
(社)埼玉労働基準協会連
合会埼玉地区ゼロ災運動
推進会

22 22 22

環境局
クリーンセ
ンター西堀

小型移動式クレーン運転技
能講習会負担金

参加者負担金等 知識及び技能習得を図る 安全衛生推進事業 30,000円×１名＝30,000円
(社)日本クレーン協会埼
玉支部

30 0 28

環境局
クリーンセ
ンター西堀

玉掛け技能講習会負担金 参加者負担金等 知識及び技能習得を図る 安全衛生推進事業 19,000円×１名＝19,000円
(社)日本クレーン協会埼
玉支部

19 0 14

環境局
クリーンセ
ンター西堀

職場巡視･点検セミナー負担
金

参加者負担金等
職場の危険･有害要因を発見し、
対策を講じ、災害を未然に防ぐ
ことを目的とする

安全衛生推進事業 20,000円×１名＝20,000円 中央労働災害防止協会 20 20 20

環境局
クリーンセ
ンター西堀

酸素欠乏･硫化水素作業主任
者技能講習会負担金

参加者負担金等 知識及び技能習得を図る 安全衛生推進事業
受講料12,000円×１名＝
12,000円

(社)埼玉労働基準協会連
合会

0 12 0

環境局
クリーンセ
ンター西堀

フォークリフト運転技能講
習会負担金

参加者負担金等 知識及び技能習得を図る 安全衛生推進事業
受講料38,000円×１名＝
38,000円

陸運労災防止協会 0 38 0

環境局
クリーンセ
ンター西堀

危険物取扱者保安講習会負
担金

参加者負担金等 知識及び技能習得を図る 安全衛生推進事業
受講料4,700円×１名＝4,700
円

(社)埼玉県危険物安全協
会連合会

0 4 0

環境局
クリーンセ
ンター西堀

廃棄物処理施設技術管理者
等地方ブロック別研修会負
担金

参加者負担金等
廃棄物処理技術者の施設維持管
理の最新情報と情報交換を目的
とした研修会

維持管理事業 20,000円×１名＝20,000円
(財)日本環境衛生セン
ター

20 0 19

環境局
クリーンセ
ンター西堀

廃棄物処理施設点検補修工
事積算要領研修会負担金

参加者負担金等 知識及び技能習得を図る 維持管理事業 5,000円×１名＝5,000円 (社)全国都市清掃会議 5 5 5
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

環境局
クリーンセ
ンター西堀

廃棄物処理施設技術管理者
講習会負担金

参加者負担金等
廃棄物処理施設技術管理者認定
講習

維持管理事業
受講料115,500円×１名＝
115,500円

(財)日本環境衛生セン
ター

0 116 0

環境局
環境整備セ
ンター

廃棄物処理施設技術管理者
等地方ブロック別研修会負
担金

参加者負担金等

廃棄物処理施設の技術管理者及
び担当職員を対象に技術の近代
化･高度化に対応できる知識･技
術の向上

維持管理事業 19,000円×１名＝19,000円
(財)日本環境衛生セン
ター

19 19 19

環境局
環境整備セ
ンター

廃棄物処理施設技術管理者
中央管理者研究集会負担金

参加者負担金等
技術管理者の知識･技能の向上を
図り、施設の適正な管理を行う

維持管理事業 5,000円×１名＝5,000円
日本廃棄物処理施設技術
管理者協議会

5 5 0

環境局
環境整備セ
ンター

廃棄物処理施設技術管理者
講習負担金

参加者負担金等 施設管理 施設管理 120,000円×１名＝120,000円
(財)日本環境衛生セン
ター

0 120 0

環境局
東部リサイ
クルセン
ター

防火管理者資格取得講習会
負担金

消防法第８条
消防法第８条に基づく防火管理
者の育成及び防火の知識の習
得、及び意識向上を目的とする

防火管理者の育成及び防
火の知識の習得、及び意
識向上

講習会費6,000円 さいたま市防火管理協会 6 6 0

経済局 経済政策課
埼玉県中小企業振興公社負
担金

 埼玉県中小企業振興
後者会員規約第６条

(財)埼玉県中小企業振興公社へ
の負担金

年会費負担金 年会費12,600円
(財)埼玉県中小企業振興
公社

13 13 13

経済局 経済政策課
指定都市経済局長会議負担
金

参加者負担金等
指定都市の経済行政についての
情報、意見交換等を行うことを
目的に設置された会議の負担金

同会議運営費の一部 10,000円×２名＝20,000円 幹事市(千葉市) 20 20 6

経済局 経済政策課
指定都市経済局庶務担当課
長会議負担金

参加者負担金等

指定都市の経済行政全般におけ
る諸問題等の協議・情報交換等
を行うことを目的に設置された
会議の負担金

同会議運営費の一部 10,000円×１名＝10,000円 幹事市(堺市) 10 10 3

経済局 労働政策課
財団法人21世紀職業財団賛
助会費

財団法人21世紀職業財
団規定

21世紀職業財団では、女性労働
者の能力発揮のための職場作り
の援助、育児や介護を行う労働
者の職業生活と家庭生活の両立
支援、パートタイム労働者の雇
用管理を改善するための事業等
を実施しており、労働政策課は
会員となっている

女性労働者の能力発揮の
ための職場作りの援助、
育児や介護を行う労働者
の職業生活と家庭生活の
両立支援、パートタイム
労働者の雇用管理を改善
するための事業等

団体･法人年会費一口50,000円 (財)21世紀職業財団 50 50 50

経済局 労働政策課
指定都市勤労市民行政主管
者会議出席者分担金

大都市会議等負担金
政令指定都市18市における勤労
市民行政の諸問題等の協議･情報
交換を行う

指定都市勤労市民行政主
管者会議

3,000円×２名＝6,000円
指定都市主管者会議開催
担当市

16 6 0

経済局 労働政策課
社団法人埼玉県雇用開発協
会会費

社団法人埼玉県雇用開
発協会定款

障害者、高年齢者等の雇用並び
に就業への啓発、指導及び援助
等により雇用の促進を図り福祉
の向上に寄与

障害者、高年齢者等の雇
用並びに就業への啓発、
指導及び援助、研修等

年会費15,000円 (社)埼玉県雇用開発協会 15 15 15

経済局
産業展開推
進課

政令指定都市金融主管課長
会議負担金

指定都市金融主管課長
会議参加者負担金等

政令指定都市17市における金融
行政の諸問題等の協議･情報交換
を行う

政令指定都市金融主管課
長会議

4,000円×１名＝4,000円
政令指定都市金融主管課
長会議開催幹事市(堺市)

9 4 4

経済局
産業展開推
進課

経理･簿記決算書等研修会負
担金

参加者負担金等
融資事務に必要な企業会計等の
基本的知識の習得

ＮＯＭＡ公開セミナー 32,000円×１名＝32,000円 (社)日本経営協会 32 32 0

経済局
産業展開推
進課

指定都市中小企業支援担当
課長会議負担金

参加者負担金等
中小企業支援施策についての情
報、意見交換等を行うことを目
的に設置された会議の負担金

同会議運営費の一部 10,000円×１名＝10,000円
指定都市中小企業支援担
当課長会議開催幹事市
(堺市)

10 10 6

経済局
産業展開推
進課

八都県市合同商談会負担金 商談会の出展料 企業同士のマッチングを図る 商談会への参加費 政令指定都市一律250,000円
八都県市合同商談会実行
委員会

250 250 250

経済局
産業展開推
進課

埼玉県国際経済交流懇話会
負担金

埼玉県国際経済交流懇
話会規約

国際ビジネスを目指す企業との
情報交換

会員負担金 年会費10,000円
埼玉県国際経済交流懇話
会

10 10 10

経済局
産業展開推
進課

埼玉国際ビジネスサポート
センター運営費負担金

埼玉国際ビジネスサ
ポートセンター運営協
議会会則

市内企業の国際ビジネス支援及
び外国企業の本市立地促進

運営経費の一部
運営費33,964,000円の一部を
負担

埼玉国際ビジネスサポー
トセンター運営協議会

12,960 12,000 12,000
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

経済局
産業展開推
進課

外国企業誘致担当者育成ス
クール参加費

研修会参加費
職員の外国企業誘致に対する理
解を図る

研修への参加費 研修参加費40,000円
独立行政法人日本貿易機
構

40 40 40

経済局 商工振興課
全国特定市計量行政協議会
全国会議負担金

参加者負担金等

計量行政に関し、都市間相互に
おいて緊密な連携を保ち、適正
な計量の実施を確保し、もって
経済の発展及び文化の向上に寄
与する

同会議運営費の一部 年間18,000円 幹事市(横浜市) 20 18 18

経済局 商工振興課
全国特定市計量行政協議会
関東甲信越地区協議会負担
金

参加者負担金等

計量行政に関し、都市間相互に
おいて緊密な連携を保ち、適正
な計量の実施を確保し、もって
経済の発展及び文化の向上に寄
与する

同会議運営費の一部 5,000円×１名＝5,000円 幹事市(大和市) 5 5 0

経済局 商工振興課
政令指定都市計量行政協議
会負担金

参加者負担金等

計量行政に関し、都市間相互に
おいて緊密な連携を保ち、適正
な計量の実施を確保し、もって
経済の発展及び文化の向上に寄
与する

同会議運営費の一部 会議の開催･運営に要する経費 幹事市(横浜市) 195 8 195

経済局 商工振興課
伝統的工芸品産業振興協会
負担金

(財)伝統的工芸品産業
振興協会寄附行為第36
条

国の伝統工芸品に指定されてい
る｢江戸木目込人形｣｢岩槻人形｣
の特別会員としての負担金

年会費負担金 年会費50,000円
(財)伝統的工芸品産業振
興協会

50 50 50

経済局 商工振興課
指定都市商業担当課長会議
負担金

参加者負担金等

指定都市の商業行政全般におけ
る諸問題等の協議・情報交換等
を行うことを目的に設置された
会議の負担金

同会議運営費の一部 10,000円×１名＝10,000円 幹事市(川崎市) 10 10 3

経済局 商工振興課
大都市圏関係都市工業担当
課長会議負担金

参加者負担金等

指定都市の工業行政全般におけ
る諸問題等の協議・情報交換等
を行うことを目的に設置された
会議の負担金

同会議運営費の一部 5,000円×２名＝10,000円 幹事市(新潟市) 10 10 10

経済局 農業政策課 埼玉農林統計協会負担金 埼玉農林統計協会規約
農林水産省･県及び関係機関との
連携強化

負担金 協会規約 埼玉農林統計協会 44 44 44

経済局 農業政策課
政令指定都市農政主管者(局
長級)会議参加者負担金

参加者負担金等
指定都市の農業行政についての
情報、意見交換等を行うことを
目的に設置された会議の負担金

参加者負担金 12,000円×１名＝12,000円 幹事市 24 12 0

経済局 農業政策課
北足立農業振興協議会負担
金

北足立農業振興協議会
規約

園芸農家の安定を図るため、生
産の合理化を図る組織的に推進
することを目的とする

負担金
均等割り60％
農家割:農地面積40％
農号組成産額割

北足立農業振興協議会 30 29 29

経済局 農業政策課
さいたま農業改良普及協議
会負担金

さいたま地区農業改良
普及協議会規約

さいたま農業改良普及センター
管内の市町･関係機関の連絡協調
を密にし、管内農業生産や農家
生活の向上を図るため、農業普
及事業を円滑に実施する

負担金
均等割り50％
農家戸数割30％
耕地面積割20％

さいたま地域農業改良普
及協議会

318 236 236

経済局 農業政策課 埼玉県畜産会負担金 埼玉県畜産会規約 運営費の一部負担金 負担金 規約による 埼玉県畜産会 95 95 95

経済局
農業環境整
備課

政令指定都市農政主管者(局
長級)会議参加者負担金

参加者負担金等
指定都市の農業行政についての
情報、意見交換等を行うことを
目的に設置された会議の負担金

参加者負担金 12,000円×１名＝12,000円 幹事市 0 12 0

経済局
農業環境整
備課

見沼代用水協力協議会負担
金

見沼用水協力協議会規
約

自然と機能の均衡を保ちながら
親水と治水の両面から水辺の特
性を生かした整備を行う

負担金
人口割2,193,000円＋水路割
1,189,000円＋均等割20,000円
＝3,402,000円

見沼代用水土地改良区 3,402 3,402 3,402

経済局
農業環境整
備課

埼玉県土地改良事業団体連
合会負担金

埼玉県土地改良事業団
体連合会規約

埼玉県土地改良事業団体連合会
の会員となっている。国県等の
補助金を受けて工事を毎年実施
しているが、工事費の割合によ
り、負担金を納入している

負担金

[一般賦課金]24,000円
[特別賦課金(県営事
業)]163,300円
合計187,300円

埼玉県土地改良事業団体
連合会

216 188 217
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

経済局
農業環境整
備課

埼土連さいたま支所土地改
良推進協議会負担金

埼土連さいたま支所土
地改良推進協議会規約

支所管内における土地改良事業
発展のため、会員相互の連絡を
図り､事業の調査研究を行い、こ
れを推進する

負担金

市内農振農用地面積2,900ｈａ
面積割:80円/ｈａ当たり
2,900ha×80円/ｈａ＝232,000
円
均等割:10,000円

埼土連さいたま支所土地
改良推進協議会

242 242 242

経済局
農業環境整
備課

埼玉県農業農村振興対策協
議会負担金

埼玉県農業農村振興対
策協議会規約

新農業構造改善事業の先進市視
察研修会等を開催し､他市との連
絡を密にする

負担金 基礎会費15,000円
埼玉県農業農村振興対策
協議会

15 15 15

経済局
農業環境整
備課

埼玉県土地改良県営部会負
担金

埼玉県土地改良県営部
会規約

国県等の補助金を受けて工事を
毎年実施しているが、工事費の
割合により、負担金を納入して
いる

負担金
均等割:1,000円
事業割:1,300円

埼玉県土地改良事業団体
連合会

2 2 3

経済局
農業環境整
備課

隼人掘･姫宮掘悪水路組合負
担金

隼人掘･姫宮掘悪水路
組合規約

農業排水を円滑にするため、隼
人掘･姫宮掘の幹線水路の維持管
理を図る

負担金
均等割:10,000円
受益割:70円/ｈａ×69.84ｈａ
≒4,889円

隼人掘･姫宮掘悪水路組
合

15 14 14

経済局
農業環境整
備課

末田須賀堰連絡協議会負担
金

末田須賀堰連絡協議会
規約

末田須賀堰の管理運営を円滑に
進め、農業用水の安定確保と洪
水調整機能の向上を図る

負担金 定額20,000円 末田須賀堰連絡協議会 20 20 20

経済局
農業環境整
備課

末田大用水改修促進協議会
負担金

末田大用水改修促進協
議会規約

元荒川右岸の自然条件、社会環
境、営農形態の変化に伴い、不
安定化した農業用排水路機能を
回復し、地域に親しまれる水路
に改修する

負担金 定額20,000円
末田大用水改修促進協議
会

50 20 20

経済局
農業環境整
備課

元荒川農業水利確保対策委
員会負担金

元荒川農業水利確保対
策委員会規約

見沼から元荒川に補給している
用水の負担金

負担金

総額5,000,000円を元荒川土地
改良区の前年度賦課面積によ
り関係市で負担する。
5,000,000円×47.90％＝
2,395,000円

見沼代用水土地改良区 2,378 2,395 2,378

経済局
農業環境整
備課

末田須賀堰維持管理費負担
金

管理負担金に関する協
定書

末田須賀堰の維持管理費 負担金

末田須賀堰維持管理費負担金
2,079,000円(その他)平成21年
度維持管理費予定総額
43,272,000円
負担割合:国庫補助＝総額の
55％(23,779,000円)
４市:総額の45％の10.68％
43,272,000円×45/100×
10.68/100≒2,080,000円

埼玉県さいたま農林振興
センター

2,721 2,080 2,579

経済局
農業環境整
備課

農業揚水ポンプ場管理負担
金

締結協議書

上山口新田南大通線ポンプ機場
の維持管理については､管理に関
する協議書により､市が組合に負
担する

負担金
保守点検及び操作(協議
書)50,000円

中川用排水維持管理組合 50 50 50

経済局
農業環境整
備課

大橋井堰管理負担金
大橋井堰の管理に関す
る協定書

大橋井堰の管理を円滑に行い、
第一及び第二用水の農業用水の
安定確保を図る

負担金
管理費350,000円、通報システ
ム54,000円、水位観測117,600
円

大橋井堰管理委員会 522 522 517

経済局
農業者ト
レーニング
センター

緑の相談所連絡会議出席者
負担金

緑の相談所連絡会議開
催要領

緑の相談所設置運営管理に要す
る情報交換、技術交流を行う

会議等の参加
緑の相談所連絡会議出席者負
担金年額

緑の相談所連絡協議会 10 10 10

経済局
農業者ト
レーニング
センター

さいたま市防火安全協会講
習会負担金

消防法等
農業者トレーニングセンター防
火管理体制の確立

農業者トレーニングセン
ター

6,000円×１回＝6,000円
さいたま市防火安全協会
等

0 6 0

経済局
見沼グリー
ンセンター

全国市立農場協議会負担金
参加者負担金等(全国
市立農場協議会規約に
よる)

農場間の連絡協調を強化し、各
農場機能の充実と職員の資質の
向上を図ること

全国市立農場協議会を１
年に１回開催

協議会負担金5,000円
１農場当り10,000円

全国市立農場協議会 15 15 15

経済局
見沼グリー
ンセンター

東部ブロック市立農場協議
会負担金

参加者負担金等(東部
ブロック市立農場協議
会規約による)

農場間の連絡協調を強化し、各
農場機能の充実と技術者指導の
向上を図り、農業振興に寄与

東部ブロック内の技術
者、場長会議を各１回

協議会負担金13,000円×２回
＝26,000円
１農場当り20,000円

東部ブロック市立農場協
議会

46 46 46

経済局
見沼グリー
ンセンター

さいたま市防火安全協会講
習会負担金

消防法等
見沼グリーンセンターと春おか
広場の防火管理体制の確立

見沼グリーンセンターと
春おか広場の合計２か所

会費6,000円×２回＝12,000円
さいたま市防火安全協会
等

12 12 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

経済局
見沼グリー
ンセンター

見沼土地改良区負担金
見沼代用水土地改良区
定款第24条

農業生産の基盤及び開発を図
り、農業総生産の増大を図る

改良区の運営費の一部を
負担する

農場面積50,292㎡×3.98円(1
㎡当り)＝200,160円

見沼代用水土地改良区理
事長

201 201 200

経済局 観光政策課
(社)埼玉県物産観光協会負
担金

(社)埼玉県物産観光協
会定款第７条

本県観光振興を目的とする当該
団体の財政基盤の確立と組織強
化のため会費を負担するもので
ある

年会費負担金 3,000円×26口＝78,000円 (社)埼玉県物産観光協会 78 78 78

経済局 観光政策課
コンベンション事業参加負
担金

参加者負担金等

(社)さいたま観光コンベンショ
ンビューローが主催するコンベ
ンションに関する視察会、研修
会等への参加負担金等

事業費、管理費等運営費
の一部

20,000円×２名＝40,000円
(社)さいたま観光コンベ
ンションビューロー

40 40 0

経済局 観光政策課
ジャパン･フィルムコミッ
ション会費

特定非営利活動法人
ジャパン･フィルムコ
ミッション定款第８条

全国的に発足しつつあるフィル
ム･コミッションの状況を把握
し、他都市との連携を図りなが
ら事業を推進させる

同会議運営費の一部 100,000円×１口＝100,000円
ジャパン･フィルム･コ
ミッション

100 100 100

経済局 観光政策課 大都市観光協議会分担金 参加者負担金等
都市観光行政面における共通の
問題について連絡調整を図り、
その円滑なる運営を期する

同会議運営費の一部 10,000円×１名＝10,000円 幹事市(神戸市) 10 10 10

経済局 国際課
ＪＥＴプログラム団体割会
費(自治体国際化協会年会費
負担金)

外国青年招致事業に係
る会費に関する規則

外国語教育の充実とともに諸外
国との相互理解と地域の国際化
推進を図る

語学指導等を行う外国青
年招致事業(ＪＥＴプログ
ラム)

正会員(都道府県･政令指定都
市):団体割会費1,350,000円

(財)自治体国際化協会 1,350 1,350 1,350

経済局 国際課 自治体国際化協会分担金
財団法人自治体国際化
協会寄附行為

国際化に対応した地域社会の振
興と地方公共団体の人材養成を
図る

地方公共団体の国際化施
策に対する支援事業

100億円×41％×(さいたま市
売上額／年末ジャンボ宝くじ
全国売上額)×１/２×0.8

(財)自治体国際化協会 16,000 16,000 15,000

都市局 都市総務課
(財)都市みらい推進機構負
担金

財団法人都市みらい推
進機構寄付行為、賛助
会員規定

都市の活性化に関する調査･研
究、情報･資料の収集･提供等を
実施し、民間の技術と経験を生
かしつつ地域社会と調和した活
力ある都市づくりの推進を図る

都市の活性化に資する計
画･事業手法等に関する調
査･研究、情報収集及び提
供講演会等の開催言等

賛助会員規定第３条(第２種会
員)

(財)都市みらい推進機構
会長

200 200 200

都市局 都市総務課 埼玉県都市計画協会負担金
埼玉県都市計画協会会
則

都市計画及び都市計画事業に寄
与する

都市計画及び都市計画事
業に関する調査研究及び
啓蒙宣伝、都市計画事業
の促進、研究会等の開催
等

会則第19･20条(政令指定都市
適用)

埼玉県都市計画協会会長
(川口市)

100 100 100

都市局 都市総務課 (財)都市計画協会負担金
(財)都市計画協会会費
徴収規定

都市計画及び都市計画事業に寄
与する

都市計画及び都市計画事
業に関する調査研究及び
啓蒙宣伝、都市計画事業
の促進、研究会等の開催
等

第１条基本額人口100万人以上
266,000円･補正額57,000円

(財)都市計画協会会長 340 323 323

都市局 都市総務課 日本都市計画学会負担金
社団法人日本都市計画
学会定款

会員の研究発表、知識の交換並
びに会員相互間及び関連学協会
との連絡提携の場となり、都市
計画に関する学術の進歩普及を
図り、もって学術･文化の発展に
寄与する

学会誌等の発行、研究発
表会等の開催、都市計画
の調査及び研究等

定款第８条(賛助会員１口)
(社)日本都市計画学会会
長

30 30 30

都市局 都市総務課 建設広報協議会負担金
(社)建設広報協議会定
款

道路、治水、利水、住宅、都市
施設等の国土建設事業に関する
広報活動を推進し、こららの諸
事業に対する国民の関心を高
め、国土の保全と開発の推進に
寄与する

国土建設事業に関する広
報宣伝、情報の収集、刊
行物の編集及び刊行、行
事開催等

定款第８条 (社)建設広報協議会会長 50 50 50

都市局 都市総務課 都市計画全国大会参加費 参加者負担金等

全国の都市計画関係者が一同に
会し、まちづくりの実践につい
ての研究成果を発表して意見交
換をする

大会参加費用 20,000円×１名＝20,000円 (財)都市計画協会会長 20 20 18

都市局 都市総務課
第１３４回大都市土木協議
会参加費

参加者負担金等

大都市土木担当部局が施行する
事業に関する問題点及び状況等
において各都市が意見交換会を
行う

会議参加費用 5,000円×２名＝10,000円
大都市土木協議会(東京
都)

10 10 8
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

都市局 都市総務課
第１３５回大都市土木協議
会参加費

参加者負担金等

大都市土木担当部局が施行する
事業に関する問題点及び状況等
において各都市が意見交換会を
行う

会議参加費用 5,000円×２名＝10,000円
大都市土木協議会(さい
たま市)

5 10 4

都市局 都市総務課 研修参加負担金 参加者負担金等
都市計画等に関する知識･視野の
向上を図る講座に参加し職員の
自己啓発に寄与する

研修参加負担金 30,450円×１名＝60,900円 開催団体等 61 61 61

都市局 都市総務課
政令市都市計画主管局長会
議

政令市都市計画主管局
長会議運営要綱

政令指定都市間における都市計
画行政に係る意見交換を行う

都市計画事業全般
要綱第６条:会議費5,000円、
視察費5,000円

政令市都市計画主管局長
会議開催事務局(さいた
ま市)

20 20 7

都市局 都市計画課
屋外広告物適正化十都県市
協議会負担金

屋外広告物適正化十都
県市協議会規約第８条

屋外広告物の適正化の推進及び
屋外広告物条例の啓発を広域的
に行い、街の美観等を図る

屋外広告物行政
協議会規約８条１団体372,900
円

屋外広告物適正化十都県
市協議会会長

373 373 373

都市局 都市計画課 都市防災推進協議会負担金
都市防災推進協議会規
約

都市防災の制度設置、拡充及び
事業の推進、都市防災に関する
調査･研究、情報交換により安全
な都市形成を資する

都市防災
協議会規約第10条１団体
60,000円

都市防災推進協議会会長
(兵庫県知事)

60 60 60

都市局 都市計画課
埼玉県住環境整備推進協議
会負担金

埼玉県住環境整備推進
協議会会則

会員相互の連携を緊密にすると
ともに、住環境整備に関する知
識と技術の向上を図り、住環境
整備事業の円滑な進展に資する

住環境整備
会則第13条第２項市負担
30,000円

埼玉県住環境整備推進協
議会会長

30 30 30

都市局 都市計画課
全国住環境整備推進協議会
合同部会参加負担金

全国住環境整備事業推
進協議会会則

都道府県及び政令市において、
住環境整備推進事業等に係る、
現行事業制度等を調査するとと
もに、今後の方向性を検討し、
住環境整備事業等の推進に資す
る

住環境整備事業

事業推進･改善方策検討部会設
置要綱第６条(必要の都度会員
負担)会員負担金5,000円、視
察負担金3,000円

全国住環境整備事業推進
協議会三部会合同検討部
会開催運営費権限受任者

8 7 6

都市局 都市計画課
各種研修会、講習会参加負
担金

参加者負担金等

各種協議会、民間団体等が開催
する研修会･講演会等に参加する
ことで、より専門知識を習得す
る

都市計画事業全般
(特に、当該年度の主要事
業及び次年度推進予定の
事業)

受講参加費 開催団体等 70 60 44

都市局 都市計画課 ＩＮＥＸ推進協議会負担金
ＩＮＥＸ推進協議会規
約第９条第２項

都市計画に関する情報の有機的
交流を支援する機能的かつ充実
したデータバンクの開発を含
め、幅広国際的な都市交流を推
進する

国際都市計画事業 負担金１市600,000円 ＩＮＥＸ推進協議会会長 600 600 600

都市局 都市計画課
関東甲信越都市計画主管課
長会議参加者負担金

参加者負担金等

都市計画の最新の動きや各団体
が抱える問題点及び状況につい
て意見交換を行い、また国土交
通省の助言･指導等を受け業務の
参考とする

都市計画事業全般
会議費2,000円
現地調査費3,000円

関東甲信越都市計画主管
課長会議事務局(茨城県
予定)

6 5 3

都市局 都市計画課
関東甲信越都市計画担当者
会議参加者負担金

参加者負担金等

関東甲信越の１都９県４政令市
において都市計画の最新の動き
や諸問題･状況等について、実務
担当者間の意見交換を行う

都市計画事業全般 会議費3,000円
関東甲信越都市計画担当
者会議事務局(千葉県)予
定

6 3 2

都市局 都市計画課
全国地区計画推進協議会負
担金

全国地区計画推進協議
会規約

地区計画等の推進方策の研究、
知識の普及、啓蒙等を行い、魅
力あるまちづくりに寄与する

地区計画全般
規約第13条の運用、負担金
50,000円

全国地区計画推進協議会
会長(埼玉県知事)予定

45 45 45

都市局 都市計画課
ＮＯＭＡ行政管理研修負担
金

参加者負担金等 先進事例･手法の取得のため 都市計画事業全般 30,450円 (社)日本経営協会 0 0 30

都市局 都市計画課
各種研修会、講習会参加負
担金

道路交通法第74条の２
第５項

各種協議会、民間団体等が開催
する研修会･講演会等に参加する
ことで、より専門知識を習得す
る

都市計画事業全般 受講参加費 開催団体等 33 33 20

都市局 都市計画課
各種研修会、講習会参加負
担金

道路交通法第74条の２
第５項

各種協議会、民間団体等が開催
する研修会･講演会等に参加する
ことで、より専門知識を習得す
る

都市計画事業全般 受講参加費 開催団体等 31 30 22
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

都市局 都市計画課
都市景観形成推進協議会年
間負担金

都市景観形成推進協議
会規約

魅力ある景観の創造を図るた
め、各都市が相互に交流を深
め、共通の課題を協議し、もっ
て施策の推進に資する

都市景観事業
都市景観形成推進協議会規約
第８条及び協議会運営規則
１都市30,000円

都市景観形成推進協議会
会長

30 30 30

都市局 都市計画課
都市景観形成推進協議会参
加負担金

都市景観形成推進協議
会運営規則

魅力ある景観の創造を図るた
め、各都市が相互に交流を深
め、共通の課題を協議し、もっ
て施策の推進に資する

都市景観事業
都市景観形成推進協議会規約
第８条及び協議会運営規則
幹事会１回、研究会２回

都市景観形成推進協議会
幹事会事務局及び研究会
事務局

19 12 19

都市局 都市計画課
都市づくりパブリックデザ
インセンター賛助会費

寄付行為

都市における公共空間のデザイ
ンに関する総合的な調査研究及
び技術開発等を行い、魅力ある
都市空間の創造

魅力ある都市空間の創造

都市づくりパブリックデザイ
ンセンター賛助会員規程第５
条
政令指定都市100,000円

(財)都市づくパブリック
デザインセンター理事長

100 100 100

都市局 都市計画課
都市づくりパブリックデザ
インセンター会議負担金

都市づくりパブリック
デザインセンター賛助
会員規程

都市における公共空間のデザイ
ンに関する総合的な調査研究及
び技術開発等を行い、魅力ある
都市空間の創造

魅力ある都市空間の創造

都市景観現地見学会5,000円
都市景観実務研修会4,000円
景観行政講習会3,000円
(Ｈ21年度事業予定)

(財)都市づくりパブリッ
クデザインセンター理事
長

16 12 6

都市局 交通企画課
武蔵野線旅客輸送改善対策
協議会負担金

武蔵野線旅客輸送改善
対策協議会規約

武蔵野線の旅客輸送改善と関係
地域の発展を図る

協議会分担金
均等割12,000円＋(停車駅数５
駅×3,000円)＝27,000円

武蔵野線旅客輸送改善対
策協議会

27 27 27

都市局 交通企画課
ＪＲ川越線整備促進協議会
負担金

ＪＲ川越線整備促進協
議会規約

ＪＲ川越線全線の複線化等を促
進し、沿線の輸送力増強と関係
地域の発展を図る

協議会負担金
均等割33,750円＋延長割
24,380円＋人口割28,917円＝
87,047円

ＪＲ川越線整備促進協議
会

87 87 87

都市局 交通企画課
東武野田線整備促進期成同
盟会負担金

東武野田線整備促進期
成同盟会規約

東武野田線利用者の利便性向上
と東武野田線の複線化及びＪＲ
京浜東北線と東武野田線の相互
乗入れを早期に実現させる

同盟会負担金 政令指定都市40,000円
東武野田線整備促進期成
同盟会

40 40 40

都市局 交通企画課
ＪＲ宇都宮線整備促進連絡
協議会負担金

ＪＲ宇都宮線整備促進
連絡協議会規約

関係地域の調和ある発展と沿線
住民の利便向上を図るため、宇
都宮線の整備を促進を図る

協議会負担金 １団体5,000円
ＪＲ宇都宮線整備促進連
絡協議会

5 5 5

都市局 交通企画課
都市モノレールセミナー負
担金

参加者負担金等

情報収集や先進事例等の調査を
行ない様々な角度から本市にふ
さわしい交通ネットワークの構
築を検討する

セミナー参加者負担金 10,000円×１名＝10,000円 (社)日本モノレール協会 10 10 10

都市局 交通企画課 交通政策フォーラム負担金 参加者負担金等

情報収集や先進事例等の調査を
行ない様々な角度から本市にふ
さわしい交通ネットワークの構
築を検討する

フォーラム参加者負担金 25,000円×１名＝25,000円 地域科学研究会 25 25 0

都市局 交通企画課 都市交通全国会議参加費 参加者負担金等

都市交通に関する調査･研究･情
報交換を行い、国･県･市町村等
における都市交通計画に関する
業務レベルの向上を図る

会議参加負担金 10,000円×１名＝10,000円
都市交通計画全国会議実
行委員会

10 10 5

都市局 交通企画課
関東ブロック都市交通担当
者会議参加費

参加者負担金等

都市交通に関する調査･研究･情
報交換を行い、国･県･市町村等
における都市交通計画に関する
業務レベルの向上を図る

会議参加負担金 9,000円×１名＝9,000円
関東ブロック都市交通担
当者会議事務局

9 9 8

都市局 交通企画課
東京都市圏交通計画協議会
年会費

東京都市圏交通計画協
議会規約第11条による

東京都市圏における総合的な都
市交通計画の推進に資する

年会費 会費600,000円
東京都市圏交通計画協議
会

600 600 600

都市局 交通企画課 カーフリーデー年会費 年会費

ＥＭＷ,ＥＩＴＷＭＣからの情報
提供、ナショナルコーディネー
ターからのアドバイス、写真･パ
ンフレット･ロゴ･パネルデータ
等の使用が可能となる

年会費 年会費100,000円
ヨーロッパカーフリー
デー日本担当オフィス

100 100 100

都市局 交通企画課 交通工学講習会参加費 参加者負担金等

道路における平面交差の計画と
設計、道路交通空間のバリアフ
リーの解説や事例の紹介により
今後の事業の促進に寄与する

講習会参加負担金
20,000円×１名×１回＝
20,000円

(社)交通工学研究会 20 20 7
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

都市局 交通企画課 各種研修･講習会負担金 参加者負担金等
都市経営セミナー:全国と都市自
治体における政策づくりや行財
政改革に資する

研修会参加負担金
10,000円×１名×４回＝
40,000円

(財)計量計画研究所他 40 40 12

都市局 交通企画課 都市計画セミナー参加費 参加者負担金等

新時代における都市計画運用指
針の実践として講演や事例報告
を行い、今後の都市施設･市街地
整備促進を図り住みよいまちづ
くりに貢献する

セミナー参加負担金
12,000円×１名×２回＝
24,000円

(社)日本都市計画学会 24 24 0

都市局 交通企画課
交通バリアフリー協議会会
費

交通バリアフリー協議
会定款第３章第８条に
よる

利用者のニーズを反映した公共
交通バリアフリー技術の開発･普
及と人材の育成により、公共交
通バリアフリー化を推進し、誰
もが安心して円滑に移動ができ
る社会の実現を通じて社会貢献
する

年会費 年会費60,000円
(社)交通バリアフリー協
議会

60 60 60

都市局 都市施設課 都市駐車対策協議会負担金
都市駐車対策協議会規
約

都市駐車対策協議会出席負担金 会議参加にかかる会費 10,000円×２回＝20,000円 都市駐車対策協議会 20 20 0

都市局 都市施設課
全国自転車問題自治体連絡
協議会負担金

全国自転車問題自治体
連絡協議会負担金

全国自転車問題自治体連絡協議
会負担金

年会費 年会費20,000円
全国自転車問題自治体連
絡協議会

20 20 20

都市局 都市施設課
全国自転車問題自治体連絡
協議会総会負担金

全国自転車問題自治体
連絡協議会規約

全国自転車問題自治体連絡協議
会総会負担金

講習会参加負担金 5,000円×２名＝10,000円
全国自転車問題自治体連
絡協議会

10 10 10

都市局 都市施設課
全国自転車問題自治体連絡
協議会研修会負担金

全国自転車問題自治体
連絡協議会規約

全国自転車問題自治体連絡協議
会研修会負担金

講習会参加負担金 15,000円×２名＝30,000円
全国自転車問題自治体連
絡協議会

30 30 20

都市局 都市施設課
再生自転車海外譲与自治体
連絡会分担金

再生自転車海外譲与自
治体連絡会規約

開発途上国に優良自転車を譲与
し、国際協力に寄与する

年会費 各自治体1,000,000円
再生自転車海外譲与自治
体連絡会会

1,000 1,000 1,000

都市局 都市施設課
全国駐車場案内システム協
議会会費

全国駐車場案内システ
ム協議会会則による

駐車場システムのあり方、その
促進方法について幅広い検討を
行い、駐車場案内システムの円
滑な推進に寄与する

年会費 年会費30,000円
全国駐車場案内システム
協議会

30 30 0

都市局 都市施設課
全国駐車場案内システム協
議会講習会負担金

全国駐車場案内システ
ム協議会会則による

駐車場システムのあり方、その
促進方法について幅広い検討を
行い、駐車場案内システムの円
滑な推進に寄与する

講習会参加負担金 15,000円×１名＝15,000円
全国駐車場案内システム
協議会

15 15 0

都市局 都市施設課 駐車施策講習会参加費 参加者負担金等
駐車場整備の促進に貢献し、道
路の安全かつ円滑な交通の確
保、都市機能の向上に寄与する

講習会参加負担金 9,000円×１名＝9,000円 (財)駐車場整備推進機構 9 9 9

都市局 都市施設課 道路交通講習会参加費 参加者負担金等

道路における平面交差の計画と
設計に関する解説や事例の紹介
により今後の事業の促進に寄与
する

講習会参加負担金 20,000円×１名＝20,000円 (社)交通工学研究会 20 20 31

都市局 都市施設課 都市計画研修会参加費 参加者負担金等

都市活性化対策事業を推進し、
駐車場･駐輪場整備やＴＤＭ施
策、ＰＦＩ事業等の講演により
今後の都市計画に貢献する

研修会参加負担金 10,000円×１名＝10,000円 (財)計量計画研究所 10 10 12

都市局 都市施設課 各種研修･講習会負担金 参加者負担金等
都市経営セミナー、全国と都市
自治体における政策づくりや行
財政改革に資する

研修会参加負担金 会費40,000円 (財)計量計画研究所他 40 40 42

都市局 都市公園課 日本公園緑地協会負担金
社団法人日本公園緑地
協会会費納入規定

都市公園の整備をはじめとする
新世紀にふさわしい緑豊かな安
全で美しい都市環境の創出を図
る

研究調査、公園緑地事業
等推進活動、公園緑地情
報の発信及び講習会

年会費340,000円 (社)日本公園緑地協会 320 320 320

都市局 都市公園課
日本公園緑地協会全国大会
負担金

参加者負担金等
都市公園事業等を促進し、安全
で緑豊かな都市環境の形成を推
進する

全国大会参加にかかる会
費

13,000円×１名＝13,000円 (社)日本公園緑地協会 13 13 10
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

都市局 都市公園課
全国都市公園整備促進協議
会負担金

全国都市公園整備促進
協議会会則

加盟地方公共団体が協力して、
公園緑地問題を総合的に研究
し、公園緑地整備を図るための
税財政上の具体的方策を推進す
る

総会、全国大会の開催及
び政府への要望活動の実
施

年会費50,000円
全国都市公園整備促進協
議会

47 47 47

都市局 都市公園課
埼玉県都市公園整備促進協
議会負担金

埼玉県都市公園整備促
進協議会会則

県及び市町村が協力して都市公
園行政の推進を図る

都市公園の啓蒙、講習会
等の開催、会員相互の情
報交換及び連絡調整

年会費80,000円
埼玉県都市公園整備促進
協議会

80 80 80

都市局 都市公園課
関東甲信越都市公園担当者
会議負担金

参加者負担金等
関東甲信越共通の問題について
協議･検討する

会議参加にかかる会費 6,000円×２名＝12,000円
関東甲信越都市公園担当
課長会議事務局

12 12 3

都市局 都市公園課
大都市公園緑地問題協議会
参加負担金

大都市公園緑地問題協
議会会則

大都市の公園緑地並びに緑化事
業の推進を図るとともに、都市
共通の問題を協議、研究し、公
園緑地行政の円滑な実施と向上
を図る

総会、全国大会の開催
広報活動の実施

年会費110,000円
大都市公園緑地問題協議
会

100 100 100

都市局 都市公園課
大都市公園緑地問題協議会
主幹者会議負担金

参加者負担金等
大都市共通の問題について協議･
検討する

会議参加にかかる会費 12,000円×２名＝24,000円
大都市公園緑地問題協議
会主幹者会議･実務担当
者会議事務局

30 24 24

都市局 都市公園課
大都市公園緑地問題協議会
担当者会議負担金

参加者負担金等
大都市共通の問題について協議･
検討する

会議参加にかかる会費 12,000円×２名＝24,000円
大都市公園緑地問題協議
会主幹者会議･実務担当
者会議事務局

30 24 24

都市局 都市公園課
大都市公園機能実態共同調
査実行委員会負担金

大都市都市公園機能実
態共同調査実行委員会
規約

(社)日本公園緑地協会、東京都
及び政令指定都市が共同で行う｢
都市公園機能実態調査｣を円滑に
推進する

共同調査の調査委託 年会費3,000,000円
大都市都市公園機能実態
共同調査実行委員会

3,000 3,000 3,000

都市局 都市公園課 見沼土地改良区組合費 土地改良区定款第24条
土地改良区域のかんがい施設及
び水路の維持管理

高沼児童遊園地内の用水
組合費3.98円×879㎡≒3,500
円

見沼代用水土地改良区 4 4 3

都市局 都市公園課 公園緑地講習会等負担金 参加者負担金等
最新の専門的、技術的情報等を
学ぶ

各種講習会 会費40,000円 各種講習会実施団体 40 40 41

都市局 都市公園課 埼玉県体育施設協会負担金
埼玉県体育施設協会規
約

県内における体育施設の適正な
運営について研究協議し、体育
運動の振興に寄与する

研究協議会、研修会等 年会費10,000円 埼玉県体育施設協会 10 10 10

都市局
みどり推進
課

日本さくらの会負担金
財団法人日本さくらの
会寄付行為

国花である｢さくら｣を愛する心
を広く国民に呼びかけ、その恒
久的な保存、育成及び普及の方
策を研究してその推進を奨励
し、｢さくら｣による国土の美化
をはかり、国民の明朗高雅なる
精神を昂揚し、｢さくら｣を通じ
て国際親善に資する

さくら植樹事業、さくら
の愛護･保存･育成事業、
さくらを通じた国際･文化
交流事業、サクラ研究発
表会の開催、｢さくらの
日｣制定および全国大会の
開催、｢日本さくらの女
王｣選出大会、｢さくら名
所100選｣の選定、さくら
に関する書籍等の出版等

会費10,000円 (財)日本さくらの会 10 10 10

都市局
みどり推進
課

(社)埼玉県緑化推進委員会
年会費

社団法人埼玉県緑化推
進委員会定款

県土の緑化運動及び緑の基金を
推進することにより、森林資源
の造成、県土の保全及び水資源
のかんよう並びに生活環境の緑
化を図り、もって国土の緑化及
び国際的な緑化に寄与する

緑の募金事業、緑の募金
緑化事業(学校、公園等公
共施設の緑化)、緑化普及
啓発事業(学校緑化･緑化
ポスターコンクール)、森
林ボランティアや緑の少
年団の育成、ゴルファー
の緑化促進協力会委託事
業等

会費100,000円
(社)埼玉県緑化推進委員
会

100 100 100

都市局
みどり推進
課

八都県市緑化政策専門部会
負担金

八都県市環境問題対策
委員会緑化政策専門部
会要領

緑の保全及び市街地を中心とす
る緑の増加施策を調査、検討す
る

会議参加にかかる会費 会費200,000円
八都県市緑化政策専門部
会

200 200 200
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

都市局 開発調整課
関東甲信越ブロック開発許
可担当主管課長会議負担金

参加者負担金等

開発許可等事務を施行する都道
府県･政令市･中核都市で開発許
可に関する諸問題について協議
調整を行い事務の円滑な運営を
図る

都道府県･政令市･中核市
等による開発許可行政に
関する協議調整及び情報
交換

2,000円×３名＝6,000円
関東甲信越ブロック開発
許可担当主管課長会幹事
(山梨県)

6 6 6

都市局 開発調整課
大都市開発行政主管課長会
議負担金

参加者負担金等

開発許可等事務を施行する東京
都･政令市で開発許可に関する諸
問題について協議調整を行い事
務の円滑な運営を図る

東京都･政令市による開発
許可行政に関する協議調
整及び情報交換

7,000円×２名＝14,000円
大都市開発行政主管課長
会幹事(福岡市)

14 14 6

都市局 開発調整課
被災宅地危険度判定連絡協
議会負担金

協議会会則

震災･水害により安全性に疑いの
ある宅地の危険度判定を行い被
災地住民の安全な生活に資する
ことを目的とする

被災宅地危険度判定制度
の運用により被災宅地住
民の安全な生活に資する

協議会会則による経費負担金
年額１団体30,000円

被災宅地危険度判定連絡
協議会(幹事)山口県知事

30 30 27

都市局 開発調整課 研修等参加負担金 参加者負担金等
開発許可業務を行う際の各種研
修･会議負担金

開発許可研修経費各種研
修･会議負担金

10,500円×２名＝21,000円 各種研修参加負担金 21 21 0

都市局 開発調整課 開発許可研修参加負担金 参加者負担金等

まちづくり３法の見直し、宅地
造成等規制法の改正を含め、開
発許可に関する基本的な知識の
習得を図る

開発許可研修経費 79,800円×１名＝79,800円
国、地方公共団体及び民
間業界等で開発許可業務
に携わる職員

80 83 102

都市局 開発調整課
全国開発指導行政等運用連
絡協議会会費

協議会規約

開発許可等電子計算機による情
報処理の迅速化、正確化等を推
進するとともに、開発指導行政
等の調査研究、連絡調整及び情
報･意見交換を通じ、行政事務の
円滑かつ適切な運営を図る

開発許可その他の開発指
導行政関係情報の電子計
算機による情報処理

協議会規約。当該年度の事業
計画に従って当該年度の会費
として徴収

都道府県･政令指定都市･
中核市･特例市

90 90 90

都市局 開発調整課
土地対策全国連絡協議会負
担金

協議会規約
国土利用計画法の事務を所管す
る都道府県･政令市の情報交換及
び国への要望活動

土地利用計画法の事務を
所管する都道府県･政令市
の情報交換及び国への要
望活動

協議会規約13,000円
土地対策全国連絡協議会
(長野県)

13 13 13

都市局 開発調整課
土地対策全国連絡協議会関
東ブロック会議負担金

事務取扱要領

関東の都県および横浜市、川崎
市、千葉市、さいたま市の政令
市で構成する土地対策全国連絡
協議会の関東分会として、規約
に基づき、ブロック内での情報
交換を行うことを目的とする

関東の都県および横浜
市、川崎市、千葉市、さ
いたま市の政令市で構成
する土地対策全国連絡協
議会の関東分会として、
規約に基づき、ブロック
内での情報交換

ブロック会議に係る経費
10,000円

土地対策全国連絡協議会
関東ブロック幹事(千葉
市)

10 10 0

都市局 開発調整課
全国指定都市土地対策主管
課長会議負担金

参加者負担金等
国土利用計画法の事務を所管す
る政令市の担当課長の情報交換

国土利用計画法の事務を
所管する政令市の担当課
長の情報交換

3,500円×２名＝7,000円
全国指定都市土地対策主
管課長会幹事(川崎市)

7 7 0

都市局 開発調整課
不動産鑑定･地価調査等担当
者研修参加負担金

参加者負担金等
国土利用計画法による地価調査
等の専門知識を有する担当者を
養成

国土利用計画法による地
価調査研修

参加費95,600円 各種研修参加負担金 96 96 96

都市局 開発調整課 土地調査員研修参加負担金 参加者負担金等
国土利用計画法による土地調査
員としての専門知識を有する担
当者を養成

国土利用計画法による土
地調査員研修

参加費43,600円 各種研修参加負担金 44 44 0

都市局
まちづくり
総務課

行政管理講座参加負担金 参加者負担金等
業務委託の部内入札を行うにあ
たり、円滑に業務を行い、知識･
視野の向上を図る

都市整備事務事業 30,450円×２名＝60,900円 (社)日本経営協会 61 91 59

都市局
まちづくり
総務課

市街地整備促進協議会負担
金

市街地整備促進協議会
会則

市街地整備に関する理念、計
画、事業等について、会員相互
の情報交換、調査、研究等を行
うことにより、市街地整備の円
滑な促進を図る

都市整備事務事業 出席負担金 市街地整備促進協議会 100 100 100
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

都市局
まちづくり
総務課

大都市市街地整備主管局長
会議参加負担金

参加者負担金等

市街地整備を効率的に行う上で
抱えている諸問題について、各
都市の経験と実情を踏まえた論
議行うとともに、大都市(政令
市、東京都)の抱えている共通の
課題として、国への要望も含め
た新たな制度づくりを検討する

都市整備事務事業 10,000円×２名＝20,000円
大都市市街地整備主管局
長会議事務局

20 20 10

都市局
まちづくり
総務課

関東ブロックまちづくり交
付金連絡会負担金

参加者負担金等
会員相互の連絡を密にし、協調
してまちづくり交付金事業の円
滑な推進を図る

まちづくり交付事業全般 定期総会の運営等
関東ブロックまちづくり
交付金連絡会

10 10 0

都市局
まちづくり
総務課

住宅市街地整備推進協議会
負担金

参加者負担金等

市街地における美しい景観形
成、安全で快適な居住環境の創
出等を推進するため、住宅市街
地整備総合支援事業等の事業を
円滑に運営し、進展を図る

住宅市街地整備事業全般 協議会の運営費等
住宅市街地整備推進協議
会代表(川崎市長)

50 50 50

都市局
まちづくり
総務課

住宅市街地整備推進協議会
研修負担金

参加者負担金等

住宅市街地整備総合支援事業等
の事業を円滑に運営し、進展さ
せるため、知識･視野の向上を図
る

住宅市街地整備事業全般 出席負担金
住宅市街地整備推進協議
会会長(神奈川県知事)

12 12 12

都市局
まちづくり
総務課

住宅市街地基盤整備事業研
修会参加負担金

参加者負担金等
世論喚起し、住宅政策を推進す
ることにより、住宅問題の解決
促進と住生活水準の向上を図る

住宅市街地整備事業全般 出席負担金 (社)日本住宅協会 16 16 12

都市局
まちづくり
総務課

都市計画セミナー参加負担
金

参加者負担金等
都市計画に関する学術の進歩普
及を図るため、知識･視野の向上
を図る

都市計画整備事業全般 19,000円×１名＝19,000円 ㈱日本都市計画学会会長 19 19 17

都市局
まちづくり
総務課

インテリジェント･シティ整
備推進協議会会費

参加者負担金等

高度情報社会の進展に対応した
都市整備に関する総合的な調査･
研究、啓蒙等を行い、都市の情
報化を図る

都市整備事業全般 協議会の運営費等
インテリジェント･シ
ティ整備推進協議会会長

100 0 0

都市局
まちづくり
総務課

まちづくり交付金情報交流
協議会会費

参加者負担金等

まちづくり交付金に関する制度
の運用や活用事例等について情
報･資料の収集･提供、意見交
換、相談等を実施し、地域の創
意工夫を活かしたまちづくりを
促進する

まちづくり交付事業全般 協議会の運営費等
まちづくり交付金情報交
流協議会会長(松山市長)

50 50 50

都市局
まちづくり
総務課

ＮＯＭＡ行政管理研修負担
金

参加者負担金等

まちづくりへの住民参加に向
け、職員の資質の向上を図るた
め、職員研修の一環として派遣
する

左記目的のための講座に
参加し職員の自己啓発に
寄与する

31,000円 (社)日本経営協会 31 0 30

都市局
まちづくり
総務課

まちづくりセンターネット
ワーク年会費

まちづくりセンター
ネットワーク会則

積極的な住民参加によるまちづ
くりを推進するため、円滑なま
ちづくり支援業務、情報交換、
研究を行う

まちづくり支援業務に係
る研究会･研修会の開催及
び情報交換等

会則第15条による正会員年額
50,000円

まちづくりセンターネッ
トワーク

50 0 0

都市局
まちづくり
総務課

住宅市街地整備推進協議会
全国会議参加負担金

参加者負担金等

市街地における美しい景観形
成、安全で快適な居住環境の創
出等を推進するため、住宅市街
地整備総合支援事業等の事業を
円滑に運営し、進展を図る

住宅市街地整備事業全般 協議会総会の運営費等
住宅市街地整備推進協議
会代表(川崎市長)

0 0 2

都市局
区画整理支
援課

研修参加負担金(土地区画セ
ミナー等)

参加者負担金等
土地区画整理事業に関する知識
の及び技術の向上を図る

土地区画整理事業担当職
員のための研修

16,000円×４名＝64,000円
22,000円×３名＝66,000円

(社)街づくり区画整理協
会

130 130 120

都市局
市街地整備
課

社団法人全国市街地再開発
協会負担金

社団法人全国市街地再
開発協会定款

市街地の再開発に関する総合的
な調査研修及び事業の推進を図
る

研修会･研究会･各種勉強
会･現地視察等

定款及び総会において決定
(社)全国市街地再開発協
会

80 80 80

都市局
市街地整備
課

埼玉県都市再開発連絡協議
会負担金

埼玉県都市再開発連絡
協議会会則

会員相互の協力と技術の向上を
図り、埼玉県における都市再開
発の円滑な促進を図る

研修会･研究会･各種セミ
ナー･現地視察等

会則及び総会において決定
埼玉県都市再開発連絡協
議会

70 70 70
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

都市局
市街地整備
課

都市再開発促進協議会負担
金

都市再開発促進協議会
会費算定基準

市街地再開発事業に関する予算
の拡充、事業の円滑な実施及び
研究等を行い、既成市街地の再
開発を促進する

各種推進大会、研究会、
事業の啓蒙関係資料･法制
関係資料作成、配布

均等割額50,000円
人口割額300,000円

都市再開発促進協議会 350 350 350

都市局
市街地整備
課

全国市街地再開発事業応用
研究会参加負担金

参加者負担金等
市街地の再開発に関する総合的
な調査研修及び事業の推進を図
る

平成21年度全国市街地再
開発事業応用研究会会議

10,000円×１名＝10,000円
(社)全国市街地再開発協
会

23 10 10

都市局
市街地整備
課

全国市街地再開発事業研究
会参加負担金

参加者負担金等

市街地再開発事業に関する予算
の拡充、事業の円滑な実施及び
研究等を行い、既成市街地の再
開発を促進する

第42回全国市街地再開発
事業研究会

13,000円×１名＝13,000円 都市再開発促進協議会 13 13 10

都市局
市街地整備
課

全国市街地再開発連絡会議
参加負担金

参加者負担金等

地方公共団体の市街地再開発事
業に関する行政水準の向上及び
その相互の連携の強化を図ると
共に事業の推進を図る

市街地再開発事業に関す
る重要事項の調査･研究･
会員相互の情報交換等

5,000円×１名＝5,000円
全国市街地再開発連絡会
議

5 5 2

都市局
市街地整備
課

都市再開発研修参加負担金
都市再開発研修実施要
領

市街地再開発事業等に関する基
本的な知識の修得をはかり、研
修を通じて相互啓発、情報交換
等職場における業務の推進に資
する

平成21年度都市再開発研
修

都市再開発研修実施要領に定
められた額とする

(財)全国建設研修セン
ター

94 94 94

都市局
市街地整備
課

街づくり区画整理協会全国
大会参加負担金

参加者負担金等
土地区画整理事業の促進並びに
その円滑な運営を図る

区画整理全国大会 17,000円×２名＝34,000円
(社)街づくり区画整理協
会

0 34 0

都市局
市街地整備
課

全国市街地再開発事業基礎
研究会議参加負担金

参加者負担金等
市街地再開発事業担当者として
の必須の基礎的知識を習得する

全国市街地再開発事業基
礎研修会議

16,000円×１名＝16,000円
(財)全国市街地再開発協
会

16 16 13

都市局
市街地整備
課

(社)街づくり区画整理協会
負担金

(社)街づくり区画整理
協会会費徴収規程

土地区画整理事業に関する調査
研究、知識、技術の向上及び啓
蒙宣伝のための諸事業を行い、
土地区画整理事業の推進を図
り、もって公共の福祉の増進に
寄与する

研修会･研究会･各種勉強
会･現地視察等

(社)街づくり区画整理協会会
費徴収規程:政令指定都市
376,000円

(社)街づくり区画整理協
会

376 376 376

都市局
市街地整備
課

全国土地区画整理推進協議
会負担金

全国土地区画整理事業
推進協議会規約

加盟団体が協力して、土地区画
整理事業を積極的に拡大推進す
る

研修会･研究会･各種勉強
会･現地視察等

政令指定都市45,000円
全国土地区画整理推進協
議会

50 45 60

都市局
市街地整備
課

埼玉県土地区画整理推進協
議会負担金

埼玉県土地区画整理事
業推進協議会規約

市町村相互の連携を強化し、土
地区画整理事業に関する知識及
び技術の向上を図り、土地区画
整理事業の円滑な推進に寄与す
る

研修会･研究会･各種勉強
会･現地視察等

埼玉県土地区画整理推進協議
会会費算出基準
基本額:人口100万人以上
45,000円
地区額:４地区以上15,000円

埼玉県土地区画整理推進
協議会

60 60 60

都市局
市街地整備
課

区画整理フォーラム参加負
担金

参加者負担金等
土地区画整理事業の促進並びに
その円滑な運営に資する

区画整理フォーラム 14,000円×１名＝14,000円
(社)街づくり区画整理協
会

14 0 16

都市局
市街地整備
課

土地区画整理事業担当者関
東ブロック会議出席者負担
金

参加者負担金等
土地区画整理事業の促進並びに
その円滑な運営に資する

区画整理事業に関する重
要事項の調査･研究･会員
相互の情報交換等

5,000円×２名＝10,000円
土地区画整理事業担当者
関東ブロック会議

10 10 2

都市局
市街地整備
課

大都市土地区画整理主務者
会議出席者負担金

参加者負担金等
土地区画整理事業の促進並びに
その円滑な運営に資する

区画整理事業に関する重
要事項の調査･研究･会員
相互の情報交換等

5,000円×１名＝5,000円
大都市土地区画整理主務
者会議

10 5 10

都市局
市街地整備
課

職場研修参加負担金 参加者負担金等
土地区画整理事業及び市街地再
開発事業に関する知識及び技術
の向上を図る

区画整理事業及び市街地
再開発事業全般

各種研修受講料 開催団体等 156 156 168

都市局
指扇まちづ
くり事務所

研修負担金(全国研修セン
ター)

全国建設研修センター
研修会費

職員研修のため 研修参加負担金 42,000円×２名＝84,000円 全国建設研修センター 84 0 16

都市局
指扇まちづ
くり事務所

研修負担金(全国研修セン
ター)

行政管理講座研修会費 職員研修のため 研修参加負担金 42,000円×２名＝84,000円 行政管理講座 0 84 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

都市局
大宮北部ま
ちづくり事
務所

研修負担金 参加者負担金等 職員研修のため
研修会･研究会･各種勉強
会･現地視察等

各種研修受講料 開催団体等 175 110 0

都市局
与野まちづ
くり事務所

街づくり区画整理協会研修
参加負担金

参加者負担金等
土地行政に関する知識及び技術
の向上を図り、用地事務の円滑
な推進に寄与する

研修会に係る参加費
21,000円×３名＝63,000円
22,000円×１名＝22,000円

(社)街づくり区画整理協
会

85 85 70

都市局
岩槻まちづ
くり事務所

研修参加負担金 参加者負担金等
土地区画整理事業に関する知識
及び技術の向上

区画整理事業全般
区画整理実践講習会負担金
25,000円×２名＝50,000円

日本土地区画整理協会、
日本経営協会

50 50 38

都市局 計画管理課
都市開発資金担当者研修資
料負担金

参加者負担金等
都市開発資金関連事業の内容･手
続方法等監修資料の購入

都市開発資金担当者研修
資料費

2,000円×１名＝2,000円 都市開発資金協議会 2 2 0

都市局 計画管理課
まちづくり推進講座参加負
担金

参加者負担金等
市民参加型のまちづくりに関す
る基礎的な知識･方策及び技術を
学ぶ

さいたま市の都心地区で
ある大宮駅周辺、浦和駅
周辺及び副都心地区であ
るさいたま新都心地区の
まちづくりの推進

30,450円×１名＝30,450円 (社)日本経営協会 31 31 0

都市局 計画管理課
まちづくり推進協議会負担
金

さいたま新都心まちづ
くり推進協議会会計規
則

さいたま新都心に参画する事業
者相互の創意工夫により、より
良いまちづくりを進める

まちづくり行為の届出の
協議
地区内賑わい創出活動

年会費800,000円
さいたま新都心まちづく
り推進協議会(会計:さい
たま市)

800 800 800

都市局 計画管理課
防火管理者資格取得講習受
講料

消防法施行令第３条第
１項

防火管理者資格取得のため
さいたま新都心の市管理
施設に係る防火管理者の
選任

防火管理者資格取得講習 (財)日本防火協会 6 6 0

都市局
鉄道高架整
備課

全国連続立体交差事業促進
協議会分担金

全国連続立体交差事業
促進協議会規約

全国連続立体交差事業促進協議
会理事として分担する

鉄道高架推進事業 一口年額250,000円
全国連続立体交差事業促
進協議会

250 250 250

都市局
鉄道高架整
備課

連続立体交差事業研究会参
加者負担金

参加者負担金等
第41回連続立体交差事業研究会
に参加する

鉄道高架推進事業 6,000円×１名＝6,000円
第41回連続立体交差事業
研究会運営委員会

6 6 6

都市局
鉄道高架整
備課

特定都市交通施設整備研究
発表会参加者負担金

参加者負担金等
第28回特定都市交通施設整備研
究発表会、現地視察に参加する
ため

鉄道高架推進事業 5,000円×１名＝5,000円
平成21年度特定都市交通
施設整備研究会事務局

5 5 3

都市局
浦和駅周辺
まちづくり
事務所

全国市街地再開発事業研究
会参加負担金

都市再開発促進協議会
規約

市街地再開発事業に関する予算
の拡充、事業の円滑な実施及び
研究等を行い、既成市街地の再
開発を促進する

第42回全国市街地再開発
事業研究会

10,000円×１名＝10,000円 都市再開発促進協議会 13 10 10

都市局
大宮駅東口
まちづくり
事務所

大宮駅東口駅前南地区まち
づくり推進協議会

大宮駅東口駅前南地区
まちづくり協議会会則

駅前南地区のまちづくりの推進
総会･勉強会等の運営等に
かかる経費

年会費2,000円
大宮駅東口駅前南地区ま
ちづくり協議会会員

2 2 2

都市局
大宮駅東口
まちづくり
事務所

大門町２丁目中地区市街地
再開発準備組合

大門町２丁目中地区市
街地再開発準備組合規
約

大門町２丁目中地区のまちづく
りの推進

総会･勉強会等の運営等に
かかる経費

年会費2,000円
大門町２丁目中地区市街
地再開発準備組合員

2 2 0

都市局
大宮駅東口
まちづくり
事務所

各種研修会、講習会参加負
担金

参加者負担金等
都市再開発や公共用地取得に関
する基礎的な知識･技術を効率よ
く体系的に取得する講座

研修参加負担金 受講参加費 開催団体等 122 122 77

建設局 土木総務課 日本道路協会負担金 日本道路協会定款
道路政策のあり方を研究し道路
に関する知識普及啓発に努め道
路及び交通の発達を推進する

道路および交通に関する
企画、調査および研究等

年会費200,000円 (社)日本道路協会会長 200 200 200

建設局 土木総務課 埼玉県道路協会負担金 埼玉県道路協会会則

県内の道路をすみやかに整備改
善して道路交通の発達を図り通
行の安全確保し公共の福祉を寄
与する

道路愛護思想の普及･啓発
に関する各種事業

年会費:人口割100万以上
350,000円

埼玉県道路協会会長 350 350 350

建設局 土木総務課 日本道路技術研究会負担金
通常総会議事録、特別
会員会費

都市の再生、再構築を進め都市
の魅力と機能の充実を図るため
道路技術の向上を図る

調査、研究委員会。都市
計画研修会。道路並びに
駐車場整備、計画研修会

年会費10,000円 日本技術研究会会長 10 10 10

建設局 土木総務課
大都市土木協議会参加費負
担金(春･秋)

参加者負担金等
大都市土木担当部局が施行する
事業に関する問題点及び状況等
において各都市が意見交換する

行政視察等負担金

(春)会費5,000円×１名＝
5,000円
(秋)会費5,000円×２名＝
10,000円

大都市土木協議会(幹事
都市)

25 15 20
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

建設局 土木総務課 全国道路利用者会議負担金
全国道路利用者会議規
約

道路整備を推進積極的に促進し
道路交通進歩発展に寄与する

全国大会の開催及び道路
視察、道路整備の促進を
求める全国大会、道路整
備予算対策活動等の実
施、広報活動及び調査･研
究活動等の実施

年会費300,000円 全国道路利用者会議会長 300 300 300

建設局 土木総務課
全国道路利用者会議全国大
会負担金

参加者負担金等
道路整備を推進積極的に促進し
道路交通進歩発展に寄与する

道路視察等負担金 50,000円×２名＝100,000円
全国道路利用者会議事務
局長

84 100 73

建設局 土木総務課
関東甲信越地区道路利用者
会議参加負担金(春･秋)

参加者負担金等
道路の整備改善を推進し道路交
通の発達を図り、道路利用者の
安全性、利便性を確保する

会議テキスト代等負担金
5,000円×２名×２回＝20,000
円

関東甲信越地区道路利用
者会議(幹事都県)

20 20 20

建設局 土木総務課
埼玉県道路利用者会議負担
金

埼玉県道路利用者会議
規約

国道、県道および市町村道の整
備改善を促進し、又は啓発する

道路特定財源の堅持、道
路予算の増額を図るため
の諸事業の実施、国への
要望活動、道路事業の啓
発

年会費50,000円
埼玉県道路利用者会議会
長

50 50 50

建設局 土木総務課
埼玉県道路利用者会議道路
視察会費

参加者負担金等
国道、県道および市町村道の整
備改善事業推進のため先進地域
の道路視察の実施

道路視察等負担金 46,000円×１名＝46,000円
埼玉県道路利用者会議会
長

40 46 46

建設局 土木総務課
都道府県土木･建築部等技術
次長技監会議負担金

参加者負担金等
国土交通省で議題を決定し都道
府県及び政令市の取り組み状況
について意見交換及び調査研究

会議テキスト代等負担金 3,000円×１名＝3,000円
都道府県土木･建築部等
技術次長技監会議(幹事
都市)

3 3 3

建設局 土木総務課
大都市道路管理主務者会議
参加負担金

参加者負担金等
会議は大都市の道路管理に関し
て都市相互の意見交換及び調査
研究を行う

視察等負担金 5,000円×２名＝10,000円
大都市道路主務者会議
(幹事都市)

10 10 3

建設局 土木総務課
大都市道路台帳整備実務者
会議負担金

参加者負担金等

大都市の道路台帳整備実務及び
道路管理の技術的な諸問題に関
して都市相互の意見交換調査研
究

会議テキスト代等負担金 3,000円×２名＝6,000円
大都市道路台帳整備実務
者会議(幹事都市)

6 6 3

建設局 土木総務課
安全運転管理者等講習会負
担金

道路交通法第108条の
２第１項第１号

道路交通法第108条の２(運転管
理者の講習)

安全運転者管理者、副安
全運転者管理者講習会

安全運転管理者１名、副安全
運転管理者２名
北部4,200円×３名＝12,600円
南部4,200円×３名＝12,600円

北部建設事務所土木管理
課(大宮地区安全運転者
協会)
南部建設事務所土木管理
課(浦和西地区安全運転
者協会)

26 26 25

建設局 土木総務課 安全運転管理者協会負担金

北部:大宮東地区安全
運転管理者協会
南部:浦和西地区安全
運転者協会

安全運転管理者が、自動車の安
全運転管理に必要な業務を適切
に遂行するため連絡協調し、交
通道徳の高揚と事故防止を図る

平成21年度分協会費
年会費:北部建設事務所32,000
円
南部建設事務所34,000円

北部建設事務所土木管理
課(大宮地区安全運転者
協会)
南部建設事務所土木管理
課(浦和西地区安全運転
者協会)

66 66 66

建設局 土木総務課 日本道路会議参加負担金
日本道路会議規約第
８，２０条

道路交通および都市計画等の研
究成果の発表および討議を行
い、道路発展に寄与する

会議参加負担金(隔年) 50,000円×４名＝200,000円 (社)日本道路協会会長 0 200 0

建設局 土木総務課
県南治水促進期成同盟会負
担金

県南治水促進期成同盟
会規約第11条

県南8市の荒川左岸、中川右岸流
域における水害を防除し民生の
安定を期すため関係当局に対し
荒川、中川、綾瀬川並びに関連
支派川の整備事業の促進を図り
関係市の発展振興に寄与する

幹事会、総会、要望活動
均等割額62,500円＋面積割額
271,200円＝333,700円

県南治水促進期成同盟会
会長(川口市長)

334 334 334

建設局 土木総務課 埼玉県河川協会負担金
埼玉県河川協会会則第
６条、第24条

治水、利水に関する方策を考究
し河川の認識を深め、また河川
事業の促進を期し、もって国土
の保全と開発に寄与するととも
に関係者の連絡調整を図る

治水及び利水に関する調
査研究、促進。河川愛護
及び水防訓練の普及徹底

会費18,000円＋特別会費
700,000円＝718,000円

埼玉県河川協会会長(川
口市長)

718 718 718

建設局 道路環境課
関東ブロック改良･舗装担当
者会議参加負担金

参加者負担金等
道路維持事業に関して関東ブ
ロック都市相互間の意見交換及
び調査研究を行う

関東ブロック改良･舗装担
当者会議における会議資
料･視察等負担金

6,000円×２名＝12,000円
関東ブロック改良･舗装
担当者会議事務局

12 12 8
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

建設局 道路環境課
関東ブロック橋りょう担当
者会議参加負担金

参加者負担金等
橋りょう事業に関して関東ブ
ロック都市相互間の意見交換及
び調査研究を行う

関東ブロック橋りょう担
当者会議おける会議資料･
視察等負担金

1,000円×１名＝1,000円
関東ブロック橋梁担当者
会議事務局

1 1 1

建設局 道路環境課
関東ブロック道路主管課長
会議参加負担金

参加者負担金等
道路事業に関して関東ブロック
都市相互間の意見交換及び調査
研究を行う

関東ブロック道路主管課
長会議おける会議資料･視
察等負担金

開催通知による
関東ブロック道路主管課
長会議事務局

0 6 0

建設局 道路環境課
関東ブロック交通安全担当
者会議参加負担金

参加者負担金等
安全な道路整備事業に関して関
東ブロック都市相互間の意見交
換及び調査研究を行う

関東ブロック交通安全担
当者会議における会議資
料･視察等負担金

1,000円×２名＝2,000円
関東ブロック交通安全担
当者会議事務局

2 2 1

建設局 道路環境課
交通安全施設等整備事業主
管者会議負担金

参加者負担金等
交通安全施設等事業に関して大
都市相互間の問題点等意見交換
及び調査研究を行う

交通安全施設等整備事業
主管者会議における会議
資料･視察等負担金

6,000円×２名＝12,000円
交通安全施設等整備事業
主管者会議事務局

12 12 1

建設局 道路環境課
電線類地中化担当者会議参
加負担金

参加者負担金等
電線類地中化事業に関して国･東
京都･政令指定都市相互間の意見
交換及び調査研究を行う

電線類地中化担当者会議
における会議資料･視察等
負担金

開催通知による
電線類地中化担当者会議
事務局

0 6 0

建設局 道路環境課 その他研修会等参加負担金 参加者負担金等
専門研修会等において技術知識
等の習得向上を図る

その他研修会(専門部門研
修等)テキスト代等負担金

5,000円×４名＝20,000円
その他研修会(専門部門
研修等)

20 20 8

建設局 道路環境課
関東地区用地対策連絡協議
会研究会参加負担金(用地事
務)

参加者負担金等

関東地区の公共･公益事業を実施
する起業者間において損失補償
基準の運用についての調整を行
うとともに、損失補償に関する
研究、調査を共同して行う

関東地区用地対策連絡協
議会における研究会資料
等負担金(用地事務)

14,000円×１名＝14,000円
関東地区用地対策連絡協
議会

17 14 7

建設局 道路計画課
都道府県･指定都市道路連絡
協議会年会費

都道府県･指定都市道
路連絡協議会規約

都道府県政令指定都市間の相互
意見交換及び諸活動

担当者会議 年会費30,000円
都道府県･指定都市道路
連絡協議会

30 30 30

建設局 道路計画課
第二産業道路建設促進期成
同盟会年会費

第二産業道路建設促進
期成同盟会規約

第二産業道路建設促進等

建設促進方策についての
協議及び検討。関係当局
への要望活動。その他､目
的達成に必要な事業

年会費56,000円
第二産業道路建設促進期
成同盟会

56 56 56

建設局 道路計画課
首都高速道路料金割引社会
実験協議会年会費

首都高速道路料金割引
社会実験に関する協定

当該道路の通行料金を割り引く
ことにより、一般道路から首都
高速道路へ交通の転換を図るこ
とで、一般道路の沿道環境改
善、渋滞緩和等に資する

委員会、事務局会議 年会費100,000円
首都高速道路料金割引社
会実験協議会

100 100 100

建設局 道路計画課
上武国道建設期成同盟会年
会費

上武国道建設期成同盟
会規約

上武国道の建設促進等
理事会、総会、要望活動
等

年会費51,000円 上武国道建設期成同盟会 51 51 51

建設局 道路計画課
上尾道路建設促進期成同盟
会年会費

上尾道路建設促進期成
同盟会規約

上尾道路の建設促進等 幹事会、総会、要望活動 年会費31,000円
上尾道路建設促進期成同
盟会

31 31 31

建設局 道路計画課
浦和野田線建設促進期成同
盟会年会費

浦和野田線建設促進期
成同盟会規約

都市計画道路浦和野田線、新浦
和越谷線の建設促進

幹事会、総会、要望活動
等

年会費113,000円
浦和野田線建設促進期成
同盟会

113 113 113

建設局 道路計画課 直轄国道沿道協議会年会費
直轄国道沿道協議会規
約

国道の整備、維持管理及び予算
獲得等の要望活動、研修･視察の
実施

総会、視察研修、要望活
動

年会費88,000円 直轄国道沿道協議会 90 88 90

建設局 道路計画課
関東ブロック橋梁担当者会
議参加負担金

参加者負担金等
道路事業を所掌する関東甲信越
ブロック都県及び政令市の担当
課長相互の意見交換

会議 会費1,000円
関東ブロック橋梁担当者
会議

1 1 0

建設局 道路計画課
関東ブロック道路改良･舗装
担当者会議参加負担金

参加者負担金等
道路事業を所掌する関東甲信越
ブロック都県及び政令市の担当
課長相互の意見交換

会議 会費0円
関東ブロック改良･舗装
担当者会議

12 0 8

建設局 道路計画課
関東ブロック道路主管課長
会議参加負担金

参加者負担金等
道路事業を所掌する関東甲信越
ブロック都県及び政令市の担当
課長相互の意見交換

会議 会費6,000円
関東ブロック道路主管課
長会議

434 6 143

建設局 道路計画課
関東ブロック道路企画担当
者会議負担金

参加者負担金等
道路事業を所掌する関東甲信越
ブロック都県及び政令市の道路
企画担当者相互の意見交換

会議 会費2,000円
関東ブロック道路企画担
当者会議

181 4 66
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

建設局 道路計画課
都道府県･指定都市道路連絡
協議会参加負担金

参加者負担金等
都道府県政令指定都市間の相互
意見交換及び諸活動

会議 会費10,000円
都道府県･指定都市道路
連絡協議会

15 10 10

建設局 道路計画課 道路計画一般研修 参加者負担金等
会員相互の連絡調整会議、研修･
講習会の実施

研修会 会費121,000円
(財)全国建設研修セン
ター

99 121 88

建設局 道路計画課
用地事務職員研修参加負担
金

参加者負担金等
会員相互の連絡調整会議、研修･
講習会の実施

研修会 会費14,000円
(財)全国建設研修セン
ター

34 42 0

建設局 道路計画課
全国街路事業促進協議会年
会費

全国街路事業促進協議
会規約

国庫補助、起債枠の増加拡大等
についての政府への要請、「全
国街路事業コンクール」に関す
ること

総会、要望活動、研修会･
講習会、全国街路事業コ
ンクール

年会費125,000円
全国街路事業促進協議会
会長(東京都知事)

125 125 112

建設局 道路計画課
埼玉県街路事業推進協議会
年会費

埼玉県街路事業推進協
議会会則

国庫補助、起債枠の増加拡大等
についての政府その他機関への
要請、会員相互の意見交換

総会、講習会等 年会費50,000円
埼玉県街路事業推進協議
会

50 50 50

建設局 道路計画課 ＴＯＳ推進委員会年会費
ＴＯＳ推進委員会会則
(Ｔｈｉｎｋ Ｏｕｒ
Ｓｔｒｅｅｔ)

都市内道路の整備に関する啓蒙
活動、広報活動等

総会、研修会、事業検討
部会

年会費50,000円 ＴＯＳ推進委員会会長 50 50 50

建設局 道路計画課
基盤施設整備に関する八都
県市連絡協議会年会費

基盤施設整備に関する
八都県市連絡協議会規
約

首都圏の道路交通に関する諸問
題についての意見交換等

会議、要望活動等 年会費120,000円
基盤施設整備に関する八
都県市連絡協議会会長
(東京都副知事)

120 120 120

建設局 道路計画課 都市開発資金協議会年会費
都市開発資金協議会規
約

都市開発資金制度に関する情報
収集、連絡調整、会員間情報交
換

総会、講習会等 年会費40,000円 都市開発資金協議会 40 40 40

建設局 道路計画課
ＴＯＰ継続研鑽認定プログ
ラムによる研修参加負担金

参加者負担金等
会員相互の連絡調整会議、研修･
講習会の実施

研修会 会費9,000円 交通工学研究会 18 18 31

建設局 道路計画課
都市計画ＣＰＤプログラム
認定研修参加負担金

参加者負担金等
会員相互の連絡調整会議、研修･
講習会の実施

研修会 会費8,000円(会員価格) (社)日本交通計画協会 16 16 0

建設局 道路計画課 道路講習会参加負担金 参加者負担金等
会員相互の連絡調整会議、研修･
講習会の実施

講習会 会費7,000円(会員価格) (社)日本道路協会 14 14 0

建設局 道路計画課
政令指定都市街路事業担当
者会議参加負担金

参加者負担金等
会員相互の連絡調整会議、研修･
講習会の実施

会議 会費3,000円
政令指定都市街路事業担
当者会議事務局

16 6 6

建設局 道路計画課
全国街路事業促進協議会関
東ブロック参加負担金

参加者負担金等
会員相互の連絡調整会議、研修･
講習会の実施

会議 会費4,000円
全国街路事業促進協議会
関東ブロック会議世話人

8 8 8

建設局 道路計画課
街路研修･交通･まちづくり
研修参加負担金

参加者負担金等
会員相互の連絡調整会議、研修･
講習会の実施

研修会 会費171,900円
(財)全国建設研修セン
ター

340 172 163

建設局 道路計画課
用地事務職員研修参加負担
金(不動産鑑定研修を含む)

参加者負担金等
会員相互の連絡調整会議、研修･
講習会の実施

研修会
会費84,000円、87,600円、
83,600円

(財)全国建設研修セン
ター

164 340 20

建設局 道路計画課 道路講習会(道路構造令) 参加者負担金等
会員相互の連絡調整会議、研修･
講習会の実施

講習会 会費7,000円 (社)日本道路協会 21 21 16

建設局 河川課
埼玉県市町村河川課長連絡
協議会負担金

埼玉県市町村河川課長
連絡協議会規約第10条

会員相互の密接な連絡調整を保
ちつつ、治水対策等を積極的に
促進して安全で豊かなまちづく
りに寄与する

会議に要する費用 10,000円
埼玉県市町村河川課長連
絡協議会会長

10 10 10

建設局 河川課
大都市河川主務者会議参加
負担金

参加者負担金等

大都市河川等の諸問題に関する
方策の研究討議と、その施策に
ついての政府並びに関係当局へ
の建議、陳情

会議に要する費用 10,000円×３名＝30,000円 幹事市(仙台市) 30 30 18

建設局 河川課
大都市河川実務者会議参加
負担金

大都市河川実務者会議
会則第７条

都市相互の意見交換及び調査研
究等を行うことによる事業の推
進

会議に要する費用 10,000円×５名＝50,000円 幹事市(さいたま市) 40 50 24
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

建設局 河川課
政令指定都市河川連絡会参
加負担金

政令指定都市河川連絡
会規約第７条

政令指定都市間における河川管
理権限の移譲に関する情報、意
見交換

会議に要する費用 10,000円×３名＝30,000円 幹事市(広島市) 50 30 0

建設局 河川課
全国都市河川協議会関東ブ
ロック会議参加負担金

全国都市河川協議会規
約第８条

関東ブロックにおける都市河川
行政に関する諸問題について意
見及び情報交換等を行い、都市
河川行政の円滑な推進を図る

会議に要する費用 1,000円×２名＝2,000円 幹事市(横浜市、川口市) 5 2 6

建設局 河川課 全国治水大会参加負担金
全国治水期成同盟会連
合会規約第６条

治水事業の緊要性の普及徹底を
図るとともに、治水事業の実施
を推進する

会議に要する費用 11,000円×２名＝22,000円
全国治水期成同盟会連合
会会長

22 22 14

建設局 河川課 全国河川課長協議会負担金
全国河川課長協議会規
約第７条

都道府県及び政令市の治水及び
利水に関する方策の研究並びに
河川事業の円滑な推進を図る

会議に要する費用 6,400円
関東ブロック幹事(神奈
川県河川課長)

8 7 6

建設局 河川課
指定水防管理団体連合協議
会負担金

埼玉県水防管理団体連
合協議会規約第17条

県下水防管理団体相互の連絡を
緊密にして、水防体制の充実強
化に必要な指導並びに援助を行
う

負担金 30,000円
幹事(埼玉県県土整備部
河川砂防課長)

30 30 30

建設局 河川課
綾瀬川清流ルネッサンスⅡ
地域協議会負担金

綾瀬川清流ルネサンス
Ⅱ地域協議会規約第９
条

綾瀬川水質汚濁の実態把握と、
水環境改善事業の推進

会議に要する費用 50,000円 地域協議会会長 50 50 50

建設局 河川課
中川･綾瀬川流域改修促進期
成同盟会負担金

中川･綾瀬川流域改修
促進期成同盟会規約第
12条

中川･綾瀬川改修の国直轄工事及
び中川･綾瀬川流域の各河川の改
修工事の促進

会議に要する費用 4,000円 草加市長 4 4 4

建設局 河川課 日本ホタルの会会費
日本ホタルの会附則第
１条

里山環境の象徴｢ホタル｣の保全
及び再生

負担金 30,000円 日本ホタルの会会長 30 30 30

建設局 河川課
埼玉県ホタル保全連絡協議
会会費

埼玉県ホタル保全連絡
協議会会則第８条

県内ホタル保全団体の連携とホ
タル保全活動の推進

会議に要する費用 3,000円
埼玉県ホタル保全連絡協
議会会長

3 3 3

建設局 河川課 利根川治水同盟負担金
利根川治水同盟規約第
36条

利根川及びその水系の治水、利
水に関して、流域住民の生命、
財産の安全確保と福祉増進に寄
与する

負担金 25,000円 利根川治水同盟会長 25 25 25

建設局 河川課
社団法人雨水貯留浸透技術
協会負担金

会費等
治水事業の緊急性の普及徹底並
びに事業実施の推進

負担金 32,000円
(社)雨水貯留浸透技術協
会会長

32 32 32

建設局 河川課
災害復旧実務講習会参加負
担金

参加者負担金等
災害発生時における復旧業務を
速やかに行うための先進的な技
術等の講習の受講

講習会(テキスト代含む) 14,000円 (社)全国防災協会会長 14 14 14

建設局 河川課
各種諸会議･講習会参加負担
金

参加者負担金等
各協議会等の開催する講習会へ
の参加により見識を広め、今後
の業務に活用する

会議･講習会に要する費用 50,000円 各種関係先 50 50 0

建設局 河川課 河川研修費 参加者負担金等
各研修会への参加により見識を
広め、今後の業務に活用する

研修に要する費用 50,000円 各種関係先 50 50 0

建設局 河川課
全国都市河川協議会幹事会
負担金

全国都市河川協議会規
約第８条

都市河川行政に関する諸問題に
ついて意見及び情報交換等を行
い、都市河川行政の円滑な推進
を図る

会議に要する費用 3,000円×２名＝6,000円 幹事市(仙台市、山形市) 0 0 6

建設局 建築総務課
彩の国人にやさしい建物づ
くり連絡協議会負担金

彩の国人にやさしい建
物づくり連絡協議会規
約

高齢者、障害者の利用に配慮し
た建築物の整備に関する情報収
集、提供、意見交換等を行うこ
とにより、人にやさしいまちづ
くりに資する

年会費 年会費47,000円
彩の国人にやさしい建物
づくり連絡協議会

47 47 47

建設局 建築総務課
彩の国既存建築物地震対策
協議会負担金

彩の国既存建築物地震
対策協議会規約

耐震性の向上等の対策に関し会
員相互で情報の交換調査研究及
び耐震相談窓口等の事業を行
い、地震対策の適性、円滑な推
進を図る

年会費 年会費37,000円
彩の国既存建築物地震対
策協議会

37 37 37
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

建設局 建築総務課
埼玉県建築審査会連絡協議
会負担金

埼玉県建築審査会連絡
協議会規約

埼玉県内特定行政庁の建築審査
会相互の連絡を取り、建築行政
の適切な運営を図る

年会費 年会費20,000円
埼玉県建築審査会連絡協
議会

20 20 20

建設局 建築総務課
全国建築審査会長会議出席
負担金

参加者負担金等

建築審査会会長･委員を対象に、
全国の建築審査会と情報を共有
化し、建築審査会委員としての
見識を広める

会議の出席負担金 6,000円×２名＝12,000円
全国建築審査会長会議運
営委員会

24 12 12

建設局 建築総務課
建築関係講習会等出席負担
金

参加者負担金等
建築に関する研修を受け、日常
の業務遂行に生かす

講習会、研究会の出席負
担金

40,000円×６課＝240,000円 講習会、研究会の開催者 240 240 141

建設局 建築総務課
全国建築審査会協議会負担
金

全国建築審査会協議会
規約

全国特定行政庁の建築審査会相
互の連絡を取り、建築行政の適
切な運営を図る

年会費 年会費70,000円 全国建築審査会協議会 70 70 70

建設局 建築総務課 日本建築学会負担金 日本建築学会会則
会員相互の協力によって、建築
に関する学術･技術･芸術の進歩
発展を図る

年会費 年会費30,000円 日本建築学会 30 30 30

建設局 建築総務課
大都市建築･住宅主管者会議
出席負担金

参加者負担金等

東京都及び政令指定都市をもっ
て構成し、大都市における建築
及び住宅に関する共通問題等に
ついて検討を行う

会議の出席負担金 10,000円×４名＝40,000円
大都市建築･住宅主管者
会議事務局

20 40 10

建設局 建築総務課
大都市建築･住宅庶務担当者
会議出席負担金

参加者負担金等

東京都及び政令指定都市をもっ
て構成し、大都市における建築
及び住宅に関する共通問題等に
ついて検討を行う

会議の出席負担金 10,000円×１名＝10,000円
大都市建築･住宅庶務担
当者会議事務局

10 10 10

建設局 建築総務課
全国建築基準法施行都市連
絡会議参加者負担金

参加者負担金等
全国建築基準法施行都市の相互
の連絡を図り、建築行政の適正
な運営を図る

会議出席負担金 19,000円×１名＝19,000円
全国建築基準法施行都市
連絡会議準備委員会

19 19 16

建設局 建築総務課 建築防災研修会受講料 参加者負担金等

建築に関係する災害の未然防
止、人命･財産保護のため、建築
防災等制度･技術についての理解
を深め防災対策の推進を図る

研修受講料 12,000円×１名＝12,000円 (財)日本建築防災協会 12 12 12

建設局 建築総務課
都道府県土木、建築部等技
術次長技監会議参加負担金

参加者負担金等
国土交通省で議題を決定し都道
府県及び政令市の取り組み状況
について意見交換及び調査研究

会議テキスト代等負担金 3,000円×１名＝3,000円
都道府県土木、建築部等
技術次長技監会議(広島
県)

3 3 3

建設局 建築行政課
建築確認関連等講習会負担
金

参加者負担金等
建築確認に関する研修を受け、
日常の業務遂行に生かす

研修受講料 40,000円×２課＝80,000円 講習会の開催者 80 80 75

建設局 建築行政課
埼玉県特定行政庁連絡協議
会負担金

埼玉県特定行政庁連絡
協議会規約

建築行政に関し会員相互で調査
研究を行い、併せて連絡調整を
図り適正かつ円滑な事務の推進
を図る

年会費 年会費20,000円
埼玉県特定行政庁連絡協
議会

20 20 20

建設局 建築行政課 日本建築行政会議負担金
日本建築行政会議負担
金要領

特定行政庁等が相互情報交換と
共同作業の場を確立し、より的
確な諸制度の活用を通じて建築
物の安全性の確保･質の向上を実
現し公共の福祉増進を図る

年会費

会員種別による年額会費
500,000円＋システム導入会員
に加算される会員種別による
負担金100,000円

日本建築行政会議 740 600 740

建設局 建築行政課
関東甲信越建築行政連絡会
議出席負担金

参加者負担金等

関東甲信越ブロック内の各特定
行政庁相互の連絡、協議等を通
じて建築行政の円滑な運営を図
る

会議出席負担金 3,000円×５名＝15,000円
関東甲信越建築行政連絡
会議(幹事行政庁)

15 15 10

建設局 建築行政課
大都市建築･住宅主管者会
議、建築行政担当者会議出
席負担金

参加者負担金等

日々の業務における問題点、法
解釈等について意見交換を行
い、今後の建築行政課運営の一
助とする

会議出席負担金 5,000円×２名＝10,000円
大都市建築行政担当者会
議(幹事行政庁)

10 10 0

建設局 建築行政課
全国建築基準法施行都市連
絡会議参加者負担金

参加者負担金等
全国建築基準法施行都市の相互
の連絡を図り、建築行政の適正
な運営を図る

会議出席負担金

参加負担金16,000円×１名＝
16,000円
視察見学会参加費3,000円×１
名＝3,000円

全国建築基準法施行都市
連絡会議準備委員会

19 19 0

－　82　－



(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

建設局 建築行政課 建築防災研修会受講料 参加者負担金等

建築に関係する災害の未然防
止、人命･財産保護のため、建築
防災等制度･技術についての理解
を深め防災対策の推進を図るこ
とを目的とする

研修受講料 12,000円×１名＝12,000円 (財)日本建築防災協会 12 12 12

建設局 建築行政課
建築基準法関連講習会負担
金

講習会負担金等
建築基準法に関する研修を受
け、日常の業務遂行に生かす

講習会参加負担金 7,000円×１名＝7,000円 (財)日本建築防災協会 0 0 7

建設局 住宅課
埼玉県公営住宅協議会負担
金

埼玉県公営住宅協議会
規則

公営住宅を管理している県内市
町村の担当が意見交換を行い、
それぞれの業務執行に生かす

年会費
負担割合(人口割、均等割)に
より算出

埼玉県公営住宅協議会 50 50 50

建設局 住宅課 日本住宅協会負担金 日本住宅協会定款

市町村をはじめ住宅業務に携わ
る者が広く参画し、住宅政策全
般から個々具体的な事例まで、
幅広く意見交換を行い研鑚を図
る

年会費
負担割合(人口割、均等割)に
より算出

(社)日本住宅協会 90 90 90

建設局 住宅課 公営住宅管理研修会負担金 参加者負担金等
公営住宅の管理について研修を
受け、日常の業務遂行に資する

会議出席負担金 20,000円×１名＝20,000円 (社)日本住宅協会 20 20 15

建設局 住宅課
公営住宅整備事業担当者研
修会負担金

参加者負担金等
公営住宅の整備について研修を
受け、適正な事務執行を図る

会議出席負担金 15,000円×１名＝15,000円 (社)日本住宅協会 15 15 14

建設局 住宅課
公営住宅協議会県外視察研
修参加負担金

参加者負担金等
県外の先進的な公営住宅の建設･
管理を学び、業務に活かす

会議出席負担金 12,000円×１名＝12,000円 埼玉県公営住宅協議会 12 12 0

建設局 住宅課 防火管理講習会負担金 消防法第８条
公営住宅を管理するにあたり防
火管理者が必要

受講料 6,000円×２名＝12,000円 (財)日本防火協会 12 12 12

建設局 住宅課
大都市建築･住宅主管者庶務
担当者会議負担金

参加者負担金等(大都
市建築･住宅主管者会
議運営要綱)

東京都及び14政令指定都市を
もって構成し、大都市における
建築及び住宅に関する共通問題
等について検討を行う

会議出席負担金 10,000円×１名＝10,000円 幹事市 10 30 10

建設局 住宅課
大都市建築･住宅管理担当者
会議負担金

参加者負担金等(大都
市建築･住宅主管者会
議運営要綱)

東京都及び14政令指定都市を
もって構成し、大都市における
建築及び住宅に関する共通問題
等について検討を行う

会議出席負担金 10,000円×２名＝20,000円 幹事市 20 20 20

建設局 住宅課
大都市建築･住宅企画･庶務
担当者会議負担金

参加者負担金等(大都
市建築･住宅主管者会
議運営要綱)

東京都及び14政令指定都市を
もって構成し、大都市における
建築及び住宅に関する共通問題
等について検討を行う

会議出席負担金 10,000円×２名＝20,000円 幹事市 10 20 10

建設局 住宅課
大都市建築･住宅建設担当者
会議負担金

参加者負担金等(大都
市建築･住宅主管者会
議運営要綱)

東京都及び14政令指定都市を
もって構成し、大都市における
建築及び住宅に関する共通問題
等について検討を行う

会議出席負担金 10,000円×２名＝20,000円 幹事市 20 20 16

建設局 住宅課
公営住宅整備事業及び住環
境整備事業主務課長北ブ
ロック会議負担金

参加者負担金等

北海道･東北･関東整備局が主催
し、関係都道府県及び政令指定
都市から構成された団体で、主
に公営住宅整備･住環境整備の共
通問題等を検討･協議する

会議出席負担金 10,000円×１名＝10,000円 幹事市 10 10 0

建設局 住宅課
公営住宅整備事業及び住環
境整備事業主務課長ブロッ
ク会議負担金

参加者負担金等

三大都市圏内に位置する都道府
県及び政令指定都市から構成さ
れた団体で、主に公営住宅整備･
住環境整備の共通問題等を検討･
協議する

会議出席負担金 10,000円×１名＝10,000円 幹事市 10 10 0

建設局 住宅課
公営住宅管理問題セミナー
負担金

参加者負担金等
市町村をはじめ住宅業務に携わ
る者が広く参画し、住宅管理の
円滑な推進に資するため

受講料 7,000円×２人＝14,000円 (社)日本住宅協会 14 14 14

建設局 住宅課
ハウジング研究報告会負担
金

参加者負担金等
住宅政策について研修を受け、
日常の業務遂行に資する

会議出席負担金 5,000円×２名＝10,000円 (社)日本住宅協会 0 10 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

建設局 住宅課
全国公営住宅管理協議会幹
事県会議

参加者負担金等
関東圏内の都道府県及び政令市
をもって構成し、住宅管理に関
する共通問題等に関し検討する

会議出席負担金 20,000円×１名＝20,000円 全国公営住宅管理協議会 20 0 0

建設局 住宅課
大都市建築･住宅主管者会議
負担金

参加者負担金等(大都
市建築･住宅主管者会
議運営要綱)

東京都及び14政令指定都市を
もって構成し、大都市における
建築及び住宅に関する共通問題
等について検討を行う

会議出席負担金 10,000円×１名＝10,000円 幹事市 0 0 10

建設局 住宅課
マンション居住支援ネット
ワーク市町村負担金

埼玉県マンション居住
支援ネットワーク会則

支援ネットワークを構築し、適
切な情報提供及び普及啓発を行
うことにより、良好なマンショ
ン居住環境及び地域住環境の形
成に資する

年会費
負担割合(マンション戸数割、
均等割)により算出

埼玉県マンション居住支
援ネットワーク

60 60 60

建設局 住宅課
公共住宅事業者等連絡協議
会負担金

公共住宅事業者等連絡
協議会規約

公共住宅整備の多様化、高度化
に対応するため、技術的業務の
情報の連絡調整、研究等を行う

年会費
負担割合(人口割、均等割)に
より算出

公共住宅事業者等連絡協
議会

500 500 500

建設局 営繕課
社団法人公共建築協会賛助
法人会員会費

社団法人公共建築協会
定款｢参加者負担金等｣

公共建築物の建築等の合理化と
能率化に寄与するとともに携わ
る技術者の技術水準および地位
の向上を図る

公共建築物の建築等に関
する調査および研究、情
報、資料の収集、整備と
その提供

30,000円 (社)公共建築協会 30 30 30

建設局 営繕課
大都市建築･住宅主管者会
議、営繕工事担当者会議負
担金

大都市建築･住宅主管
者会議運営要綱「参加
者負担金等」

大都市における建築に関する共
通の問題に対処する方針を確立
する

大都市における建築に関
する共通の問題につい
て、主管者が意見交換検
討を行う

10,000円 幹事市(さいたま市) 10 10 10

建設局 営繕課
大都市建築･住宅主管者会
議、住宅建設担当者会議負
担金

大都市建築･住宅主管
者会議運営要綱「参加
者負担金等」

大都市における建築および住宅
に関する共通の問題に対処する
方針を確立する

大都市における建築およ
び住宅に関する共通の問
題について、主管者が意
見交換検討を行う

10,000円 幹事市(新潟市) 10 10 8

建設局 営繕課
関東甲信地区営繕主管課長
会議年会費

関東甲信地区営繕主管
課長会議「参加者負担
金等」

営繕行政の向上に寄与する
営繕業務担当課相互の協
力により建築に関する技
術の交流理解を図る

30,000円
関東甲信地区営繕主管課
長会議会長

30 30 30

建設局 営繕課
関東甲信地区営繕主管課長
会議総会負担金

関東甲信地区営繕主管
課長会議「参加者負担
金等」

営繕行政の向上に寄与する
営繕業務担当課相互の協
力により建築に関する技
術の交流理解を図る

9,000円
関東甲信地区営繕主管課
長会議幹事

9 9 4

建設局 営繕課
関東甲信地区営繕主管課長
会議積算分科会負担金

関東甲信地区営繕主管
課長会議「参加者負担
金等」

営繕行政の向上に寄与する
営繕業務担当課相互の協
力により建築に関する技
術の交流理解を図る

7,000円
関東甲信地区営繕主管課
長会議幹事

7 7 10

建設局 営繕課
ＡｕｔｏＣＡＤ研修参加負
担金

参加者負担金等 営繕行政の向上に寄与する
ＡｕｔｏＣＡＤ操作に必
要な知識、技術を習得す
る

63,000円×２名＝126,000円
ヒューマンアカデミー株
式会社

126 126 126

建設局 営繕課
建築工事監理研修参加負担
金

参加者負担金等 技術の向上
建築工事監理に関する必
要な知識を習得する

100,000円
(財)全国建設研修セン
ター

100 100 95

建設局 営繕課
研修会･講習会･セミナー等
参加負担金

参加者負担金等 技術の向上 各種該当事業 研修先基準等 研修開催団体等 80 80 88

建設局 設備課
大都市設備技術担当者会議
負担金

参加者負担金等(大都
市建築･住宅主管者会
議運営要領)

技術の向上
電気･機械設備工事に係る
設計施工監理の問題につ
いて情報交換

10,000円×２名＝20,000円 幹事市(川崎市) 20 20 12

建設局 設備課
大都市住宅建設担当者会議
負担金

参加者負担金等(大都
市建築･住宅主管者会
議運営要綱)

技術の向上
住宅建設に係る問題につ
いて情報交換

10,000円×１名＝10,000円 幹事市(新潟市) 10 10 0

建設局 設備課
関東甲信地区営繕主管課長
会議総会負担金

参加者負担金等(関東
甲信地区営繕主管課長
会議会則)

営繕行政の向上に寄与する
営繕業務担当課相互の協
力により建築に関する技
術の交流理解を図る

9,000円×１名＝9,000円
国土交通省関東地方整備
局会長(営繕部長)

9 9 5

建設局 設備課
関東甲信地区営繕主管課長
会議設備分科会負担金

参加者負担金等(関東
甲信地区営繕主管課長
会議会則)

営繕行政の向上に寄与する
営繕業務担当課相互の協
力により建築に関する技
術の交流理解を図る

7,000円×１名＝7,000円
国土交通省関東地方整備
局　会長　営繕部長

7 7 4
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

建設局 設備課
ＡｕｔｏＣＡＤ研修参加負
担金

参加者負担金等 技術の向上に寄与する
ＡｕｔｏＣＡＤ操作に必
要な知識、技術を習得す
る

63,000円×１名＝63,000円 ヒューマンアカデミー㈱ 63 63 95

建設局 設備課
研修会･講習会･セミナー等
参加負担金

研修会･講習会･セミ
ナー等参加負担金

技術の向上
建築設備設計及び工事監
理に関する必要な知識を
習得する

各種研修会･講習会･セミナー
先基準等

各種研修会･講習会･セミ
ナー開催団体等

130 130 0

建設局 保全管理課
大都市建築･住宅主管者会議
営繕工事担当者会議負担金

大都市会議等負担金
大都市における建築に関する共
通の問題に対処する方針を確立
する

大都市における建築に関
する共通の問題につい
て、主管者が意見交換検
討を行う

10,000円 幹事市(さいたま市) 10 10 5

建設局 保全管理課
関東甲信地区営繕主管課長
会議総会負担金

会議等負担金等 営繕行政の向上に寄与する
営繕業務担当課相互の協
力により建築に関する技
術の交流理解を図る

9,000円
関東甲信地区営繕主管課
長会議幹事

9 9 4

建設局 保全管理課
関東甲信地区営繕主管課長
会議積算分科会負担金

会議等負担金等 営繕行政の向上に寄与する
営繕業務担当課相互の協
力により建築に関する技
術の交流理解を図る

7,000円
関東甲信地区営繕主管課
長会議幹事

7 7 5

建設局 保全管理課
ＡｕｔｏＣＡＤ研修参加負
担金

参加者負担金等 技術の向上
ＡｕｔｏＣＡＤ操作に必
要な知識、技術を習得す
る

63,000円×１名＝126,000円
ヒューマンアカデミー株
式会社

126 126 95

建設局 保全管理課 建築耐震技術研修負担金 参加者負担金等 技術の向上
建築耐震に関する必要な
知識を習得する

75,000円×１名＝75,000円
(財)全国建設研修セン
ター

75 75 75

建設局 保全管理課 研修等負担金 参加者負担金等 技術の向上
耐震診断等に関する必要
な知識を習得する

135,000円 (財)日本建築防災協会等 48 135 91

建設局 保全管理課
建築工事監理研修参加負担
金

参加者負担金等 技術の向上
建築工事監理に関する必
要な知識を習得する

95,000円×１名＝95,000円
(財)全国建設研修セン
ター

95 0 95

消防局 消防総務課 全国消防長会負担金 年会費
全国消防長の融和強調を図り、
消防の情報を交換し採長補短す
る

全国消防長会負担金
平等割27,000円
定員割162,630円
人口割940,100円

全国消防長会 1,130 1,130 1,130

消防局 消防総務課 全国消防協会負担金 年会費
火災、その他の災害に関する調
査･研究を行い、防災思想の普及
広報を行う

全国消防協会負担金
都市割225,940円
会員割250,200円

全国消防協会 476 476 476

消防局 消防総務課 大都市消防長会議負担金 参加者負担金等 会議出席に伴う負担金 大都市消防長会議負担金 3,000円×１名＝3,000円
開催地消防本部(政令指
定都市)

6 3 6

消防局 消防総務課
大都市総務担当部課長会議
負担金

参加者負担金等 会議出席に伴う負担金
大都市総務担当部課長会
議負担金

2,000円×２名＝4,000円
開催地消防本部(政令指
定都市)

4 4 4

消防局 消防総務課
全国消防長会関東支部負担
金

年会費
全国消防長会の目的達成のため
消防の地域結団を強化推進する

全国消防長会関東支部負
担金

平等割10,000円
定員割16,000円
人口割17,000円

全国消防長会関東支部 43 43 43

消防局 消防総務課
全国消防長会関東支部総会
負担金

参加者負担金等 会議出席に伴う負担金
全国消防長会関東支部総
会負担金

3,000円×２名＝6,000円 全国消防長会関東支部 6 0 0

消防局 消防総務課 埼玉県消防長会負担金 年会費
県内消防長の融和強調･情報交換
等を行い消防の健全なる発展に
寄与する

埼玉県消防長会負担金

平等割35,000円
人口割161,000円
職員割66,000円
救助指導会負担金10,000円

埼玉県消防長会 272 272 272

消防局 消防総務課
埼玉県消防長会第１ブロッ
ク消防長会負担金

年会費
会員相互の融和強調を図り消防
制度･技術等の総合的研究を行う

埼玉県消防長会第１ブ
ロック消防長会負担金

年会費30,000円
埼玉県消防長会第１ブ
ロック

30 30 30

消防局 消防総務課
埼玉県消防長会第１ブロッ
ク署長会負担金

年会費
消防組織法第24条の３に定める
職員の指揮行動に関する知識･技
術の向上を図る

埼玉県消防長会第１ブ
ロック署長会負担金

10,000円×10署＝100,000円
埼玉県消防長会第１ブ
ロック署長会

100 0 0

消防局 消防総務課
埼玉県消防長会警防技術部
会視察研修参加負担金

参加者負担金等 研修会出席に伴う負担金
埼玉県消防長会警防技術
部会視察研修負担金

5,000円×１名＝5,000円
埼玉県消防長会警防技術
部会

0 5 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

消防局 消防総務課
埼玉県消防長会総務財政部
会視察研修参加負担金

参加者負担金等 研修会出席に伴う負担金
埼玉県消防長会総務財政
部会視察研修負担金

7,000円×１名＝7,000円
埼玉県消防長会総務財政
部会

7 0 0

消防局 消防総務課
埼玉県消防長会予防危険物
部会視察研修参加負担金

参加者負担金等 研修会出席に伴う負担金
埼玉県消防長会予防危険
物部会視察研修負担金

5,000円×１名＝5,000円
埼玉県消防長会予防危険
物部会

0 5 0

消防局 消防総務課
第１ブロック連絡協議会埼
玉県消防操法大会負担金

埼玉県消防協会第１ブ
ロック連絡協議会会則

埼玉県消防協会第１ブロック地
域内の連絡･協力体制の維持

第１ブロック連絡協議会
埼玉県消防操法大会負担
金

１支部90,000円
埼玉県消防協会第１ブ
ロック協議会

90 0 90

消防局 消防総務課
第１ブロック連絡協議会負
担金

埼玉県消防協会第１ブ
ロック連絡協議会会則

埼玉県消防協会第１ブロック地
域内の連絡･協力体制

第１ブロック連絡協議会
負担金

１支部20,000円
埼玉県消防協会第１ブ
ロック協議会

20 20 20

消防局 消防総務課 埼玉県消防協会支部負担金
財団法人埼玉県消防協
会支部負担金規程

消防の運営についての研究、消
防施設の改善と消防活動の強化
を図るため

埼玉県消防協会支部負担
金

①市町村割:300,000円(政令
市)
②世帯数割:492,133(世帯数)
×3.2(世帯数割合額)円
③団員数割:1,222名(団員数)
×175(団員数割合額)円
④職員数割:1,232名(職員数)
×175(職員数割合額)円

埼玉県消防協会 2,277 2,304 2,277

消防局 施設課 安全運転管理者講習負担金 参加者負担金等 安全運転管理能力の修得
安全運転管理者講習負担
金

4,200円×12名＝50,400円 埼玉県公安委員会 55 51 50

消防局 施設課
安全運転管理者協会負担金
(浦和地区)

安全運転管理者協会会
則

安全運転管理事業の推進
安全運転管理者協会負担
金(浦和地区)

27,000円×１事業所＝27,000
円
18,000円×２事業所＝36,000
円

安全運転管理者協会(浦
和地区)

63 63 54

消防局 施設課
安全運転管理者協会負担金
(浦和東地区)

安全運転管理者協会会
則

安全運転管理事業の推進
安全運転管理者協会負担
金(浦和東地区)

18,000円×１事業所＝18,000
円

安全運転管理者協会(浦
和東地区)

18 18 18

消防局 施設課
安全運転管理者協会負担金
(浦和西地区)

安全運転管理者協会会
則

安全運転管理事業の推進
安全運転管理者協会負担
金(浦和西地区)

18,000円×２事業所＝36,000
円

安全運転管理者協会(浦
和西地区)

36 36 36

消防局 施設課
安全運転管理者協会負担金
(大宮地区)

安全運転管理者協会会
則

安全運転管理事業の推進
安全運転管理者協会負担
金(大宮地区)

21,000円×２事業所＝42,000
円

安全運転管理者協会(大
宮地区)

58 42 42

消防局 施設課
安全運転管理者協会負担金
(大宮東地区)

安全運転管理者協会会
則

安全運転管理事業の推進
安全運転管理者協会負担
金(大宮東地区)

16,000円×１事業所＝16,000
円

安全運転管理者協会(大
宮東地区)

16 16 16

消防局 施設課
安全運転管理者協会負担金
(大宮西地区)

安全運転管理者協会会
則

安全運転管理事業の推進
安全運転管理者協会負担
金(大宮西地区)

16,000円×１事業所＝16,000
円

安全運転管理者協会(大
宮西地区)

16 16 16

消防局 施設課
安全運転管理者協会負担金
(岩槻地区)

安全運転管理者協会会
則

安全運転管理事業の推進
安全運転管理者協会負担
金(岩槻地区)

16,000円×１事業所＝16,000
円

安全運転管理者協会(岩
槻地区)

16 16 16

消防局 施設課
(法定外)安全運転管理者講
習負担金

参加者負担金等 安全運転管理能力の修得
安全運転管理者講習負担
金

4,200円×14名＝58,800円 埼玉県公安委員会 0 59 0

消防局 施設課
(法定外)安全運転管理者協
会負担金(浦和地区)

安全運転管理者協会会
則

安全運転管理事業の推進
安全運転管理者協会負担
金(浦和地区)

18,000円×３事業所＝54,000
円

安全運転管理者協会(浦
和地区)

0 54 0

消防局 施設課
(法定外)安全運転管理者協
会負担金(浦和東地区)

安全運転管理者協会会
則

安全運転管理事業の推進
安全運転管理者協会負担
金(浦和東地区)

18,000円×１事業所＝18,000
円

安全運転管理者協会(浦
和東地区)

0 18 0

消防局 施設課
(法定外)安全運転管理者協
会負担金(浦和西地区)

安全運転管理者協会会
則

安全運転管理事業の推進
安全運転管理者協会負担
金(浦和西地区)

18,000円×２事業所＝36,000
円

安全運転管理者協会(浦
和西地区)

0 36 0

消防局 施設課
(法定外)安全運転管理者協
会負担金(大宮地区)

安全運転管理者協会会
則

安全運転管理事業の推進
安全運転管理者協会負担
金(大宮地区)

16,000円×３事業所＝48,000
円

安全運転管理者協会(大
宮地区)

0 48 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

消防局 施設課
(法定外)安全運転管理者協
会負担金(大宮東地区)

安全運転管理者協会会
則

安全運転管理事業の推進
安全運転管理者協会負担
金(大宮東地区)

16,000円×２事業所＝32,000
円

安全運転管理者協会(大
宮東地区)

0 32 0

消防局 施設課
(法定外)安全運転管理者協
会負担金(大宮西地区)

安全運転管理者協会会
則

安全運転管理事業の推進
安全運転管理者協会負担
金(大宮西地区)

16,000円×１事業所＝16,000
円

安全運転管理者協会(大
宮西地区)

0 16 0

消防局 施設課
(法定外)安全運転管理者協
会負担金(岩槻地区)

安全運転管理者協会会
則

安全運転管理事業の推進
安全運転管理者協会負担
金(岩槻地区)

16,000円×２事業所＝32,000
円

安全運転管理者協会(岩
槻地区)

0 32 0

消防局 職員課
消防大学校上級幹部科入校
負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

消防大学校上級幹部科入
校負担金

74,000円×１名＝74,000円
(財)消防科学総合セン
ター

100 74 0

消防局 職員課
消防大学校幹部科入校負担
金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

消防大学校幹部科入校負
担金

262,000円×２名＝524,000円
(財)消防科学総合セン
ター

534 524 522

消防局 職員課
消防大学校警防科入校負担
金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

消防大学校警防科入校負
担金

246,000円×１名＝246,000円
(財)消防科学総合セン
ター

243 246 0

消防局 職員課
消防大学校救助科入校負担
金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

消防大学校救助科入校負
担金

276,000円×１名＝276,000円
(財)消防科学総合セン
ター

293 276 274

消防局 職員課
消防大学校緊急消防援助隊
教育科指揮隊長コース受講
負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

消防大学校緊急消防援助
隊教育科指揮隊長コース
受講負担金

20,000円×１名＝20,000円
(財)消防科学総合セン
ター

19 20 20

消防局 職員課
埼玉県消防学校初任教育入
校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校初任教育
入校負担金

239,800円×32名＝7,673,600
円

埼玉県消防学校教育振興
会

8,633 7,674 8,633

消防局 職員課
埼玉県消防学校警防科入校
負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校警防科入
校負担金

19,000円×10名＝190,000円
埼玉県消防学校教育振興
会

95 190 95

消防局 職員課
埼玉県消防学校予防査察科
入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校予防査察
科入校負担金

20,000円×10名＝200,000円
埼玉県消防学校教育振興
会

140 200 200

消防局 職員課
埼玉県消防学校特殊災害科
入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校特殊災害
科入校負担金

18,000円×５名＝90,000円
埼玉県消防学校教育振興
会

90 0 90

消防局 職員課
埼玉県消防学校救急科入校
負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校救急科入
校負担金

64,000円×40名＝2,560,000円
埼玉県消防学校教育振興
会

1,920 2,560 1,920

消防局 職員課
埼玉県消防学校救助科入校
負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校
救助科入校負担金

77,500円×７名＝542,500円
埼玉県消防学校教育振興
会

698 542 620

消防局 職員課
埼玉県消防学校初級幹部科
入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校初級幹部
科入校負担金

19,500円×６名＝117,000円
埼玉県消防学校教育振興
会

39 117 39

消防局 職員課
埼玉県消防学校中級幹部科
入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校中級幹部
科入校負担金

17,000円×６名＝102,000円
埼玉県消防学校教育振興
会

39 102 39

消防局 職員課
埼玉県消防学校警防活動教
育入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校警防活動
教育入校負担金

27,500円×10名＝275,000円
埼玉県消防学校教育振興
会

275 275 275

消防局 職員課
埼玉県消防学校実科指導員
教育入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校実科指導
員教育入校負担金

13,000円×10名＝130,000円
埼玉県消防学校教育振興
会

0 130 0

消防局 職員課
東京研修所救急救命士養成
研修前期入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

東京研修所救急救命士養
成研修前期入校負担金

2,010,000円×２名＝
4,020,000円

(財)救急振興財団 2,010 4,020 1,990
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

消防局 職員課
東京研修所救急救命士養成
研修後期入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

東京研修所救急救命士養
成研修後期入校負担金

2,010,000円×２名＝
4,020,000円

(財)救急振興財団 8,040 4,020 8,040

消防局 職員課
九州研修所救急救命士薬剤
投与研修入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

九州研修所救急救命士薬
剤投与研修入校負担金

230,000円×３名＝690,000円 (財)救急振興財団 1,380 690 1,380

消防局 職員課
埼玉県消防学校救急救命士
養成所救急救命士養成研修
入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校救急救命
士養成所救急救命士養成
研修入校負担金

1,690,000円×４名＝
6,760,000円

埼玉県消防学校救急救命
士養成所

6,180 6,760 6,180

消防局 職員課
埼玉県消防学校救急救命士
養成所救急救命士気管挿管･
薬剤投与研修受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校救急救命
士養成所救急救命士薬剤
投与･気管挿管研修受講負
担金

225,000円×７名＝1,575,000
円

埼玉県消防学校救急救命
士養成所

1,575 1,575 1,350

消防局 職員課
埼玉県消防学校救急救命士
養成所救急救命士養成事前
研修受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校救急救命
士養成所救急救命士養成
事前研修受講負担金

10,000円×８名＝80,000円
埼玉県消防学校救急救命
士養成所

110 80 100

消防局 職員課
日本火災学会火災科学セミ
ナー受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

日本火災学会火災科学セ
ミナー受講負担金

4,000円×12名＝48,000円 (財)日本火災学会 16 48 16

消防局 職員課
安全運転中央研修所緊急自
動車運転技能者課程入校負
担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

安全運転中央研修所緊急
自動車運転技能者課程入
校負担金

82,000円×10名＝820,000円
自動車安全運転センター
安全運転中央研修所

246 820 246

消防局 職員課
海洋研究開発機構潜水技術
研修受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

海洋研究開発機構潜水技
術研修受講負担金

113,000円×２名＝226,000円
独立行政法人海洋研究開
発機構

226 226 225

消防局 職員課
日本無線協会第１級陸上特
殊無線技士養成課程受講負
担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

日本無線協会第１級陸上
特殊無線技士養成課程受
講負担金

69,300円×２名＝138,600円 (財)日本無線協会 139 139 208

消防局 職員課
日本無線協会第３級陸上特
殊無線技士養成講習受講負
担金団体受講

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

日本無線協会第３級陸上
特殊無線技士養成講習受
講負担金[団体受講]

8,010円×40名＝320,400円 (財)日本無線協会 319 320 320

消防局 職員課
２級湖川小型船舶操縦士免
許取得研修受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

２級湖川小型船舶操縦士
免許取得研修受講負担金

51,000円×44名＝204,000円 ボートスクールＥ＆Ｍ 204 204 200

消防局 職員課 潜水士免許取得研修負担金 参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

潜水士免許取得研修負担
金

17,000円×２名＝34,000円
(財)安全衛生普及セン
ター

34 34 17

消防局 職員課
アーク溶接特別講習受講負
担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

アーク溶接特別講習受講
負担金

8,400円×４名＝33,600円
(財)労働安全衛生管理協
会

34 34 34

消防局 職員課
小型移動式クレーン運転技
能講習受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

小型移動式クレーン運転
技能講習受講負担金

28,000円×５名＝140,000円 (社)日本クレーン協会 140 140 200

消防局 職員課 玉掛技能講習受講負担金 参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

玉掛技能講習受講負担金 14,000円×５名＝70,000円 (社)日本クレーン協会 70 70 136

消防局 職員課
酸素欠乏･硫化水素作業主任
者技能講習会受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

酸素欠乏･硫化水素危険作
業主任者技能講習会受講
負担金

11,500円×４名＝46,000円
(社)埼玉労働基準協会連
合会

46 46 46

消防局 職員課
高圧ガス製造保安責任者丙
種化学特別講習受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

高圧ガス製造保安責任者
丙種化学特別講習受講負
担金

18,400円×３名＝55,200円 高圧ガス保安協会 74 56 74

消防局 職員課
特定化学物質等作業主任者
技能講習受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

特定化学物質等作業主任
者技能講習受講負担金

7,500円×５名＝37,500円
(財)埼玉県健康づくり事
業団

38 37 35

消防局 職員課
ガスクロマトグラフ分析機
器講習会受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

ガスクロマトグラフ分析
機器講習会受講負担金

40,000円×２名＝80,000円 ㈱島津製作所 79 80 80
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

消防局 職員課
赤外線分析機器講習会受講
負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

赤外線分析機器講習会受
講負担金

25,000円×２名＝50,000円 ㈱島津製作所 50 50 50

消防局 職員課
消防大学校緊急消防援助隊
教育科高度救助コース受講
負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

消防大学校緊急消防援助
隊教育科高度救助コース
受講負担金

37,000円×２名＝74,000円
(財)消防科学総合セン
ター

86 74 74

消防局 職員課
消防大学校緊急消防援助隊
教育科ＮＢＣ･特別高度救助
コース受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

消防大学校緊急消防援助
隊教育科ＮＢＣ･特別高度
救助コース受講負担金

54,000円×２名＝108,000円
(財)消防科学総合セン
ター

116 108 54

消防局 職員課
消防大学校火災調査科入校
負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

消防大学校火災調査科受
講負担金

304,000円×２名＝608,000円
(財)消防科学総合セン
ター

314 608 302

消防局 職員課
埼玉県消防学校火災調査科
入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校火災調査
科入校負担金

18,500円×10名＝185,000円
埼玉県消防学校教育振興
会

0 185 0

消防局 職員課
埼玉県消防学校水難救助員
教育入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校水難救助
員教育入校負担金

23,000円×４名＝92,000円
埼玉県消防学校教育振興
会

92 0 92

消防局 職員課
埼玉県消防学校救急救命士
養成所救急救命士薬剤投与
研修受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校救急救命
士養成所救急救命士薬剤
投与研修受講負担金

210,000円×５名=1,050,000円
埼玉県消防学校救急救命
士養成所

420 1,050 630

消防局 職員課
全国市町村国際文化研修消
防職員コース受講負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

全国市町村国際文化研修
消防職員コース受講負担
金

66,640円×２名＝133,280円
全国市町村国際文化研修
所

215 134 133

消防局 職員課
自動車事故対策機構運転適
正診断受講料

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

自動車事故対策機構運転
適正診断受講料

2,200円×48名＝105,600円
独立行政法人自動車事故
対策機構

176 105 209

消防局 職員課
埼玉県消防学校救急科入校
負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校第107期救
急科入校負担金

64,000円×10名＝640,000円
埼玉県消防学校教育振興
会

640 0 640

消防局 職員課
埼玉県消防学校上級幹部科
入校負担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

埼玉県消防学校上級幹部
科入校負担金

8,000円×６名＝48,000円
埼玉県消防学校教育振興
会

0 48 0

消防局 職員課
消防大学校予防科入校負担
金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

消防大学校予防科入校負
担金

234,000円×１名＝234,000円
(財)消防科学総合セン
ター

0 234 234

消防局 職員課
消防大学校危険物科入校負
担金

入校負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

消防大学校危険物科入校
負担金

134,000円×１名＝134,000円
(財)消防科学総合セン
ター

0 0 134

消防局 職員課
埼玉県消防長会総務財政部
会県外研修負担金

研修負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

埼玉県消防長会総務財政
部会県外研修負担金

5,000円×１名＝5,000円
埼玉県消防長会総務財政
部会長

0 0 5

消防局 職員課
財団法人日本電信電話ユー
ザー協会埼玉中央地区協会
研修負担金

研修負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

財団法人日本電信電話
ユーザー協会埼玉中央地
区協会研修負担金

5,000円×１名＝5,000円
財団法人日本電信電話
ユーザー協会埼玉中央地
区協会

0 0 5

消防局 職員課
特別管理産業廃棄物管理責
任者講習負担金

研修負担金
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

特別管理産業廃棄物管理
責任者講習負担金

12,000円×１名＝12,000円
財団法人日本産業廃棄物
処理振興センター

0 0 12

消防局 警防課
大都市警防担当部課長会議
参加負担金(春)

参加者負担金等 会議への参加負担金
大都市警防担当部課長会
議(春)

5,000円×１消防本部＝5,000
円

静岡市(開催都市) 5 5 3

消防局 警防課
東北自動車道埼玉県消防連
絡協議会負担金

東北自動車道埼玉県消
防連絡協議会規約

協議会運営に伴う年会費
東北自動車道埼玉県消防
連絡協議会の運営

10,000円×１消防本部＝
10,000円

東北自動車道埼玉県消防
連絡協議会の事務局消防
本部(輪番)

0 10 10

消防局 救急課
大都市間警防(救急)部課長
会議負担金

大都市会議等負担金 会議への参加負担金
大都市間警防(救急)担当
部課長会議負担金

3,000円×１名＝3,000円 開催地事務局 3 3 2
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

消防局 救急課
全国救急隊員シンポジウム
参加負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

全国救急隊員シンポジウ
ム参加負担金

1,000円×３名＝3,000円 (財)救急振興財団 3 0 0

消防局 救急課
日本臨床救急医学会参加負
担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

日本臨床救急医学会参加
負担金

10,000円×１名＝10,000円 日本臨床救急医学会 100 10 100

消防局 救急課
日本救急医学会関東地方会
救急隊員学術研究会参加負
担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

日本救急医学会関東地方
会救急隊員学術研究会参
加負担金

3,000円×３名＝9,000円 救急隊員学術研究会 30 9 30

消防局 救急課
地域社会振興財団救急医療
研修会参加負担金(自治医科
大学)

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

地域社会振興財団[自治医
科大学]救急医療研修会参
加負担金

25,000円×１名＝25,000円 (財)地域社会振興財団 25 0 0

消防局 救急課
日本救急振興財団救急救命
士業務実地修練参加負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

救急救命士実地修練参加
負担金

10,000円×１名＝10,000円 (財)日本救急医療財団 10 0 0

消防局 救急課
厚生労働省医政局救急救命
士専任教員講習会参加負担
金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

救急救命士専任教員講習
会参加負担金

11,550円×１名＝11,550円 (財)日本救急医療財団 11 0 12

消防局 救急課
日本小児救急医学会参加負
担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

日本小児救急医学会負担
金

5,000円×２名＝10,000円 日本小児救急医学会 12 0 10

消防局 救急課
日本救急医学会総会･学術集
会参加負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

日本救急医学会負担金 5,000円×１名＝5,000円 日本救急医学会 10 5 8

消防局 救急課
地域ＭＣ研修外傷セミナー･
ＩＣＬＳ研修参加負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

地域MC研修負担金

外傷セミナー6,000円×20名＝
120,000円
ＩＣＬＳコース3,000円×12名
＝36,000円
ＩＣＬＳコース8,000円×４名
＝32,000円

開催元事務局(支払先に
ついては開催元により異
なる)

250 188 248

消防局 救急課 日本臨床救急医学会登録料 参加者負担金等 日本臨床救急医学会登録料
日本臨床救急医学会登録
料負担金

10,000円×２名＝20,000円 日本臨床救急医学会 20 20 20

消防局 救急課
中央地域メディカルコント
ロール協議会運営負担金

運営者負担金
中央地域メディカルコントロー
ル協議会運営に伴う負担金

中央地域メディカルコン
トロール協議会運営負担
金

中央地域メディカルコント
ロール協議会内の人口、救急
出場件数及び委員数により算
出

中央地域メディカルコン
トロール協議会

376 376 376

消防局 救急課
日本脳神経外科救急学会参
加費負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

日本脳神経外科救急学会
負担金

3,000円×３名＝9,000円 日本脳神経外科救急学会 0 9 15

消防局 救急課
第４回埼玉メディカルラ
リー開催に伴う参加負担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

埼玉メディカルラリー参
加負担金

4,000円×２名＝8,000円
第4回埼玉メディカルラ
リー開催事務局

0 0 8

消防局 救急課
第21回日本総合病院精神医
学会総会開催に伴う参加負
担金

参加者負担金等
職務遂行に必要とされる種々の
専門知識及び高度な技能の習得
並びに職員の資質の向上を図る

日本総合病院精神医学会
総会参加負担金

10,000円×２名＝20,000円 日本総合病院精神医学会 0 0 20

消防局 指令課 消防通信連絡会会議負担金 参加者負担金等 会議への参加負担金
消防通信連絡会会議負担
金

4,000円×３名＝12,000円
消防通信連絡会事務局
(東京消防庁)

12 12 12

消防局 予防課
さいたま市防火安全協会県
外研修会参加負担金

参加者負担金等 研修会出席に伴う負担金
さいたま市防火安全協会
県外研修会

25,000円×２名＝50,000円
(社)さいたま市防火安全
協会

50 50 50

消防局 予防課
大都市(政令市･東京消防庁)
予防担当部課長会議参加負
担金

参加者負担金等 会議への参加負担金
大都市(政令市･東京消防
庁)予防担当部課長会議参
加負担金

5,000円×１名＝5,000円
会議開催消防本部
(局)(輪番)

15 5 15

出納室 出納課
埼玉県都市出納事務協議会
負担金

埼玉県都市出納事務協
議会会則

都市財政の健全なる発展に寄与
するため、相互に緊密な連携調
和を図り、会計･用度事務の合理
化と能率の増進に資する

地方財務会計制度に関す
る調査、研究等

本会運営費(年額)3,000円
埼玉県都市出納事務協議
会事務局

7 3 3
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

出納室 出納課
埼玉県県南ブロック都市出
納事務協議会負担金

埼玉県県南ブロック都
市出納事務協議会会則

会計･用度事務の研究、合理化、
効率化を図り、財務会計事務の
向上に資すること

会計及び用度事務に関す
る調査、研究等

本会運営費(年額)2,000円
埼玉県県南ブロック都市
出納事務協議会事務局

5 2 2

出納室 出納課
ＮＯＭＡ行政管理講座参加
負担金

参加者負担金等
会計事務の能率化及び合理的運
用事務等を学ぶための研修を行
う

会計事務研修等 30,450円×４名＝121,800円 (社)日本経営協会 122 122 122

出納室 出納課
指定都市収入役･会計管理者
会議参加負担金

指定都市収入役･会計
管理者会規約

政令指定都市会計管理者相互の
連携を保ち、財務会計事務の円
滑な運用と地方自治の発展に資
する

財務会計事務に関する調
査、研究等

3,000円×２名＝6,000円
指定都市収入役･会計管
理者会事務局

10 6 6

出納室 出納課
指定都市会計事務主管者会
議参加負担金

参加者負担金等

政令指定都市財政の健全なる発
展に寄与するため、相互に緊密
なる連携調和を図り、会計事務
の合理化と能率の増進に資する

財務会計事務に関する調
査、研究等

3,000円×２名＝6,000円
指定都市会計事務主管者
会議事務局

6 6 6

教育
委員会

教育総務課 政策研修費負担金 参加者負担金等 各種研修への出席者負担金
教育委員会事務局の運営
に要する経費

5,000円×１名×２回＝10,000
円

研修実施機関 65 10 0

教育
委員会

教育総務課
埼玉県都市教育長協議会出
席者負担金

参加者負担金等 教育長出席のため
教育委員会事務局の運営
に要する経費

3,000円×１名＝3,000円 埼玉県都市教育長協議会 3 3 0

教育
委員会

教育総務課
全国都市教育長協議会出席
者負担金

参加者負担金等 教育長出席のため
教育委員会事務局の運営
に要する経費

7,000円×１名＝7,000円 全国都市教育長協議会 7 7 7

教育
委員会

教育総務課
関東地区都市教育長協議会
出席者負担金

参加者負担金等 教育長出席のため
教育委員会事務局の運営
に要する経費

6,000円×１名＝6,000円
関東地区都市教育長協議
会

6 6 0

教育
委員会

教育総務課
指定都市教育委員･教育長協
議会庶務担当課長会議出席
者負担金

参加者負担金等 教育総務課長出席のため
教育委員会事務局の運営
に要する経費

3,000円×１名＝3,000円
指定都市教育委員･教育
長協議会

3 3 3

教育
委員会

教育総務課 防火管理者等講習会負担金 参加者負担金等 安全衛生担当者出席のため
教育委員会事務局の運営
に要する経費

防火管理者資格講習会１人当
たり6,000円
安全衛生各種研修会１人当た
り4,000円

さいたま市防火安全協
会、地方公務員安全衛生
推進協会

50 50 6

教育
委員会

教育総務課
埼玉県公立学校施設整備期
成同盟会負担金

参加者負担金等 年間負担金のため
指定都市教育委員･教育長
協議会等の教育団体への
負担金支出

(A)５月１日時点の児童生徒数
に0.7を乗じる。(B)５月１日
時点の学校数に、70を乗じ
る。(A)と(B)を合算し、1,000
円未満を切り捨てる。

埼玉県公立学校施設整備
期成同盟会

83 84 83

教育
委員会

教育総務課 埼玉県統計協会負担金 参加者負担金等 年間負担金のため
指定都市教育委員･教育長
協議会等の教育団体への
負担金支出

年額3,000円 埼玉県統計協会 3 3 3

教育
委員会

教育総務課
全国都市教育長協議会負担
金

参加者負担金等 年間負担金のため
指定都市教育委員･教育長
協議会等の教育団体への
負担金支出

年額60,000円 全国都市教育長協議会 60 60 60

教育
委員会

教育総務課
関東地区都市教育長協議会
負担金

参加者負担金等 年間負担金のため
指定都市教育委員･教育長
協議会等の教育団体への
負担金支出

年額5,000円
関東地区都市教育長協議
会

5 5 5

教育
委員会

教育総務課
埼玉県都市教育長協議会負
担金

参加者負担金等 年間負担金のため
指定都市教育委員･教育長
協議会等の教育団体への
負担金支出

人口50万人以上100,000円 埼玉県都市教育長協議会 100 100 100

教育
委員会

教育総務課
指定都市教育委員･教育長協
議会負担金

参加者負担金等 年間負担金のため
指定都市教育委員･教育長
協議会等の教育団体への
負担金支出

年額150,000円
指定都市教育委員･教育
長協議会

150 150 150

教育
委員会

学校施設課
全国施設主管課長協議会負
担金

参加者負担金等 公立学校施設の整備促進を図る
情報の交換、公立学校施
設に関する調査研究等

分担金5,000円 全国施設主管課長協議会 5 5 5

教育
委員会

学校施設課
全国公立学校建築技術協議
会負担金

参加者負担金等
技術の向上を図り、学校施設の
質的整備に寄与する

業務の進歩改善に関する
調査研究、学校施設の質
的向上に関する施策

年額15,000円(都道府県及び政
令指定都市を１単位とする)

全国公立学校建築技術協
議会

15 15 15
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

教育
委員会

学校施設課 廃棄物管理者講習会負担金 参加者負担金等

特別管理産業廃棄物に係る管理
全般にわたる業務を適正に遂行
するための必要な知識及び技能
を修得する

特別管理産業廃棄物管理
責任者に関する講習会

受講料12,000円
(財)日本産業廃棄物処理
振興センター

12 12 12

教育
委員会

教職員課
小中学校事務職員研究協議
会負担金

年会費等 年会費等 年会費等
全国1,000円×160校＝160,000
円
県1,000円×160校＝160,000円

全国公立小中学校事務職
員研究会、埼玉県公立小
中学校事務職員研究協議
会

318 320 318

教育
委員会

教職員課
政令指定都市小学校長会研
究協議会負担金

年会費等 年会費等 年会費等 各市50,000円
政令指定都市小学校長会
研究協議会

50 50 50

教育
委員会

教職員課
十五大都市中学校長会連絡
協議会負担金

年会費等 年会費等 年会費等 各市50,000円
15大都市中学校長会連絡
協議会

50 50 50

教育
委員会

教職員課
政令指定都市学校事務職員
研究協議会負担金

年会費等 年会費等 年会費等 各市5,000円
政令指定都市学校事務職
員研究協議会

5 5 0

教育
委員会

教職員課 小学校長会負担金 年会費等 年会費等 年会費等

県公立小学校長会会費18,000
円×102校＝1,836,000円
関東甲信越地区小学校校長会
会費1,500円×102校＝153,000
円
全国連合小学校長会会費6,500
円×102校＝663,000円
県特殊学級設置校校長会会費
2,000円×32校＝64,000円

さいたま市立小学校校長
会

2,684 2,716 2,686

教育
委員会

教職員課 中学校長会負担金 年会費等 年会費等 年会費等

県公立中学校校長会22,000円
×57校＝1,254,000円
関東甲信越地区中学校長会会
費1,500円×57校＝85,500円
全国連合中学校長会会費7,500
円×57校＝427,500円
県特殊学級設置校校長会会費
2,000円×14校＝28,000円

さいたま市中学校長会 1,791 1,795 1,793

教育
委員会

教職員課 小学校教頭会負担金 年会費等 年会費等 年会費等

県公立小学校教頭会会費8,200
円×111校＝910,200円
関東甲信越地区小学校教頭会
1,200円×111校＝133,200円
全国小学校教頭会会費4,600円
×111校＝510,600円

さいたま市立小学校教頭
会

1,540 1,554 1,540

教育
委員会

教職員課 中学校教頭会負担金 年会費等 年会費等 年会費等

県公立中学校教頭会会費8,200
円×60校＝492,000円
関東甲信越地区中学校教頭会
会費1,200円×60校＝72,000円
全国中学校教頭会会費4,600円
×60校＝276,000円

さいたま市中学校･養護
学校教頭会

840 840 840

教育
委員会

指導１課
外国青年招致事業人員割会
費負担金

参加者負担金等
ＪＥＴプログラムの円滑な推進
を図る

左同 75,000円×２名＝150,000円 自治体国際化協会 150 150 144

教育
委員会

指導１課
語学指導助手受入活用連絡
協議会政令市負担金

参加者負担金等
県及び市町村教育委員会に配置
するＪＥＴプログラムの円滑な
推進を図る

左同 10,000円
埼玉県語学指導助手受入
活用連絡協議会

10 10 9

教育
委員会

指導１課
全国小学校英語活動実践研
究大会参加費

参加者負担金等 大会参加 左同 3,000円×１名＝3,000円
全国小学校英語活動実践
研究大会開催実行委員会

0 0 3

教育
委員会

指導１課
埼玉県児童生徒美術展さい
たま地区展負担金

参加者負担金等
図工･美術指導の充実、指導力の
向上を図る

左同 3,000円×160校＝480,000円
県美術展さいたま市地区
児童生徒美術展実施委員
会

477 480 477
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

教育
委員会

指導１課 埼玉県吹奏楽連盟負担金 参加者負担金等
吹奏楽の普及振興を図り、音楽
文化の向上に寄与

左同
中学校10,000円×57校＋小学
校5,000円×15校＝645,000円

埼玉県吹奏楽連盟 640 645 625

教育
委員会

指導１課
埼玉県小学校管楽器教育研
究会会費負担金

参加者負担金等
小学校管楽器教室の推進･相互発
展

左同 2,000円×51校＝102,000円
埼玉県小学校管楽器教育
研究会

90 102 90

教育
委員会

指導１課
埼玉県図書館協会会費負担
金

参加者負担金等 埼玉県図書館協会会費 左同 500円×160校＝80,000円 埼玉県図書館協会 80 80 79

教育
委員会

指導１課
埼玉県統計教育研究協議会
負担金

参加者負担金等 統計教育の推進 左同 1,000円×159校＝159,000円
埼玉県統計教育研究協議
会

159 159 159

教育
委員会

指導１課
さいたま市児童生徒科学教
育振興展覧会負担金

参加者負担金等
科学教育の振興及び県中央展出
展作品の選考

左同 1,200円×159校＝190,800円
さいたま市教育研究会理
科専門部

190 191 190

教育
委員会

指導１課
埼玉県科学教育振興展覧会
負担金

参加者負担金等
児童生徒の科学的研究物の展示
や科学教育の振興

左同 28,000円 埼玉県理科教育研究会 28 28 28

教育
委員会

指導１課 埼玉県校外教育協会負担金 参加者負担金等
児童生徒の校外生活の充実を図
る活動の助成

左同 1,000円×160校＝160,000円 (社)埼玉県校外教育協会 159 160 159

教育
委員会

指導１課
都道府県教育委員会等指導
事務主管部課長会負担金

参加者負担金等
職能の向上と市内学校教育の推
進･向上を図る

左同 会費34,000円
都道府県教育委員会等指
導事務主管部課長会

34 34 24

教育
委員会

指導１課
第46回全国学校体育研究大
会参加費

参加者負担金等 大会参加 左同 5,000円×１名＝5,000円
全国学校体育研究大会岩
手大会実行委員会

0 0 5

教育
委員会

指導１課 埼玉県国公立幼稚園長会費 参加者負担金等
埼玉県幼稚園教育の普及刷新向
上を図る

左同 10,000円×１園＝10,000円 埼玉県国公立幼稚園長会 10 10 10

教育
委員会

指導１課
全国国公立幼稚園長会負担
金

参加者負担金等
全国幼稚園教育の普及刷新を図
る

左同
均等割:3,000円＋園児数割35
円×86人＝6,010円

埼玉県国公立幼稚園長会 7 7 6

教育
委員会

指導１課
全国国公立幼稚園長会特別
資金

参加者負担金等
全国国公立幼稚園の連絡提携を
図り、会員相互の互助共励の実
をあげる

左同 1,000円×１園＝1,000円 埼玉県国公立幼稚園長会 1 1 1

教育
委員会

指導１課
埼玉県国公立幼稚園主任会
費

参加者負担金等 主任の力量と資質の向上を図る 左同 5,000円×１園＝5,000円
埼玉県国公立幼稚園主任
会

5 5 5

教育
委員会

指導１課
埼玉県国公立幼稚園教育研
究会費

参加者負担金等
埼玉県国公立幼稚園教育の充実
発展、及び教員相互の資質の向
上を図る

左同 3,600円×５名＝18,000円
埼玉県国公立幼稚園教育
研究会

18 18 18

教育
委員会

指導２課
埼玉県産業教育振興会さい
たま支部負担金

埼玉県産業教育振興会
さいたま支部会則

学校における産業教育の充実振
興

学校緑化コンクール、児
童生徒発明創意くふう
展、研究委嘱事業、児童
生徒表彰

振興会運営費の一部
埼玉県産業教育振興会さ
いたま支部長

231 231 230

教育
委員会

指導２課
埼玉県定時制教育及び通信
制教育振興会市町村負担金

埼玉県定時制教育及び
通信制教育振興会規約

勤労青少年教育の振興
研究事業、生活体験発
表、体育大会、表彰、広
報刊行物

1,204,461人×0.5円＝602,230
円

埼玉県定時制教育通信教
育振興会会長

593 602 593

教育
委員会

指導２課
全国産業教育主管課長連絡
会負担金

全国産業教育主管課長
連絡会会則

平成20年度全国産業教育主管課
長連絡会負担金

産業教育の振興 連絡会運営費の一部
全国産業教育主管課長連
絡会長

5 5 5

教育
委員会

指導２課 学校警察連絡協議会負担金
各７地区学校警察連絡
協議会会則

学校と警察が緊密な連絡をと
り、市内各学校の児童、生徒の
非行防止と補導の適正を図る

市内各学校の児童、生徒
の非行防止と補導の適正

1,000円×163校＝163,000円
市内小･中･高･養護学校
校長

163 163 163

教育
委員会

指導２課
小･中･高･特別支援学校合同
生徒指導委員会負担金

さいたま市合同生徒指
導委員会会則

地域における青少年健全育成を
図る

学校、警察、家庭、関係
団体等の連携を基盤に総
力を結集して地域ぐるみ
で生徒指導を推進する

3,000円×163校＝489,000円
市内小･中･高･養護学校
校長

489 489 489
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

教育
委員会

指導２課
埼玉県立特別支援学校大宮
ろう学園後援会負担金

埼玉県立特別支援学校
大宮ろう学園教育後援
会会則

教育振興を援助し併せて児童生
徒の福祉増進を図る

施設の充実促進及び児童
生徒の職業指導を実施す
る

3,500円×75名＝262,500円
埼玉県立特別支援学校大
宮ろう学園後援会会長

248 262 0

教育
委員会

指導２課 宮代特別支援学校負担金
埼玉県立宮代特別支援
学校教育振興会会則

啓蒙普及、教育環境整備等への
側面的援助、協力を通じて肢体
不自由教育の充実振興に寄与す
る

会則規程による 3,500円×36名＝126,000円
埼玉県立宮代特別支援学
校教育振興会会長

130 126 130

教育
委員会

指導２課 岩槻特別支援学校負担金
埼玉県立岩槻特別支援
学校教育後援会会則

教育の充実を推進するための援
助協力を行うことを目的にする

教育諸事情の奨励及び児
童生徒の保護育成と福祉
増進協力等を実施する

3,500円×12名＝42,000円
埼玉県立岩槻特別支援学
校教育後援会会長

46 42 46

教育
委員会

指導２課
蓮田特別支援学校後援会負
担金

埼玉県立蓮田特別支援
学校教育後援会会則

病弱、虚弱教育についての啓蒙
普及、及び教育活動･教育環境の
整備等への側面的援助･協力を通
じて充実、振興に寄与する

会則規程による 3,500円×４名＝14,000円
埼玉県立蓮田特別支援学
校後援会会長

11 14 14

教育
委員会

指導２課 大宮北特別支援学校負担金
埼玉県立大宮北特別支
援学校教育振興会会則

病弱、虚弱教育についての啓蒙
普及、及び教育活動･教育環境の
整備等への側面的援助･協力を通
じて充実、振興に寄与する

会則規程による 3,500円×251名＝878,500円
埼玉県立大宮北特別支援
学校教育振興会会長

819 878 819

教育
委員会

指導２課
上尾特別支援学校後援会負
担金

埼玉県立上尾特別支援
学校教育後援会会則

特別支援学校の児童･生徒の教育
を充実、推進するため援助強力
を行う

教育施設の整備、指導に
要する教材の充実の援助
等を実施する

3,500円×39名＝136,500円
埼玉県立上尾特別支援学
校後援会会長

137 137 133

教育
委員会

指導２課
浦和特別支援学校後援会負
担金

埼玉県立浦和特別支援
学校教育後援会会則

教育の充実を推進するための援
助協力を行う

学校教育の助成及び教職
員の研究活動の助成等を
実施する

3,500円×175名＝612,500円
埼玉県立浦和特別支援学
校後援会会長

658 613 619

教育
委員会

指導２課
和光特別支援学校教育振興
会負担金

埼玉県立和光特別支援
学校教育振興会会則

教育の充実を推進するための援
助協力を行う

教育諸事業の奨励及び児
童生徒の保護育成と福祉
育成と福祉増進協力等を
実施する

3,500円×32名＝112,000円
埼玉県立和光特別支援学
校教育振興会会長

109 112 109

教育
委員会

指導２課
越谷特別支援学校を支援す
る会負担金

埼玉県立越谷特別支援
学校を支援する会規約

肢体不自由教育についての啓蒙
及び教育活動、教育環境の整備
等への側面的援助･協力を通じて
充実と振興を図る

会則規程による 3,500円×32名＝112,000円
埼玉県立越谷特別支援学
校を支援する会会長

91 112 104

教育
委員会

指導２課
川島ひばりが丘特別支援学
校負担金

埼玉県立川島ひばりが
丘特別支援学校教育振
興会会則

病弱、虚弱教育についての啓蒙
普及、及び教育活動･教育環境の
整備等への側面的援助･協力を通
じて充実、振興に寄与する

会則規程による 3,500円×17名＝59,500円
埼玉県立川島ひばりが丘
特別支援学校教育振興会
会長

49 60 38

教育
委員会

指導２課
埼玉県立特別支援学校塙保
己一学園教育振興会負担金

埼玉県立特別支援学校
塙保己一学園教育振興
会会則

視覚障害教育の充実を推進する
ための援助･協力を行う

会則規程による 3,500円×15名＝52,500円
埼玉県立特別支援学校塙
保己一学園教育振興会会
長

42 52 42

教育
委員会

指導２課
全国肢体不自由特別支援学
校長会会費

全国肢体不自由特別支
援学校長会会則

全国の肢体不自由特別支援学校
の有する共通の問題について研
究協議し、特別支援教育の振興
を図る

会則規程による 運営費の一部
全国肢体不自由特別支援
学校長会会長

15 15 15

教育
委員会

指導２課
関東甲越地区肢体不自由教
育研究協議会学校分担金

関東甲越地区肢体不自
由教育研究協議会規約

関東甲越地区の肢体不自由特別
支援学校の有する共通の問題に
ついて研究協議し、特殊教育の
振興を図る

会則規程による 協議会運営費の一部
関東甲越地区肢体不自由
教育研究協議会会長

10 10 10

教育
委員会

指導２課
関東甲越地区肢体不自由特
別支援学校校長会会費

関東甲越地区肢体不自
由特別支援学校校長会
会則

関東甲越地区の肢体不自由特別
支援学校の有する共通の問題に
ついて研究協議し、特殊教育の
振興を図る

会則規程による 運営費の一部
関東甲越地区肢体不自由
特別支援学校校長会会長

4 4 4

教育
委員会

指導２課 全国特別支援学校長会会費
全国特別支援学校長会
会則

全国の特別支援学校の有する放
送教育について研究協議し、特
殊教育の振興を図る

会則規程による 運営費の一部
全国特別支援学校長会会
長

8 8 8

教育
委員会

指導２課
全国肢体不自由特別支援学
校教頭会負担金

全国肢体不自由特別支
援学校教頭会会則

全国の肢体不自由特別支援学校
の有する共通の問題について研
究協議し、特殊教育の振興を図
る

会則規程による 運営費の一部
全国肢体不自由特別支援
学校教頭会会長

4 4 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

教育
委員会

指導２課
埼玉県特別支援学校長会会
費

埼玉県特別支援学校長
会会則

県内の特別支援学校の有する共
通の問題について研究協議し、
特殊教育の振興を図る

会則規程による 運営費の一部
埼玉県特別支援学校長会
会長

5 5 5

教育
委員会

指導２課
全国高等学校長会協会特別
支援学校部会負担金

全国高等学校長会協会
特別支援学校部会会則

教育上の調査研究並びに特別支
援教育への世論喚起

会則規程による 運営費の一部
全国高等学校長会協会特
別支援学校部会理事長

2 2 2

教育
委員会

指導２課
騎西特別支援学校教育振興
会負担金

埼玉県立騎西養護学校
教育振興会会則

適正な就学指導を実施
児童生徒一人ひとりの障
害の程度に対応した教育

3,500円×４名＝14,000円
埼玉県立騎西特別支援学
校教育振興会会長

14 14 0

教育
委員会

指導２課 春日部特別支援学校負担金
埼玉県立春日部養護学
校教育後援会会則

適正な就学指導を実施
児童生徒一人ひとりの障
害の程度に対応した教育

3,500円×54名＝189,000円
埼玉県立春日部特別支援
学校教育後援会会長

157 189 157

教育
委員会

指導２課
全国特別支援学校長会研究
大会費

埼玉県特殊学校長会会
則

県内の特別支援学校の有する共
通の問題について研究協議し、
特殊教育の振興を図る

会則規程による 大会の参加費
埼玉県特別支援学校長会
会長

6 6 3

教育
委員会

指導２課
埼玉県産業教育振興会さい
たま支部費

埼玉県産業教育振興会
さいたま支部会則

学校における産業教育の充実振
興

学校緑化コンクール、児
童生徒発明創意くふう
展、研究委嘱事業、児童
生徒表彰

振興会支部費の一部
埼玉県産業教育振興会さ
いたま支部長

2 2 2

教育
委員会

指導２課
埼玉県立上尾かしの木特別
支援学校教育振興会負担金

埼玉県立上尾かしの木
特別支援学校後援会会
則

児童生徒の教育を充実･推進する
ための援助及び協力を行うこと
を目的とする。

会則規定による 3,500円×137名＝479,500円
埼玉県立上尾かしの木特
別支援学校後援会会長

0 480 0

教育
委員会

指導２課
全日本特別支援教育研究連
盟分担金

全日本特別支援教育研
究連盟規約

全国の特別支援学校、特別支援
学級、通級指導教室の有する共
通問題について、研究し、特別
支援教育の推進を図る。

会則規定による 300円×180学級＝54,000円
埼玉県特別支援教育研究
会会長

0 54 0

教育
委員会

指導２課
関東甲信越地区肢体不自由
特別支援学校教頭会会費

関東甲信越地区肢体不
自由特別支援学校教頭
会会則

関東甲信越地区の肢体不自由特
別支援学校の有する共通の問題
について研究協議し、特別支援
教育の推進を図る。

会則規定による 会の運営に関する経費
さいたま市立特別支援学
校教頭

0 4 4

教育
委員会

指導２課

全日本特別支援教育研究連
盟関東甲信越地区特別支援
教育研究協議会埼玉大会補
助金

全日本特別支援教育研
究連盟関東甲信越地区
特別支援教育研究協議
会要項

関東甲信越地区の肢体不自由特
別支援学校の有する共通の問題
について研究協議し、特別支援
教育の推進を図る。

全日本特別支援教育研究
連盟規約

協議会運営の補助金
埼玉県特別支援教育研究
会会長

0 100 0

教育
委員会

指導２課
第54回全国肢体不自由教育
研究協議会(茨城大会)負担
金

第54回全国肢体不自由
教育研究協議会(茨城
大会)実施要項

全国の肢体不自由と区別支援学
校の有する共通の問題について
協議し、特別支援教育の振興を
図る。

第54回全国肢体不自由教
育研究協議会(茨城大会)

大会運営の助成
さいたま市立特別支援学
校長

0 0 20

教育
委員会

指導２課
第58回関東聾学校卓球大会
補助金

第58回関東聾学校卓球
大会実施要項

関東地区内における聾学校の体
育を振興し、聾学校生徒の体位
の向上を図るとともに、スポー
ツ精神を涵養する。

第58回関東聾学校卓球大
会

大会運営の補助金
埼玉県特別支援学校体育
連盟会長

0 40 0

教育
委員会

指導２課
全国適応指導教室連絡協議
会負担金

全国適応指導教室連絡
協議会規約

不登校問題の解決に寄与する

相談･指導方法、組織･運
営の在り方等に関する調
査･研究及び研究協議会の
開催

全国適応指導教室連絡協議会
負担金5,000円

全国適応指導教室連絡協
議会会長

5 5 5

教育
委員会

指導２課
埼玉県適応指導教室連絡協
議会負担金

埼玉県市町村等適応指
導教室連絡協議会規約

不登校問題解消のため、適応指
導教室の充実を図る

適応指導教室連絡協議会
や研究協議会の開催

埼玉県適応指導教室連絡協議
会負担金5,000円

埼玉県市町村等適応指導
教室連絡協議会副会長

5 5 5

教育
委員会

健康教育課 日本学校保健会拠出金
日本学校保健会寄付行
為による

日本学校保健会の助成等
日本学校保健会資料作
成、団体助成等

児童生徒割0.6円×児童生徒数
＋均等割額

日本学校保健会 134 268 134

教育
委員会

健康教育課 埼玉県学校保健会分担金
埼玉県学校保健会会則
による

埼玉県学校保健会の助成等
埼玉県学校保健会資料作
成、表彰、大会等

児童生徒割2.5円×児童生徒数
＋学校均等割3,000円×学校数
－日本学校保健会拠出金

埼玉県学校保健会 613 483 613

教育
委員会

健康教育課
指定都市学校保健協議会出
席者負担金

参加者負担金等
学校保健の目的及び事業の達成
のため学校保健会に協力し、児
童･生徒の健康保持に資する

協議会への参加 7,000円×４名＝28,000円 指定都市学校保健協議会 7 28 7
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

教育
委員会

健康教育課
第59回関東甲信越静学校保
健大会参加費

参加者負担金等
学校保健の目的及び事業の達成
のため学校保健会に協力し、児
童･生徒の健康保持に資する

研修会への参加、団体へ
の助成

3,000円×１名＝3,000円
関東甲信越静学校保健大
会実行委員会

3 3 0

教育
委員会

健康教育課
第58回全国学校保健研究大
会参加費

参加者負担金等
学校保健の目的及び事業の達成
のため学校保健会に協力し、児
童･生徒の健康保持に資する

研修会への参加、団体へ
の助成

6,000円×１名＝6,000円
全国学校保健研究大会実
行委員会

6 6 0

教育
委員会

健康教育課
埼玉県学校保健主事会負担
金

埼玉県学校保健主事研
修会開催要項、参加者
負担金等

健康問題を解決するために、健
康教育について講義、講演等を
行い、資質の向上を図るととも
に健康教育の推進に資する

研修会への参加、団体へ
の助成

1,500円×164校＝246,000円
埼玉県学校保健主事会会
長

245 246 245

教育
委員会

健康教育課
埼玉県安全教育研究協議会
負担金

参加者負担金等 安全教育の向上と充実を図る
研修会への参加、団体へ
の助成

1,000円×160校＝160,000円
埼玉県安全教育研究居議
会会長

159 160 159

教育
委員会

健康教育課
全国養護教諭連絡協議会第
12回研究協議会参加費

参加者負担金等
養護教諭の職務について研究し
養護教諭の資質を高め、学校保
健の向上に寄与する

研修会への参加、団体へ
の助成

4,500円×１名＝4,500円
全国養護教諭連絡協議会
第12回研究協議会実行委
員会

5 5 0

教育
委員会

健康教育課
全国養護教諭研究大会出席
負担金

参加者負担金等
養護教諭の職務について研究し
養護教諭の資質を高め、学校保
健の向上に寄与する

研修会への参加、団体へ
の助成

5,000円×１名＝5,000円
全国養護教諭研究大会実
行委員会

5 5 5

教育
委員会

健康教育課
全国学校歯科保健研究大会
出席負担金

参加者負担金等
会員の連携及び資質向上を図
り、地域住民の健康増進に寄与
する

研修会への参加、団体へ
の助成

3,000円×１名＝3,000円
全国歯科保健研究大会実
行委員会

3 3 3

教育
委員会

健康教育課
第44回学校安全研究大会参
加費負担金

参加者負担金等 安全教育の向上と充実を図る
研修会への参加、団体へ
の助成

2,000円×１名＝2,000円 第44回学校安全研究大会 2 2 2

教育
委員会

健康教育課
全国学校栄養職員研究大会
参加負担金

参加者負担金等

児童･生徒の体位の向上･栄養改
善を目標とし、学校給食の栄養
に関する職務に従事する栄養士
の資質の向上を図る

研修会への参加、団体へ
の助成

6,000円×１名＝6,000円
全国学校栄養職員研究大
会実行委員会事務局

6 6 6

教育
委員会

健康教育課
全国学校給食研究協議大会
参加負担金

参加者負担金等
学校給食の充実発展のための施
策に協力し、会員相互の新睦と
資質の向上を図るため

研修会への参加、団体へ
の助成

6,000円×１名＝6,000円
全国学校給食研究協議大
会実行委員会事務局

6 6 5

教育
委員会

健康教育課
学校調理員研究大会参加負
担金

参加者負担金等
学校給食の充実発展のための施
策に協力し、会員相互の新睦と
資質の向上を図るため

研修会への参加、団体へ
の助成

5,000円×20名＝100,000円
学校調理師研究大会事務
局

190 100 175

教育
委員会

教育研究所 全国教育研究所連盟負担金
全国教育研究所連盟規
約

全国の教育研究機関相互の連絡
を緊密にし、相提携して研究調
査の進展を図り、教育の改善、
進歩に寄与する

研究成果の刊行、教育研
究発表大会の開催、機関
誌の発行、教育研究に必
要な資料の蒐集及び交
換、その他連盟の目的を
達成するために必要な事
業

連盟費(政令指定都市の設置す
る機関)25,000円

全国教育研究所連盟 25 25 25

教育
委員会

教育研究所
関東地区教育研究所連盟負
担金

関東地区教育研究所連
盟規約

各教育研究機関の相互の連絡提
携を密にし、調査研究の進展を
はかり、教育の振興に寄与する

資料ならびに情報の交
換、教育研究発表会の開
催、共同研究、その他、
目的達成に必要な事項

連盟費(指定都市立の機関)
18,000円

関東地区教育研究所連盟 18 18 18

教育
委員会

教育研究所
埼玉県教育研究所連絡協議
会負担金

埼玉県教育研究所連絡
協議会規約

各教育研究機関相互の連携を密
にし、調査研究及び研修等の進
展を図り、埼玉県教育の振興に
寄与する

調査研究に関すること、
研修に関すること、資料
及び情報の交換に関する
こと、その他、目的達成
に必要な事項

会費5,000円
埼玉県教育研究所連絡協
議会

5 5 5

教育
委員会

教育研究所
指定都市教育研究所連盟負
担金

指定都市教育研究所連
盟規約

指定都市立教育研究所･教育セン
ター相互の連絡、研究調査の提
携、成果の交換を行うことによ
り、各市の教育研究調査の充実
を図る

研究資料ならびに研究成
果の交換、共同研究の推
進、研究発表会の開催、
その他必要な事業

負担金25,000円 指定都市教育研究所連盟 25 25 25
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

教育
委員会

教育研究所
都道府県指定都市教育セン
ター所長協議会負担金

都道府県指定都市教育
センター所長協議会規
約

教育センターの相互の連絡提携
を密にし、その事業に関する調
査研究を行うことにより、教育
センターの活動の推進と、その
施設設備の充実を促進し、もっ
て教育の発展に寄与する

教育センターに関する資
料の収集並びに情報の交
換、教育センターの管理
運営に関する調査研究、
教育センターの産業教
育、情報教育及び理科教
育等に関する事業の調査
研究及びその施設整備の
充実、関係行政機関等に
対する要望等

分担金42,000円
都道府県指定都市教育セ
ンター所長協議会

42 42 42

教育
委員会

教育研究所
教育研究所連盟研究発表等
参加負担金

参加者負担金等 研究発表会等への参加 研究発表会等 3,000円×10名＝30,000円
発表等を所管する教育研
究所連盟

30 27 22

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

全少自連協議会負担金
全国青少年教育施設協
議会会費

全国少年自然の家の連絡提携。
少年教育並びに施設に関する調
査･研究･広報及び情報交換によ
り自然の家の充実向上を図る

会則規程による 協議会運営費の一部
全国少年自然の家連絡協
議会

25 0 0

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

全少自連協議会関東甲信越
ブロック負担金

関東甲信越地区青少年
教育施設協議会会費

関東甲信越の少年自然の家の連
絡提携。少年教育並びに施設に
関する調査･研究･広報及び情報
交換により自然の家の充実向上
を図る

会則規程による 協議会運営費の一部
全国少年自然の家関東甲
信越ブロック連絡協議会

10 0 0

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

南会津危険物安全協会負担
金

安全協会会費

危険物の取扱管理者の向上と災
害防止に務め、会員の事業発展
と社会公共の福祉に寄与し自然
の家の充実向上を促進する

会則規程による 協会運営費の一部 南会津危険物安全協会 4 4 4

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

特殊無線技師養成課程受講
料

受講者負担金等
野外活動において安全確保をす
るため特殊無線を使用しその免
許を取得する

受講規程による 指定受講料 日本無線協会東北支部 26 26 26

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

赤城山大洞区費 赤城山大洞区会費

地区の消防団･公民館･子供会等
の維持管理を行うとともに区内
の親睦を図り、少年自然の家の
充実向上を図る

区規程による 大洞区運営費の一部 赤城山大洞区区長 8 8 8

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

赤城山飲食店組合･前橋食品
衛生組合費

赤城山飲食店組合･前
橋食品衛生組合費

宿泊･飲食等を提供する施設が衛
生･管理の指導等を行うととも
に、会員相互の親睦を図る事に
より自然の家の充実向上を促進
する

組合規程による 組合運営費の一部を負担
赤城山旅館飲食店組合組
合長

4 4 4

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

県立赤城山公園厚生･文教施
設地区除雪委員会費

除雪委員会費

県立赤城山公園厚生文教地区の
道路の除雪を行い交通の安全を
確保することにより、自然の家
の管理･運営業務が円滑に進行す
る

委員会規程による 委員会運営費の一部を負担
県立赤城山公園厚生文教
施設地区除雪委員会現地
委員長

18 18 18

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

勢多中央地区危険物安全協
会費

危険物安全協会費

事業所の防火管理者の向上と災
害防止に務め、会員の事業発展
と社会公共の福祉に寄与し自然
の家の充実向上を促進するため

会則規程による 協会運営費の一部
勢多中央地区防火管理者
協会会長

7 7 4

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

勢多中央地区防火管理者協
会費

防火管理者協会費

危険物の取扱管理者の向上と災
害防止に務め、会員の事業発展
と社会公共の福祉に寄与し自然
の家の充実向上を促進する

会則規程による 協会運営費の一部
勢多中央地区危険物安全
協会会長

10 10 10

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

群馬ブロック協議会会費 群馬ブロック会費

群馬県赤城地区の少年自然の家
の充実向上を図るとともにブ
ロック独自の連絡提携･運営研究
と会員相互の親睦を図る事によ
り、自然の家の充実向上を促進
する

会則規程による 協議会運営費の一部
少年自然の家群馬ブロッ
ク協議会

12 12 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

教育
委員会

与野本町学
校給食セン
ター

全国学校栄養職員研究大会
出席負担金

参加者負担金等

栄養職員の資質向上を図り、食
に関する指導等を通じ心と体を
育む健康教育の推進について、
研究協議する

左記目的を達成するため
の研究･研修

6,000円×１名＝6,000円
全国学校栄養職員研究大
会実行委員会

6 6 6

教育
委員会

与野本町学
校給食セン
ター

県南学校給食センター連絡
協議会負担金

県南学校給食センター
連絡協議会規約

学校給食に関わる諸問題の研究
及び情報交換により学校給食セ
ンターの円滑な運営を図る

所長会議の他、栄養士部
会研修等各種研修及び給
食に関わる諸問題の事例
研究や連絡調整に関わる
事業

10,000円×１センター＝
10,000円

県南学校給食センター連
絡協議会

10 10 10

教育
委員会

与野本町学
校給食セン
ター

埼玉県学校給食センター研
究協議会負担金

埼玉県学校給食セン
ター連絡協議会会則

県内各学校給食センター間の連
絡を密にし、学校給食の向上を
図る

ブロック別研修、所長研
修等の各種研修及びセン
ター間の連絡調整に関す
る事業

5,000円×１センター＝5,000
円

埼玉県学校給食センター
連絡協議会

5 5 5

教育
委員会

与野本町学
校給食セン
ター

学校調理員研究大会参加者
負担金

参加者負担金等

調理員の資質向上及びその役割
についての認識向上を深め、つ
いては児童･生徒の健康と望まし
い食習慣の形成に資する

左記目的を達成するため
の研修

5,000円×１名＝5,000円
学校調理師研究大会実行
委員会

5 5 5

教育
委員会

与野本町学
校給食セン
ター

特別管理産業廃棄物管理責
任者に関する講習会参加負
担金

廃棄物処理法

特別管理産業廃棄物に係る管理
全般にわたる業務を適切に遂行
するための必要な知識と技能を
習得する。

ＰＣＢ保管管理 講習会の受講料
与野本町学校給食セン
ター職員

0 12 12

教育
委員会

岩槻学校給
食センター

県南学校給食センター連絡
協議会負担金

県南学校給食センター
連絡協議会規約

学校給食に関する諸問題の研究
及び情報交換により学校給食セ
ンターの円滑な運営を図る

所長会議の他、栄養士部
会研修等各種研修及び給
食に関わる諸問題の事例
研究や連絡調整に関わる
事業

10,000円×１センター＝
10,000円

県南学校給食センター連
絡協議会

10 10 10

教育
委員会

岩槻学校給
食センター

埼玉県学校給食センター研
究協議会負担金

埼玉県学校給食セン
ター研究協議会会則

県内各学校給食センター間の連
絡を密にし、学校給食の向上充
実を図るため各種調査研究及び
事業を行う

ブロック別研修、所長研
修等の各種研修及びセン
ター間の連絡調整に関す
る事業

5,000円×１センター＝5,000
円

埼玉県学校給食センター
研究協議会

5 5 5

教育
委員会

岩槻学校給
食センター

学校調理師研究大会参加負
担金

参加者負担金等

調理員の資質向上及びその役割
についての認識向上を深め、つ
いては児童･生徒の健康と望まし
い食習慣の形成に資する

左記目的を達成するため
の研修

5,000円×４名＝20,000円
学校給食調理員研究大会
実行委員会

20 20 20

教育
委員会

岩槻学校給
食センター

日本ボイラ協会埼玉支部負
担金

社団法人日本ボイラ協
会規約

ボイラー技師の資質向上及びボ
イラー技師としての認識向上

年会費等 年会費15,000円
(社)日本ボイラ協会埼玉
支部

15 15 15

教育
委員会

浦和高等学
校

全国中高一貫教育研究会負
担金

参加者負担金等
全国の中高一貫教育について共
通の問題を協議し、中高教育の
振興を図る

中高一貫教育に係る研究
協議会･分科会･公開シン
ポジウムを開催

団体の規約等に定めがある額
全国中高一貫教育研究会
会長

10 10 10

教育
委員会

浦和高等学
校

埼玉県高等学校体育連盟加
盟団体負担金

埼玉県高等学校体育連
盟会計規程

県下高等学校における体育･ス
ポーツの健全なる普及発達を図
る

体育･スポーツに関する研
究調査、各種大会の開
催、体育･スポーツに関す
る行事並びに講習会の開
催、各種刊行物の発行ほ
か

在籍生徒数によるランク別金
額と加盟部数×7,000円の合計

埼玉県高等学校体育連盟 414 414 407

教育
委員会

浦和高等学
校

埼玉県高等学校文化連盟加
盟団体負担金

埼玉県高等学校文化連
盟会計規程

県内高等学校等における文化活
動の健全な向上発展を図る

文化活動に関する調査研
究、埼玉県高等学校総合
文化祭等の開催、全国高
等学校総合文化祭等への
派遣ほか

学校規模による学校割金額と
加盟部数×10,000円の合計

埼玉県高等学校文化連盟 145 145 145

教育
委員会

浦和高等学
校

校長会負担金 参加者負担金等 参加者負担金等 参加者負担金等
各団体の規約等に定めがある
額

全国高等学校長協会･同
家庭部会、全国普通科高
等学校長会、全国都市立
高等学校長会･同関東ブ
ロック会、埼玉県高等学
校長会、埼玉県高等学校
家庭科校長会

83 83 75

－　98　－



(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

教育
委員会

浦和高等学
校

教頭会負担金 参加者負担金等 参加者負担金等 参加者負担金等
各団体の規約等に定めがある
額

全国高等学校教頭会
埼玉県高等学校等教頭会

15 15 15

教育
委員会

浦和高等学
校

事務長会負担金 参加者負担金等 参加者負担金等 参加者負担金等
各団体の規約等に定めがある
額

全国公立学校事務長会、
関東公立高等学校事務長
会、埼玉県公立学校事務
長会、埼玉県公立学校南
部地区事務長会、政令指
定都市立学校事務長会

17 17 17

教育
委員会

浦和南高等
学校

埼玉県高等学校体育連盟加
盟団体負担金

埼玉県高等学校体育連
盟規約

高等学校の体育振興の向上を図
る目的で設置された団体で、体
育･スポーツの発展のための負担
金

加盟校による負担金など
により、諸団体が開催す
る大会運営費等に充てる

218,000円＋24部×7,000円＝
386,000円

埼玉県高等学校体育連盟 379 386 386

教育
委員会

浦和南高等
学校

埼玉県高等学校文化連盟加
盟団体負担金

埼玉県高等学校文化連
盟規約

高等学校の文化部の進展を図る
目的で設置された団体で、文科
系教育の発展に寄与するための
負担金

加盟校による負担金等に
より、諸団体が開催する
大会運営費等に充てる

65,000円＋８部×10,000円＝
145,000円

埼玉県高等学校文化連盟 145 145 145

教育
委員会

浦和南高等
学校

高等学校校長会負担金 参加者負担金等 参加者負担金等 参加者負担金等
各団体の会費及び研究協議会
等への参加費83,000円

全国都市立高等学校長、
関東ブロック会全国高等
学校長会、全国高等学校
協会、全国普通科高等学
校長会、全国都市立高等
学校長会、全国高等学校
長協会･家庭部会、埼玉
県高等学校長協会、埼玉
県高等学校家庭科校長会

83 83 59

教育
委員会

浦和南高等
学校

高等学校教頭会負担金 参加者負担金等 参加者負担金等 参加者負担金等

全国高等学校教頭会会費4,500
×２名＝9,000円
県高等学校教頭会会費3,000×
２名＝6,000円

全国高等学校教頭会
埼玉県高等学校教頭会

15 15 15

教育
委員会

浦和南高等
学校

高等学校事務長会負担金 参加者負担金等 参加者負担金等 参加者負担金等

全国公立学校事務長会会費
3,000円
関東公立高等学校事務長会会
費1,000円
埼玉県公立学校事務長会会費
4,500円
埼玉県公立学校南部地区事務
長会会費4,000円
政令指定都市市立学校事務長
会会費1,000円

全国公立学校事務長会、
関東公立高等学校事務長
会、埼玉県公立学校事務
長会、埼玉県公立学校南
部地区事務長、政令指定
都市市立学校事務長会

14 14 14

教育
委員会

大宮北高等
学校

埼玉県高等学校体育連盟加
盟団体負担金

埼玉県高等学校体育連
盟規約

高等学校の体育振興の向上を図
る目的で設置された団体で、体
育･スポーツの発展のための負担
金

加盟校による負担金など
により、諸団体が開催す
る大会運営費等に充てる

218,000円＋29部×7,000円＝
421,000円

埼玉県高等学校体育連盟 421 421 400

教育
委員会

大宮北高等
学校

埼玉県高等学校文化連盟加
盟団体負担金

埼玉県高等学校文化連
盟規程

高等学校の文化部の進展を図る
目的で設置された団体で、文科
系教育の発展に寄与するための
負担金

加盟校による負担金等に
より、諸団体が開催する
大会運営費等に充てる

65,000円＋５部×10,000円＝
115,000円

埼玉県高等学校文化連盟 115 115 115

教育
委員会

大宮北高等
学校

高等学校校長会負担金 参加者負担金等 参加者負担金等 参加者負担金等
各団体の会費及び研究協議会
等への参加費81,000円

全国都市立高等学校長
会、全国都市立高等学校
長会･関東ブロック会、
全国高等学校長協会、全
国普通科高等学校長会、
全国高等学校長協会･家
庭部会、埼玉県高等学校
長協会、埼玉県高等学校
家庭科校長会

95 81 81

－　99　－



(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

教育
委員会

大宮北高等
学校

高等学校教頭会負担金 参加者負担金等 参加者負担金等 参加者負担金等

全国高等学校教頭会会費4,500
円×２名＝9,000円
埼玉県高等学校教頭会会費
3,000円×２名＝6,000円

全国高等学校教頭会
埼玉県高等学校教頭会

15 15 15

教育
委員会

大宮北高等
学校

高等学校事務長会負担金 参加者負担金等 参加者負担金等 参加者負担金等

全国公立学校事務長会会費
3,000円
関東公立高等学校事務長会会
費1,000円
埼玉県公立学校事務長会会費
4,500円
埼玉県公立学校南部地区事務
長会会費4,000円
政令指定都市市立学校事務長
会会費1,000円

全国公立学校事務長会、
関東公立高等学校事務長
会、埼玉県公立学校事務
長会、埼玉県公立学校南
部地区事務長会、政令指
定都市立事務長会

14 14 14

教育
委員会

大宮西高等
学校

埼玉県高等学校体育連盟負
担金

埼玉県高等学校体育連
盟規約

高等学校の体育振興の向上を図
る目的で設置された団体であ
り、体育･スポーツの発展のため
の負担金

体育･スポーツに関する研
究調査、各種大会の開催
及び刊行物の発行等

在籍生徒数割(218,000円)＋部
数(23部×7,000円)

埼玉県高等学校体育連盟 379 379 358

教育
委員会

大宮西高等
学校

埼玉県高等学校文化連盟負
担金

埼玉県高等学校文化連
盟規約

高等学校の文化部の進展を図る
目的で設置された団体であり、
文科系教育の発展に寄与するた
めの負担金

文化活動に関する研究調
査、埼玉県高等学校総合
文化祭の開催等

学校規模割(65,000円)＋部数
(６部×10,000円)

埼玉県高等学校文化連盟 125 125 115

教育
委員会

大宮西高等
学校

高等学校長会負担金 参加者負担金等 参加者負担金等 参加者負担金等
各団体の会費及び研究協議会
等への参加費95,000円

全国都市立高等学校長
会、全国都市立高等学校
長会･関東ブロック会、
全国高等学校協会、全国
普通科高等学校長会、全
国高等学校長協会･家庭
部会、埼玉県高等学校長
協会、埼玉県都市立高等
学校長会、埼玉県高等学
校家庭科校長会

95 95 70

教育
委員会

大宮西高等
学校

高等学校教頭会負担金 参加者負担金等 参加者負担金等 参加者負担金等

全国高等学校教頭会会費4,500
円×２名＝9,000円
県高等学校教頭会会費3,000円
×２名＝6,000円

全国高等学校教頭会
埼玉県高等学校教頭会

15 15 9

教育
委員会

大宮西高等
学校

高等学校事務長会負担金 参加者負担金等 参加者負担金等 参加者負担金等

全国公立学校事務長会会費
3,000円
関東公立高等学校事務長会会
費1,000円
埼玉県公立学校事務長会会費
5,000円
埼玉県公立学校南部地区事務
長会会費4,000円
政令指定都市市立学校事務長
会会費1,000円

全国公立学校事務長会･
関東公立高等学校事務長
会･埼玉県公立学校事務
長会･埼玉県公立学校南
部地区事務長

14 14 14

教育
委員会

生涯学習振
興課

全国文学館協議会負担金 入会負担金等 全国文学館協議会参加 全国文学館に関する事業 20,000円 全国文学館協議会 20 20 20

教育
委員会

生涯学習振
興課

全国社会教育委員連合負担
金

年会費
全国の社会教育関係者との連携･
協力を図り、社会教育の振興に
寄与する

全国社会教育委員連合に
関する事業

都道府県及び政令指定都市
70,000円

全国社会教育委員連合会
長

70 70 70

教育
委員会

生涯学習振
興課

全国社会教育研究大会負担
金

参加者負担金等
全国の社会教育関係者が、各地
域の活動の成果や課題について
話し合い、研究協議する

全国社会教育研究大会 5,000円×１名＝5,000円
全国社会教育研究大会実
行委員会

5 5 5

教育
委員会

生涯学習振
興課

関東甲信越静社会教育研究
大会負担金

参加者負担金等

関東甲信越静の社会教育関係者
が、各地域の活動の成果や課題
について話し合い、研究協議す
る

関東甲信越静社会教育研
究大会

2,000円×１名＝2,000円
関東甲信越静社会教育研
究大会実行委員会

5 2 0

－　100　－



(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

教育
委員会

生涯学習振
興課

指定都市社会教育主管課長
会議負担金

参加者負担金等

指定都市の社会教育主管課長
が、各地域の活動の成果や課題
について話し合い、研究協議す
る

指定都市社会教育主管課
長会議

3,000円×１名＝3,000円
指定都市社会教育主管課
長会議事務局

3 3 3

教育
委員会

生涯学習振
興課

指定都市社会教育委員連絡
協議会負担金

参加者負担金等

指定都市の社会教育委員及び担
当者が、各地域の活動の成果や
課題について話し合い、研究協
議する

指定都市社会教育委員連
絡協議会

3,000円×４名＝12,000円
指定都市社会教育委員連
絡協議会

9 12 9

教育
委員会

生涯学習振
興課

社会教育主事講習負担金 参加者負担金等
社会教育事業の活性化に資する
ため、実態調査、研究事例の検
討などの研修事業を行う

社会教育主事講習及び研
修に関する事業

3,500円×１名＝3,500円
国立教育政策研究所社会
教育実践研究センター

4 4 0

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放北足立郡協議会定
期大会参加負担金

参加者負担金等 定期総会･研修会参加
定期大会(研修会)に関す
る事業

3,000円×１名＝3,000円 部落解放北足立郡協議会 0 0 3

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

地域人権問題全国研究集会
参加負担金

参加者負担金等
人権問題早期解決のため、全国
地域人権運動総連合主催の全国
研究集会への参加

地域人権問題全国研究集
会に関する事業

4,500円×１名＝4,500円 全国地域人権運動総連合 4 4 0

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

埼玉県人権教育研究集会参
加負担金

参加者負担金等 研究集会参加 研究集会に関する事業 2,500円×２名＝5,000円
第31回埼玉県人権教育研
究集会実行委員会

5 5 3

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

人権政策フォーラム埼玉県
知事要請行動参加負担金

参加者負担金等 研修会参加
人権政策フォーラムに関
する事業

2,000円×１名＝2,000円
部落解放･人権政策確立
要求埼玉県実行委員会

2 2 2

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

埼玉人企連｢人権･同和問題
研修会｣参加負担金

参加者負担金等 研修会参加
埼玉人企連｢人権･同和問
題研修会｣に関する事業

2,000円×１名＝2,000円 埼玉人権啓発企業連絡会 2 2 2

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放女性部文化祭参加
負担金

参加者負担金等 文化祭参加
女性部文化祭に関する事
業

1,000円×１名＝1,000円
部落解放同盟埼玉県連合
会女性部

0 0 1

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放･人権政策確立要求
埼玉県実行委員会総会参加
負担金

参加者負担金等

同和問題･人権問題の早期解決の
ため、部落解放･人権政策確立要
求埼玉県実行委員会総会への参
加

部落問題･人権問題解決へ
の事業

2,000円×１名＝2,000円
部落解放･人権政策確立
要求埼玉県実行委員会

0 0 2

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

人権教育指導者養成講座参
加負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、埼
玉人権･同和センター主催の指導
者養成講座への参加

人権教育指導者養成講座
に関する事業

36,000円×１名＝36,000円
さいたま人権･同和セン
ター

35 36 0

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放埼玉県研究集会参
加負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部
落解放同盟埼玉県連合会主催の
埼玉県研究集会への参加

部落解放埼玉県研究集会
に関する事業

4,000円×30名＝120,000円
部落解放同盟埼玉県連合
会

120 120 80

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放研究全国集会参加
負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部
落解放同盟主催の全国研究集会
への参加

部落解放研究全国集会に
関する事業

4,000円×１名＝4,000円
部落解放同盟埼玉県連合
会

4 4 4

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放人権啓発研究集会
参加負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部
落解放同盟主催の人権啓発研究
集会への参加

部落解放人権啓発研究集
会に関する事業

5,500円×１名＝5,500円
部落解放同盟埼玉県連合
会

6 6 6

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放東日本研究集会参
加負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部
落解放同盟主催の東日本ブロッ
クにおける研究集会への参加

部落解放東日本研究集会
に関する事業

4,000円×１名＝4,000円
部落解放同盟埼玉県連合
会

4 4 4

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放同盟埼玉県連合会
夏期講座参加負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部
落解放同盟埼玉県連合会主催の
夏期講座への参加

部落解放同盟埼玉県連合
会夏期講座に関する事業

15,000円×１名＝15,000円
部落解放同盟埼玉県連合
会

15 15 12

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放同盟北足立郡協議
会総会･研修会参加負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部
落解放同盟北足立郡協議会主催
の総会･研修会への参加

部落解放同盟北足立郡協
議会総会･研修会に関する
事業

15,000円×２名＝30,000円
部落解放同盟北足立郡協
議会

30 30 15

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放同盟北足立郡協議
会旗開き･研修会参加負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部
落解放同盟北足立郡協議会主催
の旗開き･研修会への参加

部落解放同盟北足立郡協
議会旗開き･研修会に関す
る事業

15,000円×２名＝30,000円
部落解放同盟北足立郡協
議会

30 30 15

－　101　－



(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放同盟埼玉県連合会
旗開き･研修会参加負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部
落解放同盟埼玉県連合会主催の
旗開き･研修会への参加

部落解放同盟埼玉県連合
会旗開きに関する事業

10,000円×１名＝10,000円
部落解放同盟埼玉県連合
会

10 10 10

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放北足立郡協議会第
１回研修会参加負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部
落解放北足立郡協議会主催の第
１回研修会への参加

部落解放北足立郡協議会
第１回研修会に関する事
業

15,000円×２名＝30,000円 部落解放北足立郡協議会 30 30 0

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放北足立郡協議会第
２回研修会参加負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部
落解放北足立郡協議会主催の第
２回研修会への参加

部落解放北足立郡協議会
第２回研修会に関する事
業

15,000円×２名＝30,000円 部落解放北足立郡協議会 30 30 14

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放正統派埼玉県連合
会啓発研修会参加負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部
落解放正統派埼玉県連合会主催
の啓発研修会への参加

部落解放正統派埼玉県連
合会啓発研修会に関する
事業

15,000円×１名＝15,000円
部落解放正統派埼玉県連
合会

15 15 15

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放正統派埼玉県連合
会第１回研修会参加負担金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部
落解放正統派埼玉県連合会主催
の第１回研修会への参加

部落解放正統派埼玉県連
合会第１回研修会に関す
る事業

15,000円×１名＝15,000円
部落解放正統派埼玉県連
合会

15 15 15

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放愛する会埼玉県連
合会第１回研修会参加負担
金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部
落解放愛する会埼玉県連合会主
催の第１回研修会への参加

部落解放愛する会埼玉県
連合会第１回研修会に関
する事業

15,000円×１名＝15,000円
部落解放愛する会埼玉県
連合会執行委員長

15 15 14

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放愛する会埼玉県連
合会第２回研修会参加負担
金

参加者負担金等
同和問題の早期解決のため、部
落解放愛する会埼玉県連合会主
催の第２回研修会への参加

部落解放愛する会埼玉県
連合会第２回研修会に関
する事業

15,000円×１名＝15,000円
部落解放愛する会埼玉県
連合会

15 15 0

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放北足立郡協議会研
修会参加負担金

参加者負担金等 同和問題の早期解決
部落解放北足立郡協議会
研修会に関する事業

3,000円×10名×２回＝60,000
円

部落解放北足立郡協議会 60 60 45

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

部落解放関東女性集会参加
負担金

参加者負担金等

部落解放と男女平等社会実現を
めざし、人権運動を進めるため
部落解放同盟関東甲信越地方協
議会主催の女性集会への参加

部落解放関東女性集会に
関する事業

17,000円×１名＝17,000円
部落解放同盟埼玉県連合
会

0 0 17

教育
委員会

文化財保護
課

全国史跡整備市町村協議会
負担金

全国史跡整備市町村協
議会規約

文化財保護行政の進展と向上を
図る

総会、研修、研究会等
市40,000円
町20,000円
村10,000円

全国史跡整備市町村協議
会

40 40 40

教育
委員会

文化財保護
課

全国史跡整備市町村協議会
関東地区負担金

全史協関東地区協議会
規約

文化財保護行政の進展と向上を
図る

総会、研修、研究会等
市10,000円
町7,000円
村5,000円

全史協関東地区協議会 10 10 10

教育
委員会

文化財保護
課

全国史跡整備市町村協議会
大会参加費

参加者負担金等
文化財保護行政の進展と向上を
図る

総会、研修、研究会等
エクスカーション参加費
10,000円

全国史跡整備市町村協議
会

10 10 10

教育
委員会

文化財保護
課

埼玉県文化財保護協会負担
金

埼玉県文化財保護協会
会則

文化財保護行政の進展と向上を
図る

総会、研修、研究会等
人口100万人以上の市100,000
円

埼玉県文化財保護協会 100 100 100

教育
委員会

文化財保護
課

関東甲信越静地区埋蔵文化
財担当職員共同研修参加費

参加者負担金等
文化財保護行政の進展と向上を
図るため

総会、研修、研究会等 参加費4,000円
関東甲信越静地区埋蔵文
化財行政担当者会議事務
局

4 4 0

教育
委員会

文化財保護
課

関東甲信越静地区埋蔵文化
財行政担当者会議参加費

参加者負担金等
文化財保護行政の進展と向上を
図る

総会、研修、研究会等 参加費4,000円
関東甲信越静地区埋蔵文
化財行政担当者会議事務
局

4 4 2

教育
委員会

文化財保護
課

全国都道府県･指定都市文
化･文化財行政主管課長協議
会負担金

全国都道府県･指定都
市文化･文化財行政主
管課長協議会規約

文化財保護行政の進展と向上を
図る

総会、研修、研究会等 負担金20,000円
全国都道府県･指定都市
文化･文化財行政主管課
長協議会

20 20 0

教育
委員会

文化財保護
課

指定都市文化行政主管者協
議会負担金

参加者負担金等
文化財保護行政の進展と向上を
図る

総会、研修、研究会等 3,000円×２名＝6,000円
指定都市文化行政主管者
協議会

6 6 5

教育
委員会

体育課
大都市体育･スポーツ主管課
長会議負担金

参加者負担金等

政令市等大都市の体育･スポーツ
に関する情報を相互に交換し、
それぞれの都市における体育行
政の円滑な推進に寄与する

各市主管課長による会議 7,000円×２名＝14,000円
大都市体育･スポーツ主
管課長会議幹事市

14 14 0

教育
委員会

体育課
埼玉県中学校体育連盟支部
負担金

上部団体負担金
埼玉県中学校体育連盟の円滑な
運営

埼玉県中学校体育連盟の
事業費

市内生徒割:(学校基本調査数)
90円×31,771人＝2,859,390円

埼玉県中学校体育連盟 2,859 2,859 2,784
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

教育
委員会

体育課 埼玉県女子体育連盟負担金 関係団体負担金
埼玉県女子体育連盟の円滑な運
営のため

埼玉県女子体育連盟の事
業費

小中学校１校あたり1,500円×
159校＝238,500円

埼玉県女子体育連盟 237 239 237

教育
委員会

青少年宇宙
科学館

指定都市科学館連絡会議参
加費

参加者負担金等

指定都市科学館の諸問題につい
て、意見及び情報の交換を行う
とともに親睦を図り、その円滑
なる運営に資する

指定都市科学館連絡会議 12,000円×１名＝12,000円 指定都市科学館連絡会議 0 12 0

教育
委員会

青少年宇宙
科学館

博物館職員現職研修参加費 参加者負担金等
全国の科学館で実施されている
サイエンスショーに携わる職員
相互の情報交換

サイエンスショーフェス
ティバル

4,000円×１名＝4,000円
(財)日立市科学文化情報
財団

4 4 4

教育
委員会

青少年宇宙
科学館

日本プラネタリウム協議会
参加費

参加者負担金等
プラネタリウムによる天文学の
進歩、普及のために行う研究及
び連絡

日本プラネタリウム協議
会

5,000円×１名＝5,000円
日本プラネタリウム協議
会

5 5 5

教育
委員会

青少年宇宙
科学館

日本アマチュア無線連盟会
費

社団法人日本アマチュ
ア無線連盟定款･規則

日本におけるアマチュア無線の
健全なる発達を図り、会員相互
の友好を増進し、併せて内外の
無線科学並びに文化の向上と発
展に寄与する

日本アマチュア無線連盟 会費10,800円
(社)日本アマチュア無線
連盟

11 0 11

教育
委員会

青少年宇宙
科学館

日本プラネタリウム協議会
負担金

日本プラネタリウム協
議会規約

プラネタリウムによる天文学の
進歩、普及に寄与する

日本プラネタリウム協議
会

会費10,000円
日本プラネタリウム協議
会

10 10 10

教育
委員会

青少年宇宙
科学館

甲種防火管理再講習受講料 消防法施行規則

特定防火対象物(収容人員300人
以上の図書館を含む施設)の施設
長は防火管理者でなければなら
ず、規則改正により５年ごとの
再講習が義務化されたため

防火管理者資格維持のた
めの再講習

受講料5,000円
(社)さいたま市防火安全
協会

5 5 0

教育
委員会

博物館
防火管理者講習会参加負担
金

消防法施行令第３条第
１項

防火管理者資格取得のための講
習会参加負担金

講習会 甲種防火管理講習１名6,000円 (財)日本防火協会 6 0 6

教育
委員会

博物館 日本博物館協会年会費 日本博物館協会規約 博物館事業の振興を図る 総会、研修、研究会等 会費30,000円 日本博物館協会 30 30 30

教育
委員会

博物館 関東地区博物館協会年会費
関東地区博物館協会規
約

博物館事業の振興を図る 総会、研修、研究会等
職員10名以下の館園
会費7,000円

関東地区博物館協会 7 7 7

教育
委員会

博物館
埼玉県博物館連絡協議会年
会費

埼玉県博物館連絡協議
会規約

会員相互の連絡及び博物館事業
の振興を図る

総会、研修、研究会等
職員６～10名の館園
会費14,000円

埼玉県博物館連絡協議会 14 14 14

教育
委員会

博物館 埼玉考古学会年会費 埼玉考古学会規約
埼玉における考古学研究及びそ
の啓蒙を目的とする

総会、研修、研究会等 会費3,000円 埼玉考古学会 3 3 3

教育
委員会

博物館 埼玉県郷土文化会年会費 埼玉県郷土文化会規約 埼玉県の郷土文化の振興を図る 総会、研修、研究会等 会費4,000円 埼玉県郷土文化会 4 4 4

教育
委員会

博物館
埼玉冷凍設備保安協会年会
費

埼玉冷凍設備保安協会
規約

埼玉冷凍設備保安協会の振興を
図る

総会、研修、研究会、安
全点検等

会費12,600円 埼玉冷凍設備保安協会 13 13 13

教育
委員会

博物館 研修受講料 参加者負担金等
博物館職員の資質･能力向上によ
り博物館事業の充実を図る

総会、研修、研究会等 受講料8,000円 研修等実施機関 8 8 7

教育
委員会

博物館
埼玉県博物館連絡協議会年
会費

埼玉県博物館連絡協議
会会則

会員相互の連絡及び博物館事業
の振興を図る

博物館研究会、資料取扱
講習会、見学会、ポータ
ルサイト運営など

職員１～５名の館園
年会費10,000円

埼玉県博物館連絡協議会 10 10 10

教育
委員会

博物館 研修等受講料 参加者負担金等
博物館職員の資質･能力向上によ
り博物館事業の充実を図る

研修等受講 研修等受講料2,000円 研修等実施機関 2 2 2

教育
委員会

浦和くらし
の博物館民
家園

埼玉県博物館連絡協議会負
担金(民家園)

埼玉県内博物館事業の
振興を図る

埼玉県博物館連絡協議会加盟維
持会費

総会、研修、研究会等
博物館の職員数１～５名まで
10,000円

埼玉県博物館連絡協議会 10 10 10
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

教育
委員会

浦和くらし
の博物館民
家園

防火管理者講習会参加負担
金(民家園)

消防法施行令第３条第
１項

防火管理者講習会参加負担金 講習会 甲種防火管理講習１名6,000円 (財)日本防火協会 6 6 0

教育
委員会

浦和くらし
の博物館民
家園

日本博物館協会負担金(民家
園)

国内博物館事業の振興
を図る

日本博物館協会加盟維持会費 総会、研修、研究会等

均等割額7,000円＋点数割額
19,000円＋登録博物館額
10,000円＝35,000(２捨３入、
７捨８入)

(財)日本博物館協会 35 35 35

教育
委員会

浦和くらし
の博物館民
家園

関東地区博物館協会負担金
(民家園)

関東地区博物館事業の
振興を図る

関東地区博物館協会加盟維持会
費

総会、研修、研究会等 職員10名未満の館･園7,000円 関東地区博物館協会 7 7 7

教育
委員会

浦和くらし
の博物館民
家園

埼玉県博物館連絡協議会負
担金(見沼くらしっく館)

埼玉県内博物館事業の
振興を図る

埼玉県博物館連絡協議会加盟維
持会費

総会、研修、研究会等 職員５名までの館･園10,000円 埼玉県博物館連絡協議会 10 10 10

教育
委員会

浦和くらし
の博物館民
家園

防火管理者講習会参加負担
金(見沼くらしっく館)

消防法施行令第３条第
１項

防火管理者講習会参加負担金 講習会 甲種防火管理講習１名6,000円 (財)日本防火協会 6 6 0

教育
委員会

うらわ美術
館

防虫･防菌講習会出席者負担
金

参加者負担金等
文化財の虫菌害防除の知識を深
め、美術館の管理運営に役立て
るため

実務講習会 33,000円×１回＝33,000円
財産法人文化財虫害研究
所

33 33 33

教育
委員会

うらわ美術
館

埼玉県博物館連絡協議会負
担金

埼玉県博物館連絡協議
会会則第５条

埼玉県内各館相互の連絡を密に
し、博物館事業の振興を図る

総会･理事会等の開催、情
報の交換

年会費14,000円 埼玉県博物館連絡協議会 14 14 14

教育
委員会

うらわ美術
館

全国美術館会議負担金
全国美術館会議規約第
５条

全国の美術館相互の連絡、提携
を図る

美術に関する協議会、研
究会等の開催

年会費30,000円 全国美術館会議 30 30 30

教育
委員会

うらわ美術
館

全国美術館会議総会負担金 参加者負担金等
美術館相互の連携、情報の交換
を図る

総会出席 3,000円×２名＝6,000円 全国美術館会議 6 6 6

教育
委員会

生涯学習総
合センター

防火管理者資格取得講習会
負担金

参加者負担金等
施設に置かなければならない防
火管理者の資格を取得する

生涯学習総合センターの
施設維持管理及び事業費
等に係る経費

新規資格取得受講料１人6,000
円
再講習受講料１人5,000円

(財)日本防火協会 160 160 116

教育
委員会

生涯学習総
合センター

特別管理産業廃棄物管理責
任者講習会参加負担金

参加者負担金等
尾間木公民館に保管しているＰ
ＣＢの管理をする資格を取得す
るための講習会参加負担金

生涯学習総合センターの
施設維持管理及び事業費
等に係る経費

12,000円×１名＝12,000円
(財)日本産業廃棄物処理
振興センター

12 12 0

教育
委員会

中央図書館
管理課

日本図書館協会負担金 年会費負担金等 日本図書館協会施設会員として 日本図書館協会 50,000円 日本図書館協会 50 50 50

教育
委員会

中央図書館
管理課

日本図書館協会資料交換セ
ンター負担金

年会費負担金等
日本図書館協会資料交換セン
ター施設会員として

日本図書館協会 35,000円 日本図書館協会 35 35 35

教育
委員会

中央図書館
管理課

日本図書館研究会負担金 年会費負担金等
日本図書館研究会施設会員とし
て

日本図書館研究会 9,000円 日本図書館研究会 9 9 9

教育
委員会

中央図書館
管理課

埼玉県図書館協会負担金 年会費負担金等
埼玉県図書館協会施設会員とし
て

埼玉県図書館協会 70,000円 埼玉県図書館協会 70 70 70

教育
委員会

中央図書館
管理課

指定都市立館長会議負担金 参加者負担金等
政令指定都市立図書館長会議出
席

政令指定都市立図書館長
会議

6,000円×２名＝12,000円
指定都市立図書館長会議
開催市事務局

6 12 6

教育
委員会

中央図書館
管理課

児童図書館員養成講座参加
負担金

参加者負担金等
児童図書館員養成講座参加のた
め

児童図書館員養成講座 40,000円 日本図書館協会 35 40 40

教育
委員会

中央図書館
管理課

全国図書館大会参加負担金 参加者負担金等 全国図書館大会参加のため 全国図書館大会 7,000円×１名＝7,000円 日本図書館協会 7 7 7

教育
委員会

中央図書館
管理課

全国公共図書館研究集会参
加負担金

参加者負担金等 全国公共図書館研究集会参加 全国公共図書館研究集会 3,000円×２名＝6,000円 日本図書館協会 9 6 9

教育
委員会

中央図書館
管理課

日本図書館情報学会会費
日本図書館情報学会規
約

図書館学の進歩進展に寄与する
機関紙「図書館学会年
俸」、図書館学文献の刊
行費用

年会費15,000円 日本図書館学会 15 15 15
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

教育
委員会

中央図書館
管理課

司書講習参加負担金 参加者負担金等 図書館司書資格取得講座参加
図書館司書資格取得講習
費用

審査料3,000円×３名＝9,000
円
受講料110,000円×３名＝
330,000円

聖学院大学 309 339 339

教育
委員会

中央図書館
管理課

図書館協力者(音訳者)養成
講座参加負担金

参加者負担金等
図書館協力者(音訳者)養成講座
参加

図書館協力者(音訳者)養
成講座

15,000円 日本図書館研究会 15 15 15

教育
委員会

中央図書館
管理課

ないーぶネット研修会参加
負担金

参加者負担金等 ないーぶネット研修会参加 ないーぶネット研修会 3,000円
全国視聴覚障害者情報提
供施設協会

3 3 0

教育
委員会

中央図書館
管理課

障害者サービス担当職員養
成講座参加負担金

参加者負担金等
障害者サービス担当職員養成講
座参加

障害者サービス担当職員
養成講座

10,000円×１名＝10,000円 日本図書館協会 10 10 10

教育
委員会

中央図書館
管理課

甲種防火管理資格講習受講
料

日本防火協会規定

甲種防火対象物に当たる中央図
書館では、建物の管理権原者は
防火管理者を設置しなくてはな
らないため。

甲種防火対象物に設置す
る防火管理者を防火管理
有資格者から選任する。

受講料6,000円
建物の管理、監督的な地
位にあるもの

0 6 0

教育
委員会

中央図書館
管理課

甲種防火管理資格講習受講
料(大宮図書館)

日本防火協会規定

甲種防火対象物に当たる大宮図
書館では、建物の管理権原者は
防火管理者を設置しなくてはな
らないため

甲種防火対象物に設置す
る防火管理者を防火管理
有資格者から選任するた
め

受講料6,000円
建物の管理、監督的な地
位にあるもの

6 0 0

教育
委員会

中央図書館
管理課

日本文芸家協会会費(大宮図
書館)

日本文芸家協会会則
大西民子の著作権がさいたま市
にあることをしらしめる

大西民子著作権の管理(著
作物の使用申請受付・許
諾等)事業

年会費3,000円 日本文芸家協会 3 3 3

教育
委員会

中央図書館
管理課

埼玉県視聴覚連絡協議会負
担金(北図書館)

年会費負担金等
埼玉県視聴覚連絡協議会施設会
員として

埼玉県視聴覚連絡協議会 20,000円 埼玉県視聴覚連絡協議会 20 20 20

教育
委員会

中央図書館
管理課

特別管理産業廃棄物管理責
任者資格取得受講料(北浦和
図書館)

廃棄物処理法

廃棄物処理法に基づき、特別管
理産業廃棄物管理責任者を置
き、特別管理産業廃棄物を事業
所において適正に保管･管理する
ため。

特別管理産業廃棄物管理
責任者を、有資格者から
選任する。

受講料12,000円
(財)日本産業廃棄物処理
振興センター

0 12 0

議会局 秘書課
関東市議会職員研修会出席
者負担金

関東市議会議長会会則
協同して地方自治の確立と都市
の興隆発展を図る

地方自治の拡充強化、都
市の興隆発展、市議会の
制度及び運営に関する調
査研究、会員都市の議員
の福利厚生･親善事業。そ
の他必要な事項

出席者負担金2,000円 関東市議会議長会会長 4 4 4

議会局 秘書課
関東市議会議長会総会負担
金

関東市議会議長会会則
協同して地方自治の確立と都市
の興隆発展を図る

地方自治の拡充強化、都
市の興隆発展、市議会の
制度及び運営に関する調
査研究、会員都市の議員
の福利厚生･親善事業。そ
の他必要な事項

出席者負担金7,000円
宿泊負担金10,000円

関東市議会議長会会長 95 95 58

議会局 秘書課
埼玉県市議会職員研修会出
席者負担金

埼玉県市議会議長会会
則

諸会議･研修会出席負担金 諸会議･研修会 出席者負担金6,000円 埼玉県市議会議長会会長 12 12 12

議会局 秘書課
指定都市議長会出席者負担
金

指定都市議長会申し合
せ事項

地方自治の本旨に則り、政令指
定都市市政に関する諸般の事項
を調査研究し、各都市の発展を
図る

指定都市議長の持ち会制
とし、毎年２回２日間実
施し、議会運営等につい
て意見交換を行う

出席者負担金10,000円×２名
＝20,000円

指定都市議長会事務局 40 40 40

議会局 秘書課
都道府県庁所在都市議長会
出席者負担金

都道府県庁所在都市議
長会規約

会員市が連絡協調をはかり、市
政の円滑なる運営と進展に資す
るとともに、共通する地方自治
の課題を協議し、その解決を図
る

目的を達成するための必
要な事業

出席者負担金8,000円
都道府県庁所在都市議長
会会長

8 8 8

議会局 秘書課
埼玉県都市財政研究会第三
区視察参加者負担金

埼玉県都市財政研究会
会則

昭和29年以降市制を施行した市
の財政その他について研究し、
各市相互の発展に資する

調査研究のための視察 参加者負担金10,000円
埼玉県都市財政研究会第
三区幹事

10 10 10
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

議会局 秘書課 その他負担金 諸会議･研修会会則等 諸会議･研修会出席等 諸会議･研修会 諸会議･研修会出席負担金
諸会議･研修会開催事務
局

40 39 35

議会局 秘書課 広報研修会参加者負担金 参加者負担金等
市民に親しまれ、わかりやすい
広報紙作成のための技法を学ぶ

研修会 31,000円×１名＝31,000円 (社)日本広報協会 30 31 30

議会局 秘書課 全国市議会議長会負担金 全国市議会議長会会則
地方自治の本旨に沿い、都市の
興隆発展を図る

地方自治の拡充強化、内
閣に対する意見の申出、
又は国会への意見書提
出、市議会の制度･運営並
びに都市行財政に関する
調査研究、情報資料の収
集作成･配布、中央地方相
互間の連絡、その他

均等割340,000円
人口割(100万人以
上)2,868,000円

全国市議会議長会事務総
長

3,208 3,208 3,208

議会局 秘書課 関東市議会議長会負担金 関東市議会議長会会則
協同して地方自治の確立と都市
の興隆発展を図る

地方自治の拡充強化、都
市の興隆発展、市議会の
制度及び運営に関する調
査研究、会員都市の議員
の福利厚生･親善事業。そ
の他必要な事項

各市負担金50,000円
総会事務費負担金12,000円
出席者負担金7,000円
宿泊負担金10,000円

関東市議会議長会会長 127 127 93

議会局 秘書課 埼玉県市議会議長会負担金
埼玉県市議会議長会会
則

地方自治の本旨に則り市政に関
する諸般の事項を調査研究し、
各都市の発展に資する

地方自治の拡充強化、都
市の興隆発展、市議会の
制度及び運営に関する調
査研究、会員都市の議員
の福利厚生･親善事業。そ
の他必要な事項

均等割１市120,000円
人口割額１人0.5円

埼玉県市議会議長会会長 710 714 710

議会局 秘書課
埼玉県市議会第五区議長会
負担金

埼玉県市議会第五区議
長会会則

関係市相互の連絡を密にし、議
会の円滑なる運営と各市の興隆
発展を期すると共に、親睦を図
る

議会制度及び運営、各市
の興隆発展、各市議員の
福利厚生･親善事業に関す
ること、その他必要な事
項

年会費50,000円
埼玉県市議会第五区議長
会会長

50 50 50

議会局 秘書課 都市行政問題研究会負担金
都市行政問題研究会規
約

加盟市が資料及び情報の交換に
より、相互の市政の発展を図る

会の重要な施策及び運営
に関する事項、国会･政府
等への意見又は提言提
出、その他

年会費60,000円 都市行政問題研究会会長 60 60 60

議会局 秘書課
埼玉県都市財政研究会負担
金

埼玉県都市財政研究会
会則

昭和29年以降市制を施行した市
の財政その他について研究し、
各市相互の発展に資する

埼玉県の加盟市で市の財
政その他について研究
し、各市相互の発展を図
る

年会費40,000円
埼玉県都市財政研究会会
長

40 40 40

議会局 秘書課
埼玉県都市財政研究会第三
区視察参加者負担金

埼玉県都市財政研究会
会則

昭和29年以降市制を施行した市
の財政その他について研究し、
各市相互の発展に資する

調査研究のための視察
参加市負担金40,000円
参加者負担金10,000円

埼玉県都市財政研究会第
三区幹事

50 50 50

議会局 秘書課
指定都市議長会出席者負担
金

指定都市議長会申し合
せ事項

地方自治の本旨に則り、政令指
定都市市政に関する諸般の事項
を調査研究し、各都市の発展を
図る

指定都市議長の持ち会制
とし、毎年２回各２日間
実施し、議会運営等につ
いて意見交換を行う

出席者負担金10,000円 指定都市議長会事務局 20 20 20

議会局 秘書課
全国自治体病院経営都市議
会協議会負担金

全国自治体病院経営都
市議会協議会規約

自治体病院経営都市議会の議長
が、連絡協調して自治体病院経
営の健全化を図り、自治体病院
の興隆発展に寄与する

自治体病院の拡充強化、
制度及び運営に関する調
査研究、関係団体との連
絡調整、その他

年会費18,000円
全国自治体病院経営都市
議会会長

18 18 18

議会局 秘書課
都道府県庁所在都市議長会
負担金

都道府県庁所在都市議
長会会則

会員市が連絡協調を図り、市政
の円滑なる運営と進展に資する
とともに、共通する地方自治の
課題を協議し、その解決を図る

目的を達成するための必
要な事業

出席者負担金8,000円
都道府県庁所在都市議長
会会長

8 8 8

議会局 秘書課 その他負担金 諸会議･研修会会則等 諸会議･研修会出席等 諸会議･研修会 諸会議･研修会出席負担金
諸会議･研修会開催事務
局

100 100 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

議会局 総務課
全国市議会議長会研究
フォーラム

参加者負担金等
地方分権の時代に即応した議会
機能の充実と活力に満ちた地域
づくりに資するため。

諸会議･研修会 5,000円×15名＝75,000円 全国市議会議長会 0 75 45

議会局 総務課
全国市議会議長会研究
フォーラム

参加者負担金等
地方分権の時代に即応した議会
機能の充実と活力に満ちた地域
づくりに資するため。

諸会議･研修会 5,000円×３名＝15,000円 全国市議会議長会 0 15 15

議会局 総務課
指定都市議長会申し合せ事
項(事務協議会に関する申し
合せ)

指定都市会事務協議会
申し合せ事項

地方自治の本旨に則り、政令指
定都市市政に関する諸般の事項
を調査研究し、各都市の発展を
図る

指定都市議長会の下部組
織として次長(部長)会及
び分科会(議事、調査、庶
務の３分科会)がある

出席者負担金7,000円
各分科会は指定都市の当
番制

49 49 49

議会局 議事課
全国議事記録議事運営事務
研修会出席者負担金

参加者負担金等
円滑で充実した議事運営を行う
ため

全国議事記録議事運営事
務研修会

15,000円×１名＝15,000円 (社)日本速記協会 15 15 6

議会局 調査法制課 法務研修会参加者負担金 参加者負担金等 法制執務体制の整備･強化を図る 研修会 参加者負担金30,450円 (社)日本経営協会 31 30 31

議会局 調査法制課
自治体訴訟実務研修参加者
負担金

参加者負担金等 法制執務体制の整備･強化を図る 研修会 参加者負担金30,450円 (社)日本経営協会 0 31 0

選挙
管理
委員会

選挙課
(財)明るい選挙推進協会分
担金

財団法人明るい選挙推
進協会寄付行為第27条

国民の政治意識の向上を図ると
ともに、各種公職の選挙が明る
く行われるよう推進し、もって
民主政治の発展に寄与する

啓発活動、政治･選挙に関
する調査･研究･結果の公
表、資料の作成･配付等

都道府県及び指定都市１市当
たり400,000円

(財)明るい選挙推進協会 400 400 400

選挙
管理
委員会

選挙課
指定都市選挙管理委員会連
合会分担金

指定都市選挙管理委員
会連合会規約第14条
指定都市選挙管理委員
会連合会規約実施上の
申し合わせ事項７

選挙事務の改善並びに選挙制度
の研究刷新を図り、指定都市選
挙管理委員会相互の密接な連携
を保つため設置

指定都市選挙管理委員会
連合会通常会議･事務局長
会議･主管課長係長研究会
議･ブロック会議

指定都市１市当たり230,000円
指定都市選挙管理委員会
連合会

230 230 230

人事
委員会

任用調査課 採用試験研究団体賛助会費
採用試験研究団体が理
事会において定める賛
助会費の額

政令指定都市の職員にふさわし
い優秀な人材を確保するために
採用試験を実施する

職員採用試験事業
採用試験研究団体が理事会に
おいて定める賛助会費の額
年額1,700,000円

採用試験研究団体 1,700 1,700 1,700

人事
委員会

任用調査課
全国人事委員会連合会分担
金

全国人事委員会連合会
が総会において定める
分担金の額

人事委員会業務の円滑な遂行に
は、全国の人事委員会との連
絡、協力体制は必要不可欠であ
る

職員採用試験事業
人事委員会勧告事業
公平審査事務事業

全国人事委員会連合会が総会
において定める分担金の額
年額157,000円

全国人事委員会連合会 173 157 173

人事
委員会

任用調査課
大都市人事委員会連絡協議
会分担金

大都市人事委員会連絡
協議会規約に定める分
担金の額

人事委員会業務の円滑な遂行に
は、18政令市、東京都及び特別
区の人事委員会との連絡、協力
体制は必要不可欠である

職員採用試験事業
人事委員会勧告事業
公平審査事務事業

大都市人事委員会連絡協議会
規約に定める分担金の額
年額120,000円

大都市人事委員会連絡協
議会

130 120 120

人事
委員会

任用調査課 任用実務研修会 参加者負担金等

任用、給与、服務、勤務時間･休
暇制度など多岐にわたる人事委
員会の業務の制度の理解に努め
る

職員採用試験事業 9,000円×１名＝9,000円 (財)日本人事行政研究所 9 10 0

人事
委員会

任用調査課 給与実務研修会 参加者負担金等

任用、給与、服務、勤務時間･休
暇制度など多岐にわたる人事委
員会の業務の制度の理解に努め
る

人事委員会勧告事業
13,000円×１名＋9,000円×１
名＝22,000円

(財)日本人事行政研究所 22 24 0

人事
委員会

任用調査課
｢給与実務の実例｣研修会参
加負担金

参加者負担金等

任用、給与、服務、勤務時間･休
暇制度など多岐にわたる人事委
員会の業務の制度の理解に努め
る

人事委員会勧告事業 10,000円×１名＝10,000円 (財)日本人事行政研究所 10 11 0

人事
委員会

任用調査課
職員相談員実務研修会参加
負担金

参加者負担金等
職員の苦情相談、労働基準監督
業務の制度の理解に努める

公平審査事務事業 10,000円×１名＝10,000円 (財)日本人事行政研究所 10 11 0

人事
委員会

任用調査課
｢分限処分･懲戒処分｣実務研
修会参加負担金

参加者負担金等
職員の苦情相談、労働基準監督
業務の制度の理解に努める

公平審査事務事業 10,000円×２名＝20,000円 (財)日本人事行政研究所 20 22 11

人事
委員会

任用調査課
労働基準法実務講座参加負
担金

参加者負担金等
職員の苦情相談、労働基準監督
業務の制度の理解に努める

公平審査事務事業 33,600円×１名＝33,600円 (社)日本経営協会 34 34 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

２　会費・研修費等の負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠

人事
委員会

任用調査課 法令実務講座参加負担金 参加者負担金等
規則の制定、改正等を円滑に遂
行するため、法例文の基礎知
識、解釈等の習得に努める

職員採用試験事業
人事委員会勧告事業
公平審査事務事業

33,600円×１名＝33,600円 (社)日本経営協会 34 34 0

人事
委員会

任用調査課
衛生管理者受験講習会参加
負担金

参加者負担金等
職員の苦情相談、労働基準監督
業務の制度の理解に努める

公平審査事務事業 3,000円×１名＝3,000円
(財)地方公務員安全衛生
推進協会

3 3 0

人事
委員会

任用調査課 服務･懲戒実務研修会 参加者負担金等

任用、給与、服務、勤務時間･休
暇制度など多岐にわたる人事委
員会の業務の制度の理解に努め
る

公平審査事務事業 10,000円×２名＝20,000円 (財)日本人事行政研究所 20 22 0

人事
委員会

任用調査課
勤務時間･休暇関係実務研修
会

参加者負担金等

任用、給与、服務、勤務時間･休
暇制度など多岐にわたる人事委
員会の業務の制度の理解に努め
る

人事委員会勧告事業 10,000円×１名＝10,000円 (財)日本人事行政研究所 10 11 0

監査
事務局

監査課
全国都市監査委員会年間会
費

年会費
全国都市監査委員相互の連絡を
密にし、監査委員制度の円滑運
営と発達を図る

監査に関する調査、研
究、研修会、講習会の開
催、監査委員制度に関
し、関係官庁そのほかへ
の陳情、請願、意見の上
申

均等割:13,000円
人口割:100万人以上～150万人
未満314,000円

全国都市監査委員会 327 327 327

監査
事務局

監査課
関東都市監査委員会年間会
費

年会費
各都市との必要な監査事務の研
究と相互の綿密な連絡を図る

監査に関する調査、研究
及び資料の交換。監査委
員、事務局職員の研修、
表彰

人口100万人以上200万人未満
41,000円

関東都市監査委員会 41 41 41

監査
事務局

監査課
埼玉県都市監査委員会年間
会費

年会費
各都市との必要な監査事務の研
究と相互の綿密な連絡を図る

監査に関する調査、研究
及び資料の交換。監査委
員、事務局職員の研修、
表彰

均等割:20,000円
人口割:100万人以上75,000円

埼玉県都市監査委員会 95 95 95

監査
事務局

監査課
埼玉県中央ブロック年間会
費

年会費
各都市との必要な監査事務の研
究と相互の綿密な連絡を図る

監査に関する調査、研究
及び資料の交換。監査委
員、事務局職員の研修

人口100万人以上110,000円
埼玉県中央ブロック監査
委員会

110 110 110

監査
事務局

監査課 行政管理講座等受講負担金 参加者負担金等 研修に参加するため 行政管理講座への参加 30,450円×５名＝152,250円 (社)日本経営協会 122 153 110

監査
事務局

監査課
全都道府県監査委員協議会
連合会講習会受講負担金

参加者負担金等 研修に参加するため 講習会への参加 4,000円×２名＝8,000円
全都道府県監査委員協議
会連合会

8 8 0

農業
委員会

農業振興課 埼玉県農業会議負担金 埼玉県農業会議会則

農業及び農民の利益代表活動
と、行政行為の補完としての諮
問機関として活動を行う法人と
して設置

埼玉県農業会議拠出金

農家数割261,515円＋耕地面積
割255,449円＋農業委員数割
29,008円＋均等割123,658円＝
669,630円≒670,000円

埼玉県農業会議 657 650 657

農業
委員会

農業振興課
北足立農業委員会連絡協議
会負担金

北足立農業委員会連絡
協議会規約

市町村農業委員会相互の連携を
緊密にはかり、農業委員会の機
能を高度に発揮する北足立農業
の振興を図る

北足立農業委員会連絡協
議会負担金

均等割23,000円＋農家戸数割
57,268円＋耕地面積割54,852
円＝135,120円≒135,000円

北足立農業委員会連絡協
議会

187 135 155

農業
委員会

農業振興課
東日本ブロック農業委員会
職員事務研究会参加者負担
金

参加者負担金等
農業委員会の日常業務の円滑な
執行及び職員の研鑽･交流を図る

参加者負担金 7,000円×１名＝7,000円
東日本ブロック農業委員
会職員事務研究会

21 21 6

農業
委員会

農業振興課
北足立農業委員会連絡協議
会視察研修会会長負担金

参加者負担金等
管内農業委員会相互の連絡を緊
密に図り、近代農業の振興に寄
与する

参加者負担金 5,000円×１名＝5,000円
北足立農業委員会連絡協
議会

5 5 0

－　108　－



市民局 市民総務課 交通災害共済給付金
さいたま市交通災害共
済条例

交通災害共済加入者が交通事故
に遭った場合にお見舞金を支給
する

交通災害共済事業(19年度
まで特別会計)

治療期間と治療実日数に応じ
て15,000円～1,000,000円

交通災害共済加入者 53,000 0 30,400

都市局 計画管理課
東日本旅客鉄道株式会社派
遣職員負担金

ＪＲ給与体系による

さいたま市内で施行中の鉄道高
架化及びＪＲ関連業務を遂行す
るに当たり、ＪＲ東日本の派遣
職員が必要なため

都心整備推進事業
984,000円×12×1.05＝
12,398,400円

東日本旅客鉄道株式会社 13,382 12,399 11,808

消防局 消防総務課
消防団員等公務災害補償等
共済基金掛金(退職報償金)

消防団員等公務災害補
償条例

５年以上在職した団員に対し
て、退職に際する、消防団員退
職報償金の支給を的確に行うた
め
消防団員の消防活動等に係る環
境を整備するため

消防団員等公務災害補償
等共済基金掛金(退職報償
金)

消防団員割:団員定数(1,332
名)×192,00円(掛金)

消防団員等公務災害補償
等共済基金

25,575 25,575 25,574

消防局 消防総務課
消防団員等公務災害補償等
共済基金掛金(損害補償費)

消防団員等公務災害補
償条例

消防団員が安心して活動に従事
できるようにするため
防災活動等により死亡、負傷、
疾病にかかった場合、その者又
は遺族に対して損害を補償する

消防団員等公務災害補償
等共済基金掛金(損害補償
費)

①消防団員割:1,332名(団員定
数)×1,900円
②消防人口割:1,176,314名(国
勢調査時人口)×２円(掛金)
③水防人口割:1,176,314名(国
勢調査時人口)×1.5円(掛金)

消防団員等公務災害補償
等共済基金

6,648 6,648 6,648

教育
委員会

教職員課
教職員互助会負担金(県費負
担教職員)

互助会掛金 互助会掛金 互助会運営事業
8,500円×4,550名＝
38,675,000円

(財)埼玉県教職員互助会 38,760 38,675 37,800

教育
委員会

教職員課
教職員互助会負担金(市費負
担教職員)

互助会掛金 互助会掛金 互助会運営事業 8,500円×240名＝2,040,000円 (財)埼玉県教職員互助会 1,955 2,040 1,946

(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

３　その他負担金

局名 所属名 補助金等名称 根拠
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緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区見沼田んぼ美化活動協
力実行委員会補助金

緑区見沼田んぼ清掃活
動事業補助金交付要綱

緑の貴重な財産である「見沼田
んぼ」等の緑地空間を美化・保
存する

緑区見沼田んぼ美化活動 対象事業に要する経費

主に緑区内で活動するか
代表者が緑区内に住所を
有する個人又は単位団体
が参加する実行委員会

224 224 313

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区ホタル観賞事業補助金
緑区ホタル観賞事業補
助金交付要綱

緑区内で開催されるホタル観賞
事業を支援する

ホタル観賞に係る事業 対象事業に要する経費

主に緑区内で活動するか
代表者が緑区内に住所を
有する個人又は単位団体
が参加する実行委員会

500 500 358

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区環境講演会実行委員会
補助金

緑区環境教育推進事業
補助金交付要綱

環境問題についての講演会を開
催することにより、緑区の基本
理念である、地球環境を考えた
まちづくりの推進を図る

緑区の環境教育に係る事
業

対象事業に要する経費

主に緑区内で活動するか
代表者が緑区内に住所を
有する個人又は単位団体
が参加する実行委員会

700 700 270

保健
福祉局

生活衛生課
さいたま市環境衛生協会補
助金

さいたま市環境衛生協
会補助金等交付要綱

環境衛生の普及並びに公衆衛生
の向上を図る

環境衛生協会運営費 協会の運営に要する経費 さいたま市環境衛生協会 325 310 325

環境局 環境総務課
さいたま市環境フォーラム
事業交付金

さいたま市環境フォー
ラム事業交付金交付要
綱

市民･事業者･市のパートナー
シップにより、事業を運営し、
環境に関する展示や情報交換等
を図る

さいたま市環境フォーラ
ム

さいたま市環境フォーラムに
係る事務又は事業に要する経
費

さいたま市環境フォーラ
ム実行委員会

3,500 3,500 3,489

環境局 環境総務課
さいたま市環境会議事業交
付金

さいたま市環境会議事
業交付金交付要綱

市環境基本計画の推進に係る市
民･事業者の役割を担い、基本計
画の望ましい環境像の実現に向
けて活動することに対し、助成
を図る

環境学習の推進による啓
発活動や市民･事業者･行
政のパートナーシップ及
びネットワークづくりの
推進等に関する活動

対象事業に要する経費 さいたま市環境会議 600 600 572

環境局
地球温暖化
対策課

住宅用太陽光発電システム
補助

さいたま市住宅用太陽
光発電設備設置補助金
交付要綱

本市におけるＣＯ２排出量第３
位の家庭部門からの温室効果ガ
ス削減のため、再生可能エネル
ギーを普及することで省エネル
ギー化を推進する

民生家庭部門対策とし
て、住宅用太陽光発電設
置(集合住宅含む)

５万円/ｋＷ
･戸建住宅５ｋＷ20万円まで
･集合住宅10ｋＷ50万円まで

市内において住宅用太陽
光発電システムを設置し
ようとする者

0 45,000 0

環境局 環境対策課
国庫補助対象合併処理浄化
槽設置整備事業補助金

汚水処理施設整備交付
金交付要綱
さいたま市合併処理浄
化槽設置整備事業補助
金交付要綱

生活排水による公共用水域の水
質汚濁を防止する

公共下水道認可区域外で
且つ流域下水道認可区域
外に合併処理浄化槽を設
置しようとする者に補助
を行う

５人槽332,000円
７人槽414,000円
10人槽548,000円

補助対象地域内に10人槽
以下の浄化槽を設置しよ
うとする者

81,480 81,480 71,572

環境局 環境対策課
市補助対象合併処理浄化槽
設置整備事業補助金

さいたま市合併処理浄
化槽設置整備事業補助
金交付要綱

生活排水による公共用水域の水
質汚濁を防止する

公共下水道認可区域外で
且つ流域下水道認可区域
内に合併処理浄化槽を設
置しようとする者及び転
換により単独浄化槽･汲取
り便槽を撤去する者に補
助を行う

５人槽110,000円
７人槽138,000円
10人槽182,000円
撤去費用90,000円

補助対象地域内に10人槽
以下の浄化槽を設置しよ
うとする者及び転換によ
り単独処理浄化槽･汲取
り便槽を撤去する者

2,399 2,399 938

環境局 環境対策課
さいたま市水環境保全･創造
事業交付金

水環境保全･創造事業
交付金

より良い市の水環境を再生し、
守り育てていく

河川の汚濁を防止し、水
質の浄化や水辺環境改善
等水環境の保全･創造につ
いて必要な啓発及び会員
相互の交流促進、支援等
の事業

水環境保全･創造事業に要する
経費

河川その他の水環境の保
全･創造のために活動を
行う団体(さいたま市水
環境ネットワーク)

570 570 570

環境局 環境対策課 土壌汚染対策事業助成金

土壌汚染対策法第21条
土壌環境保全対策推進
助成金交付事業実施要
領

土壌汚染対策法の指定区域に指
定されている土地であり、汚染
原因者が不明又は不存在で、措
置命令を受けた土地所有者等の
負担能力が基準以下の場合に、
人の健康に被害を生じさせるお
それがある事例に対して、的確
な対策を進めるために必要不可
欠な助成を行うものである

土壌汚染対策法の指定区
域に指定されている土地
であり、汚染原因者が不
明又は不存在で、措置命
令を受けた土地所有者等
の負担能力が基準以下の
場合に、土地所有者等が
実施する土壌汚染対策事
業

土壌汚染対策工事費×３/４
(市の助成額の２/３が土壌汚
染対策基金より助成される)

汚染原因者が不明または
不存在で、措置命令を受
けた指定区域の土地の所
有者等

75,000 75,000 0

(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

４　環境・アメニティ分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

４　環境・アメニティ分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

環境局
交通環境対
策課

低公害車普及促進対策補助
金

さいたま市低公害車普
及促進対策補助金交付
要綱

大気汚染の改善を図る 低公害車の導入

優良ハイブリッドバス･トラッ
クの補助対象経費の１/４以
内、限度額１台２０万～４０
万円

低公害車のバス並びにト
ラックを導入する者

3,080 4,000 4,400

環境局
交通環境対
策課

粒子状物質減少装置装着補
助金

さいたま市粒子状物質
減少装置装着補助金交
付要綱

大気汚染の改善を図る

ディーゼル自動車に粒子
状物質減少装置を装着す
る者に対し、予算の範囲
内において補助金を交付
する

補助対象経費の１/４以内、限
度額１台100,000円、１申請者
2,000,000円

市内に使用の本拠を置く
ディーゼル車を所有して
いる者

9,900 7,200 7,138

環境局
交通環境対
策課

天然ガス自動車普及促進対
策補助金

さいたま市低公害車普
及促進対策補助金交付
要綱

大気汚染の改善を図る ＣＮＧ自動車の導入
ＣＮＧ自動車の補助対象経費
の１/４以内（幼稚園バスは１
/２以内）

ＣＮＧ自動車を導入する
者

26,900 24,050 11,311

環境局
廃棄物政策
課

さいたま市衛生協力助成金
さいたま市衛生協力助
成金交付要綱

ごみ収集所の管理、清潔保持等
に要する経費として自治会等に
交付する

ごみ収集所の管理、清潔
保持等

助成金の交付に係る年度の４
月１日現在における加入世帯
数に180円を乗じて得た額(加
入世帯数が100世帯に満たない
場合は18,000円)を限度とする

助成金の交付に係る年度
の前年度において、市長
に設立の届出をし、認定
を受けた団体

65,673 66,168 65,230

環境局
廃棄物政策
課

団体資源回収運動補助金
さいたま市団体資源回
収運動補助金交付要綱

市民団体が自主的に行う資源回
収運動を通じて、団体活動の活
性化及び資源物の有効利用を図
る

自治会、ＰＴＡ、子供
会、福祉団体等の非営利
の市民団体が自主的に行
う資源回収運動

交付額は、回収量５円/㎏(予
算の範囲内)。100円未満の端
数は切り捨て。上限額は、１
市民団体につき1,000,000円。
補助金は、実施団体の運営に
要する経費に使用する

営利を目的としない団体
で、自治会、ＰＴＡ、子
供会、福祉団体及び市長
が認めた市民団体

75,000 78,500 74,210

環境局
廃棄物政策
課

リサイクル女性会議事業補
助金

さいたま市リサイクル
女性会議事業補助金交
付要綱

地域でのごみ減量の啓発、及び
資源の有効利用の推進を図る

さいたま市リサイクル女
性会議事業に要する経費

さいたま市リサイクル女性会
議事業に要する経費の範囲内

さいたま市リサイクル女
性会議

1,000 1,000 1,000

環境局
廃棄物政策
課

生ごみ処理容器等購入費補
助金

さいたま市生ごみ処理
容器等購入費補助金交
付要綱

一般家庭から排出される生ごみ
の減量化を図る

生ごみ処理容器等を購入
した者に対し、その購入
に係る経費の一部補助

補助金の交付額は、購入価格
の１/２とし、処理容器１基に
つき4,000円、処理機１基につ
き20,000円を限度。100円未満
の端数は切り捨て。
１世帯につき５年間に処理容
器２基、処理機１基とし、処
理容器･処理機合わせて２基を
限度とする

市内に住所を有し、か
つ、居住している者。た
だし、当該生ごみ処理容
器等の販売を目的とする
事業者及び事業用に使用
する目的で購入した者を
除く。生ごみ処理容器等
を常に良好な状態で維持
管理できる者。たい肥化
又は減量化された生ごみ
を適正に処理することが
できる者

7,800 8,800 6,734

環境局 環境施設課
川通地区公共事業建設推進
協議会補助金

川通地区公共事業建設
推進協議会補助金交付
要綱

川通地区(長宮)に計画している
公共事業に対する地元の理解を
深め、円滑な事業の推進を図る

川通地区公共事業建設推
進協議会の開催、川通地
区における公共事業の建
設推進、公共事業建設予
定地周辺地域の生活環境
整備促進、公共事業建設
予定地周辺地域の環境保
全、川通地区における公
共事業建設に関する研究･
研修

協議会の運営に要する経費
川通地区公共事業建設推
進協議会

350 330 350

環境局
新クリーン
センター建
設準備室

新クリーンセンター四自治
会対策委員会補助金

新クリーンセンター四
自治会対策委員会補助
金交付要綱

桜区新開地区に計画している新
クリーンセンター建設に対する
地元の理解を深め、円滑な事業
の推進を図る

新クリーンセンター四自
治会対策委員会運営費

１団体400,000円
新クリーンセンター四自
治会対策委員会

500 400 400

環境局
西部環境セ
ンター

西部環境センター対策連絡
協議会補助金

西部環境センター対策
連絡協議会補助金交付
要綱

西部環境センターの周辺住民の
環境保全と安全確保及び連絡協
調

他市の環境施設等への視
察及び研修他

視察及び研修等の協議会運営
経費の一部

西部環境センター対策連
絡協議会

700 700 700

環境局
東部環境セ
ンター

東部環境センター対策連絡
協議会補助金

東部環境センター対策
連絡協議会補助金交付
要綱

東部環境センターの周辺住民と
の連絡協調及び要望実現

東部環境センター対策連
絡協議会運営費

協議会の運営に要する経費
東部環境センター対策連
絡協議会

343 343 343
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

４　環境・アメニティ分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

環境局
岩槻環境セ
ンター

岩槻環境センター地域協議
会補助金

さいたま市岩槻環境セ
ンター地域協議会補助
金交付要綱

環境センターの円滑な維持管理
運営の協力と良好な生活環境の
保全を図る

環境センターとの地域整
備に関する協議･研修会、
周辺美化活動、地域への
リサイクル･廃棄物行政に
対する啓発活動等

協議会の運営に要する経費
岩槻環境センター地域協
議会

380 380 380

環境局
環境整備セ
ンター

七里総合公園最終処分場対
策連絡協議会補助金

七里総合公園最終処分
場対策連絡協議会補助
金交付要綱

施設周辺環境整備等の地元住民
の連絡協調

環境保全対策研修 協議会の運営に要する経費
七里総合公園最終処分場
対策連絡協議会

330 310 330

都市局 都市公園課
さいたま市民間児童遊園地
等補助金

さいたま市民間児童遊
園地等補助金交付要綱

児童の自由な遊び場を充実させ
るとともに、児童の健康と情操
に寄与する

児童遊園地･広場の設置、
児童遊園地等の施設の整
備、児童遊園地等の管理
運営

(設置)児童遊園地:限度額
3,000,000円
広場:限度額4,000,000円
(整備･撤去)限度額概ね
300,000円、３年に一度
(管理運営)年18,000円

自治会･町内会･青少年育
成会等の団体

9,500 6,000 5,960

都市局
みどり推進
課

建築物緑化助成事業助成金
さいたま市建築物緑化
助成金交付要綱

緑地の減少が著しい市街地等に
おいて、建築物の屋上や壁面を
活用した建築物緑化に要した経
費の一部を助成し、新たな緑の
創出を図る

先導地区内の建築物、又
は、大規模建築物に新た
に屋上緑化、壁面緑化を
行なう事業

対象建築物
･先導地区内(駅を中心とする
半径概ね500ｍの範囲)の建築
物
･敷地面積3,000㎡以上の大規
模建築物
対象面積
･屋上。壁面緑化各10㎡以上。
但し、法令(条例を含む)で緑
化を義務付けられた建築物に
ついては、基準の緑化率によ
り必要とされる面積を除いた
10㎡以上の緑化を対象
助成金額
･20,000円/㎡×対象緑化面積
又は対象経費の２分の１の少
ない額。但し、助成上限額は
1,000,000円

屋上緑化･壁面緑化に取
り組む市民及び事業者

5,000 5,000 2,220

都市局
みどり推進
課

さいたま市指定緑地補助金
さいたま市指定緑地補
助金交付要綱

緑地の適切な保全又は管理を図
る

良好な自然環境を有する
緑地の保全

限度額5,000,000円
(1)保存緑地、市街化区域内に
存するもの:固定資産税及び都
市計画税相当額
(2)保存緑地･市街化調整区域
内に存するもの:固定資産税相
当額＋指定面積(㎡)×7.5円
※(1)(2)について保存緑地に
係る納付すべき固定資産税額
がない場合は除く
(3)保存緑地･(1)及び(2)以外
のもの:指定面積(㎡)×7.5円
(4)環境緑地:300,000円

指定緑地(保存緑地又は
環境緑地)の所有者又は
管理者

86,615 84,615 85,441

都市局
みどり推進
課

さいたま市みどり愛護会補
助金

さいたま市緑化団体補
助金交付要綱

みどりの保全を図る
みどり愛護会が行う緑地
保全活動

団体の運営及び事業に要する
経費

さいたま市みどり愛護会 100 100 100
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中央
区役所

高齢介護課
介護支援専門員と地区医師
会との連携支援補助金

さいたま市中央区介護
支援専門員と地区医師
会との連携支援補助金
交付要綱

包括的･継続的ケアマネージメン
トを構築する。

在宅医療研究会/医師ケア
マネ研修会

研修会の講師謝礼に関する経
費

(社)さいたま市与野医師
会

0 332 0

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区シニア運動教室実行委
員会補助金

さいたま市緑区高齢者
生きがい事業補助金交
付要綱

緑区内で活動している団体が高
齢者の生きがい増進を図るとと
もに、介護予防を行う

高齢者の生きがいに係る
事業

対象事業に要する経費

主に緑区内で活動するか
代表者が緑区内に住所を
有する個人又は単位団体
が参加する実行委員会

608 608 608

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区子どもまつり実行委員
会補助金

緑区子どもまつり事業
補助金交付要綱

緑区の子どもの健やかな成長に
寄与する

緑区子どもまつり 対象事業に要する経費

主に緑区内で活動するか
代表者が緑区内に住所を
有する個人又は単位団体
が参加する実行委員会

450 450 450

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区子育て・健康づくり実
行委員会補助金

緑区健康づくり推進事
業補助金交付要綱

緑区民が心身ともに健やかな生
活が送れるよう、その健康づく
りに寄与する

健康づくりに関る支援事
業、疾病予防に関る支援
事業、その他必要な事業

対象事業に要する経費

主に緑区内で活動するか
代表者が緑区内に住所を
有する個人又は単位団体
が参加する実行委員会

770 770 762

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区地域文化講演会実行委
員会補助金

緑区子ども文化推進事
業補助金交付要綱

子どもの健やかな成長に寄与す
る

児童文学に関する研修事
業、子どもの健やかな成
長に寄与する事業

対象事業に要する経費
主に緑区内で活動する単
位団体が連合して組織す
る団体

400 400 400

保健
福祉局

健康増進課
さいたま市休日急患診療所
運営費補助金

さいたま市休日急患診
療所運営費補助金交付
要綱

休日･夜間の初期救急医療体制を
確保する

休日急患診療所運営費 補助単価×診療日数

(財)さいたま市浦和地域
医療センター、(社)さい
たま市与野医師会、(社)
岩槻医師会、社会保険大
宮総合病院、大宮歯科医
師会、与野歯科医師会

116,416 94,108 116,459

保健
福祉局

健康増進課
さいたま市外国人未払医療
費対策事業補助金

さいたま市外国人未払
医療費対策事業補助金
交付要綱

救急医療体制の円滑な運営を図
る

外国人未払医療費対策事
業費

埼玉県補助金交付要綱第５条
による

外国人未払医療費の発生
した医療機関の開設者

500 1,250 260

保健
福祉局

健康増進課
さいたま市在宅当番医制事
業補助金

さいたま市在宅当番医
制事業補助金交付要綱

休日･夜間の急病患者の医療を確
保する

在宅当番医制事業運営費 補助単価×診療日数

(財)さいたま市浦和地域
医療センター、(社)大宮
医師会、(社)さいたま市
与野医師会、(社)岩槻医
師会

31,613 34,614 31,278

保健
福祉局

健康増進課
さいたま市第二次救急医療
運営費補助金

さいたま市第二次救急
医療運営費補助金交付
要綱

休日･夜間の重症救急患者の医療
を確保する

第二次救急医療運営費 補助単価×診療日数
(財)さいたま市浦和地域
医療センター、(社)大宮
医師会

77,349 77,349 77,349

保健
福祉局

健康増進課
さいたま市地域医療研究費
補助金

さいたま市地域医療研
究費補助金交付要綱

地域医療の発展向上
地域医療の発展･向上に寄
与する調査･研究費

補助対象経費の２/３以内、限
度額１件1,000,000円

市内医療機関に従事する
医療関係者

2,500 3,000 2,500

保健
福祉局

健康増進課
地域医療連携推進事業補助
金

さいたま市地域医療連
携推進事業補助金交付
要綱
さいたま市市民病床運
営費助成金交付要綱

かかりつけ医と地域基幹病院の
機能連携と機能分担を進め効率
的な医療体制の確立を図るとと
もに、市民が優先して入院でき
る後方病院として、患者用病床
を確保する

地域医療運営推進事業の
健全な運営を図るための
経費、市民病床の健全な
運営を図るための経費

対象事業に要する経費
(社)浦和医師会、さいた
ま赤十字病院

19,200 19,200 19,200

保健
福祉局

健康増進課 さいたま市医師会補助金
さいたま市医師会補助
金等交付要綱

保健衛生及び地域医療の向上を
図る

医師会運営費、看護専門
学校運営費、准看護学校
運営費

医師会等の運営に要する経費

(社)浦和医師会、(社)大
宮医師会、(社)さいたま
市与野医師会、(社)岩槻
医師会

47,804 48,486 47,804

保健
福祉局

健康増進課
さいたま市歯科医師会補助
金

さいたま市歯科医師会
補助金等交付要綱

歯科保健･歯科医療の普及並びに
公衆衛生の向上を図る

歯科医師会運営費、歯科
衛生士専門学校運営費

歯科医師会等の運営に要する
経費

(社)浦和歯科医師会、
(社)大宮歯科医師会、
(社)与野歯科医師会、岩
槻歯科医師会、さいたま
市歯科医師会

19,823 20,040 19,823

保健
福祉局

健康増進課 さいたま市薬剤師会補助金
さいたま市薬剤師会補
助金等交付要綱

薬学薬業の進展及び公衆衛生の
向上を図る

薬剤師会運営費
薬剤師会等の運営に要する経
費

(社)さいたま市薬剤師会 3,863 3,905 3,863

(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

５　健康・福祉分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

５　健康・福祉分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

健康増進課
財団法人さいたま市浦和地
域医療センター補助金

財団法人さいたま市浦
和地域医療センター補
助金交付要綱

地域医療の推進を目的として運
営する財団の健全な運営を図る

浦和地域医療センター運
営費

浦和地域医療センターの運営
に要する経費

(財)さいたま市浦和地域
医療センター

8,728 0 8,728

保健
福祉局

健康増進課 ＡＥＤ設置促進補助金
さいたま市ＡＥＤ等設
置促進補助金交付要綱

民間施設へのＡＥＤ普及を図る
ため

ＡＥＤ設置事業
購入額の１/２と150,000円を
比較して低い方の金額

市内の認可保育所、幼稚
園、学童保育所、老人福
祉施設等

10,950 10,950 7,773

保健
福祉局

健康増進課
(仮称)大宮休日急患診療所
設備整備費補助金

さいたま市休日夜間診
療所･健診センター備
品購入費等補助金交付
要綱

大宮医師会市民病院の閉院に伴
い開設される大宮休日急患診療
所の整備を行うため

(仮称)大宮休日急患診療
所整備事業

補助額上限3,500,000円 社会保険大宮総合病院 3,500 0 3,500

保健
福祉局

健康増進課
政令指定都市薬剤師連絡協
議会

政令指定都市薬剤師連
絡協議会補助金交付要
綱

政令指定都市薬剤師連絡行議会
をつうじて政令市薬剤師会間の
連携を緊密にし、薬学薬業の進
展及び公衆衛生の向上を図る

政令指定都市薬剤師連絡
協議会

協議会運営補助500,000円 さいたま市薬剤師会 0 500 0

保健
福祉局

健康増進課
さいたま市産科医等確保支
援事業補助金

さいたま市産科医等確
保支援事業費補助金交
付要綱

産科医等の処遇を改善しその確
保を図るため。

分娩手当等を支給する分
娩

分娩数×単価6,700円
分娩手当等を支給する市
内の分娩取扱機関

0 52,394 0

保健
福祉局

健康増進課
大宮医師会健診センター医
療機器購入費補助金

さいたま市休日夜間診
療所･健診センター備
品購入費等補助金交付
要綱

検診センターを移転し、機能を
維持することにより、市民の健
康増進に寄与する。

大宮医師会が整備する検
診センターの検診機器購
入。

購入機器の１/２ (社)大宮医師会 0 24,991 0

保健
福祉局

健康増進課
与野歯科休日急患診療所設
備整備費補助金

さいたま市休日夜間診
療所･健診センター備
品購入費等補助金交付
要綱

与野歯科休日急患診療所を円滑
に運営するため。

与野歯科医師会が整備す
る歯科休日急患診療所の
設備交換。

設備の交換に要する経費 (社)与野歯科医師会 0 6,000 0

保健
福祉局

健康増進課
さいたま市健康フェア実行
委員会補助金

さいたま市健康フェア
実行委員会補助金交付
要綱

市民の健康意識の啓発を図るた
めに開催するさいたま市健康
フェアの円滑な運営と行事の完
遂

ポスターコンクール入賞
作品の展示･表彰、各種パ
ネル展示、健康相談、歯
科相談、薬事相談、栄養
相談、血糖値測定等

対象事業に要する経費
さいたま市健康フェア実
行委員会

9,500 9,425 9,473

保健
福祉局

健康増進課

医療法人財団さいたま市民
医療センター補助金及び｢
(仮称)さいたま市民医療セ
ンター｣運営協議会補助金

医療法人財団さいたま
市民医療センター補助
金交付要綱及び｢(仮
称)さいたま市民医療
センター｣運営協議会
補助金交付要綱

公益性の高い医療活動を行う病
院を経営し、科学的かつ適正な
医療を普及するため

さいたま市民医療セン
ターの運営

開院準備に要する経費、安定
運営に要する経費

医療法人財団さいたま市
民医療センター及び｢(仮
称)さいたま市民医療セ
ンター｣運営協議会

445,841 653,587 424,981

保健
福祉局

健康増進課
医療法人財団さいたま市民
医療センター医療機器等購
入費補助金

医療法人財団さいたま
市民医療センター医療
機器等購入費補助金交
付要綱

医療機器等の整備を行うため
さいたま市民医療セン
ターの医療機器等整備

医療機器等の整備に要する経
費

医療法人財団さいたま市
民医療センター

3,492,741 0 3,139,951

保健
福祉局

生活衛生課
埼玉県獣医師会さいたま市
支部補助金

埼玉県獣医師会さいた
ま市支部補助金交付要
綱

狂犬病予防法及び動物の愛護及
び管理に関する法律に基づく事
業の円滑な推進を図る

支部運営に要する経費 限度額300,000円
(社)埼玉県獣医師会さい
たま市支部

285 285 285

保健
福祉局

生活衛生課
さいたま市飼い主のいない
猫の去勢･不妊手術費助成金

さいたま市飼い主のい
ない猫の去勢･不妊手
術費助成金交付要綱

不必要な繁殖による猫の増加を
抑え、地域の快適な生活環境の
整備及び猫の飼い方と動物の愛
護及び管理について意識の高揚
を図る

飼い主のいない猫の去勢･
不妊手術に要した経費

限度回数:１世帯当該年度６回
限度額:去勢手術１匹4,000
円、不妊手術１匹6,000円

市民･市内事業所勤務者 1,900 2,780 1,351

保健
福祉局

食品安全推
進課

全国中華料理業埼玉大会補
助金

第41回全国中華料理業
埼玉大会補助金交付要
綱

全国中華料理業生活衛生同業組
合埼玉大会の円滑な運営による
活性化を通じて、食中毒予防対
策など公衆衛生の維持向上が図
られるため

食品衛生事業 大会運営補助500,000円
埼玉県中華料理生活衛生
同業組合

500 0 500

保健
福祉局

食品安全推
進課

さいたま市食品衛生協会補
助金

さいたま市食品衛生協
会補助金等交付要綱

食品衛生の普及並びに公衆衛生
の向上を図る

食品衛生協会運営費 協会の運営に要する経費 さいたま市食品衛生協会 626 626 625
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

５　健康・福祉分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

福祉総務課
福祉のまちづくり資金利子
補給金

さいたま市福祉のまち
づくり資金利子補給金
交付要綱

福祉のまちづくり資金貸付要綱
に基づき、融資を受けた事業者
の金利負担を軽減するため、指
定金融機関に対して予算の範囲
内で利子補給金を交付する

生活関連施設を高齢者、
障害者等が円滑に利用で
きるよう福祉のまちづく
り条例の整備基準に適合
するための工事

前期分:各資金の当該年度の4
月末日と８月末日での貸付残
高の合計額を２で除した額に
利子補給率を乗じ、それを２
で除した額
後期分:各資金の当該年度の10
月末日と２月末日での貸付残
高の合計額を２で除した額
に、利子補給率を乗じ、それ
を２で除した額

さいたま市福祉のまちづ
くり資金貸付要綱で定め
られた資金を融資実行し
た指定金融機関

280 280 0

保健
福祉局

福祉総務課
さいたま市民生委員児童委
員協議会活動費補助金

さいたま市民生委員児
童委員協議会活動費補
助金交付要綱

民生委員活動事業の適正な運営
を確保し、その健全な育成を助
成する

民生委員児童委員の活動･
研修･地区民児協の運営･
全国大会及び各研修への
参加等に要する費用

協議会の運営に要する経費
さいたま市民生委員児童
委員協議会

167,242 166,742 167,242

保健
福祉局

福祉総務課
要保護世帯向け長期生活支
援資金貸付事業補助金

要保護世帯向け長期生
活支援資金貸付事業補
助金交付要綱

生活保護の適正化
要保護世帯向け長期生活
支援資金貸付事業

貸付原資 埼玉県社会福祉協議会 40,000 28,216 0

保健
福祉局

福祉総務課
更生保護関係団体運営費補
助金

更生保護関係団体運営
費補助金交付要綱

更生保護事業法に基づく団体に
対し、更生保護事業の適正な運
営を確保し、その健全な育成を
助成する

団体の運営費に係る経費 団体の運営に要する経費 市内の更生保護関係団体 6,053 6,106 6,054

保健
福祉局

福祉総務課
埼玉いのちの電話運営費補
助金

埼玉いのちの電話運営
費補助金交付要綱

電話相談事業等の適正な運営を
確保し、その健全な育成を助成
する

団体の運営費に係る経費 団体の運営に要する経費
社会福祉法人埼玉いのち
の電話

45 45 45

保健
福祉局

福祉総務課
戦傷病者･戦没者遺族関係団
体運営費補助金

戦傷病者･戦没者遺族
関係団体運営費補助金
交付要綱

戦傷病者･戦没者遺族等援護法に
基づく団体に対し、その団体の
適正な運営を確保し、健全な育
成を助成する

団体の運営費に係る経費 団体の運営に要する経費
市内の戦傷病者･戦没者
遺族関係団体

1,407 1,366 1,366

保健
福祉局

福祉総務課
さいたま市社会福祉協議会
運営費等補助金

さいたま市社会福祉協
議会運営費等補助金交
付要綱

各種自主事業を展開している社
協が安定的運営及び効率的事業
執行を確保できるよう、運営費
及び事業費について一部を補助
する

社会福祉協議会が本部及
び区事務所を運営するう
えで必要となる経費の補
助

社会福祉協議会の運営に要す
る経費

さいたま市社会福祉協議
会

495,524 499,373 495,524

保健
福祉局

福祉総務課
ふれあい福祉基金運用補助
金

さいたま市ふれあい福
祉基金運用補助金交付
要綱

地域福祉の推進
民間福祉団体等が行う高
齢者･障害者･児童等の福
祉を推進する事業

事業費の４/５以内(300,000円
を限度)、諸修理等に係る経費
の４/５以内(500,000円を限
度)

市内において活動を行っ
ている民間福祉団体、ボ
ランティア団体･ＮＰＯ
団体

15,000 15,000 3,774

保健
福祉局

福祉総務課
さいたま市産休等代替職員
費補助金

さいたま市産休等代替
職員制度実施要綱

児童福祉施設等の職員の母体の
保護又は専心療養の保障及び児
童福祉施設等における児童等の
処遇を確保する

児童福祉施設等の産休等
代替職員を当該児童福祉
施設等の長が臨時的に任
用し、当該任用に要する
経費

産休の場合:出産予定日の６週
間前の日から産後８週間を経
過するまでの期間
病休の場合:病休開始後30日を
経過した日から起算して60日
を経過するまでの期間

児童福祉施設等の経営者 3,100 2,760 818

保健
福祉局

福祉総務課
さいたま市民間社会福祉施
設等職員処遇改善費補助金

さいたま市民間社会福
祉施設等職員処遇改善
費補助金交付要綱

民間社会福祉施設に勤務する職
員の給与処遇の改善を図る

民間社会福祉施設(老人福
祉施設については、平成
12年度より養護老人ホー
ムのみ対象)から期末勤勉
手当が支給された職員

児童福祉法にいう保育所:職員
１名(67,500円)
その他の民間の社会福祉施設
の設置者:職員１名(53,150円
の範囲内において市長の定め
る額)

市内の民間社会福祉施設
の設置者及びさいたま市
里親会の代表者

18,000 17,500 14,899

保健
福祉局

福祉総務課
民間社会福祉施設整備資金
貸付金

さいたま市民間社会福
祉施設整備資金貸付要
綱

市内に土地を購入し、社会福祉
施設を整備しようとする社会福
祉法人に対し、施設整備に必要
な整備資金の貸付け及び利子助
成を行うことにより、施設整備
の促進を図る

市内に土地を購入し、社
会福祉施設を整備する事
業

施設整備資金として、１社会
福祉法人当たり、100,000,000
円以内の貸付けを行う
利子助成として、予算の範囲
内において、申請のあった事
業者に交付する

市内に土地を購入し、社
会福祉施設を整備しよう
とする社会福祉法人

1,283 1,152 1,147
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

５　健康・福祉分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

高齢福祉課 敬老会等事業補助金
敬老会等事業補助金交
付要綱

高齢者の方を敬愛し、その長寿
を祝すとともにますますの健康
を願って老人の日を中心に、行
われる敬老会の実施を促進する

地区社会福祉協議会等の
主催による敬老会等の事
業

敬老会等補助金額1,000円と祝
品200円相当に対象者数を乗じ
た数

各地区社会福祉協議会 111,003 112,080 106,495

保健
福祉局

高齢福祉課
シニアユニバーシティ校友
会連合会運営費補助金

さいたま市シニアユニ
バーシティ校友会連合
会運営費補助金交付要
綱

高齢者大学卒業生によって構成
される校友会連合会に対し、交
友活動を継続し社会参加の道を
開き、生きがいとなるよう自主
的諸活動の促進を図る

さいたま市シニアユニ
バーシティ校友会連合会
運営

シニアユニバーシティ校友会
連合会の運営経費

さいたま市シニアユニ
バーシティ校友会連合会

428 428 428

保健
福祉局

高齢福祉課 世代間ふれあい事業補助金
さいたま市世代間ふれ
あい事業補助金交付要
綱

高齢者の生きがいづくりと積極
的な社会参加の推進を図る

高齢者と子供たちとのふ
れあいを目的とした事業

補助対象経費の実支出額以
内、限度額100,000円

世代間ふれあい事業を実
施する市内の老人クラ
ブ、自治会、子供会その
他市長が適当と認める団
体

4,000 4,000 2,827

保健
福祉局

高齢福祉課
シルバー協会運営事業補助
金

さいたま市シルバー協
会運営事業補助金交付
要綱

各種講座、講演会、映画鑑賞
会、旅行、同好会活動等を企画･
実施することにより、高齢者の
生きがい振興事業の推進を図る

さいたま市シルバー協会
の運営事業

さいたま市シルバー協会の運
営管理及び事業の経費

さいたま市シルバー協会 10,465 10,465 10,465

保健
福祉局

高齢福祉課
全国健康福祉祭さいたま市
実行委員会運営費補助金

全国健康福祉祭さいた
ま市実行委員会運営費
補助金交付要綱

生きがい推進事業の一環として
全国健康福祉祭にさいたま市選
手を派遣する

全国健康福祉祭への選手
派遣、作品出展及び実行
委員会の運営に必要と認
められる経費等

実行委員会の運営に要する経
費

全国健康福祉祭さいたま
市実行委員会

8,882 8,847 7,425

保健
福祉局

高齢福祉課
さいたま市老人クラブ補助
金

さいたま市老人クラブ
補助金交付要綱

社会奉仕や趣味･教養の集い、レ
クリエーション等の活動を行う
老人クラブの育成を行うことに
より、老人福祉の推進を図る

単位老人クラブ又は連合
会の運営事業、ボラン
ティア活動事業、生きが
いのための活動事業、健
康活動事業、学習活動事
業等

補助対象事業の実施に要した
補助対象経費の実支出額以内

市内の老人クラブで会員
数30人以上のもの及びさ
いたま市老人クラブ連合
会

36,271 35,510 35,238

保健
福祉局

高齢福祉課
シルバー人材センター補助
金

さいたま市シルバー人
材センター補助金交付
要綱

高齢者の就業機会の増進に寄与
する

人材センターの管理費及
び事業費の一部等の運営
経費

管理運営及び補助対象事業の
実施に要した経費から事業収
入等を差し引いた実支出額以
内

(社)さいたま市シルバー
人材センター

203,827 199,185 203,827

保健
福祉局

高齢福祉課
高齢者居室等整備資金融資
利子助成

さいたま市高齢者居室
等整備資金融資及び利
子助成に関する条例･
条例施行規則

高齢者の専用居室その他の設備
の増築や改築に必要な資金を融
資し、利子の助成を行うことに
より住環境の改善を促進し、福
祉の増進を図る

高齢者専用居室及び付属
する個所の増改築に必要
な資金の融資

償還期間は10年以内とし連帯
保証人は２名、融資限度額は
１戸あたり3,000,000円以内

高齢者の居室等の増改築
を必要とする者で、一定
の要件を満たすもの

190 113 52

保健
福祉局

高齢福祉課
高齢者民間賃貸住宅住替え
家賃助成金

さいたま市高齢者民間
賃貸住宅住替え家賃助
成事業要綱

家主から立ち退きを求められ、
他の民間賃貸住宅に転居した場
合に、転居後の家賃の一部を助
成することで、居住環境の安
定、福祉の向上を図る

家主から立ち退きを求め
られ、他の民間賃貸住宅
に転居した場合に、転居
後の家賃の一部を助成

家主の自己都合により転居し
た場合、転居後の月額家賃と
転居前の月額家賃の差額、限
度額月額20,000円

満65歳以上の者で、一定
の要件を満たすもの

7,440 7,200 5,903

保健
福祉局

高齢福祉課
要介護高齢者居宅改善費補
助金

さいたま市要介護高齢
者居宅改善費補助要綱

日常生活において介助を必要と
する高齢者の居宅の改善をする
ための経費の一部を補助するこ
とで福祉の増進を図る

介護保険給付対象以外の
工事に係る経費

補助対象経費の２/３、限度額
300,000円

一定要件に該当する高齢
者のために、高齢者の居
宅の改善工事を行う者

1,500 1,500 934

保健
福祉局

高齢福祉課
ふれあい会食サービス事業
補助金

さいたま市社会福祉協
議会運営費等補助金交
付要綱

ひとり暮らし高齢者に対し、会
食を実施することにより、高齢
者の孤独感の解消と健康維持に
資する

ふれあい会食事業に要す
る経費

対象事業に要する経費
さいたま市社会福祉協議
会

9,137 9,137 9,137

保健
福祉局

高齢福祉課
さいたま市認知症介護指導
者養成研修補助金

さいたま市認知症介護
指導者養成研修補助金
交付要綱

市認知症介護指導者養成研修受
講者の所属する法人に対し、交
通費、教材費等の経費につい
て、予算の範囲内で、補助金を
交付する

研修受講者の経費のう
ち、交通費、教材費、宿
泊費、傷害保険料、その
他市長が必要と認める経
費

対象事業に要する経費
さいたま市認知症介護指
導者養成研修受講者の所
属する法人

200 200 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

５　健康・福祉分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

高齢福祉課
さいたま市認知症介護指導
者フォローアップ研修補助
金

さいたま市認知症介護
指導者フォローアップ
研修補助金交付要綱

市認知症介護指導者フォロー
アップ研修受講者の所属する法
人に対し、交通費、教材費等の
経費について、予算の範囲内
で、補助金を交付する

研修受講者の経費のう
ち、交通費、教材費、宿
泊費、傷害保険料、その
他市長が必要と認める経
費

対象事業に要する経費
さいたま市認知症介護指
導者フォローアップ研修
受講者の所属する法人

50 50 0

保健
福祉局

高齢福祉課 高齢者だんらんの家助成金
さいたま市高齢者だん
らんの家設置助成要綱

市内に居住する高齢者の健全な
だんらんの場を設置する者に対
し予算の範囲内で助成する

地域住民の社会福祉に関
係する団体(社会福祉協議
会、老人クラブ等)が設置
及び管理運営するもの

運営経費のうち建物借上経
費、限度額月額30,000円、諸
経費月額13,000円

高齢者だんらんの家を設
置する者

1,296 1,296 1,296

保健
福祉局

高齢福祉課
民間老人福祉センター(ふれ
あいセンターしらぎく)運営
費助成金

さいたま市民間老人福
祉センター｢ふれあい
センターしらぎく｣管
理運営事業費助成金交
付要綱

社会福祉施設の整備を図るた
め、民間老人福祉センター｢ふれ
あいセンターしらぎく｣の管理運
営事業に対して助成金を交付す
る

民間老人福祉センター｢ふ
れあいセンターしらぎく｣
の管理運営経費

管理運営経費から利用料等の
収入を差し引いた額で予算の
範囲内において市長が定めた
額

社会福祉法人育成会 40,779 39,476 40,779

保健
福祉局

高齢福祉課
軽費老人ホーム事務費補助
金

さいたま市軽費老人
ホーム事務費補助金交
付要綱

軽費老人ホームを設置する社会
福祉法人が入所者からの事務費
の一部を減免することにより、
入所者の負担軽減を図る

入所者の負担軽減を図る
ために軽費老人ホームを
設置する社会福祉法人が
減免した入所者からの事
務費の一部

事務費実支出額と事務費基準
額のうち、少ない方の額から
事務費本人徴収額を控除した
額

軽費老人ホームを設置す
る社会福祉法人で、入所
者からの事務費の一部を
減免している者

100,825 103,990 96,743

保健
福祉局

高齢福祉課
特別養護老人ホームきりし
き建設借入助成金

さいたま市特別養護老
人ホーム｢きりしき｣建
設費助成金交付要綱

(社福)明日栄会が、独立行政法
人福祉医療機構から借り入れた
借入金の元金全額及び利子の一
部を助成することで建設費の負
担軽減を図る

(社福)明日栄会が、建設
資金として独立行政法人
福祉医療機構から借り入
れた借入金の元金全額及
び利子の４分の１を助成
する

各年度に償還する元金全額及
び利子の１/４

社会福祉法人明日栄会 19,966 19,797 19,965

保健
福祉局

高齢福祉課 老人福祉施設整備費補助金
さいたま市老人福祉施
設整備費補助金交付要
綱

社会福祉法人が行う施設の整備
に要する費用の一部を補助する
ことにより、老人福祉施設の整
備を促進するとともに高齢者の
福祉の向上を図る

社会福祉法人が行う施設
整備に要する費用の一部

市が定める定員１名の基準単
価に定員を乗じて得た額

施設整備を行う社会福祉
法人

1,494,800 921,596 1,535,204

保健
福祉局

介護保険課
さいたま市在宅ケアサービ
ス公社運営補助金

さいたま市在宅ケア
サービス公社運営費補
助金交付要綱

市民福祉の増進に寄与する
さいたま市在宅ケアサー
ビス公社の運営経費

さいたま市在宅ケアサービス
公社の運営に要する経費

さいたま市在宅ケアサー
ビス公社

31,462 31,462 29,034

保健
福祉局

介護保険課
社会福祉法人が行う利用料
軽減に係る補助金

さいたま市介護保険社
会福祉法人など利用者
負担軽減事業実施要綱

低所得者に対する介護保険サー
ビスに係る利用者負担額の減免
措置の実施についての一部改正
について(平成18年３月31日厚生
労働省老健局長通知)

社会福祉法人の介護サー
ビスを利用する低所得者
に対して、社会福祉法人
が軽減を行った場合、軽
減額の一部を市が補助す
るもの

社会福祉法人の介護サービス
及び介護予防サービスを利用
する低所得者に対して、社会
福祉法人が軽減を行った場
合、軽減額の一部を市が補助
するもの

利用者負担軽減制度を申
し出た社会福祉法人

1,289 1,289 18

保健
福祉局

障害福祉課 福祉団体運営費補助金
さいたま市障害者団体
補助金等交付要綱

障害者福祉の増進
障害者団体の福祉事業等
に要する経費

障害者団体の運営に要する経
費

障害者団体 2,047 2,047 2,047

保健
福祉局

障害福祉課
平成20年度全国重症心身障
害児施設長会議開催市補助
金

さいたま市障害者団体
補助金等交付要綱

障害者福祉の増進
障害者団体の福祉事業等
に要する経費

定額100,000円
社会福祉法人清風会太陽
の園

100 0 100

保健
福祉局

障害福祉課
全国精神障害者団体連合会
埼玉大会開催市補助金

さいたま市障害者団体
補助金等交付要綱

障害者福祉の増進
障害者団体の福祉事業等
に要する経費

定額100,000円
全国精神障害者団体連合
会

100 0 100

保健
福祉局

障害福祉課
平成21年度きょうされん主
催全国大会

さいたま市障害者団体
補助金等交付要綱

障害者福祉の増進
障害者団体の福祉事業等
に要する経費

定額100,000円 きょうされん全国大会 0 100 0
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

５　健康・福祉分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

障害福祉課

障害者(児)施設等施設整備
費市費補助金
障害者(児)福祉施設整備促
進助成金

さいたま市障害者(児)
施設等施設整備費市費
補助金交付要綱
さいたま市障害者(児)
福祉施設整備促進助成
金交付要綱

施設入所障害者(児)の福祉の向
上

施設整備費

本体工事費･施設入所支援整備
加算･短期入所整備加算･解体
撤去工事費等に係る国庫補助
基本額
(国負担２/３･市負担１/３)に
相当する額、本体工事費に係
る国庫補助の基本額(国負担２
/３･市負担１/３)に相当する
額の１/２以内

社会福祉法人等 379,790 280,892 98,898

保健
福祉局

障害福祉課
点字図書館運営費補助金
盲人ホーム運営費補助金

さいたま市点字図書館
及び盲人ホーム運営費
補助金交付要綱

点字図書館及び盲人ホームの円
滑な運営

施設運営経費の補助

補助基準額と対象経費の実支
出額とを比較して、いずれか
少ない方の額の範囲内で市長
が定める額

点字図書館及び盲人ホー
ムを設置する社会福祉法
人

35,042 35,992 34,909

保健
福祉局

障害福祉課

精神障害者生活訓練施設運
営費補助金
精神障害者通所授産施設運
営費補助金
精神障害者小規模通所授産
施設運営費補助金
精神障害者福祉工場運営費
補助金

さいたま市精神障害者
社会復帰施設運営費補
助金交付要綱

精神障害者の社会復帰の促進及
び自立と社会経済活動への参加
の促進を図る

精神障害者社会復帰施設
の運営に要する費用の一
部を補助

実支出額と基準額とを比較し
て少ない方の額又は、総事業
費から寄付金その他の収入額
を控除した額を比較して少な
い方の額

精神障害者生活訓練施
設、精神障害者通所授産
施設、精神障害者小規模
通所授産施設、精神障害
者福祉工場

178,560 179,318 178,247

保健
福祉局

障害福祉課
障害児(者)生活サポート事
業補助金

さいたま市障害児(者)
生活サポート事業補助
金交付要綱

心身障害児者の地域生活の支援
障害児(者)生活サポート
事業によるサービスの提
供に要する経費

基本補助額＝基準単価×合計
利用時間、障害児差額分補助
額＝差額補助単価×合計利用
時間(障害児)

障害児(者)生活サポート
事業を行う団体

58,900 62,814 60,646

保健
福祉局

障害福祉課

心身障害児特別療育費補助
金
貸しおむつ利用料助成事業
補助金

さいたま市心身障害児
特別療育費等補助金交
付要綱

心身障害児の処遇の向上、児童
福祉施設の円滑な運営と措置委
託の促進を図る

要綱に規定される経費
経費のうち、基準額表によっ
て算定した額

児童福祉施設の設置者 30,159 30,159 29,494

保健
福祉局

障害福祉課
心身障害者地域デイケア事
業補助金

さいたま市心身障害者
地域デイケア事業補助
金交付要綱

心身障害者の社会参加の促進
施設運営、処遇の改善及
び施設の土地又は建物の
賃借に要する経費等

経費のうち基準額の範囲内の
額

心身障害者地域デイケア
施設を設置する社会福祉
法人及び障害者の福祉に
関する団体

179,483 407,895 476,637

保健
福祉局

障害福祉課 生活ホーム事業補助金
さいたま市生活ホーム
事業補助金交付要綱

心身障害者の社会的自立の助長
生活ホームの運営や家賃
等に要する経費

経費のうち一定額
生活ホームを設置する社
会福祉法人及び障害者の
福祉に関する団体

121,884 121,884 110,689

保健
福祉局

障害福祉課
精神障害者小規模作業所補
助金

さいたま市精神障害者
小規模作業所運営費等
補助金交付要綱

精神障害者の社会復帰の促進
施設運営、設備整備及び
土地又は建物の賃借に要
する経費

運営費:基準額と補助対象経費
の実支出額とを比較して少な
い方の額、設備整備費＝基準
額と補助対象経費の実支出額
とを比較して少ない方の額に
３/４を乗じた額
賃借費:基準額と補助対象経費
の実支出額とを比較して少な
い方の額

精神障害者小規模作業所
を設置する精神障害者家
族会、社会福祉法人及び
障害者の福祉に関する団
体等

54,750 72,054 91,680

保健
福祉局

障害福祉課
全身性障害者介助人派遣事
業補助金

さいたま市全身性障害
者介助人派遣事業補助
金交付要綱

全身性障害者の居宅生活を支援
全身性障害者介助人派遣
事業

900円×派遣時間
全身性障害者派遣事業を
行う事業者

20,592 14,976 11,883

保健
福祉局

障害福祉課
障害者通所施設運営安定化
支援事業補助金

さいたま市障害者通所
施設運営安定化支援事
業補助金交付要綱

利用実績に応じた日払いによる
施設報酬の減額を緩和し、利用
者へのサービス水準を確保する

障害者通所施設運営安定
化支援事業

平成１８年３月の支援費収入
と、各月の利用実績に応じた
報酬額から国の特別対策費を
除いた額との差額の２分の１
の額から、特別対策費を差し
引いた額

平成17年度までに開設し
た市内身体及び知的障害
者通所施設事業者(民間
事業者に限る)

8,000 6,500 10,230

保健
福祉局

障害福祉課
障害者就労訓練設備等整備
事業費補助金

さいたま市障害者就労
訓練設備等整備事業費
補助金交付要綱

施設等の新事業移行に要する設
備整備等の経費を補助

障害者就労訓練設備等補
助事業

事業費の10/10
社会福祉法人、特定非営
利活動(ＮＰＯ)法人等

0 0 16,624
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

５　健康・福祉分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

障害福祉課
地域活動支援センター事業
補助金

さいたま市地域活動支
援センター事業補助金
交付要綱

障害者等を通わせ、創作的活動
や生産活動の機会を提供し、社
会との交流の促進等の便宜を供
与し、もって障害者等の地域生
活支援の促進を図る

地域活動支援センターの
基礎的事業、機能強化事
業など

基礎分6,000,000円、強化分Ⅰ
型6,000,000円･Ⅲ型1,500,000
円など

地域活動支援センターの
設置者

567,034 182,300 85,392

保健
福祉局

障害福祉課
聴覚障害者情報提供施設運
営費補助金

さいたま市聴覚障害者
情報提供施設運営費補
助金交付要綱

聴覚障害者情報提供施設の円滑
な運営

施設運営経費

補助基準額と対象経費の実支
出額とを比較して、いずれか
少ない方の額の範囲内で市長
が定める額

聴覚障害者情報提供施設
を設置する社会福祉法人

1,929 1,929 1,929

保健
福祉局

障害福祉課
全国障害者スポーツ大会実
行委員会補助金

全国障害者スポーツ大
会さいたま市実行委員
会補助金交付要綱

スポーツを通じて障害者の機能
回復と体力維持増強等を図る

選手選考に要する経費、
選手団支度費、大会参加
費及びその他大会参加に
伴う経費の補助

実行委員会が事業に要する経
費のうち、予算の範囲内で一
定の額

全国障害者スポーツ大会
さいたま市実行委員会

10,300 9,476 8,377

保健
福祉局

子育て支援
課

桜区子育て支援センター運
営費補助金

さいたま市単独型子育
て支援センター事業費
補助金交付要綱

地域の子育て家庭に対する育児
支援を目的とする、子育て支援
センターの運営を助成する

桜区子育て支援センター

運営費補助(週６日)9,142千円
賃借料補助(150,000円×12月
を上限)
初度設備費(1,500,000円を上
限)礼金、前家賃計２か月分限
度

ＮＰＯ法人厚生福祉会 0 12,560 0

保健
福祉局

子育て支援
課

子育て支援センターさいの
こ運営費補助金

さいたま市単独型子育
て支援センター事業費
補助金交付要綱

地域の子育て家庭に対する育児
支援を目的とする、子育て支援
センターの運営を助成する

子育て支援センターさい
のこの運営

運営費補助(週５日開
催)7,714,000円以内

ＮＰＯ法人彩の子ネット
ワーク

4,847 7,714 4,847

保健
福祉局

子育て支援
課

子育て支援センターマイム･
マイム運営費補助金

さいたま市単独型子育
て支援センター事業費
補助金交付要綱

地域の子育て家庭に対する育児
支援を目的とする、子育て支援
センターの運営を助成する

子育て支援センターマイ
ム･マイムの運営

運営費及び賃借料補助限度額
9,514,000円以内

ＮＰＯ法人マイム･マイ
ム

8,974 9,514 7,301

保健
福祉局

子育て支援
課

子育て支援センターさいた
ま北運営費補助金

さいたま市単独型子育
て支援センター事業費
補助金交付要綱

利便性がよく人の集まりやすい
駅前に、つどいの場、仲間づく
りや地域情報の提供を行う

運営費、賃借料(家賃
等)、初度設備費に対する
補助

運営費補助(週５日開催分)
賃借料補助(150,000円×12月
を上限)
初度設備費(1,500,000円を上
限)礼金、前家賃計２か月分限
度

特定非営利活動法人子ど
も文化ステーション

11,314 9,514 11,314

保健
福祉局

子育て支援
課

母子寡婦福祉会補助金
さいたま市母子寡婦団
体補助金交付要綱

母子寡婦家庭の生活向上及び会
員の相互扶助と発展

さいたま市母子寡婦福祉
会の運営

さいたま市母子寡婦福祉会の
研修等の事業の運営に要する
経費

さいたま市母子寡婦福祉
会

380 380 380

保健
福祉局

子育て支援
課

子育て応援特別手当
さいたま市子育て応援
特別手当支給要綱

多子世帯の幼児教育期の子育て
に対する負担に配慮し、子育て
家庭の生活における安心の確保
を図る

子育て応援特別手当支給
事業

36,000円×17,500人(対象見込
児童数)

平成21年２月１日時点に
おいて、平成14年４月２
日から平成17年４月１日
までの間の生まれであっ
て、第２子以降である児
童が属する世帯の世帯主

0 630,000 0

保健
福祉局

保育課
民間建設保育園補修費補助
金

民間建設保育園補修費
補助金交付要綱

民間建設保育園の維持管理
保育に必要な箇所で原則
として建物本体及び付帯
設備の補修工事

補助対象経費の１/２相当額、
限度額2,000,000円

民間建設保育園所有者 6,000 6,000 2,970

保健
福祉局

保育課 病児保育室整備補助金
病児保育室整備費補助
金交付要綱

病児保育室の整備補修の促進を
図る

病児保育事業を実施する
ために必要な改修･補修

対象経費の２/３以内
1,000,000円上限

病児保育事業実施施設 1,000 0 501

保健
福祉局

保育課
保育所併設型子育て支援セ
ンター補助金

さいたま市特別保育事
業費補助交付要綱

子育て支援センター事業の促進
を図る

民間保育所が行う子育て
支援センター事業

対象事業に要する経費 民間保育所 173,659 183,156 172,074

保健
福祉局

保育課 民間保育所運営費補助金

さいたま市民間保育所
運営費補助金交付要綱
民間社会福祉施設等職
員処遇改善費補助金交
付要綱

施設の運営改善と児童、職員の
処遇改善を図る

民間保育所職員の雇用･給
与処遇の改善、施設の改
修等

対象事業に要する経費 民間保育所 275,687 282,302 270,435
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

５　健康・福祉分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

保育課
トワイライトステイ事業費
補助金

さいたま市トワイライ
トステイ事業費補助金
交付要綱

保護者が夜間不在となり、家庭
で児童を養育することが一時的
に困難となった場合、その他緊
急の場合に一時的に保育するト
ワイライトステイ事業を支援す
る

トワイライトステイ事業

事業に要する経費の総額から
利用者から徴収した利用料･負
担金の総額を差し引いた額、
限度額5,000,000円

民間保育所 4,500 4,500 4,282

保健
福祉局

保育課 特別保育事業費補助金
さいたま市特別保育事
業費補助金交付要綱

延長保育、一時保育等多様な保
育ニーズに対応するための民間
保育所が行う各種特別保育事業
を支援し、福祉の向上を図る

障害児保育、延長保育等
の特別保育事業

対象事業に要する経費 民間保育所 680,239 682,231 635,931

保健
福祉局

保育課
病児保育利用連絡書発行手
数料補助金

さいたま市病児保育利
用連絡書発行手数料補
助金交付要綱

病児保育事業の保護者の費用負
担を軽減するとともに、病児保
育の利用を促進する

医療機関が｢病児保育利用
連絡書｣を発行する際の保
護者が負担する発行手数
料

限度額一般世帯1,000円
生活保護世帯2,000円

病児保育利用者 20 30 40

保健
福祉局

保育課
事業所内保育施設推進事業
費補助金

地域型事業所内保育施
設事業実施要綱

企業等における仕事と子育ての
両立が可能となるような環境整
備が図れるとともに、地域の保
育所の待機児童解消の一助とな
る

地域の児童を受け入れる
場合及び定員10人未満の
施設整備費、及び運営費

運営費(０歳児:32,800円×人
数、１歳児～２歳児:16,400円
×人数、３歳児～:10,500円×
人数)

企業等(オフィス･病院･
工場等含む)

3,543 0 0

保健
福祉局

保育課
私立幼稚園預かり保育補助
金

さいたま市私立幼稚園
預かり保育事業補助金
交付要綱

預かり保育事業の促進を図る
預かり保育を実施する市
内私立幼稚園へ人数･時間
等に応じて支給する

基本額･園児数･担当教員数･時
間･日数･長期休暇等で積算

預かり保育を実施する市
内私立幼稚園

91,590 91,590 78,405

保健
福祉局

保育課保育
環境整備室

児童福祉施設施設整備費市
費補助金

児童福祉施設施設整備
費市費補助金交付要綱

保育所の整備拡充を図る
保育所の創設、増改築、
拡張、大規模修繕等の施
設整備

補助基準額×1.5 社会福祉法人等 261,495 176,235 174,915

保健
福祉局

保育課保育
環境整備室

保育所整備促進助成金
保育所整備促進助成金
交付要綱

保育所の整備拡充を図る
保育所の創設、増改築、
拡張、大規模修繕等の施
設整備

児童福祉施設施設整備費市費
補助金の１/３以内

社会福祉法人等 87,165 58,745 58,305

保健
福祉局

保育課保育
環境整備室

独立行政法人福祉医療機構
借入金利子補助金

独立行政法人福祉医療
機構借入金利子補助金
交付要綱

社会福祉法人、日本赤十字社及
び民法34条の規定に基づき設立
された法人が経営する社会福祉
施設の整備を促進する

独立行政法人福祉医療機
構の福祉貸付資金のうち
建築資金(購入資金を除
く)及び設備備品整備資金

支払い利子の１/２ 社会福祉法人等 2,006 2,184 1,634

保健
福祉局

保育課保育
環境整備室

事業所内保育施設推進事業
整備費補助金

さいたま市事業所内保
育施設推進事業整備費
補助金交付要綱

企業等における仕事と子育ての
両立が可能となるような環境整
備が図れるとともに、地域の保
育所の待機児童解消の一助とな
る

地域の児童を受け入れる
場合及び定員10人未満の
施設整備費、及び運営費

改修等(300,000円×人数)
増改築等(625,000円×人数)

企業等(オフィス･病院･
工場等含む)

13,875 12,500 2,700

保健
福祉局

保育課保育
環境整備室

認定こども園整備促進事業
費補助金

認定こども園整備促進
事業費補助金交付要綱

待機児童解消の一助となるとと
もに、幼児教育と保育が一体的
に受けられる環境が整備され、
幼保一元化の充実が図れる

幼稚園型認定こども園を
目指し、認可外保育施設
を設置する場合の施設整
備費

改修等(600,000円×人数×１/
２)
増改築等(1,250,000円×人数
×１/２)

学校法人 6,000 0 3,562

保健
福祉局

青少年育成
課

民設放課後児童クラブ家賃
補助

さいたま市民設放課後
児童クラブ補助金交付
要綱

保護者が就労、疾病等により昼
間家庭にいないことが常態であ
る市内の小学校低学年等の健全
な育成を図る

市の委託を受けている民
設放課後児童クラブの土
地または建物の賃借料

月額120,000円以内※駅から１
㎞以内は30,000円加算

市の委託を受けている民
設放課後児童クラブ

61,020 93,816 79,438

保健
福祉局

青少年育成
課

民設放課後児童クラブ保護
者助成金

さいたま市民設放課後
児童クラブ保護者助成
金交付要綱

民設放課後児童クラブに入所し
ている児童の保護者の負担軽減
を図る

民設放課後児童クラブに
入所している市内在住の
小学校１～３年生までの
児童について助成する

生活保護世帯5,000円、前年分
所得税非課税かつ前年度分市
民税非課税世帯5,000円、前年
分所得税非課税かつ前年度分
市民税課税世帯3,000円

民設放課後児童クラブに
入所している市内在住の
小学校１～３年生までの
児童の保護者で左記に該
当する世帯

6,436 9,240 7,881
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

５　健康・福祉分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

青少年育成
課

特別支援学校放課後児童対
策事業費補助金

①さいたま市特別支援
学校放課後児童対策事
業費補助金交付要綱
②さいたま市特別支援
学校放課後児童クラブ
保護者助成金交付要綱

特別支援学校等に通学する児童
の放課後の健全育成を図る

①市内在住の障害児童が
通学する児童クラブの指
導員人件費及び地代等
②特別支援学校放課後児
童クラブに入所している
市内在住の児童について
助成する

①重度障害児童:月額52,000
円、その他障害児:月額28,500
円、地代等:全額補助、指導員
健康診断:１人あたり8,000円
以内
②生活保護世帯5,000円、前年
分所得税非課税かつ前年度分
市民税非課税世帯5,000円、前
年分所得税非課税かつ前年度
分市民税課税世帯3,000円

①市内在住の障害児童が
通学する特別支援学校児
童クラブ
②特別支援学校放課後児
童クラブに入所している
市内在住の児童の保護者
で左記に該当する世帯

31,411 33,162 29,357

保健
福祉局

青少年育成
課

放課後児童クラブ整備促進
補助金

さいたま市放課後児童
クラブ整備促進補助金
交付要綱

放課後児童クラブ設置にあた
り、賃貸契約等に基づく住宅等
を活用し、保育環境の改善を図
る

放課後児童クラブの新設･
分割･移転整備

･初度賃借料<新設･移転>
委託開始前月の家賃：１施設
１月分120,000円以内
礼金：１施設１か月分で
120,000円以内
※駅から１㎞以内はそれぞれ
30,000円加算
･初度消耗品及び備品購入費
<新設>１施設200,000円以内
<移設>１施設100,000円以内

社会福祉法人等 2,800 2,880 2,481

保健
福祉局

児童相談所 里親制度推進事業補助金
里親制度推進費補助金
交付要綱

市における里親制度の円滑な運
営を図る

特別里親推進事業、里子
レクリエーション事業、
里親賠償責任保険保険料
負担事業

養育手当10,000円/月、支度費
20,000円/人、里親レクリエー
ション事業3,000円/人、里親
賠償責任保険料負担事業4,200
円/委託里親

さいたま市里親会 1,060 991 487

保健
福祉局

児童相談所 里親会補助金 里親会補助金交付要綱
市における里親制度促進事業を
援助する

里親会が行う里親の各種
研修会及び激励会等

里親会の運営に要する経費 さいたま市里親会 160 160 160

保健
福祉局

児童相談所

施設入所児童等健全育成推
進事業補助金
民間児童養護施設人材確保
対策事業補助金

児童自立支援総合対策
事業費補助金交付要綱

施設の特色、特徴を生かした運
営を行えるよう補助金を交付
し、施設機能を高めることによ
り、児童処遇の高度化や自立支
援を強化する

施設入所児童等健全育成
推進事業、民間児童養護
施設人材確保対策事業

事業内容により補助基準額の
１/３以内又は10/10以内

児童養護施設、乳児院、
里親会、里親

14,163 32,891 11,583

保健
福祉局

児童相談所
児童自立生活援助事業補助
金

児童虐待･ＤＶ対策総
合支援事業費国庫補助
金交付要綱

社会的養育が必要な児童に対し
ての適切な支援を行い、児童の
社会的･経済的な自立を促進する

児童養護施設等を退所
し、就職する児童への支
援を行う「自立援助ホー
ム」の運営

補助基準額の１/２ ＮＰＯ法人 5,180 0 4,698

保健
福祉局

地域保健課
さいたま市食生活改善推進
員協議会補助金

さいたま市食生活改善
推進員協議会補助金交
付要綱

地域住民の健康保持増進を図る

健康づくりに関する知識
の向上、食資源の利用･普
及及びその他会の目的達
成に要する経費

協議会の運営に要する経費
さいたま市食生活改善推
進員協議会

1,425 1,425 1,425

保健
福祉局

地域保健課 結核予防費補助金
結核予防費補助金交付
要綱

結核の蔓延を防止する
設置者が実施する定期健
康診断等の費用

次に掲げる額を比較して最も
少ない額に２/３を乗じて得た
額
①要綱別表補助単価の表に定
めるところにより計算して得
た額の合計額②要綱別表補助
対象経費の表に定める経費の
実支出額③総事業費から寄附
金その他の収入額を控除した
額
ただし、補助額の上限額は毎
会計年度年度定める。交付決
定の下限は10,000円

学校又は施設(国、都道
府県、市町村の設置する
学校又は施設を除く)の
設置者

3,000 3,000 2,431

保健
福祉局

地域保健課
さいたま市保健愛育会補助
金

さいたま市保健愛育会
補助金交付要綱

地域住民の健康保持増進を図る

子育て支援、健康づくり
に関する事業及びその他
愛育会の目的を達成する
ために必要な事業経費

保健愛育会の運営に要する経
費

さいたま市保健愛育会 751 751 751
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

５　健康・福祉分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

地域保健課
さいたま市特定不妊治療費
助成事業助成金

さいたま市不妊治療支
援事業実施要綱

生涯を通じた健康支援の一環と
して、不妊に悩む市民に対し不
妊治療費の助成を行う

体外受精及び顕微授精に
係る治療費の一部助成費
用

不妊治療に要した経費･通算５
年度。１回の治療につき上限
額150,000円。年度２回までと
し、年度上限額は300,000円

市内に住民登録を有す戸
籍上の夫婦で、夫婦の前
年所得の合計額が
7,300,000円未満である
もの

82,000 120,000 88,290

保健
福祉局

地域保健課
保健セン
ター管理室

助産師会補助金
助産師会補助金交付要
綱

地域住民の母子保健及び公衆衛
生の向上を図る

母子に対する家庭訪問事
業、乳幼児健康相談事業
及びその他助産師会の目
的達成に必要な事業に要
する経費

助産師会の運営に要する経費
(社)日本助産師会埼玉県
支部さいたま市地区

120 120 120

保健
福祉局

地域保健課
保健セン
ター管理室

インフルエンザ予防接種料
交付金

インフルエンザ予防接
種料交付金要綱

インフルエンザの発病及び重症
防止を図る

老人保健施設に入所中の
市民がインフルエンザ定
期予防接種を実施した場
合

医療機関への支払額から市イ
ンフルエンザ予防接種実施要
領に定める個人負担額を控除
した額

市に住民登録があり、接
種日において65歳以上で
老人保健施設等に入所し
ている者

364 405 603

保健
福祉局

地域保健課
保健セン
ター管理室

予防接種健康被害者給付金
予防接種事故対策費負
担金交付要綱

定期予防接種による健康被害の
救済を図る

障害年金、医療手当て、
医療費

国で定めた基準額で計算した
額の全額

予防接種法第11条第１項
の規定による予防接種健
康被害者

16,031 16,050 15,971

保健
福祉局

精神保健課
さいたま市定期病状報告書
等報告事業補助金

さいたま市定期病状報
告書等報告事業補助金
交付要綱

精神科病院に入院中の精神障害
者の人権を擁護するとともに、
適正な医療の提供を確保する

精神保健福祉法に基づき
精神病院管理者に義務付
けられた法定提出書類の
文書料

定期病状報告書等１件1,500円

市内に所在する、精神科
の入院施設を有する病院
及び市長が越境措置入院
をさせている精神保健及
び精神障害者福祉に関す
る法律第19条の８に定め
る指定病院

2,000 1,650 1,461

教育
委員会

健康教育課
さいたま市学校保健会補助
金

さいたま市学校保健会
補助金交付要綱

学校教育における保健衛生の研
究並びに普及発展を図る

理事会、総会、健康づく
り標語審査会、学校保健
講習会、歯科保健、優良
校コンクール

学校保健会の運営に要する経
費

さいたま市学校保健会 1,132 1,132 1,035

教育
委員会

健康教育課
８０２０歯の健康教室補助
金

８０２０歯の健康教室
補助金交付要綱

児童の歯と口腔の衛生指導及び
保護者の啓発を図る

歯科医師及び歯科衛生士
による学校訪問指導

35,000円×35校＝1,225,000円 さいたま市歯科医師会 1,120 1,225 1,120

教育
委員会

健康教育課
さいたま市学校給食研究会
補助金

さいたま市学校給食研
究会補助金交付要綱

学校給食について研究し、会員
の資質の向上及び学校給食の充
実･振興を図る

研修会への参加、団体へ
の助成

50,000円
さいたま市学校給食研究
会会長

50 50 50

教育
委員会

健康教育課
さいたま市学校栄養士会補
助金

さいたま市学校栄養士
会補助金交付要綱

さいたま市の学校給食の充実と
栄養士の資質の向上を図る

研修会への参加、団体へ
の助成

150,000円
さいたま市学校栄養士会
会長

150 150 150

教育
委員会

健康教育課
学校災害救済制度医療費給
付金

さいたま市学校災害救
済給付金条例

学校管理下で災害を受けた児童･
生徒の救済を図る

学校災害被災者見舞金、
学校災害被災者医療費助
成金、学校災害被災障害
者修学助成金

死亡見舞金1,000,000円
歯牙見舞金(１本)30,000円
歯牙見舞金(２本)50,000円
障害見舞金150,000円～
1,800,000円

受給者 3,000 4,000 1,820

教育
委員会

健康教育課 全国市長会見舞金
さいたま市学校災害補
償要綱

学校管理下で災害を受けた児童･
生徒の救済を図る

後遺障害給付金、死亡給
付金

障害補償金1,500,000円 受給者 1,500 1,500 0
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政策局
スポーツ企
画課

さいたま市サッカーのまち
づくり推進協議会補助金

さいたま市サッカーの
まちづくり推進協議会
補助金交付要綱

サッカーの普及発展及び地域ス
ポーツの振興、地域経済の活性
化を促進するとともに、生涯ス
ポーツのまちづくりを推進する

さいたま市サッカーのま
ちづくり推進協議会が実
施する事業

団体の運営及びさいたま市
サッカーのまちづくり推進協
議会の事業に要する経費

さいたま市サッカーのま
ちづくり推進協議会

11,300 11,300 9,220

政策局
スポーツ企
画課

さいたま市サッカーのまち
づくり推進協議会補助金

さいたま市サッカーの
まちづくり推進協議会
補助金交付要綱

サッカーの普及発展及び地域ス
ポーツの振興、地域経済の活性
化を促進するとともに、生涯ス
ポーツのまちづくりを推進する

さいたま市サッカーのま
ちづくり推進協議会が実
施する事業

さいたまシティカップに要す
る経費

さいたま市サッカーのま
ちづくり推進協議会

47,500 47,500 47,385

政策局
スポーツ企
画課

さいたま市八王子スポーツ
施設管理運営補助金

さいたま市八王子ス
ポーツ施設管理運営補
助金交付要綱

市民スポーツ活動の需要に応
え、誰もが積極的にスポーツ参
加の機会が得られるようなス
ポーツ環境の充実を目指す

八王子スポーツ施設の管
理運営に必要と認められ
る経費

八王子スポーツ施設管理運営
に必要な経費

(財)さいたま市公園緑地
協会

12,430 12,430 9,916

政策局
スポーツ企
画課

さいたま市サッカーのまち
づくり推進協議会補助金

さいたま市サッカーの
まちづくり推進協議会
補助金交付要綱

埼玉サッカー発祥の地として100
年を迎えるにあたり、その歴史
や魅力を内外に発信すると共
に、多くの市民が参加し、楽し
むことができる事業を実施する

さいたま市サッカーのま
ちづくり推進協議会が実
施する事業

さいたま市サッカーのまちづ
くり推進協議会が実施する埼
玉サッカー100周年記念事業に
要する経費

さいたま市サッカーのま
ちづくり推進協議会

11,250 0 14,803

政策局
スポーツ企
画課

さいたま市サッカーのまち
づくり推進協議会補助金

さいたま市サッカーの
まちづくり推進協議会
補助金交付要綱

埼玉サッカー発祥の地として100
年を迎えるにあたり、さいたま
シティカップを100周年記念大会
として実施する

さいたま市サッカーのま
ちづくり推進協議会が実
施する事業

さいたまシティカップに要す
る経費

さいたま市サッカーのま
ちづくり推進協議会

12,500 0 0

市民局 文化振興課
さいたま市展実行委員会補
助金

さいたま市美術展覧会
実行委員会補助金交付
要綱

広く市民の美術思想の普及と創
造的表現力の開発を図り、市の
文化の向上に寄与する

さいたま市美術展覧会に
要する経費

対象事業に要する経費
さいたま市美術展覧会実
行委員会

5,200 5,200 4,998

市民局 文化振興課

子ども文化祭実行委員会補
助金
市民音楽祭実行委員会補助
金

さいたま市文化事業実
行委員会補助金交付要
綱

市の郷土文化の振興及び市民文
化の向上に資する

子ども文化祭に要する経
費
市民音楽祭に要する経費

対象事業に要する経費
子ども文化祭実行委員
会、市民音楽祭実行委員
会

1,900 1,776 1,868

市民局 文化振興課 文化事業補助金
さいたま市文化事業補
助金交付要綱

市内文化団体等が開催する全市
的な事業に対して補助金を交付
し支援し、郷土文化の振興と市
民の生涯学習意欲の向上に資す
る

文化団体が市内で実施
し、補助金交付による効
果が期待できる事業に要
する経費

補助対象経費の１/２、限度額
180,000円

市内文化団体 10,000 10,000 9,847

市民局 文化振興課 さいたま市文化協会補助金
さいたま市文化協会補
助金交付要綱

市の文化向上を資すること、及
び文化団体の連絡協調を図るた
め文化団体を支援する

さいたま市文化協会の運
営に要する経費

1,600,000円 さいたま市文化協会 1,600 1,600 1,600

市民局 文化振興課
さいたまシティオペラ補助
金

さいたまシティオペラ
補助金交付要綱

市民の手作りの｢市民オペラ｣公
演によりオペラの普及･発展を図
り市民の文化向上に資するため

さいたまシティオペラ演
奏会にかかる事業経費

対象事業に要する経費
さいたまシティオペラ会
長

0 2,500 0

浦和
区役所

コミュニ
ティ課

浦和区サッカーのまちづく
り推進事業補助金

浦和区サッカーのまち
づくり推進事業補助金
交付要綱

埼玉サッカー発祥地である浦和
区のサッカーの普及･発展及びス
ポーツ文化の創造、更には浦和
区を広く市内外へＰＲし区の魅
力あるまちづくりを推進する

サッカーのまちづくりを
推進する実行委員会等の
団体が行う事業

対象事業に要する経費 実行委員会等の団体 1,500 1,500 1,500

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区内公民館活動文化団体
交流事業補助金

緑区内公民館活動文化
団体交流事業補助金交
付要綱

緑区内の公民館で活動している
文化団体が協力し相互のコミュ
ニケーションを図り、地域の文
化イベントとして区民に親しま
れるまちづくりに寄与する

文化団体の交流事業とし
て、ロビーコンサート、
絵画、写真、書道・篆
刻、工芸等のグループ合
同展

対象事業に要する経費

大半が緑区内に在住また
は在勤し、かつ区内の公
民館で活動する者で構成
し、代表者が区内に住所
を有する単位団体が参加
する実行委員会

1,015 1,015 240

保健
福祉局

子育て支援
課

親支援プログラム実施補助
金

さいたま市子育て支援
センター親支援プログ
ラム補助金交付要綱

ノーバディズ･パーフェクト等の
親を対象とした支援プログラム
の実施事業費を助成する

親支援プログラム実施事
業に対する補助

320,000円×３か所＝960,000
円

親支援プログラムを実施
する単独型子育て支援セ
ンター

960 0 640

保健
福祉局

保育課 幼稚園園児教育費助成金
さいたま市私立幼稚園
園児教育費助成金交付
要綱

幼稚園等に幼児を通園させてい
る保護者に対する教育費負担の
軽減を図る

当該年度７月１日におい
て市内に住所を有し、私
立幼稚園に在園している
園児に一律で助成する

園児１人に一律40,000円
幼稚園等に幼児を通園さ
せている保護者

922,520 885,600 905,520

(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

６　教育・文化・スポーツ分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

６　教育・文化・スポーツ分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

保健
福祉局

保育課 幼稚園就園奨励費補助金
さいたま市幼稚園就園
奨費励補助金交付要綱

当該園児の保護者に対する教育
費負担の軽減を図り、幼稚園へ
の就園を奨励する

園児と同居している保護
者の市民税に応じて助成
する

市民税所得割額が183,000円以
下の世帯に62,200円～153,500
円(兄弟が同時就園の場合増額
あり)

幼稚園等に幼児を通園さ
せている保護者

1,093,454 1,005,278 1,065,729

保健
福祉局

保育課 私立幼稚園補助金
さいたま市私立幼稚園
助成金交付要綱

私立幼稚園の教育条件の維持及
び向上を図る

教職員の人件費、教職員
が行う教育及び研究に要
する経費、施設の管理に
要する経費等に支給す
る。市内の幼稚園が対象

５月１日現在の園児数に応じ
て1,200,000円～1,300,000円

市内私立幼稚園 132,800 132,850 132,850

保健
福祉局

保育課 私立幼稚園事務費交付金
さいたま市私立幼稚園
事務費交付金交付要綱

保護者補助金に係る事業に関
し、私立幼稚園が行う事務の円
滑化を図る

就園奨費励補助金又は園
児教育費助成金交付要綱
に定める交付事務を行っ
た市外幼稚園に支給する

園児数に応じて、2,000円～
20,000円

就園奨費励補助金又は園
児教育費助成金の交付対
象園児が在園する市外幼
稚園

383 370 367

保健
福祉局

青少年育成
課

青少年育成さいたま市民会
議地区会体験活動等事業補
助金

さいたま市青少年団体
等補助金交付要綱
青少年育成さいたま市
民会議地区会体験活動
等事業補助金交付要綱
青少年育成さいたま市
民会議地区会補助金交
付要綱

地域において青少年の健全育成
を図る環境を醸成する

市民会議全体の運営
地区会の運営及び事業

団体の運営及び対象事業に要
する経費

青少年育成市民会議
青少年育成市民会議を構
成する区･地区会

11,378 17,273 11,289

保健
福祉局

青少年育成
課

さいたま市青少年団体等補
助金

さいたま市青少年団体
等補助金交付要綱

青少年の健全育成を目的とした
団体が行う、ボランティア活動･
イベント事業等を支援する

青少年の健全育成に必要
と認められる事業に要す
る経費、その他市長が必
要と認める事業に要する
経費

団体の運営及び対象事業に要
する経費

青少年団体 7,410 5,692 7,410

保健
福祉局

青少年育成
課

青少年育成さいたま市民会
議地区会補助金

さいたま市民会議地区
会補助金交付要綱

地域において青少年の健全育成
を図る環境を醸成する

地区会の運営及び事業
地区会の運営及び事業に要す
る経費

青少年育成市民会議を構
成する地区会

4,095 0 4,080

保健
福祉局

青少年育成
課

さいたま市青少年フェス
ティバル区民まつり事業補
助金

青少年育成事業補助金
交付要綱

青少年の健全育成を目的とした
団体が行う、区等の地域イベン
トへの参加等を支援する

青少年育成に必要と認め
られる事業、青少年が主
体となり、区等のイベン
ト等に参加する事業、青
少年団体の広報活動等に
必要と認められる事業、
その他市長が必要と認め
る事業

対象事業に要する経費 青少年団体 800 0 0

保健
福祉局

青少年育成
課

さいたま市青少年団体等補
助金

さいたま市青少年団体
等補助金交付要綱

青少年の健全育成を目的とした
ボランティア活動･イベント事業
等を支援する

青少年育成に必要と認め
られる事業、青少年が主
体となり、区等のイベン
ト等に参加する事業、青
少年団体の広報活動等に
必要と認められる事業、
その他市長が必要と認め
る事業

団体の対象事業に要する経費 青少年団体 15,240 15,400 15,240

保健
福祉局

青少年育成
課

さいたま市青少年育成事業
補助金

さいたま市青少年育成
事業補助金交付要綱

青少年の健全育成を目的とした
団体が行う、区等の地域イベン
トへの参加等を支援する

青少年育成に必要と認め
られる事業、青少年が主
体となり、区等のイベン
ト等に参加する事業、青
少年団体の広報活動等に
必要と認められる事業、
その他市長が必要と認め
る事業

団体の対象事業に要する経費 青少年団体 1,000 1,000 493

保健
福祉局

青少年育成
課

さいたま市青少年による郷
土芸能伝承活動補助金

さいたま市青少年によ
る郷土芸能伝承活動補
助金交付要綱

青少年の健全育成を目的とした
郷土芸能伝承活動を支援する

郷土芸能伝承活動
団体の運営及び対象事業に要
する経費

お囃子、獅子舞、神楽、
太鼓等を演奏又は演技す
る団体

1,440 1,720 1,440
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

６　教育・文化・スポーツ分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

教育
委員会

指導１課
全国･関東甲信越地区教育研
究協議会等さいたま大会補
助金

全国･関東甲信越地区
教育研究協議会等さい
たま大会補助金交付要
綱

教育の振興を図るとともに、教
育関係者の資質及び指導力の向
上を図り、もって学校教育の推
進に資する

市内で開催される全国･関
東甲信越地区教育研究協
議会等のさいたま大会に
要する経費

大会に要する経費 教育研究協議会等 800 450 650

教育
委員会

指導１課
さいたま市音楽鑑賞教室補
助金

さいたま市音楽鑑賞教
室補助金交付要綱

鑑賞する児童生徒の保護者負担
を軽減する

市立小･中学校の児童生徒
を対象として開催する音
楽鑑賞教室に関する事業

保護者が負担する経費
さいたま市教育研究会音
楽部

1,165 1,165 1,165

教育
委員会

指導１課
さいたま市立小･中学校文化
部大会派遣補助金

さいたま市立小･中学
校文化部大会派遣補助
金交付要綱

小･中学校の文化部活動を通じ
て、人間性の豊かさや教養の増
進を図る

大会に参加する文化部の
活動に係る費用

全国又は関東大会参加に要す
る経費

さいたま市立小･中学校 3,344 3,495 3,806

教育
委員会

指導１課
さいたま市教育活動振興補
助金

さいたま市教育活動振
興補助金交付要綱

学校教育活動の振興を図る
職能の向上、児童生徒の
情操教育の充実及び研究
調査

各種連盟等の運営に要する経
費

さいたま市中学校吹奏楽
連盟、さいたま市小学校
管楽器教育連盟、さいた
ま市中学校演劇連盟、さ
いたま市教育研究会音楽
部

370 370 370

教育
委員会

指導１課 さいたま市教育研究交付金
さいたま市教育研究交
付金交付要綱

学校教育の振興を図る
職能の向上、教育諸条件
の整備、教育に関する諸
問題の研究調査

各会の運営に要する経費

さいたま市立小学校校長
会、さいたま市中学校長
会、さいたま市立小学校
教頭会、さいたま市中学
校･養護学校教頭会、さ
いたま市教育研究会、埼
玉県連合教育研究会

2,933 2,933 2,933

教育
委員会

指導１課
さいたま市ホタル飼育研究
経費補助金

さいたま市ホタル飼育
研究経費補助金交付要
綱

さいたま市のホタル飼育事業の
推進･充実を図る

ホタル飼育に係る、幼虫
採集及び幼虫餌の採集

幼虫及び幼虫の餌の採集に係
る経費

ホタル飼育研究校 240 240 240

教育
委員会

指導１課
第23回全日本私立幼稚園連
合会関東地区教員研修埼玉
大会補助金

｢第23回全日本私立幼
稚園連合会関東地区教
員研修埼玉大会｣の経
費に係る補助金交付要
綱

関東地区の私立幼稚園教員が一
堂に会して研究協議する大会を
通して、幼児教育の充実･振興に
寄与する

第23回全日本私立幼稚園
連合会関東地区教員研修
埼玉大会

｢第23回全日本私立幼稚園連合
会関東地区教員研修埼玉大会｣
に係る経費

社団法人埼玉私立幼稚園
連合会

0 0 500

教育
委員会

指導１課
さいたま市国際教育協議会
補助金

さいたま市国際教育協
議会補助金交付要綱

市の国際教育の充実、推進を図
る

国際教育主任研修会の運
営、姉妹校等交流事業

協議会の運営及び事業に要す
る経費

さいたま市国際教育協議
会

285 285 285

教育
委員会

指導１課
さいたま市立高等学校海外
交流事業補助金

さいたま市立高等学校
海外交流事業補助金交
付要綱

国際交流の推進を図り、国際的
な視野を広げるとともに国際親
善に資する

生徒派遣旅費等、海外の
相手高等学校等受け入れ
経費

対象事業に要する経費
各市立高等学校に設置さ
れた海外交流事業実施委
員会

5,160 5,160 5,160

教育
委員会

指導１課
さいたま市生徒･教職員海外
交流事業補助金

さいたま市生徒･教職
員海外交流事業補助金
交付要綱

国際的な視野を広げ、国際教育
の推進を図るとともに国際交流
及び国際親善に資する

海外に派遣する生徒旅費･
語学研修にかかる経費等

対象事業に要する経費
さいたま市生徒･教職員
海外交流事業実施委員会

11,479 11,479 11,479

教育
委員会

指導１課
さいたま市自然体験活動等
交通費補助金

さいたま市自然体験活
動等交通費補助金交付
要綱

自然体験活動･林間学校に参加す
る児童の保護者負担等の軽減を
図る

泊を伴う自然体験活動･林
間学校に係る交通費及び
補助員の交通費

対象事業に要する経費 さいたま市立小･中学校 3,589 3,626 3,392

教育
委員会

指導２課 学校課題研究交付金
さいたま市立高等学
校･養護学校学校課題
研究交付金交付要綱

学校の教育課題について、研究
と研修を推進し、教育活動の充
実と教職員の資質向上を図る

同一校内における共同的
な研究

対象事業に要する経費 当該校長 725 725 725

教育
委員会

指導２課 学校評議員等補助金
学校評議員等補助金交
付要綱

地域に開かれた学校づくりを目
指す事業の推進

学校評議員等の運営･推進
に関する事業

学校評議員等の運営に要する
経費

さいたま市立高校･養護
学校校長

100 100 100

教育
委員会

指導２課
心の教育モデル校事業補助
金

心の教育モデル校事業
補助金等交付要綱

学校生活における児童生徒の基
本的な生活習慣の確立と高揚を
図る

適切なあいさつ･返事、時
間を守る習慣、学校生活
の場の環境美化の中から
ひとつを選択し、児童生
徒に徹底させる継続的な
取組みを行う

対象事業に要する経費
心の教育モデル校指定学
校

800 800 800
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

６　教育・文化・スポーツ分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

教育
委員会

指導２課
心の教育モデル地域事業補
助金

心の教育モデル地域事
業補助金等交付要綱

学校、家庭、地域社会、関係機
関･団体等が一体となって、各地
域それぞれが抱える生徒指導上
の諸問題の解決や児童生徒の健
全育成を図る

小学校･中学校･高等学校
等、家庭、地域、関係機
関･団体等が連携し、児童
生徒の健全育成に係る体
験学習、ボランティア活
動、講演会の実施など横
断的、継続的な取り組み
を実施

対象事業に要する経費
心の教育モデル地域推進
委員会

1,500 1,500 1,500

教育
委員会

指導２課
さいたま市立小･中学校特別
支援学級行事等助成金

さいたま市立小･中学
校特別支援学級行事等
助成金交付要綱

学校の特色を生かした学校行事
等の充実を図り、特別支援教育
の推進を資する

校外学習、現場実習等 対象事業に要する経費
さいたま市立小中学校
(特別支援学級)

665 829 779

教育
委員会

指導２課
さいたま市立養護学校現場
実習補助金

さいたま市立養護学校
現場実習補助金交付要
綱

市立養護学校が実施する現場実
習の充実を図る

現場実習 対象事業に要する経費
さいたま市立養護学校
(高等部)

10 10 10

教育
委員会

指導２課
さいたま市特別支援教育振
興会補助金

さいたま市特殊教育振
興会補助金交付要綱

特別支援教育の振興を図る

広報誌｢ともしび｣発行、
合同スポーツ大会、障害
児学級合同作品展、施設
見学等

会の運営に要する経費
さいたま市特別支援教育
振興会

425 425 450

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

ときめき舘岩の冬･親子の集
い補助金

ときめき舘岩の冬･親
子の集い補助金交付要
綱

親子の触れ合いの場を提供する
ことにより、児童の健全な育成
を図る

スキー活動･雪国体験など
親子で冬の自然を体験す
る｢ときめき舘岩の冬･親
子の集い｣の経費を補助す
る

事業に要する経費(バス輸送
費)

ときめき館岩の冬･親子
の集い実行委員会

550 550 550

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

舘岩と尾瀬の自然に親しむ
親子の集い補助金

舘岩と尾瀬の自然に親
しむ親子の集い補助金
交付要綱

親子での自然体験活動や集団宿
泊活動を通して、感動を共有
し、親子の絆を深める

尾瀬のハイキング･南会津
町での自然体験(岩魚つか
み･焼板等)を親子で体験
する

事業に要する経費(バス輸送
費)

舘岩と尾瀬の自然に親し
む親子の集い実行委員会

400 400 400

教育
委員会

舘岩少年自
然の家

自然の教室補助金
自然の教室補助金交付
要綱

人間性豊かな児童･生徒の育成を
図る

舘岩少年自然の教室、赤
城自然の教室

事業に要する経費(バス輸送
費)

自然の教室実施委員会 85,832 83,020 85,179

教育
委員会

生涯学習振
興課

さいたま市生涯学習支援事
業補助金

さいたま市生涯学習支
援事業補助金交付要綱

市内に事務局を置く生涯学習団
体の活動を支援し、生涯学習の
振興と市民の学習活動の向上に
資する

市民が、現代的課題につ
いて自主的に実施する生
涯学習活動に関する事業

限度額40,000円
主に市内在住者で構成さ
れ、10名以上の会員を有
する自主学習団体

2,600 2,200 2,080

教育
委員会

生涯学習振
興課

さいたま市地域婦人会合同
事業補助金

さいたま市地域婦人会
合同事業補助金交付要
綱

市の生涯学習の振興と地域婦人
会活動の振興を図る

地域婦人会が合同で開催
する事業

補助対象経費の２/３
市内の複数の地域婦人会
で構成された団体

400 400 400

教育
委員会

生涯学習振
興課

さいたま市社会教育関係団
体補助金

さいたま市社会教育関
係団体補助金交付要綱

社会教育の振興と、社会教育事
業の円滑な推進を図るととも
に、学校･地域におけるＰＴＡ活
動の発展と児童･生徒の健全育成
を図る

さいたま市ＰＴＡ協議会
に関する事業

団体の運営に要する経費 社会教育関係団体 1,650 1,650 1,650

教育
委員会

生涯学習振
興課

さいたま市障害のある児童
とない児童の交流促進事業
補助金

さいたま市障害のある
児童とない児童の交流
促進事業補助金交付要
綱

障害のある児童とない児童の生
涯学習活動及び交流による健全
育成を図る

障害のある児童とない児
童の交流に関する事業

対象事業に要する経費

障害のある児童とない児
童の交流を支援し、児童
の健全育成を図る事業を
行う団体

450 450 450

教育
委員会

生涯学習振
興課

第21回全国生涯学習フェス
ティバルさいたま市実行委
員会補助金

第21回全国生涯学習
フェスティバルさいた
ま市実行委員会補助金
交付要綱

生涯学習に関する全国規模の参
加型イベントで、市民に学ぶこ
との楽しさや大切さを感じても
らう事業を開催する実行委員会
に対する補助。

生涯学習に関する参加
型、体験型の事業。

各施設での開催事業経費
第21回全国生涯学習フェ
スティバルさいたま市実
行委員会

0 39,300 0

教育
委員会

文化財保護
課

さいたま市文化財保存事業
費補助金

さいたま市文化財保存
事業費補助金交付要綱

文化財の保存及び活用を図る
文化財保存事業に要する
経費

保存事業費の９/10以内
後継者育成・公開事業100,000
円以内

文化財の所有者、管理
者、保持者、保持団体、
保存団体

3,883 5,560 3,593
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

６　教育・文化・スポーツ分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

教育
委員会

体育課
学校体育施設開放事業交付
金

さいたま市学校体育施
設開放事業交付金交付
要綱

｢さいたま市学校体育施設の開放
に関する規則｣に基づく学校施設
開放事業の企画及び運営を行う
団体に対し、事業を推進し円滑
な運営を図る

学校体育施設開放事業に
必要と認められる団体の
運営費

(1)校庭･夜間校庭･屋内体育施
設開放にかかる額:基本額(小
学校30,000円、中学校20,000
円)に校庭(15,000円)、夜間校
庭(20,000円)、屋内体育施設
(20,000円)を開放状況により
加算

学校体育施設開放運営委
員会

9,240 9,345 9,165

教育
委員会

体育課 区スポーツ振興会補助金
さいたま市スポーツ振
興会補助金交付要綱

市内体育振興及び市民の体力増
進等を図る

団体の体育振興に必要と
認められる運営費及び事
業費

会の運営及び事業に要する経
費

区スポーツ振興会 3,000 3,000 3,000

教育
委員会

体育課

さいたま市レクリエーショ
ン協会運営事業補助金
さいたま市体育指導委員連
絡協議会運営事業補助金
地区体育振興会運営事業補
助金

さいたま市体育振興団
体補助金交付要綱

市内体育振興及び市民の体力増
進等を図る

団体の体育振興に必要と
認められる運営費及び事
業費

会の運営及び事業に要する経
費

さいたま市レクリエー
ション協会、さいたま市
体育指導委員連絡協議
会、地区体育振興会

17,094 16,214 17,056

教育
委員会

体育課
(財)さいたま市体育協会運
営事業補助金

財団法人さいたま市体
育協会運営事業補助金
交付要綱

市内体育スポーツの振興及び市
民の健康増進･体力向上等

財団法人さいたま市体育
協会の運営費及び事業費

協会の運営及び事業に要する
経費

(財)さいたま市体育協会 61,766 61,816 61,766

教育
委員会

体育課
学校体育連盟運営事業交付
金

さいたま市学校体育連
盟運営事業交付金交付
要綱

市内の学校体育の振興、児童･生
徒の体力向上及びスポーツ精神
の涵養を図ることを目的に設置
された、学校体育連盟の運営を
図る

学校体育連盟の運営に要
する経費

連盟の運営に要する経費
さいたま市中学校体育連
盟、さいたま市小学校体
育連盟

5,043 5,043 5,043

教育
委員会

体育課
さいたま市スポーツ拠点づ
くり推進事業補助金

さいたま市スポーツ拠
点づくり推進事業補助
金交付要綱

(財)地域活性化センターによる
スポーツ拠点づくり推進事業助
成金に採択された事業開催

全日本選抜高等学校パ
ワーリフティング選手権
大会関係経費

限度額5,000,000円(18年度以
降)

全日本選抜高等学校パ
ワーリフティング選手権
大会実行委員会

5,000 5,000 5,000

教育
委員会

体育課
さいたま市全国、関東体育
大会選手派遣補助金

さいたま市全国･関東
体育大会選手派遣補助
金交付要綱

体育･スポーツ振興を図るため、
市立中･高等学校の生徒の全国関
東大会出場による競技力向上に
寄与する

宿泊費:関東２泊以内、全
国４泊以内

１名１泊8,000円、中学校のみ
全国大会参加費2,000円、関東
大会参加費1,500円

全国･関東体育大会に出
場した、市立中･高等学
校の運動部の生徒

4,800 4,800 4,254

教育
委員会

体育課
さいたま市高等学校全国大
会出場助成事業補助金

さいたま市高等学校全
国大会出場助成事業補
助金交付要綱

市民の体育振興及びスポーツ意
識向上に寄与するとともに、市
民コミュニティー推進と郷土愛
を助長し、広報活動の一環を担
うなどの影響を考慮し、費用の
一部を補助する

さいたま市内の高等学校
部活動

全国大会出場 さいたま市内高等学校 0 0 5,000

教育
委員会

体育課
平成20年度天皇賜杯第63回
全日本軟式野球大会負担金

さいたま市において開
催されます天皇賜杯第
６３回全日本軟式野球
大会のスポーツ振興発
展のため支援する

アマチュア･スポーツとしての正
しい軟式野球を国民全般に普及
し、その健全な発達を助成振興
し、国民体力の向上と野球を通
じて明朗なるスポーツマンシッ
プと民主主義の培養を図り、
もって社会文化の向上発展に寄
与することを目的とする

全日本軟式野球大会事業
費

対象事業に要する経費
全日本軟式野球大会実行
委員会

500 0 1,000

教育
委員会

体育課

さいたまシティマラソン事
業補助金
さいたま市･南会津町たてい
わ親善ツーデーマーチ事業
補助金

さいたま市体育振興事
業補助金等交付要綱

市内体育振興及び市民の体力増
進等を図る

市内の体育振興に必要と
認められる事業及び市民
の体力増進を目的とした
事業

シティマラソン、ツーデー
マーチに要する経費

さいたまシティマラソン
実行委員会、さいたま
市･南会津町たていわ親
善ツーデーマーチ実行委
員会

16,100 15,595 12,430

教育
委員会

高校総体推
進室

平成20年度全国高等学校総
合体育大会さいたま市実行
委員会補助金

平成20年度全国高等学
校総合体育大会さいた
ま市実行委員会補助金
交付要綱

平成20年度全国高等学校総合体
育大会において、さいたま市で
開催される競技大会の円滑な運
営を期するため

実行委員会が実施する高
校総体推進事業及び実行
委員会運営費

対象事業に要する経費
平成20年度全国高等学校
総合体育大会さいたま市
実行委員会

129,851 0 93,552

教育
委員会

中央図書館
管理課

さいたま市良書普及推進団
体補助金

さいたま市良よい本を
読む運動推進員会補助
金交付要綱

読書を通し青少年の健全育成を
目的としたボランティア活動を
支援する

良書普及推進団体の年度
活動･運営事業

団体の運営に要する経費
良書普及推進団体(さい
たま市よい本を読む運動
推進員会)

70 70 70
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政策局
地下鉄７号
線延伸対策
課

高速鉄道東京７号線建設促
進事業支援補助金

さいたま市高速鉄道東
京７号線建設促進事業
支援補助金交付要綱

高速鉄道東京７号線の早期延伸
実現に向けた、建設促進

地下鉄７号線建設促進を
図る団体の運営に要する
費用

限度額1,000,000円
ただし、調査･検討の内容その
他の事情を勘案して市長が特
に必要と認めるときは、この
限りでない。

さいたま市地下鉄７号線
調査･検討市民協議会

1,000 1,000 10,000

政策局
地下鉄７号
線延伸対策
課

埼玉高速鉄道株式会社経営
安定化対策補助金

さいたま市埼玉高速鉄
道株式会社経営安定化
対策補助金交付要綱

埼玉高速鉄道株式会社の経営の
安定を図る

埼玉高速鉄道線の建設の
ために調達した借入金の
償還利子相当額

借入金償還利子相当額の１/15 埼玉高速鉄道株式会社 72,800 69,200 60,821

都市局 都市計画課
自主的景観形成推進団体助
成金

さいたま市美しいまち
づくり景観条例第11条
及び同規則第９条

一定の地区における優れた都市
景観の形成を自主的に推進する

都市景観事業
推進団体:１年度300,000円、
１団体につき２回を限度

さいたま市美しいまちづ
くり景観条例第８条第２
項の推進団体

300 300 0

都市局 交通企画課
埼玉新都市交通株式会社車
両購入費補助金

埼玉新都市交通株式会
社
車両購入費補助金交付
要綱

ニューシャトル利用者の利便向
上を図るため、埼玉新都市交通
株式会社が車両購入する経費に
対し補助金交付する。

埼玉新都市交通株式会社
の車両購入に要する経費

埼玉新都市交通株式会社の車
両購入に要する経費に１/12を
乗じた額

埼玉新都市交通株式会社 0 47,419 0

都市局 交通企画課
さいたま市交通バリアフ
リー化設備補助金

さいたま市交通バリア
フリー化設備補助金交
付要綱

高齢者、身体障害者等が公共交
通機関を利用する際に、その移
動の円滑化を促進し、福祉のま
ちづくりの推進を図る

鉄道事業者が補助対象駅
舎に補助対象設備(バリア
フリー化設備)を設置する
費用

補助対象経費の１/３
車いす対応エレベーター:限度
額１基90,000,000円、車いす
乗車ステップ付きエスカレー
ター:限度額１基75,000,000
円、身体障害者対応型トイレ･
スロープ･点字ブロック:限度
額１箇所7,500,000円。

鉄道事業者 79,800 33,000 60,000

都市局 交通企画課
ノンステップバス導入促進
事業費

さいたま市ノンステッ
プバス導入促進等事業
費補助金交付要綱

交通のバリアフリー化のため、
ノンステップバスの導入促進を
図る

ノンステップバスの導入
導入経費の一部(国との協調補
助)

路線バス事業者 13,289 41,480 4,974

都市局 交通企画課 バス利用促進事業費補助金
さいたま市バス利用促
進事業費補助金交付要
綱

バスの利用促進を図る
ＩＣカードの導入
ＰＴＰＳ(公共交通車輌優
先システム)の導入

導入経費の一部(国との協調補
助)

路線バス事業者 14,409 1,400 13,880

都市局 交通企画課
コミュニティバス運行事業
費補助金

さいたま市コミュニ
ティバス運行経費補助
金交付要綱

路線バスが運行していない交通
不便地区を解消する

コミュニティバス運行に
係る経費

運行経費と運賃収入の差額分 路線バス事業者 156,860 206,300 153,412

都市局 交通企画課
浦和駅東西アクセスバス運
行事業費補助金

浦和駅東西アクセスバ
ス運行経費補助金交付
要綱

浦和駅高架化事業事業に伴う東
西連絡通路が完成するまでの
間、浦和駅東西間を往来する市
民の移動円滑化及び利便向上を
図る。

浦和駅東西アクセスバス
運行に係る経費

運行経費と運賃収入の差額分 路線バス事業者 0 27,500 0

都市局 都市施設課
民営自転車等駐車場建設補
助金

さいたま市自転車等駐
車場補助金交付要綱

市内の民営自転車駐車場の新築
等を行う設置者に対し、補助金
を交付する

市内に住所を有する者が
新築、増築又は改築をす
る民営自転車等駐車場で
次の要件を備えているも
の
①公共の用に供される駐
車場②市内の駅を中心に
おおむね300ｍの範囲内に
設置される駐車場③自転
車等の保管台数が100台以
上④継続して５年以上運
営されること

基準事業費の１/３以内、限度
額10,000,000円(保管台数500
台以上、運営期間７年以上)、
限度額5,000,000円(上記以
外、運営期間５年以上)
基準事業費
木造:54,700円/㎡×延床面積
非木造:76,100円/㎡×延床面
積

市内在住者で要綱に掲げ
る要件を備えた民営自転
車等駐車場を新築、増築
または改築した者

10,000 10,000 10,000

都市局
みどり推進
課

さいたま市公園緑地協会補
助金

さいたま市公園緑地協
会補助金交付要綱(財
団法人さいたま市公園
緑地協会生け垣助成要
綱、財団法人さいたま
市公園緑地協会樹木の
保存に関する要綱)

緑化の推進を図る

(財)さいたま市公園緑地
協会生け垣助成要綱、樹
林の保存に関する要綱及
びみどりの基金に掲げる
事業

生け垣助成:１ｍあたり10,000
円、限度額200,000円
撤去:１ｍあたり5,000円、限
度額100,000円
樹木の保存:概ね年額5,000円
程度

生け垣助成:市内におい
て、自己の居住の用に供
する住宅の敷地に生け垣
を設置しようとする者
樹木の保存:保存樹木の
指定を受けようとする所
有者又は管理者

5,380 5,380 5,380

(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

７　都市基盤・交通分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

７　都市基盤・交通分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

都市局
みどり推進
課

さいたま市花いっぱい運動
推進会補助金

さいたま市緑化団体補
助金交付要綱

緑化の推進を図る
花いっぱい運動推進会が
行う緑化推進活動

団体の運営及び事業に要する
経費

さいたま市花いっぱい運
動推進会

1,550 1,550 1,550

都市局
まちづくり
総務課

さいたま市まちづくり支援
補助金

さいたま市まちづくり
支援補助金交付要綱

市民の自主的なまちづくり活動
を支援する

研究会、講演会等の開催
費用、広報紙、パンフ
レット等の作成費用、研
修、講演会等の講師への
謝礼など

限度額１団体500,000円(補助
金の交付の対象となる期間
は、５年を限度とする)

市街地の計画的な整備を
推進し、規約等を定めて
事業を行う団体

5,500 6,000 5,173

都市局
区画整理支
援課

組合区画整理事業補助金(国
庫補助事業)

さいたま市組合等土地
区画整理事業国庫補助
金要綱等

都市の骨格の形成、道路ネット
ワークを整備し、地方の創意･工
夫を活かした個性的な街づくり
の推進、地域が緊急に対応しな
ければならない課題に応えて早
急に行う必要がある道路整備の
推進

市内土地区画整理事業(組
合施行等)

補助対象の範囲で、総事業費
から保留地処分金、鉄道負担
金、公共施設管理者負担金、
賦課金、その他補助金、寄付
金等を減じた用地買収方式の
額を補助限度額とする

土地区画整理組合等 2,195,292 2,012,293 2,099,999

都市局
区画整理支
援課

組合区画整理事業補助金(地
方特定道路事業)

さいたま市組合等土地
区画整理事業(地方特
定道路整備事業)補助
金交付要綱

都市の骨格の形成、道路ネット
ワークを整備し、地方の創意･工
夫を活かした個性的な街づくり
の推進、地域が緊急に対応しな
ければならない課題に応えて早
急に行う必要がある道路整備の
推進

市内土地区画整理事業(組
合施行等)

補助対象の範囲で、総事業費
から保留地処分金、鉄道負担
金、公共施設管理者負担金、
賦課金、その他補助金、寄付
金等を減じた用地買収買収方
式の額を補助限度額とする

土地区画整理組合等 177,378 160,000 27,378

都市局
区画整理支
援課

組合区画整理事業市補助金
さいたま市組合等土地
区画整理事業補助金要
綱

組合等による土地区画整理事業
を促進し、健全な市街地の造成
を図る

市内土地区画整理事業(組
合施行等)

補助事業の総事業費から国庫
補助金、公共施設管理者負担
金及び保留地処分金に相当す
る額を控除して得た額又は要
綱に定められた補助基本額の
いずれか低い額を補助限度額
とする

土地区画整理組合等 1,359,278 1,873,000 1,359,279

都市局
指扇まちづ
くり事務所

都市再生土地区画整理事業
補助金(大宮西部)

さいたま市組合等土地
区画整理事業補助金交
付要綱

新駅(西大宮駅)及び区役所周辺
の都市基盤整備の促進

大宮西部都市再生土地区
画整理事業

さいたま市組合等土地区画整
理事業(都市再生土地区画整理
事業)補助金交付要綱

独立行政法人都市再生機
構

719,000 750,000 559,000

都市局
浦和東部ま
ちづくり事
務所

さいたま市組合等土地区画
整理事業国庫補助金等(浦和
東部第二特定土地区画整理
事業補助金･岩槻南部新和西
特定土地区画整理事業補助
金)

さいたま市組合等土地
区画整理事業国庫補助
金交付要綱等

都市再生機構が施行する土地区
画整理事業の推進を図る

浦和東部第二特定土地区
画整理事業
岩槻南部新和西特定土地
区画整理事業

補助対象の範囲で、総事業費
から保留地処分金、鉄道負担
金、公共施設管理者負担金、
賦課金、その他補助金、寄付
金等を減じた用地買収方式の
事業費の額を補助限度額とす
る

独立行政法人都市再生機
構

2,735,668 3,007,526 2,028,142

都市局
浦和西部ま
ちづくり事
務所

さいたま市再開発支援事業
補助金

さいたま市再開発支援
事業補助金交付要綱

市街地再開発事業の円滑な推進
を図る団体の活動支援

各種会合･研究･調査･検討
活動等の実施

協議会の運営に要する経費
武蔵浦和駅周辺まちづく
り合同推進協議会

140 10 50

都市局
浦和西部ま
ちづくり事
務所

市街地再開発事業費補助金
公共施設管理者負担金

さいたま市市街地再開
発事業補助金等交付要
綱

市街地における土地の合理的か
つ健全な高度利用と都市機能の
更新を図る

市街地再開発事業(機構施
行)

市街地再開発事業費補助金２/
３
公共施設管理者負担金10/10

独立行政法人都市再生機
構

2,812,040 3,770,540 2,660,500

都市局
浦和駅周辺
まちづくり
事務所

さいたま市再開発支援事業
補助金

さいたま市再開発支援
事業補助金交付要綱

市街地再開発事業の円滑な推進
を図る団体の活動支援

各種会合･研究･調査･検討
活動等の実施

協議会の運営に要する経費
浦和駅西口南地区再開発
推進協議会

600 600 556

都市局
浦和駅周辺
まちづくり
事務所

市街地再開発事業費補助金
及び公共施設管理者負担金

さいたま市市街地再開
発事業補助金等交付要
綱

浦和駅西口南高砂地区再開発事
業に係る公共施設及び施設建築
物整備を目的として補助

区域内の地盤調査や実施
設計の作成
区域内の測量

補助基本額の２/３補助
補助基本額の２/２補助

浦和駅西口南高砂地区市
街地再開発準備組合

34,400 523,200 34,200
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

７　都市基盤・交通分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

建設局 道路環境課 私道舗装等整備費用助成金
さいたま市私道舗装等
整備費用助成制度要綱

市道として認定することが困難
な私道の舗装等整備を行う者に
対して費用の一部を助成し、交
通安全の確保と市民の生活環境
の向上に資する

次に掲げる要件全てに該
当する私道の舗装及び側
溝等排水施設(浸透性のも
のを含む)の設置に係る経
費
①幅員1.8ｍ以上(側溝整
備を行う場合は４ｍ以上
かつ道路位置の確定)
②排水施設を整備する場
合、流末排水に支障がな
いもの
③公道から公道に通じて
いる、又は、５戸以上の
家屋が立ち並ぶ私道で不
特定多数の人が利用しう
るもの
④私道敷地の所有者の同
意を受けているもの
⑤私道に接続する道路が
舗装済又は当該年度に舗
装予定のもの
⑥本助成制度を受けた私
道については20年を経過
しているもの

両端が他の道路(建築基準法42
条に規定する道路)に接続する
幅員が４ｍ以上の私道に対す
る助成額は整備に必要な経費
の90％
これ以外の私道に対する助成
額は整備に必要な経費の90％
で最高限度額3,000,000円

私道の舗装等整備を行う
者

90,000 90,000 79,525
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中央
区役所

総務課
区内イベント交流促進事業
助成金

さいたま市中央区管内
観光イベント交流促進
事業助成金交付要綱

中央区管内における観光イベン
ト交流活動の促進を支援する

芸能交流活動事業(管内で
芸能等の活動を行う団体
で、友好都市等が開催す
る観光イベントに参加な
ど)

補助対象経費の２/３以内
中央区管内に住所又は活
動の本拠を有し、活動実
績がある団体等

400 400 400

中央
区役所

総務課
区内観光団体特別支援事業
補助金

さいたま市中央区管内
観光団体特別支援事業
補助金交付要綱

中央区管内において観光の振興
を図る

観光の振興に必要とされ
る事業に要する経費

対象事業に要する経費
実績を勘案し区長が決定
する団体

2,840 3,070 2,695

経済局 経済政策課
さいたま商工会議所事業費
等補助金

さいたま商工会議所事
業費等補助金交付要綱

市内商工業の振興を図る
さいたま商工会議所が実
施する市内商工業の振興
に資する各種事業

対象事業に要する経費 さいたま商工会議所 79,134 78,277 79,134

経済局 経済政策課
(仮称)そろばんクリスマス
カップ10周年事業補助金

(仮称)そろばんクリス
マスカップ事業補助金
要綱

市内産業人材の育成を図る
全国珠算競技大会｢そろば
んクリスマスカップ｣の開
催事業

当該事業に係る経費の一部 日本珠算協会 0 100 0

経済局 労働政策課
さいたま市勤労者団体補助
金

さいたま市勤労者団体
補助金交付要綱

勤労者の生活の向上、福祉の増
進、雇用の安定を図る

勤労者の福祉向上のため
の事業、学習講座･研修･
スポーツ等の事業

対象事業に要する経費 市内の勤労者団体 3,387 3,216 3,387

経済局 労働政策課
さいたま市職業訓練校支援
事業補助金

さいたま市職業訓練校
支援事業補助金交付要
綱

勤労者または求職者のための職
業訓練の実施

認定職業訓練校の運営 職業訓練に要する経費 市内の職業訓練校 543 543 543

経済局 労働政策課
社団法人大宮地区労働基準
協会補助金

社団法人大宮地区労働
基準協会補助金交付要
綱

すべての労働者が安心して働く
ことができる労働条件の確保･改
善対策等の推進

会議、労働安全衛生の推
進及び産業保健活動の展
開･快適職場の形成事業等

対象事業に要する経費
(社)大宮地区労働基準協
会

50 50 50

経済局 労働政策課
浦和与野雇用対策協会補助
金

浦和与野雇用対策協会
補助金交付要綱

地域産業の発展のための労働力
確保と若年労働力等の指導育成
により雇用の安定を図る

会議、雇用対策及び職業
指導事業等

対象事業に要する経費 浦和与野雇用対策協会 464 440 464

経済局 労働政策課
財団法人さいたま市産業創
造財団勤労者福祉事業補助
金

財団法人さいたま市産
業創造財団勤労者福祉
事業補助金交付要綱

市内の中小企業等に勤務する者
の勤労者福祉向上を図る

勤労者福祉事業 対象事業に要する経費
(財)さいたま市産業創造
財団

58,561 58,640 58,561

経済局
産業展開推
進課

保証料補助(旧浦和･旧与野･
旧岩槻市決定分)
利子補助(旧岩槻市決定分)

さいたま市中小企業融
資制度の特例に関する
保証料補助要綱(旧浦
和市・旧与野市)
さいたま市中小企業融
資制度の特例に関する
旧岩槻市の保証料補助
要綱
さいたま市中小企業融
資制度の特例に関する
旧岩槻市の利子補給要
綱

中小企業者の振興を図る

合併前の中小企業融資制
度における保証料補助(旧
浦和市･旧与野市･旧岩槻
市)及び利子補助(旧岩槻
市)

合併前の旧浦和市･旧与野市･
旧岩槻市の基準による

旧市において中小企業融
資制度を利用していた事
業者等

20,100 12,074 8,905

経済局
産業展開推
進課

さいたま市産業進出促進事
業所等賃借料補助金

さいたま市産業進出促
進事業所等賃借料補助
金交付要綱

市内への企業の進出を促進し、
産業の集積及び経済の振興を図
る

研究開発機能又は本社機
能のための事業所等を市
内に賃借する場合の賃借
料の一部

３月分の建物賃借料
一般限度額3,000,000円
大型限度額6,000,000円

対象産業８分野の企業 15,000 12,000 12,600

経済局
産業展開推
進課

さいたま市産業立地促進補
助金

さいたま市産業立地促
進補助金交付要綱

市内への企業の立地を促進し、
産業の集積及び経済の振興を図
る

研究開発機能又は本社機
能のために事業所等を市
内に建設する場合の投資
額の一部

投資額の10％
一般限度額200,000,000円
大型限度額1,000,000,000円

対象産業８分野の企業 183,800 183,100 183,800

経済局 商工振興課
商工業団体等育成事業補助
金

さいたま市商工業団体
等育成事業補助金交付
要綱

市内商工業の振興を図る
商工業の振興に必要と認
められる団体事業等

団体の運営に要する経費 各種商工業団体 6,450 6,250 6,450

経済局 商工振興課 公衆浴場支援事業補助金
さいたま市公衆浴場支
援事業補助金交付要綱

市内一般公衆浴場の健全な育成
と振興を図る

設備近代化資金事業(設備
の設置及び改修)

県補助対象:補助対象経費の２
/３以内、限度額2,000,000円
県補助対象外:補助対象経費の
２/３以内、限度額300,000円

市内の一般公衆浴場の経
営者

1,700 1,900 2,638

(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

８　産業・経済分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

８　産業・経済分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

経済局 商工振興課 公衆浴場支援事業補助金
さいたま市公衆浴場支
援事業補助金交付要綱

市内一般公衆浴場の健全な育成
と振興を図る

活性化推進事業、衛生対
策事業

衛生対策事業:補助対象経費の
10/10以内、限度額100,000円
活性化推進事業:補助対象経費
の１/２以内、限度額１浴場
100,000円

市内の一般公衆浴場の経
営者及び市内一般公衆浴
場で組織する組合

2,850 2,650 2,266

経済局 商工振興課 工業振興事業補助金
さいたま市工業振興事
業補助金交付要綱

市内工業界全体の振興と中小の
工業事業者の育成強化を図る

販路開拓事業、コミュニ
ティ事業、人材育成事業

販路開拓事業:補助対象経費の
１/３、限度額200,000円
コミュニティ事業:補助対象経
費の１/３、限度額200,000円
人材育成事業:補助対象経費の
１/３、限度額100,000円

市内工業事業者 1,400 1,300 1,018

経済局 商工振興課
さいたま市少年少女発明ク
ラブ補助金

さいたま市少年少女発
明クラブ補助金交付要
綱

科学的な興味と関心を探求し学
校を離れた集団の中で、工作活
動を通じ創造性豊かな人間関係
を図る

クラブ運営費 団体の運営に要する経費

少年少女発明クラブ(文
部科学省及び社団法人発
明協会の趣旨により設立
された団体等)

630 600 630

経済局 商工振興課
さいたま市商工見本市開催
事業補助金

さいたま市商工業団体
等育成事業補助金交付
要綱

市内商工業の振興を図る
商工業の振興に必要と認
められる事業等

対象事業に要する経費
さいたま市商工見本市実
行委員会

24,000 24,000 24,000

経済局 商工振興課
まちなかにぎわい推進事業
補助金

さいたま商工会議所事
業費等補助金交付要綱

市内商工業の振興を図る
中心市街地活性化の推進
に関する事業

対象事業に要する経費 さいたま商工会議所 1,600 1,500 1,600

経済局 商工振興課 商店街環境整備事業補助金
さいたま市商店街環境
整備事業補助金交付要
綱

市内商店街の賑わい創出、顧客
の利便性向上を図る

賑わい創出関連施設、ユ
ニバーサルデザイン関連
施設、コミュニティ関連
施設、ＣＩ･イメージアッ
プ関連施設等

①施設の新設の場合:補助率１
/２以内、限度額45,000,000円
②施設の改修の場合:補助率１
/３以内、限度額10,000,000円
③:②のうちＬＥＤ街路灯の建
設、既存街路灯ランプ(ＬＥＤ
ランプを除く)のＬＥＤランプ
への交換、ＬＥＤ照明の付け
替えに伴う灯具等の改修をす
る場合:補助率１/２以内

市内の商店街 30,075 48,486 25,356

経済局 商工振興課
商店街コミュニティ･サポー
ト事業補助金

さいたま市商店街活性
化推進事業補助金交付
要綱

市内商店街の賑わいの創出、顧
客の確保等を図る

商店街に存在する空き店
舗での福祉、教育、環境
等社会的課題解決に対す
る事業

①店舗改装費:補助率２/３以
内、限度額1,600,000円
②店舗賃料:補助率１/２以
内、限度額１店舗につき
110,000円/月
③事業費:補助率１/３以内、
200,000円/年
④専門家指導料:補助率１/２
以内、限度額１店舗につき
20,000円
※対象期間:①④１年目のみ、
②当初契約月から36月、③開
始年度を含んだ継続する３年
度

商店街、社会福祉法人、
特定非営利活動法人等

3,140 4,660 0

経済局 商工振興課 商店街活性化推進補助金
さいたま市商店街活性
化推進事業補助金交付
要綱

市内商店街の賑わいの創出、顧
客の確保等を図る

売り出しなどのイベン
ト、研修会、講演会、運
営改善、調査研究事業等
商店街の活性化事業

組織基盤整備型:補助対象経費
の１/２以内、限度額300,000
円、
その他:補助対象経費の１/４
以内、限度額1,000,000円
基準を満たせば１/３以内(対
象経費1,000,000円以下)、１/
４以内＋83,000円(対象経費
1,000,000円超)

市内の商店街 22,053 23,687 15,931
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

８　産業・経済分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

経済局 商工振興課
商店街照明施設等維持管理
事業補助金

さいたま市商店街照明
施設等維持管理事業補
助金交付要綱

市内商店街の賑わい創出、顧客
の利便性向上を図る

商店街が所有し、維持管
理する照明施設等の電気
料金のうち前年度の１月
から当該年度の12月まで
の支払分

補助対象経費の１/３以内、限
度額1,000,000円

市内の商店街 19,000 20,194 20,395

経済局 商工振興課
駅前にぎわい創出事業補助
金

さいたま市駅前にぎわ
い創出事業補助金交付
要綱

市内の駅周辺で、複数の商店街
等によるイベントを実施するこ
とにより、にぎわいの創出を図
る

駅から半径500ｍ以内で行
われ、集客力が見込まれ
る新規及び継続の大規模
なイベント

新規:補助対象経費の１/２、
限度額10,000,000円
継続:補助対象経費の１/２、
限度額1,000,000円

複数の商店街が連携した
団体等

12,000 13,000 12,000

経済局 商工振興課
さいたま商工会議所商店街
活性化キャンペーン事業補
助金

さいたま商工会議所商
店街活性化キャンペー
ン事業補助金交付要綱

定額給付金の支給時期にあわ
せ、定額給付金による個人消費
意欲を市内商店街に向けさせる
ことにより、市内商店街での消
費拡大を図り、もって地域経済
の活性化を図る

商店街活性化キャンペー
ン事業

補助対象経費のうち予算の範
囲内

さいたま商工会議所 0 100,000 0

経済局 商工振興課
さいたま市産業文化セン
ターテレビ電波受信障害補
助金

さいたま市産業文化セ
ンターテレビ電波受信
障害交付金要綱

さいたま市産業文化センターに
よるテレビ電波障害を除去する

テレビ電波受信障害対策
事業及びテレビ電波受信
障害を除去するための設
備

事業及び設備に要する経費
本村２･３丁目産業文化
センターテレビ受信施設
組合加入者

164 156 164

経済局 農業政策課 卸売市場補助金
さいたま市卸売市場等
施設整備事業補助金交
付要綱

卸売市場等の事業の促進と振興
を図る

青果物施設整備事業等 補助対象経費の１/３以内 卸売市場等 5,000 5,000 2,546

経済局 農業政策課
農業近代化資金利子補給金
農業経営基盤強化資金利子
助成補給金

さいたま市農業近代化
資金利子補給条例
さいたま市農業経営基
盤強化資金利子助成金
交付要綱

農林金融の融通を適正かつ円滑
にし、もって農業者等の経営改
善、農村環境の整備等に寄与す
る

農業近代化施設等補助の
ために認定農業者が借り
入れた金利分

利子補給対象事業費の利子一
部助成(近代化資金1.5％以
内、経営基盤強化資金0.5％以
内)

認定農業者、農業担い手 7,025 4,932 2,731

経済局 農業政策課 農業振興事業費補助金
さいたま市農業振興事
業費補助金交付要綱

農業団体等の事業の円滑化と、
組織の強化を図り、もって農業
団体等の育成及び農業振興を図
る

農業団体等育成事業(団体
の運営及び農業振興に関
する調査･研究･研修･啓蒙
等)

団体の運営に要する経費

農業振興を目的とした、
非営利団体及び、農業経
営者及び農業経営者団体
で組織された協議会

23,322 23,262 23,261

経済局 農業政策課 農業振興事業費補助金
さいたま市農業振興事
業費補助金交付要綱

農業経営基盤強化促進法に基づ
く認定農業者及び認定志向農業
者の支援･育成を行い、農業経営
基盤強化の促進を図る。
見沼農業の推進を図り、安定的
な観光農園と良好な農業環境を
保全する。
米の生産調整の円滑な推進を図
る。
畜産業の振興と法定による防疫
事業等により安全な畜産物の育
成を図る。

農業経営改善支援事業(農
業機械等の購入)
転作作物等の作付実績。
優良種牛の購入、法定伝
染病予防注射及び防臭等
の薬剤購入。

補助対象経費の１/２以内、限
度額1,000,000円
転作作物等の作付面積実績。
優良種牛及び防臭剤購入額の
１/２以内、法定予防注射の１
/３以内。

農業経営改善支援事業に
ついては認定農業者。
農業後継者自立経営育成
事業については40歳未満
の青年農業者。
他においては、将来にお
いても積極的に農業経営
を営む意欲のある農業の
担い手及び農業団体。

42,340 42,237 38,741

経済局 農業政策課 農業振興事業費補助金
さいたま市農業振興事
業費補助金交付要綱

本市農業振興を図るため、生産
性の向上、農村地域の環境の質
的向上

営農指導事業(農作物生産
振興事業)

景観形成作物の作付30,000円
/10ａ

農業協同組合、農業者の
組織する団体、畜産経営
を営む農業者で組織する
団体等

2,000 2,000 2,369

経済局 農業政策課 農業振興事業費補助金
さいたま市農業振興事
業費補助金交付要綱

本市農業振興を図るため農業の
効率的な経営の推進、生産性の
向上、経営体質の改善、消費者
ニーズに対応した安全性の高い
農産物の供給と農村地域の環境
の質的向上

農業振興対策事業、家畜
排せつ物利用施設整備事
業等(農業経営上に必要な
設備購入)

農業振興対策事業:補助対象経
費の１/２以内
家畜排せつ物利用施設整備事
業:補助対象経費の１/３

農業協同組合、農業者の
組織する団体、畜産経営
を営む農業者で組織する
団体等

14,000 14,000 7,448

経済局
農業環境整
備課

土地改良事業関係補助金
さいたま市土地改良事
業関係補助金交付要綱

農業生産基盤の整備を図る 馬宮土地改良区事業 補助対象経費の40/100
農業用施設の管理者(土
地改良区等)

14,720 0 14,720
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(単位:千円)

目的 対象事業 基準 対象者

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額

８　産業・経済分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

経済局
農業環境整
備課

元気な地域づくり交付金
さいたま市土地改良事
業関係補助金交付要綱

農業生産性の向上のための、農
業生産基盤の整備を図る

土地改良区が行う農業生
産基盤調査並びに、整備
の事業

国庫補助の採択を受けた事業
経費の39/100、事務費の
50/100、事業費12,000,000×
39/100＋事務費110,000×
50/100＝4,735,000円

土地改良区 26,860 4,735 26,860

経済局
農業環境整
備課

農業振興事業費補助金
さいたま市農業振興事
業費補助金交付要綱

水利組合等の事業の円滑化と、
組織の強化を図り、もって水利
組合等の育成及び農業振興を図
る

農業団体等育成事業(団体
の運営及び農業振興に関
する調査･研究･研修･啓蒙
等)

団体の運営に要する経費 水利組合等 480 480 480

経済局
農業環境整
備課

土地改良事業関係補助金
さいたま市土地改良事
業関係補助金交付要綱

農業生産基盤の整備を図る
かんがい排水事業、ほ場
整備事業、農場整備事業
防災事業等

補助対象経費の30/100
市内水利組合及び土地改
良区

0 1,993 0

経済局
農業者ト
レーニング
センター

農業振興事業費補助金
さいたま市農業振興事
業費補助金交付要綱

農業団体等の事業の円滑化と、
組織の強化を図り、もって農業
団体等の育成及び農業振興を図
る

農業振興に必要と認めら
れる事業

対象事業に要する経費 農業者、農業団体等 10,211 10,211 10,211

経済局
農業者ト
レーニング
センター

農業振興事業費補助金
さいたま市農業振興事
業費補助金交付要綱

農業団体等の事業の円滑化と、
組織の強化を図り、もって農業
団体等の育成及び農業振興を図
る

農業振興に必要と認めら
れる事業

団体の運営に要する経費 農業者、農業団体等 73 73 72

経済局 観光政策課 観光資源保全事業補助金
さいたま市観光資源保
全事業補助金交付要綱

市内観光の振興を図る
観光資源を有する地区を
保全する事業

対象事業に要する経費の１/２
限度額1,000,000円

市内観光の振興を目的と
した団体

1,500 1,500 1,024

経済局 観光政策課 観光団体等育成事業補助金
さいたま市観光団体等
育成事業補助金交付要
綱

市内観光の振興を図る
観光の振興に必要と認め
られる事業等

対象事業に要する経費
市内観光の振興を目的と
した団体

221,406 228,167 226,028

経済局 観光政策課 観光団体等育成事業補助金
さいたま市観光団体等
育成事業補助金交付要
綱

市内観光の振興を図る
観光の振興に必要と認め
られる団体事業等

団体の運営に要する経費
市内観光の振興を目的と
した団体

233,642 269,886 247,722
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総務局 防災課 自主防災組織育成補助金
さいたま市自主防災組
織補助金交付要綱

市民の自主的な防災意識の高揚
及び普及を図るとともに、防災
組織の育成に資する

自主防災組織が行う防災
資機材の購入等

防災資機材の購入等に係る経
費の３/４以内で市長が定める
額(限度額700,000円)

自主防災組織 87,290 87,290 78,587

総務局 防災課
自主防災組織連絡協議会運
営補助金

さいたま市自主防災組
織補助金交付要綱

防災組織の結成の促進及び育成
強化に資する

協議会の運営に要する経
費

協議会の運営に要する経費
さいたま市自主防災組織
連絡協議会

2,700 2,700 2,463

総務局 防災課 自主防災組織運営補助金
さいたま市自主防災組
織補助金交付要綱

防災組織の運営及び育成強化に
資する

各自主防災組織の組織運
営に要する経費

組織割:一律20,000円
世帯割:自治会世帯×10円

自主防災組織 18,000 18,000 16,920

総務局 防災課
自主防災組織防災訓練補助
金

さいたま市自主防災組
織補助金交付要綱

防災組織が実施した防災訓練に
係る経費を負担する

各自主防災組織の防災訓
練に要する経費

自主防災組織が企画･実施する
防災訓練に対し、一律30,000
円の補助

自主防災組織 20,100 20,100 17,730

市民局 交通防犯課
さいたま市交通安全団体補
助金

さいたま市交通安全団
体補助金等交付要綱

交通安全啓発及び交通安全対策
の研究を一層推進させる

交通安全運動に使用する
広報掲示用品・啓発品の
購入及び交通安全教育等
の交通安全活動全般

団体の運営及び対象事業に要
する経費

交通安全基本法等に基づ
き組織された団体及び協
力する団体

13,572 13,572 13,572

市民局 交通防犯課
さいたま市暴力排除推進協
議会補助金

さいたま市暴力排除推
進協議会補助金交付要
綱

暴力行為等を排除し、明るく住
み良い街づくりの推進を図る

さいたま市暴力排除推進
協議会の運営に要する経
費

協議会の運営に要する経費
さいたま市暴力排除推進
協議会

3,391 3,391 3,328

市民局 交通防犯課
さいたま市地域防犯活動助
成金

さいたま市地域防犯活
動助成金交付要綱

犯罪のない安全で安心なまちづ
くりを推進するため、自主的に
地域防犯活動を行う団体を支援
する

自主防犯活動事業
青色防犯パトロール車導
入事業

自主防犯活動事業(補助対象経
費の３/４以内、限度額１団体
30,000円)
青色防犯パトロール車導入事
業(補助対象経費の３/４以
内、限度額１団体100,000円)

自主防犯活動団体 15,000 15,000 11,743

市民局 交通防犯課 さいたま市防犯協会補助金
さいたま市防犯協会補
助金交付要綱

自主防犯体制の確立と犯罪予防
の推進を図る

さいたま市防犯協会の運
営に要する経費

協会の運営に要する経費 さいたま市防犯協会 11,204 11,204 10,248

市民局
消費生活総
合センター

消費者団体等運営補助金
さいたま市消費者団体
等運営補助金交付要綱

市民の消費生活向上を図る
消費者団体及び消費者団
体の連合体の運営に要す
る経費

団体の運営に要する経費
消費者団体及び消費者団
体の連合体

270 270 270

大宮
区役所

コミュニ
ティ課

大宮駅周辺安全なまちづく
り対策事業補助金

大宮区まちづくり推進
事業補助金交付要綱

大宮駅東口周辺の防犯及び環境
美化対策を推進し、犯罪抑止に
努める

防犯カメラ維持管理費等 対象事業に要する経費
大宮駅東口防犯カメラ管
理運営委員会
宮一商店街サミット

1,000 1,000 1,000

大宮
区役所

コミュニ
ティ課

安全なまちづくり協議会補
助金

大宮区安全なまちづく
り協議会運営補助金交
付要綱

大宮区の安全なまちづくりと美
化を地域ぐるみで推進する

大宮区安全なまちづくり
協議会の運営

協議会の運営に要する経費
大宮区安全なまちづくり
協議会

2,200 2,200 2,199

中央
区役所

コミュニ
ティ課

中央区防犯協議会事業補助
金

中央区防犯協議会事業
補助金交付要綱

犯罪のない、だれもが安心して
暮らせるまちづくりの実現

中央区防犯協議会の実施
する事業

対象事業に要する経費 中央区防犯協議会 1,000 1,000 1,000

浦和
区役所

コミュニ
ティ課

浦和区防犯のまちづくり推
進事業補助金

浦和区防犯のまちづく
り推進事業補助金交付
要綱

犯罪のないだれもが安心して暮
らせるまちづくりの実現

実行委員会等の団体が行
う犯罪などの起こりにく
いまちづくりを推進する
事業

対象事業に要する経費 実行委員会等の団体 3,450 3,450 3,450

南
区役所

コミュニ
ティ課

南区ＩＴを活用したまちづ
くり事業補助金

南区ＩＴを活用したま
ちづくり事業補助金交
付要綱

すべての区民がＩＴを活用し情
報通信のネットワークを構築
し、新たな地域コミュニティ作
りに寄与する

ＩＴを活用し、新たな地
域コミュニティづくりに
寄与するために行う事業

対象事業に要する経費
南区ＩＴを活用したまち
づくり協議会

100 150 100

南
区役所

コミュニ
ティ課

南区地域防犯推進事業補助
金

南区地域防犯推進事業
補助金交付要綱

地域における事故や犯罪のな
い、快適で安全な明るく住みよ
い地域社会の実現を図る

事故や犯罪のない、快適
で明るく住みよい地域社
会の実現を図るために行
う事業

対象事業に要する経費
南区防犯パトロール協議
会

500 500 500

緑
区役所

総務課
緑区自主防災組織連絡会補
助金

緑区自主防災事業補助
金交付要綱

緑区の地域防災体制の強化を図
る

自主防災組織の活動の充
実、地域防災体制の強化
を図る事業

対象事業に要する経費
緑区の自主防災会で組織
された団体

400 400 400

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区防犯推進実行委員会補
助金

緑区防犯推進事業補助
金交付要綱

地域と連携のもと緑区内におい
て、防犯推進により明るく住み
よい地域社会の実現を図る

防犯のまちづくり推進に
係る事業

対象事業に要する経費

主に緑区内で活動するか
代表者が緑区内に住所を
有する個人又は単位団体
が参加する実行委員会

1,500 1,500 1,491

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額目的 対象事業 基準 対象者

９　安全・生活基盤分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠
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内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額目的 対象事業 基準 対象者

９　安全・生活基盤分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

岩槻
区役所

コミュニ
ティ課

岩槻区防犯連絡協議会補助
金

岩槻区地域防犯推進事
業補助金交付要綱

安心なまちづくりをめざした地
域活動を推進し、安全で安心し
て暮らすことのできる地域社会
の実現を図ることを目的に組織
された団体が事業を行う

防犯活動の推進に係る事
業

事業に要する経費
さいたま市岩槻区防犯連
絡協議会

1,000 1,000 1,000

保健
福祉局

思い出の里
市営霊園事
務所

思い出の里連絡協議会運営
補助金

思い出の里連絡協議会
運営補助金交付要綱

生活環境向上の推進 協議会運営事業費 協議会の運営に要する経費 思い出の里連絡協議会 200 200 200

保健
福祉局

大宮聖苑管
理事務所

片柳東部公共施設整備協議
会運営補助金

片柳東部公共施設整備
協議会運営補助金交付
要綱

生活環境向上の推進 協議会運営事業費 協議会の運営に要する経費
片柳東部公共施設整備協
議会

500 500 500

建設局 建築総務課
既存建築物耐震診断等助成
金

さいたま市既存建築物
耐震補強等助成事業要
綱

市民が安心して生活するため
に、地震災害に強い街づくりの
推進を目指す

昭和56年５月31日以前に
工事に着手し、建築され
た以下の建築物の耐震診
断、耐震改修に対する補
助金
①戸建住宅(a,b)
②区分所有共同住宅(分譲
マンション)(c,d,e)
③耐震改修促進法第６条
第１号に規定する特定建
築物(f,g,h)
④③の建築物のうち規模
要件に該当しない老人
ホーム、幼稚園、保育
園、自治会館等(i,j)
昭和56年６月１日以後に
工事に着手し、建築され
た区分所有共同住宅(分譲
マンション)の耐震性調査
に対する補助金(k)

a:診断に要した費用、限度
65,000円
b:改修に要した費用の15.2％
又は23％、限度600,000円
c:簡易診断に要した費用の３
分の２、限度200,000円
d:本診断に要した費用の３分
の２、限度一戸当たり50,000
円
e:改修に要した費用の15.2％
～23.0％、限度一戸当たり
300,000円
f:診断に要した費用の３分の
２、限度3,000,000円
g:改修に要した費用の
15.2％、限度40,000,000円
h:改修に要した費用の
15.2％、限度13,000,000円
i:診断に要した費用の３分の
２、限度400,000円
j:改修に要した費用の
15.2％、限度1,600,000円
k:耐震性調査に要した費用の
３分の２、限度200,000円

①対象住宅を所有し、居
住している者
②実施の決議がなされて
いる分譲マンションの代
表者
③④対象建築物の所有者

24,100 125,525 23,085

建設局 建築総務課
狭あい道路後退用地の寄付
に対する補助金

さいたま市狭あい道路
拡幅整備要綱

安全で良好な市街地の形成と居
住環境の整備を図るため、建築
基準法の趣旨をふまえ、建築主
等の理解と協力のもとに、建築
行為に係る後退用地を道路とし
て整備する

建築基準法第42条第２項
の規定で特定行政庁が指
定した４ｍ未満の道路
で、その道路を後退拡幅
した場合における敷地の
測量、分筆登記に要する
費用

測量、分筆登記に対する補助
金額は実際に要した金額
(120,000円限度)

建築主等 69,640 67,760 69,560

建設局 建築総務課
民間建築物アスベスト対策
事業補助金

さいたま市民間建築物
吹付けアスベスト除去
等事業補助金交付要綱

飛散性の高い吹付けアスベスト
の排出及び飛散を防止するた
め、所有者等が行う除去工事等
費用を助成することにより、市
民の健康被害の防止と安全で安
心な生活環境の確保を図る

民間建築物に施工されて
いるアスベストの含有の
おそれがある吹付け建材
に対して行うアスベスト
含有の有無に係る調査
壁、柱、天井等に吹付け
られたアスベストの除
去、封じ込め、囲い込み
工事

分析に要した費用:限度
250,000円
除去等に要した費用:２/３、
限度1,500,000円

民間建築物アスベスト対
策工事を行う者で、補助
対象建築物について所有
権等を有する者

7,700 9,000 1,651

建設局 住宅課
高齢者向け優良賃貸住宅家
賃減額補助金

さいたま市高齢者向け
優良賃貸住宅制度実施
要綱

｢高齢者の居住の安定確保に関す
る法律｣に基づき、高齢者の安全
で安定した居住の確保を図り、
もってその福祉の増進に寄与す
るとともに、良好な居住環境を
備えた高齢者向けの賃貸住宅の
供給を促進する

加齢対応構造等整備費
家賃減額補助:認定事業者
が高優賃住宅の家賃の減
額に要する費用

家賃減額補助:補助対象経費 認定事業者 17,280 17,280 15,118
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内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額目的 対象事業 基準 対象者

９　安全・生活基盤分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

建設局 住宅課
特定優良賃貸住宅家賃減額
補助金

さいたま市特定優良賃
貸住宅制度実施要綱

｢特定優良賃貸住宅の供給の促進
に関する法律｣に基づき、中堅所
得者等の生活の安定と良質な賃
貸住宅の供給を促進する

家賃減額補助:認定事業者
が特優賃住宅の家賃の減
額に要する費用

家賃減額補助:補助対象経費 認定事業者 2,088 2,088 735

消防局 消防総務課
さいたま市自警消防団消防
ポンプ等購入費補助金

さいたま市自警消防団
消防ポンプ等購入費補
助金交付要綱

自警消防団の活動体制の確立を
図る

小型動力消防ポンプの購
入事業、小型動力消防ポ
ンプ専用積載車の購入事
業、小型動力消防ポンプ
付積載車の購入事業

①小型動力消防ポンプ購入
300,000円
②小型動力消防ポンプ専用積
載車の購入500,000円
③小型動力消防ポンプ付専用
積載車の購入800,000円

消防ポンプ等を購入する
自警消防団

300 0 300

消防局 消防総務課
さいたま市自警消防団助成
金

さいたま市自警消防団
助成金交付要綱

自警消防団の運営を助成する
自警消防団の運営等に必
要な経費

①組織割:年額50,000円
②機械割:小型動力消防ポンプ
所有自警団年額22,000円
③機械割:小型動力消防ポンプ
専用積載車所有自警団年額
26,000円

自警消防団 4,158 4,184 4,184

消防局 消防総務課
さいたま市消防団運営費交
付金

さいたま市消防団運営
費交付金交付要綱

消防団の活性化と円滑な運営を
図る

消防団の運営及び実施す
る事業に要する経費、消
防団及び消防団員の活性
化を図るために行う事業
の経費、消防団員の知
識、技能の向上を図るた
めに行う研修等に要する
経費、その他市長が必要
と認める事業に要する経
費

団本部:年額150,000円
各分団:年額240,000円

さいたま市消防団団本部
さいたま市消防団各分団

15,270 15,270 15,270

消防局 予防課 消防フェア協議会補助金
さいたま市消防フェア
協議会運営費補助金交
付要綱

消防と市民の連携を図り、火災
予防の普及啓発を目指すととも
に、市民に対し防災意識の高揚
と住宅防火対策の推進を図り、
消防に対する理解を深めてもら
う

さいたま市消防フェアの
開催に要する経費

さいたま市消防フェア開催に
係る事務又は事業に要する経
費

消防フェア協議会 1,900 1,900 1,900

消防局 予防課
さいたま市少年消防団育成
会交付金

さいたま市少年消防団
育成会運営費交付金要
綱

少年消防団員の知識、技能の向
上を図る

育成会の運営及び実施す
る事業、研修等

対象事業に要する経費
さいたま市少年消防団育
成会

550 550 550
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総務局
人権政策推
進課

部落解放民間運動団体補助
金

同和対策補助金交付要
綱

自主的団体による活動及び研修
により部落差別の解消を図る

民間運動団体が行う啓発
事業、学習事業、調査研
究事業等

啓発･学習･調査研究事業等に
要する経費

市内の対象地域に基盤を
持ち対象地域出身者によ
り構成されている団体

4,410 4,410 4,315

総務局
人権政策推
進課

人権相談事業補助金
人権相談事業等補助金
交付要綱

人権相談等事業に補助し、人権
擁護委員が行う相談事業及び人
権啓発活動に寄与し、事業の充
実を図る

人権擁護委員が市民生活
の安定に寄与することを
目的として行う人権相談
事業及び人権啓発活動

団体の運営に要する経費

さいたま人権擁護委員協
議会さいたま部会、大宮
人権擁護委員協議会大宮
部会、越谷人権擁護委員
協議会岩槻部会

420 420 420

市民局
コミュニ
ティ課

コミュニティ施設特別整備
事業補助金

さいたま市コミュニ
ティ施設特別整備事業
補助金交付要綱

コミュニティ活動の拠点施設で
ある集会所の建設及び増改築・
修繕に係る費用の一部を補助す
ることにより、コミュニティ活
動の活性化を図る

集会所建設及び集会所増
改築修繕等

新築:補助対象経費の１/２、
限度額15,000,000円、ただし
大規模集会所は20,000,000円
修繕等:補助対象経費の３/
４、限度額2,000,000円
その他:補助対象経費の１/
２、限度額3,000,000円

自治会・町内会等 81,691 95,926 82,750

市民局
コミュニ
ティ課

さいたま市コミュニティ協
議会補助金

さいたま市コミュニ
ティ協議会補助金交付
要綱

地域社会における近隣住民との
連帯意識の高揚を図るとともに
市政との連絡・協調に努める

協議会の運営に要する経
費

協議会の運営(管理運営・事業
等)に要する経費

さいたま市コミュニティ
協議会

1,330 1,330 1,120

市民局
コミュニ
ティ課

(1)自治会運営補助金
(2)自治会連合会運営補助金

さいたま市自治会運営
補助金交付要綱

地域住民の相互理解と融和を図
るとともに、住みよい豊かな地
域社会の形成に資する

自治会の運営に要する経
費の一部、自治会連合会
の運営に要する経費の一
部

(1)(均等割10,000円)＋(世帯
割500円×加入世帯数)
(2)①市自治会連合会の運営に
要する経費②区自治会連合会
(均等割500,000円)＋(自治会
割10,000円×加入自治会数)

(1)単位自治会
(2)①さいたま市自治会
連合会
②各区自治会連合会

202,754 202,754 201,497

市民局
コミュニ
ティ課

コミュニティ助成事業補助
金

さいたま市コミュニ
ティ助成事業補助金交
付要綱

(財)自治総合センターが実施す
るコミュニティ助成事業を行う
ことにより、地域コミュニティ
の健全な発展及び宝くじの普
及・広報を図る

一般コミュニティ助成事
業
コミュニティ活動に直接
必要な施設又は設備の整
備に関する事業

一般コミュニティ助成事業
1,000,000円から2,500,000円
まで

自治会・町内会等 2,500 12,500 2,500

市民局
男女共生推
進課

さいたま市民間緊急一時避
難施設補助金

さいたま市民間緊急一
時避難施設補助金交付
要綱

民間緊急一時避難施設を運営す
る団体に対して、その事業を支
援する

民間緊急一時避難施設と
して設置されている建物
及び運営事務所の賃借料

１年間の家賃の総額の１/２、
限度額１団体200,000円

規約を定めて運営されて
いる団体、市内を活動拠
点とし、市内に事務所を
有する団体、民間緊急一
時避難施設として１年以
上の実績を有すること

200 200 200

市民局
男女共生推
進課

男女共同参画推進事業補助
金

男女共同参画推進事業
補助金等交付要綱

市民の活動及び交流支援のた
め、男女共同参画社会の実現に
向けた活動を行っている団体に
企画・運営を経験する機会を提
供し支援する

講座の企画・運営事業
限度額１団体100,000円(３団
体以内まで)

男女共同参画推進市民企
画講座実施団体

300 300 279

市民局
男女共生推
進課

男女共同参画推進事業補助
金

男女共同参画推進事業
補助金等交付要綱

市内の男女共同参画推進団体が
相互に情報を交換し、協力し合
うことにより、男女共同参画の
実現に向けた活動を行う

市と補助事業者が協力
し、男女共同参画を推進
させる事業

対象事業に要する経費
さいたま市男女共同参画
推進団体連絡協議会

1,144 1,144 1,144

市民局
コムナーレ
事業統括監

コムナーレ賑わい創出に係
る催事開催事業補助金

コムナーレ賑わい創出
に係る催事開催事業補
助金交付要綱

コムナーレにおける催事開催を
通じて、市民交流を促進して賑
わいを創出し、コミュニティの
醸成を図る

催事の企画・運営事業 対象事業に要する経費
財団法人さいたま市文化
振興事業団

0 0 3,936

西
区役所

コミュニ
ティ課

西区まちづくり推進事業補
助金

さいたま市西区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

西区の地域コミュニティの醸成
と魅力あるまちづくりの推進

西区の特性,特徴を生かし
た魅力あるまちづくりの
ための事業、西区民のコ
ミュニティの活性化のた
めの事業、コミュニティ
会議として認定された団
体が行う事業

原則として、補助対象経費の
１/２、限度額100,000円

コミュニティ会議、コ
ミュニティ団体等

2,000 2,000 668

西
区役所

コミュニ
ティ課

西区ふれあいまつり事業補
助金

さいたま市西区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

西区の地域コミュニティの醸成
と魅力あるまちづくりの推進

西区ふれあいまつり事業 対象事業に要する経費
西区ふれあいまつり実行
委員会

7,744 7,500 6,831

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額目的 対象事業 基準 対象者

１０　交流・コミュニティ分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

－　138　－



内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額目的 対象事業 基準 対象者

１０　交流・コミュニティ分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

西
区役所

コミュニ
ティ課

西区中学生スポーツ交流事
業補助金

さいたま市西区まちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

西区の地域コミュニティの醸成
と魅力あるまちづくりの推進

西区の特性、特徴を生か
した魅力あるまちづくり
のための事業、西区民の
コミュニティの活性化の
ための事業

原則として、補助対象経費の
１/２

西区中学生スポーツ大会
実行委員会

289 500 500

北
区役所

コミュニ
ティ課

北区民まつり事業補助金・
北区文化まつり事業補助金

北区コミュニティ事業
実行委員会補助金交付
要綱

北区の郷土文化の振興と、区民
意識の醸成に資する

区が主催する各種のコ
ミュニティ事業

コミュニティ事業を実施する
実行委員会の要する経費

区が主催する各種のコ
ミュニティ事業を実施す
る各実行委員会

7,561 7,561 6,990

北
区役所

コミュニ
ティ課

北区まちづくり事業補助金
さいたま市北区まちづ
くり事業補助金交付要
綱

北区における地域コミュニティ
の醸成と魅力あるまちづくりの
推進

魅力あるまちづくりの推
進に効果が期待できる事
業

補助対象経費の３/４以内、限
度額100,000円

コミュニティの醸成と魅
力あるまちづくりの推進
を目的とした事業を行う
団体

600 600 333

北
区役所

コミュニ
ティ課

北区区民会議支援チャレン
ジ提案事業

北区区民会議支援チャ
レンジ提案事業補助金
交付要綱

区内の団体から魅力あるまちづ
くりを目的として提案された事
業について、その支援を区長に
提言する

さいたま市総合振興計画
において、北区の将来像
として掲げている「私が
住みたいまちづくり市民
参加で日々創造」の実現
に向けて行う事業

運営に関わる経費、従事者に
支給する手当、飲食に要する
経費等を除く経費で、予算の
範囲内で最高300,000円

魅力あるまちづくりの推
進を目的とした事業を行
う団体

1,200 1,200 600

大宮
区役所

コミュニ
ティ課

コミュニティ会議事業補助
金

大宮区コミュニティ会
議事業補助金交付要綱

区民主体のまちづくり活動の新
たな掘り起こしや地域コミュニ
ティの醸成及びまちづくりの振
興

大宮区の歴史、文化など
特徴を生かした事業、コ
ミュニティ活動の活性化
につながる事業、地域の
課題解決に向けた事業、
その他区長が必要と認め
る事業

補助対象となる経費の２/３
(限度額150,000円)又は１/２
(限度額400,000円)のいずれか
を選択

主に大宮区内で活動する
コミュニティ会議

2,000 2,000 1,348

大宮
区役所

コミュニ
ティ課

大宮区民ふれあいフェア補
助金

大宮区まちづくり推進
事業補助金交付要綱

大宮区の郷土づくり、郷土意識
の醸成や区民の連帯意識の高揚

大宮区の郷土づくり、郷
土意識の醸成や区民の連
帯意識の高揚を目的とし
て行う事業

対象事業に要する経費
大宮区民ふれあいフェア
実行委員会

5,000 5,100 4,994

大宮
区役所

コミュニ
ティ課

アートフル希望まつり補助
金

大宮区まちづくり推進
事業補助金交付要綱

創造性あふれる豊かな音楽と
アートで、潤いと文化を育み、
地域を活性化する

市民主体の音楽・アート
団体を広く募り、街中の
複数会場でさまざまな
ジャンルの音楽、アート
を同時多発的に発表、展
示する事業

対象事業に要する経費
アートフル希望まつり実
行委員会

1,000 1,000 1,000

見沼
区役所

コミュニ
ティ課

見沼区まちづくり推進事業
補助金

さいたま市見沼区まち
づくり推進事業補助金
交付要綱

見沼区民のコミュニティの醸成
と見沼区のまちづくり推進

見沼区の特性・特徴を活
かした魅力あるまちづく
りのための事業、見沼区
民のコミュニティの醸成
を図るための事業

補助対象経費の１/２以内、限
度額200,000円

区の特性・特徴を活かし
た魅力あるまちづくりや
区民のコミュニティの醸
成を図るための事業を行
う団体

500 500 200

見沼
区役所

コミュニ
ティ課

見沼区ふれあいフェア実行
委員会補助金

さいたま市見沼区まち
づくり推進事業補助金
交付要綱

郷土づくりと郷土意識の醸成及
び地域住民の連帯を高めるため

見沼区ふれあいフェア 対象事業に要する経費
見沼区ふれあいフェア実
行委員会

5,000 5,000 4,733

見沼
区役所

コミュニ
ティ課

見沼区文化まつり実行委員
会補助金

さいたま市見沼区まち
づくり推進事業補助金
交付要綱

コミュニティセンター・公民館
等で活動している団体が芸能発
表・作品展示をし区民が一体と
なって取り組めるような文化交
流の場を設けるため

見沼区文化まつり 対象事業に要する経費
見沼区文化まつり実行委
員会

2,000 2,000 1,939

見沼
区役所

コミュニ
ティ課

見沼区区民会議実行委員会
補助金

さいたま市見沼区まち
づくり推進事業補助金
交付要綱

見沼区区民会議が、魅力あるま
ちづくりのために実施する事業
を推進するため

見沼区区民会議が行う事
業

対象事業に要する経費 各事業の実行委員会 798 800 647

中央
区役所

コミュニ
ティ課

区民まつり事業(実行委員会
補助金)

さいたま市中央区区民
まつり事業補助金交付
要綱

中央区区民まつり事業を実施す
る

さいたま市中央区区民ま
つり

対象事業に要する経費
さいたま市中央区区民ま
つり実行委員会

9,900 9,900 9,165

中央
区役所

コミュニ
ティ課

区まちづくり事業支援(コ
ミュニティ会議推進協議会
事業補助金)

さいたま市中央区コ
ミュニティ会議推進協
議会事業補助金交付要
綱

中央区コミュニティ会議推進協
議会事業を実施する

中央区コミュニティ会議
推進協議会の実施する事
業

対象事業に要する経費
さいたま市中央区コミュ
ニティ会議推進協議会

3,400 3,400 3,160
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内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額目的 対象事業 基準 対象者

１０　交流・コミュニティ分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

中央
区役所

コミュニ
ティ課

バラのまち中央区アート
フェスタ事業補助金

バラのまち中央区アー
トフェスタ事業補助金
交付要綱

バラのまち中央区アートフェス
タを実施する

バラのまち中央区アート
フェスタ事業

対象事業に要する経費
バラのまち中央区アート
フェスタ実行委員会

3,300 3,500 3,293

桜
区役所

コミュニ
ティ課

さいたま市桜区区民まつり
補助金

さいたま市桜区区民ま
つり補助金交付要綱

桜区民の郷土愛を高めコミュニ
ティの振興を図り、桜区の発展
を目指す

桜区区民ふれあいまつり 対象事業に要する経費
桜区区民まつり実行委員
会

7,000 7,000 6,647

桜
区役所

コミュニ
ティ課

さいたま市桜区まちづくり
事業補助金

さいたま市桜区まちづ
くり事業補助金交付要
綱

桜区の住民コミュニティの醸成
と桜区のまちづくりの推進

桜区の特性・特徴を活か
した魅力あるまちづくり
のための事業、桜区の住
民のコミュニティの醸成
を図るための事業

補助対象経費の３/４、限度額
300,000円

桜区の特性・特徴を活か
した魅力あるまちづくり
のための事業、桜区の住
民のコミュニティの醸成
を図るための事業を行う
団体

1,600 1,600 1,011

桜
区役所

コミュニ
ティ課

桜区防犯推進事業補助金
桜区防犯推進事業補助
金交付要綱

地域と連携のもと桜区内におけ
る防犯対策の強化により、犯罪
のない明るく住みよい地域社会
の実現を図る

地域と連携のもと桜区内
における防犯対策の強化
により、犯罪のない明る
く住みよい地域社会の実
現を図るための事業

事業の実施に要する経費

地域と連携のもと桜区内
における防犯対策の強化
により、犯罪のない明る
く住みよい地域社会の実
現を図るために活動する
団体

1,985 1,886 1,976

浦和
区役所

コミュニ
ティ課

浦和区魅力あるまちづくり
推進事業補助金

浦和区魅力あるまちづ
くり推進事業補助金交
付要綱

地域コミュニティの醸成と区の
魅力あるまちづくりを推進する

コミュニティ会議等の団
体が行う、区の魅力ある
まちづくり事業

対象事業に要する経費
コミュニティ会議等の団
体

5,370 6,116 2,422

浦和
区役所

コミュニ
ティ課

浦和区文化の小径づくり推
進事業補助金

浦和区文化の小径づく
り推進事業補助金交付
要綱

浦和区らしさを感じながら、だ
れもが散策を楽しみ、地域の再
発見や健康づくりを目指す

浦和区文化の小径づくり
推進事業

対象事業に要する経費
浦和区文化の小径づくり
推進委員会

1,500 1,500 1,468

浦和
区役所

コミュニ
ティ課

浦和区コミュニティ活性化
推進事業補助金

浦和区コミュニティ活
性化推進事業補助金交
付要綱

浦和区区民会議及び浦和区コ
ミュニティ会議又はコミュニ
ティ活動団体等が幅広く連携協
力し、その活動を広く区民にＰ
Ｒするなど、区の魅力あるまち
づくりを推進する

実行委員会等の団体が行
う浦和区民を対象とした
区民フォーラム等をはじ
めとする地域コミュニ
ティ活性化推進事業

対象事業に要する経費 実行委員会等の団体 7,700 10,700 9,078

緑
区役所

コミュニ
ティ課

まちづくり推進事業補助金
(コミュニティ会議認定団体
への支援)

さいたま市緑区コミュ
ニティ会議補助要綱

緑区のコミュニティ会議の認定
を受けた団体がその活動を充実
させ、地域のコミュニティ活動
の活性化を図る

コミュニティ会議認定団
体が行う事業

対象事業に要する経費、限度
額100,000円

緑区コミュニティ会議 2,000 1,700 200

緑
区役所

コミュニ
ティ課

東浦和駅前クリスマスツ
リー点灯式実行委員会補助
金

東浦和駅前クリスマス
ツリー点灯式補助金交
付要綱

地域経済活性化と緑区民が安全
に安心して暮らせるように東浦
和駅前クリスマスツリー点灯式
を開催する

東浦和駅前クリスマスツ
リー点灯式

対象事業に要する経費

主に緑区内で活動するか
代表者が緑区内に住所を
有する個人又は単位団体
が参加する実行委員会

700 700 690

緑
区役所

コミュニ
ティ課

まちづくり資源活用推進事
業補助金

緑区歴史交流都市推進
事業補助金交付要綱

区内の人材、歴史、文化、自然
環境等の資源を生かし、地域住
民のコミュニティの輪を広げ、
緑区に対する愛着を深める

区内の人材、歴史、文
化、自然環境等の資源を
活かした魅力あるまちづ
くりを推進させるための
事業

対象事業に要する経費

主に緑区内で活動するか
代表者が緑区内に住所を
有する個人又は単位団体
が参加する実行委員会

2,000 1,275 350

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区区民まつり実行委員会
補助金

緑区区民まつり補助金
交付要綱

区民が一体となってまちづくり
を行い、ふれあいのある地域社
会の育成とアイデンティティの
形成を図る

緑区区民まつり 対象事業に要する経費

主に緑区内で活動するか
代表者が緑区内に住所を
有する個人又は単位団体
が参加する実行委員会

6,000 6,000 5,969

緑
区役所

コミュニ
ティ課

地域活性化事業補助金(４地
区活動支援)

緑区地区自治会連合会
事業補助金交付要綱

緑区内４地区自治会連合会がそ
の活動を充実させ、地域のコ
ミュニティ活動の活性化を図る

まちづくり推進に係る事
業

対象事業に要する経費の３/４
以内、限度額250,000円

緑区地区自治会連合会 1,000 1,000 400

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区手づくり音楽祭実行委
員会補助金

緑区手づくり音楽祭事
業補助金交付要綱

参加者同士の交流を通じて相互
のコミュニケーションを図り、
まちづくりに寄与する

緑区手づくり音楽祭 対象事業に要する経費

主に緑区内で活動するか
代表者が緑区内に住所を
有する個人又は単位団体
が参加する実行委員会

300 300 245
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内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額目的 対象事業 基準 対象者

１０　交流・コミュニティ分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区見沼田んぼ散策協力委
員会補助金

緑区見沼田んぼ散策協
力事業補助金交付要綱

首都圏に残された緑の貴重な財
産である｢見沼田んぼ｣等の緑地
空間と｢見沼通船掘｣をはじめと
する歴史空間の存在を市内外の
人たちに発信する

緑地空間と歴史空間の保
存を市内外の人たちに発
信することを目的とした
事業

対象事業に要する経費

主に緑区内で活動するか
代表者が緑区内に住所を
有する個人又は単位団体
が参加する実行委員会

700 700 499

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区かかしランド実行委員
会補助金

緑区かかしランド事業
補助金交付要綱

緑区内にある、緑区出身の武笠
三作詞の唱歌｢案山子｣のモニュ
メントなどの文化資源を活用
し、案山子の制作を通して、子
どもの時からふるさとの自然と
歴史・文化に関心を持ち、わが
街を誇りとする人づくりを目的
とする

緑区かかしランドに係る
事業

対象事業に要する経費

主に緑区内で活動するか
代表者が緑区内に住所を
有する個人又は単位団体
が参加する実行委員会

750 750 743

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区オープンガーデン推進
実行委員会補助金

新規要綱作成予定

区民を対象に、ガーデニングの
知識や技術に関する講演や実演
を通して、ガーデニングの楽し
さやオープンガーデンによる区
民の交流の意義を伝え、ひいて
は緑区においてオープンガーデ
ンを根付かせ、区民同士が交流
するまちづくりを推進すること
を目的とする。

緑区オープンガーデン推
進事業

対象事業に要する経費
花をとおした交流に関心
のある方。

0 300 0

緑
区役所

コミュニ
ティ課

緑区絵画教室推進実行委員
会補助金

緑区絵画教室事業補助
金交付要綱

緑区絵画教室を区と協働で開催
することにより、人口増加の著
しい緑区内にあって、新旧区民
の方々の学びと交流を促進する
ため、絵画教室を通して多くの
区民の活性化を図ることを目的
とする。

緑区絵画教室に係る事業 対象事業に要する経費
緑区絵画教室を通して新
旧区民の交流に関心があ
る方。

0 300 0

岩槻
区役所

コミュニ
ティ課

まちかど雛めぐり事業補助
金

まちかど雛めぐり事業
補助金交付要綱

歴史ある｢人形のまち岩槻｣をＰ
Ｒし、さらに商店街の活性化を
図ることにより、まちの発展を
目指す

まちかど雛めぐり 対象事業に要する経費
まちかど雛めぐり実行委
員会

1,000 1,000 1,000

岩槻
区役所

コミュニ
ティ課

岩槻区コミュニティ会議ま
ちづくり推進事業補助金

岩槻区コミュニティ会
議まちづくり推進事業
補助金交付要綱

岩槻区の地域コミュニティの醸
成と岩槻区の魅力あるまちづく
りを推進する

岩槻区の特性・特徴を活
かした事業、コミュニ
ティ活動の活性化につな
がる事業、地域の課題解
決に向けた事業

補助対象経費の３/４以内、限
度額300,000円

岩槻区に登録されたコ
ミュニティ会議

1,800 1,800 737

岩槻
区役所

コミュニ
ティ課

岩槻区民まつり事業補助金
岩槻区民まつり事業補
助金交付要綱

岩槻区の新たな郷土づくりと郷
土意識の醸成及び地域住民の連
帯をより一層高める

岩槻区民やまぶきまつり
岩槻区民やまぶきまつり事業
に要する経費

岩槻区民やまぶきまつり
実行委員会

8,000 8,000 7,899

岩槻
区役所

コミュニ
ティ課

ひなまつりふれあいコン
サート

ひなまつりふれあいコ
ンサート事業補助金交
付要綱

岩槻区のイメージアップと文化
振興、区民のまちづくり意識の
高揚のため、区・文化振興事業
団、区民との協働で実施する

ひなまつりふれあいコン
サート

事業に要する経費
ひなまつりふれあいコン
サート実行委員会

1,000 1,000 933

岩槻
区役所

コミュニ
ティ課

人形の里にぎわい創出ふれ
あい事業補助金

人形の里にぎわい創出
ふれあい事業実行委員
会補助金交付要綱

平成20年度に開催する東武鉄道
主催のハイキング事業に対し、
区観光振興事業促進のために協
働する

こころのふるさと人形の
街岩槻ハイキング

対象事業に係る経費
人形の里にぎわい創出ふ
れあい事業実行委員会

0 0 920

経済局 国際課
(仮称)国際会議さいたまシ
ンポジウム実行委員会補助
金

(仮称)国際会議さいた
まシンポジウム実行委
員会補助金交付要綱

国際会議と市民参加プログラム
の開催により、本市の国際化の
推進を図る

国際会議さいたまシンポ
ジウム

開催経費15,000,000円
(仮称)国際会議さいたま
シンポジウム実行委員会

13,000 15,000 8,729

経済局 国際課
(仮称)国連軍縮さいたま会
議実行委員会補助金

国連軍縮さいたま会議
実行委員会補助金交付
要綱

国際会議と市民参加プログラム
の開催により、本市の国際化の
推進を図る

国連軍縮さいたま会議(第
20回国連軍縮会議)

開催経費30,000,000円
国連軍縮さいたま会議実
行委員会

30,000 0 27,938

教育
委員会

健康教育課
さいたま市交通安全･防災研
究協議会補助金

さいたま市交通安全･
防災研究協議会補助金
交付要綱

交通安全及び防災教育の推進を
図り、安全指導の普及に寄与す
る

研修会への参加、団体へ
の助成

50,000円
さいたま市交通安全･防
災教育研究協議会

50 50 50
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内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額目的 対象事業 基準 対象者

１０　交流・コミュニティ分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

さいたま市人権教育研究指
定校補助金

さいたま市人権教育研
究指定校補助金交付要
綱

同和問題をはじめとする様々な
人権問題を解決しようとする児
童生徒を育成し、人権教育の充
実を期する

さいたま市人権教育研究
指定校に関する事業

100,000円×３校＝300,000円
仲本小学校、桜木小学
校、本太中学校

300 300 300

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

さいたま市同和教育推進校
連絡協議会補助金

さいたま市同和教育推
進校連絡協議会補助金
交付要綱

教育基本法、人権教育及び人権
啓発の推進に関する法律等の精
神に則り、協議会加盟各校の同
和教育の推進･充実を図り、同和
問題の解消を期する

さいたま市同和教育推進
校協議会に関する事業

協議会の運営に要する経費
さいたま市同和教育推進
校連絡協議会

350 350 350

教育
委員会

生涯学習振
興課人権教
育推進室

さいたま市人権教育推進協
議会補助金

さいたま市人権教育推
進協議会補助金交付要
綱

人権教育の振興を図り、同和問
題をはじめとする様々な人権問
題に対する正しい認識を深め、
差別のない明るい社会を実現す
る

さいたま市人権教育推進
協議会に関する事業

協議会の運営に要する経費
さいたま市人権教育推進
協議会

1,500 1,400 1,500
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総務局 人材育成課 通信教育受講料
さいたま市通信教育実
施要綱

自己研修による学習を通した職
員の能力開発と自己啓発意欲の
高揚を図るとともに、職務遂行
の能力向上の契機をつくる

通信教育講座受講料の一
部補助

10,000円×90名＝900,000円 通信教育申し込み修了者 900 900 511

総務局 人材育成課 自主研修グループ助成金
さいたま市職員自主研
修グループ支援要綱

自主的な研修活動を通じ、職員
相互の能力向上及び主体的に職
務に取り組む職員の意欲の向上
を図る

自主研修グループの研修
活動支援

研修活動に要する経費のう
ち、講師謝金、資料の購入費
用等

職員自主研修グループ 270 270 214

財政局 税制課
さいたま市税協力団体に対
する補助金

さいたま市税協力団体
に対する補助金交付要
綱

市税に関する調査、研究及び啓
発活動等を図る

市たばこ税増収対策事業
に係る運営費及び活動
費、市税啓発活動事業に
係る運営費及び活動費、
青色申告制度推進事業に
係る運営費及び活動費等

さいたま市たばこ税協力会
1,750,000円、(社)浦和法人会
199,000円、(社)大宮法人会
170,000円、浦和青色申告会
188,000円、大宮青色申告会
188,000円、与野青色申告会
52,000円

さいたま市たばこ税協力
会、(社)浦和法人会、
(社)大宮法人会、浦和青
色申告会、(社)大宮青色
申告会、与野青色申告会

2,547 2,547 2,547

財政局 収納対策課 納税貯蓄組合連合会補助金
さいたま市納税貯蓄組
合連合会補助金交付要
綱

市納税貯蓄組合の普及育成及び
組合活動の円滑な運営を期する

さいたま市納税貯蓄組合
の指導育成に加え、納税
思想の普及高揚を図る事
業

納税貯蓄組合連合会の事業計
画、決算等に基づき、予算額
を限度とする

さいたま市納税貯蓄組合
連合会

2,315 2,084 1,585

財政局 収納対策課 納税貯蓄組合事務費補助金
さいたま市納税貯蓄組
合事務費補助金交付要
綱

市納税貯蓄組合の健全な発展と
納税意識の向上を図る

納期内納付等に努める納
税貯蓄組合の運営のため
の事務費

納税貯蓄組合法に規定する事
務費であり、課税組合員の人
数により定めた限度額まで

さいたま市納税貯蓄組合 5,155 5,120 4,982

市民局 市民総務課 市民相談事業補助金
さいたま市市民相談事
業補助金交付要綱

市民相談事業の適正な運営を図
り、市民生活の安定に寄与する

市民相談関係団体の相談
事業に要する経費

市民相談事業の運営に要する
経費

次に掲げる相談に応じる
ことをその業務とする団
体
①税務相談②司法書士の
登記・法律相談③土地家
屋調査士の登記相談④社
会保険労務士の年金・保
険・労務相談⑤行政書士
の相続遺言・内容証明相
談⑥行政相談

1,424 1,424 1,424

南
区役所

コミュニ
ティ課

南区魅力あるまちづくり推
進事業補助金

南区魅力あるまちづく
り推進事業補助金交付
要綱

区における地域コミュニティの
醸成と魅力あるまちづくりの推
進

コミュニティ会議等の団
体が行う事業

対象事業に要する経費の３/４
以内で限度額300,000円。ただ
し、補助金申請交付審査委員
会が主たるまちづくり推進事
業及び区が積極的に推進する
事業として認めた場合は、
500,000円を限度とする。
また、南区全体を対象にした
南区ふるさとふれあいフェア
等の場合は所要額とする。

コミュニティ会議、南区
ふるさとふれあいフェア
実行委員会、南区まちづ
くり大学運営委員会等

16,062 16,000 13,156

経済局 経済政策課 定額給付金
定額給付金給付事業費
補助金交付要綱

家計への緊急支援を行う

Ｈ21.２.１時点で本市に
①住民基本台帳に記載
②外国人登録原票に登録
しているもの

①０～18歳:20,000円
②19～64歳:12,000円
③65歳以上:20,000円

対象事業に同じ 0 18,048,351 0

都市局
区画整理支
援課

土地区画整理協会補助金
(財)さいたま市土地区
画整理協会補助金要綱

協会が寄付行為に定めて行う事
業の円滑な促進を図り、もって
公共施設の整備改善及び宅地の
利用増進に寄与する

(財)さいたま市土地区画
整理協会運営事業

協会運営に要する経費で、予
算の範囲内とする

(財)さいたま市土地区画
整理協会

154,993 167,265 154,993

教育
委員会

学事課
さいたま市外国人学校児童
生徒保護者補助金

さいたま市外国人学校
児童生徒保護者補助金
交付要綱

外国人学校に在籍する児童生徒
の保護者の経済的負担の軽減を
図る

保護者が外国人学校に授
業料として支払った経費

児童１人につき年額20,000円
生徒１人につき年額40,000円

外国人学校に在籍する児
童生徒の保護者

3,120 3,120 2,820

教育
委員会

指導１課
埼玉朝鮮初中級学校文化･体
育交流補助金

埼玉朝鮮初中級学校文
化･体育交流補助金交
付要綱

埼玉朝鮮初中級学校文化･体育の
交流活動の振興を図る

文化的交流に関する事
業、体育的交流に関する
事業

対象事業に要する経費 埼玉朝鮮初中級学校 1,700 1,700 1,700

内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額目的 対象事業 基準 対象者

１１　その他分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠
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内容 平成20年度
当初予算額
+ 繰越額

平成21年度
当初予算額
+ 繰越額

(参考)
平成20年度
決算額目的 対象事業 基準 対象者

１１　その他分野

局名 所属名 補助金等名称 根拠

教育
委員会

指導１課
さいたま市私立幼稚園教育
研究事業交付金

さいたま市私立幼稚園
教育研究事業交付金交
付要綱

市における幼稚園教育の充実を
図る

幼稚園教育要領に基づく
内容による研修及び研究
事業

対象事業に要する経費
さいたま市私立幼稚園協
会

3,088 3,088 3,088

教育
委員会

指導１課
さいたま市幼児教育振興協
議会事業交付金

さいたま市幼児教育振
興協議会事業交付金交
付要綱

幼児教育の機関相互の連絡･調整
を図り、幼児教育の振興と充実
を期する

さいたま市幼児教育振興
協議会事業に要する経費

協議会の運営に要する経費
さいたま市幼児教育振興
協議会

185 185 185

議会局 総務課 政務調査費補助金
さいたま市議会政務調
査費の交付に関する条
例

地方自治法第100条第14項及び第
15項の規定に基づき、市議会議
員の調査研究に資する

さいたま市議会議員の調
査研究に資するために必
要な経費

会派:月額340,000円又は月額
140,000円のうちから各会派が
選択した額に、各月の初日に
おける当該会派に所属する議
員の数を乗じて得た額
議員:月額200,000円

会派及び議員(「さいた
ま市議会政務調査費の交
付に関する条例」第４条
第１項の規定により政務
調査費の月額として
140,000円の額を選択し
た会派に属する議員及び
いずれの会派にも所属し
ない議員)

261,120 261,120 233,927

選挙
管理
委員会

選挙課
市明るい選挙推進事業補助
金

さいたま市明るい選挙
推進協議会運営補助金
交付要綱

明るい選挙の推進を図る
明るい選挙推進のための
啓発･普及活動等

対象事業に要する経費
さいたま市･区明るい選
挙推進協議会

725 725 725
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